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ABSTRACT
As part of the MEXT's project to promote the "Science of Science, Technology and Innovation
Policy”, NISTEP constructed a database of Science, Technology and Innovation Policy, in order to 
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学技術システム改革」、さらに「科学技術と社会」の 4 つを設けた。 
 「2.重点研究開発の推進」については、科学技術政策における重点分野等を位置づけ
る「分野の戦略」のほか、分野別の戦略や施策について記載した。分野の区分は、第
2 期・第 3 期科学技術基本計画における 8 分野を基準として、一部、区分を追加して
12 区分とした。過去のほとんどの時期の施策の分類は、この分類に近く、整理がス
ムーズであるためである。 






吟味した上で、記載事項を 12 区分に分けて整理した。 








表 1-1 科学技術施策の分類 
大分類 中分類 備考 
1. 基本政策 
(6 件) 
1.1 科学技術会議  
1.2 科学技術政策に関連する予算の総額  
1.3 行政体制 機関の設置等 
1.4 国立試験研究機関、研究開発法人等  
1.5 大学 多くは、他の項目と重複




2.1 分野の戦略 重点分野の設定等 
2.2 ライフサイエンス 
2.3 情報通信・電子  
2.4 環境  
2.5 ナノテク・材料  
2.6 エネルギー 原子力を含む。 
2.7 製造技術  
2.8 社会基盤、安全・安心  
2.9 宇宙・航空 第 2 期・第 3 期基本計画
では、フロンティア分野2.10 海洋 









3.1 科学技術人材  
3.2 産学官連携、技術移転、研究成果の事業化  
3.3 公的研究開発 競争的資金を含む 
3.4 民間助成 補助金、税制措置等 
3.5 情報基盤  
3.6 知的財産  
3.7 標準化  
3.8 地域における科学技術の振興  
3.9 施設・大型設備  
3.10 知的基盤  
3.11 評価システムの改善  
3.12 制度運用の改善  
3.13 国際協力  
４． 科学技術
と社会（2 件） 
4.1 法的・倫理的・社会的課題への対応  
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ムーズであるためである。 
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表 1-2 科学技術白書原文から抽出する補足例 
白書原文 → → 年史編における記載 






















表 1-3 重要施策の「区分」の仕方 

























































表 1-2 科学技術白書原文から抽出する補足例 
白書原文 → → 年史編における記載 






















表 1-3 重要施策の「区分」の仕方 
























細野光章 第 3 調査研究グループ 上席研究官（主担当）
赤池伸一 一橋大学イノベーション研究センター 教授
第 3 調査研究グループ 客員研究官（副担当）
下田隆二 東京工業大学統合研究院 教授
第 3 調査研究グループ 客員研究官（査読）
藤田健一 第 3 調査研究グループ 総括上席研究官（平成 2012 年 8 月まで） 
坂下鈴鹿 第 3 調査研究グループ 総括上席研究官（平成 2012 年 9 月より） 
富澤宏之 科学技術・学術基盤調査研究室 室長 
【委託先】
吉村哲哉 株式会社三菱総合研究所 戦略コンサルティング本部 主任研究員（主担当）
高谷徹  株式会社三菱総合研究所 科学技術・安全研究本部 主任研究員 















る科学技術振興調整費が新設された。科学技術振興調整費は､平成 13 年 1 月の総合科学技
術会議の発足にあわせて横断的な科学技術システム改革や先導的・試行的な研究の推進等を
基本方針とするように見直された。 





その 30 年後、平成 7 年 11 月に科学技術基本法が成立し、同法の規定により政府は科学
技術基本計画の策定を義務付けられ、また、その策定に当たっては、あらかじめ、科学技術
会議の議を経ることとされた。 
平成 13 年 1 月の省庁再編に伴い科学技術会議は廃止され、総合科学技術会議が内閣府設
置法(平成 11 年法律第 89 号)に基づき、「重要政策に関する会議」のひとつとして内閣府に
設置された。その発足当初は議長である内閣総理大臣の出席の下に原則月１回開催されてい
た。また、その策定過程が省庁再編期にあたった第 2 期の科学技術基本計画は、平成 12 年
12 月の科学技術会議による「科学技術基本計画について」に対する答申を踏まえて行われ
た平成 13 年 3 月の総合科学技術会議による答申を受けて閣議決定されている。 
平成 14 年度科学技術関係予算の編成に当たっては、総合科学技術会議が精査を行い、平
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平成 14 年度科学技術関係予算の編成に当たっては、総合科学技術会議が精査を行い、平










項は行政対象から除外されている。昭和 36 年に科学技術会議の学識経験者議員 2 名
が増員されたので、日本学術会議会長を含み、学識経験者議員は 6 名となり、法定の
閣僚議員 5 名を越すことになつた【昭和 37 年版白書 2-4-2】。
 内閣総理大臣の諮問機関である科学技術会議は、諮問に対する答申に加え、昭和 39
年 7 月に新たに内閣総理大臣に対して意見具申を行なう権限を付与された【昭和 41
年 1-6】
 科学技術会議は、昭和 48 年 7 月、従来の第 1～第 4 部会を改組し、科学技術一般に
関する基本的かつ総合的な政策等を審議する総合部会、研究目標部会、ライフサイエ
ンス部会及びエネルギー科学技術部会を設置した【昭和 49 年版白書 3-4-7】。
 平成 7 年 11 月に科学技術基本法が施行されたことに伴い、政府は科学技術基本計画
を策定するに当たっては、あらかじめ、科学技術会議の議を経た上で策定することと
なった【平成 8 年版白書 3-2-2】。
 平成 11 年 8 月に政策委員会に科学技術目標、知的基盤、研究システム、産業技術の
4 つのワーキンググループを設置し、平成 12 年 2 月にその結果をまとめ、さらに、
同年 3 月 24 日、科学技術会議本会議が開催され、内閣総理大臣より次期基本計画の
検討について諮問が行われた【平成 12 年版白書 3-1-2-1】。
 第 1 期科学技術基本計画については、計画対象期間の最終年度を迎え、新たな政策展
開を見据えた検討を行うため、平成 11 年 8 月に政策委員会に科学技術目標、知的基
盤、研究システム、産業技術の 4 つのワーキンググループを設置し、平成 12 年 2 月
にその結果をまとめた【平成 13 年版白書 3-1-1】。
 これまで科学技術振興に大きな役割を果たした科学技術会議であるが、平成 13 年 1





 総合科学技術会議は、平成 13 年 1 月、内閣府設置法(平成 11 年法律第 89 号)に基づ
き、「重要政策に関する会議」のひとつとして内閣府に設置された【平成 14 年版白書
3-1-2-1】。
 総合科学技術会議は、設置以来、議長たる内閣総理大臣の出席の下、原則毎月 1 回開




の 5 つの専門調査会を設置した【平成 13 年版白書 3-1-3-2】。
 総合科学技術会議は、平成 18 年度からの 5 か年間を対象とする第 3 期科学技術基本
計画の策定に資するため、平成 16 年 10 月に、基本政策専門調査会を設置した【平成
9
17 年版白書 3-1-2】。
 基本政策専門調査会は、平成 16 年 12 月には内閣総理大臣から諮問「科学技術に関す
る基本政策について」を受け、科学技術に関する基本的な政策についての調査・検討
を行っている【平成 17 年版白書 3-1-2】。
 平成 17 年 12 月 27 日に内閣総理大臣諮問「科学技術に関する基本政策について」の
答申を行い、それを受け平成 18 年 3 月 28 日に第 3 期科学技術基本計画が閣議決定さ
れた【平成 18 年版白書 3-1-2】。
 第 3 期科学技術基本計画の着実な推進を図るべく、平成 18 年 4 月に基本政策推進専
門調査会を設置し、科学技術の諸制度の改革や科学技術連携施策群の今後の進め方等
について調査を行った【平成 19 年版白書 3-1-2-3】。
(2) 総合的戦略に関する決定
 内閣総理大臣の諮問機関である科学技術会議は、昭和 39 年 7 月に新たに内閣総理大
臣に対して意見具申を行なう権限を付与されたのに伴い、同年末より、先に答申した




た【昭和 41 年版白書 1-6】。




きであるとの答申を行なった【昭和 41 年版白書 1-6】。
 科学技術会議は、学会をはじめ、産業界、関係行政機関等の幅ひろい意見を聞くなど
慎重に審議を行ない、昭和 41 年 8 月、昭和 45 年度までの方策として「科学技術振興
の総合的基本方策に関する意見」をとりまとめ、これを内閣総理大臣に提出した【昭
和 41 年版白書 1-6】。
 科学技術会議は、内閣総理大臣から昭和 45 年 8 月、諮問第 5号「1970年代における





確立する必要があることによるものである【昭和 46 年版白書 3-4-7】。
 第 21 回本会議(昭和 51 年 2 月)において、科学技術会議は内閣総理大臣より諮問第 6
号「長期的展望に立った総合的科学技術政策の基本について」を受け、総合部会、研
究目標部会において審議を重ね、21 世紀への長期的展望の下での今後 10 年間にわた
る科学技術政策を取りまとめ、昭和 52 年 5 月 25 日(第 22 回本会議)に答申を行った
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和 41 年版白書 1-6】。
 科学技術会議は、内閣総理大臣から昭和 45 年 8 月、諮問第 5号「1970年代における





確立する必要があることによるものである【昭和 46 年版白書 3-4-7】。
 第 21 回本会議(昭和 51 年 2 月)において、科学技術会議は内閣総理大臣より諮問第 6
号「長期的展望に立った総合的科学技術政策の基本について」を受け、総合部会、研
究目標部会において審議を重ね、21 世紀への長期的展望の下での今後 10 年間にわた
る科学技術政策を取りまとめ、昭和 52 年 5 月 25 日(第 22 回本会議)に答申を行った
【昭和 52 年版白書 3-4-7】。
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 昭和 58 年 3 月、内閣総理大臣からこのような新たな情勢変化に対応し、長期的展望
に立った科学技術振興の総合的基本方策について諮問第 11号「新たな情勢変化に対
応し、長期的展望に立った科学技術振興の総合的基本方策について」があり、これを
受けて、科学技術会議は、昭和 59 年 11 月、21 世紀に向けて新しい文化と文明の基
礎となる科学技術の総合的な発展をめざして、むこう 10 年程度の間における科学技
術政策の基本を示す答申を内閣総理大臣に提出した【昭和 60 年版白書 3-4-9-1】。
 昭和 60 年 7 月、臨時行政改革推進審議会の「行政改革の推進方策に関する答申」に
おいて、今後の我が国の科学技術振興を重点的かつ効率的に推進する政策の大綱を閣
議決定すべきことが指摘され、これを踏まえ、内閣総理大臣から科学技術会議に対し、
第 12号諮問「科学技術政策大綱について」が行われた【昭和 61 年版白書 3-4-10-1】。
 科学技術会議は、昭和 60 年 12 月、第 11 号答申及びその後の科学技術をめぐる状況
の変化を踏まえ、第 12 号答申「科学技術政策大綱について」を内閣総理大臣あて答
申した【昭和 61 年版白書 3-4-10-1】。
 第 12 号答申を受けて、当面の科学技術政策の基本を示すものとして、昭和 61 年 3
月 28 日、「科学技術政策大綱」が閣議決定された【昭和 61 年版白書 3-4-10-1】。
 平成 2 年 6 月 22 日、内閣総理大臣は、科学技術会議に対して諮問第 18号「新世紀に
向けてとるべき科学技術政策の総合的基本方策について」を諮問した【平成 2 年版白
書 4-1-2】。
 科学技術会議では、1 年半にわたって審議を進め、平成 4 年 1 月、内閣総理大臣に対
し、諮問第 18号「新世紀に向けてとるべき科学技術政策の総合的基本方策について」
に対する答申を行った【平成 4 年版白書 3-1-2】。
 平成 4 年 1 月の第 18 号答申に沿った政府の施策をとりまとめた「科学技術振興に係
る諸施策の現状について」が作成され、公表されている【平成 5 年版白書 3-2-3-5】。




 平成 11 年 3 月 24 日、科学技術会議本会議が開催され、内閣総理大臣より諮問第 26
号「科学技術基本計画について」が諮問され、科学技術会議は、会議の下に総合計画
部会を設置し、検討を行い、同年 12 月 22 日に計画案を取りまとめ、この計画案を受
け、同年 12 月 26 日に科学技術会議本会議が開催され、内閣総理大臣に答申を行った
【平成 13 年版白書 3-1-1】。
 平成 13 年 1 月の総合科学技術会議の発足に伴い、内閣総理大臣から、平成 13 年度か
ら 5 か年の科学技術基本計画策定のための科学技術に関する総合戦略についての諮
問が行われ、同戦略については、平成 12 年 12 月に科学技術会議が取りまとめた「科
学技術基本計画について」に対する答申も踏まえ、総合科学技術会議での調査審議を
経て、平成 13 年 3 月の同会議で答申が行われた【平成 13 年版白書 3-1-1】。
 上述の総合戦略が総合科学技術会議より答申されたのを受け、平成 13 年 3 月 30 日、
政府は第 2期科学技術基本計画を閣議決定した【平成 13 年版白書 3-1-1】。




し、関係大臣に意見具申した【平成 19 年版白書 3-1-2-1】。
 平成 22 年 12 月、本調査会での全 12 回にわたる検討を経て、諮問第 11 号「科学技術
に関する基本政策について」に対する答申案を取りまとめ、平成 22 年 12 月 24 日、
総合科学技術会議において決定され、内閣総理大臣に対して答申が成された【平成
23 年版白書 2-2-3】。
 第 4 期基本計画の策定に向けて、平成 22 年 12 月 24 日に、内閣総理大臣へ答申を行
った【平成 23 年版白書 2-2-1】。
(3) 研究開発分野別の推進戦略に関する決定




査、審議を進め、昭和 48 年 6 月には「国民生活に密着した研究開発目標について」(中
間報告)を、昭和 48 年 7 月には「国際協力における研究開発目標に関する意見」をそ
れぞれとりまとめるとともに、後者は第 20 回本会議(48.7)において追加意見として内









て」(昭和 52 年 5 月)を受け、エネルギー科学技術部会において審議を重ね、53 年 7
月 28 日(第 23 回本会議)に答申を行った【昭和 53 年版白書 3-4-7】。
 第 24 回本会議(53 年 12 月)において、第 6 号答申で重要性を指摘された「地方におけ
る科学技術活動の推進」についての意見具申を行った【昭和 54 年版白書 3-4-8-1】。
 我が国における推進方策に関し内閣総理大臣より出された諮問第 8号「遺伝子組換え
研究の推進方策の基本について」(昭和 53 年 12 月)を受け、ライフサイエンス部会に
おいて審議を重ね、昭和 54 年 8 月 9 日(第 25 回本会議)に答申を行った【昭和 55 年
版白書 3-4-9-1】。
 昭和 55 年 8 月、科学技術会議は本会議において第 6 号諮問に対する追加意見として
「技術移転の推進に関する意見」及び「ライフサイエンスの推進に関する意見」を内
閣総理大臣に具申した【昭和 56 年版白書 3-4-9-1】。
 科学技術会議は内閣総理大臣より諮問第 9号「防災に関する研究開発基本計画につい
て」(昭和 54 年 12 月)を受け、研究目標部会において審議を重ね、昭和 56 年 7 月 6
日(第 29 回本会議)に答申を行った【昭和 57 年版白書 3-4-9-1】。
 昭和 56 年 11 月、内閣総理大臣より出された諮問第 10号「ライフサイエンスにおけ
る先導的・基盤的技術の研究開発基本計画について」に関しては、現在、ライフサイ
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 昭和 58 年 3 月、内閣総理大臣からこのような新たな情勢変化に対応し、長期的展望
に立った科学技術振興の総合的基本方策について諮問第 11号「新たな情勢変化に対
応し、長期的展望に立った科学技術振興の総合的基本方策について」があり、これを
受けて、科学技術会議は、昭和 59 年 11 月、21 世紀に向けて新しい文化と文明の基
礎となる科学技術の総合的な発展をめざして、むこう 10 年程度の間における科学技
術政策の基本を示す答申を内閣総理大臣に提出した【昭和 60 年版白書 3-4-9-1】。
 昭和 60 年 7 月、臨時行政改革推進審議会の「行政改革の推進方策に関する答申」に
おいて、今後の我が国の科学技術振興を重点的かつ効率的に推進する政策の大綱を閣
議決定すべきことが指摘され、これを踏まえ、内閣総理大臣から科学技術会議に対し、
第 12号諮問「科学技術政策大綱について」が行われた【昭和 61 年版白書 3-4-10-1】。
 科学技術会議は、昭和 60 年 12 月、第 11 号答申及びその後の科学技術をめぐる状況
の変化を踏まえ、第 12 号答申「科学技術政策大綱について」を内閣総理大臣あて答
申した【昭和 61 年版白書 3-4-10-1】。
 第 12 号答申を受けて、当面の科学技術政策の基本を示すものとして、昭和 61 年 3
月 28 日、「科学技術政策大綱」が閣議決定された【昭和 61 年版白書 3-4-10-1】。
 平成 2 年 6 月 22 日、内閣総理大臣は、科学技術会議に対して諮問第 18 号「新世紀に
向けてとるべき科学技術政策の総合的基本方策について」を諮問した【平成 2 年版白
書 4-1-2】。
 科学技術会議では、1 年半にわたって審議を進め、平成 4 年 1 月、内閣総理大臣に対
し、諮問第 18号「新世紀に向けてとるべき科学技術政策の総合的基本方策について」
に対する答申を行った【平成 4 年版白書 3-1-2】。
 平成 4 年 1 月の第 18 号答申に沿った政府の施策をとりまとめた「科学技術振興に係
る諸施策の現状について」が作成され、公表されている【平成 5 年版白書 3-2-3-5】。




 平成 11 年 3 月 24 日、科学技術会議本会議が開催され、内閣総理大臣より諮問第 26
号「科学技術基本計画について」が諮問され、科学技術会議は、会議の下に総合計画
部会を設置し、検討を行い、同年 12 月 22 日に計画案を取りまとめ、この計画案を受
け、同年 12 月 26 日に科学技術会議本会議が開催され、内閣総理大臣に答申を行った
【平成 13 年版白書 3-1-1】。
 平成 13 年 1 月の総合科学技術会議の発足に伴い、内閣総理大臣から、平成 13 年度か
ら 5 か年の科学技術基本計画策定のための科学技術に関する総合戦略についての諮
問が行われ、同戦略については、平成 12 年 12 月に科学技術会議が取りまとめた「科
学技術基本計画について」に対する答申も踏まえ、総合科学技術会議での調査審議を
経て、平成 13 年 3 月の同会議で答申が行われた【平成 13 年版白書 3-1-1】。
 上述の総合戦略が総合科学技術会議より答申されたのを受け、平成 13 年 3 月 30 日、
政府は第 2期科学技術基本計画を閣議決定した【平成 13 年版白書 3-1-1】。




し、関係大臣に意見具申した【平成 19 年版白書 3-1-2-1】。
 平成 22 年 12 月、本調査会での全 12 回にわたる検討を経て、諮問第 11 号「科学技術
に関する基本政策について」に対する答申案を取りまとめ、平成 22 年 12 月 24 日、
総合科学技術会議において決定され、内閣総理大臣に対して答申が成された【平成
23 年版白書 2-2-3】。
 第 4 期基本計画の策定に向けて、平成 22 年 12 月 24 日に、内閣総理大臣へ答申を行
った【平成 23 年版白書 2-2-1】。
(3) 研究開発分野別の推進戦略に関する決定




査、審議を進め、昭和 48 年 6 月には「国民生活に密着した研究開発目標について」(中
間報告)を、昭和 48 年 7 月には「国際協力における研究開発目標に関する意見」をそ
れぞれとりまとめるとともに、後者は第 20 回本会議(48.7)において追加意見として内









て」(昭和 52 年 5 月)を受け、エネルギー科学技術部会において審議を重ね、53 年 7
月 28 日(第 23 回本会議)に答申を行った【昭和 53 年版白書 3-4-7】。
 第 24 回本会議(53 年 12 月)において、第 6 号答申で重要性を指摘された「地方におけ
る科学技術活動の推進」についての意見具申を行った【昭和 54 年版白書 3-4-8-1】。
 我が国における推進方策に関し内閣総理大臣より出された諮問第 8号「遺伝子組換え
研究の推進方策の基本について」(昭和 53 年 12 月)を受け、ライフサイエンス部会に
おいて審議を重ね、昭和 54 年 8 月 9 日(第 25 回本会議)に答申を行った【昭和 55 年
版白書 3-4-9-1】。
 昭和 55 年 8 月、科学技術会議は本会議において第 6 号諮問に対する追加意見として
「技術移転の推進に関する意見」及び「ライフサイエンスの推進に関する意見」を内
閣総理大臣に具申した【昭和 56 年版白書 3-4-9-1】。
 科学技術会議は内閣総理大臣より諮問第 9号「防災に関する研究開発基本計画につい
て」(昭和 54 年 12 月)を受け、研究目標部会において審議を重ね、昭和 56 年 7 月 6
日(第 29 回本会議)に答申を行った【昭和 57 年版白書 3-4-9-1】。
 昭和 56 年 11 月、内閣総理大臣より出された諮問第 10号「ライフサイエンスにおけ
る先導的・基盤的技術の研究開発基本計画について」に関しては、現在、ライフサイ
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エンス部会において鋭意審議検討を進めている【昭和 57 年版白書 3-4-9-1】。
 ライフサイエンス部会の下にがん研究推進基本方策分科会を設けて調査検討を進め、
昭和 58 年 7 月 26 日「がん研究推進の基本方策に関する意見」を取りまとめ、内閣総
理大臣あて意見具申を行った【昭和 59 年版白書 3-4-9-1】。
 諮問第 10 号「ライフサイエンスにおける先導的・基盤的技術の研究開発基本計画に
ついて」に対する答申については、ライフサイエンス部会において、鋭意検討を進め、
昭和 59 年 3 月 15 日部会報告を取りまとめた【昭和 59 年版白書 3-4-9-1】。
 昭和 59 年 8 月、内閣総理大臣は、「ライフサイエンスにおける先導的・基盤的技術の
研究開発基本計画」を策定した【昭和 60 年版白書 3-4-9-1】。
 昭和 61 年 5 月、内閣総理大臣から科学技術会議に対し、諮問第 14号「物質・材料系
科学技術に関する研究開発基本計画について」が行われたが、科学技術会議では、新
たに物質・材料系科学技術部会を設置して審議を重ね、昭和 62 年 8 月、内閣総理大
臣あて答申を行った【昭和 62 年版白書 3-5-11-1】。
 政策委員会は、関係省庁の協力を得て、生体の持つ優れた機能の解明を中心とする基
礎研究を国際的に共同して推進しようとするヒューマン・フロンティア・サイエン
ス・プログラム構想について検討を行ってきが、昭和 61 年 12 月から国内の関係研究
者等から成るフィージビリティ・スタディ委員会において、生体機能に関する内外の
研究の動向、重点研究分野等について調査、検討を実施し、昭和 62 年 3 月に結果を
取りまとめた【昭和 62 年版白書 3-5-11-1】。
 内閣総理大臣は、新たに情報・電子系科学技術に関する研究開発基本計画を策定すべ
く、昭和 62 年 8 月に、科学技術会議に対して諮問第 15号「情報・電子系科学技術に
関する研究開発基本計画について」を行った【平成元年版白書 3-1-1-2】。
 科学技術会議では、昭和 62 年 12 月、新たに情報・電子系科学技術部会を設置して審
議を重ね、平成元年 3 月、内閣総理大臣あて諮問第 15 号を答申した【平成元年版白
書 3-1-1-2】。
















 科学技術会議は、新たに地球科学技術部会を設置して約 1 年半の審議を重ね、平成 2
13
年 6 月 22 日、科学技術会議本会議で第 17 号答申を決定し、内閣総理大臣あて答申を
行った【平成 2 年版白書 4-1-2】。





年 5 月、意見具申し、これを受け、平成 3 年 7 月、新たな基本計画が決定された【平
成 4 年版白書 3-1-2】。
 科学技術会議では、約 2 年間の審議の後、平成 4 年 12 月 2 日に諮問第 19 号「ソフト
系科学技術に関する研究開発基本計画について」に対する答申を行い、これを基に、
平成 5 年 1 月、「ソフト系科学技術に関する研究開発基本計画」が策定された(内閣総
理大臣決定) 【平成 5 年版白書 3-2-2-2】。
 内閣総理大臣は、平成 5 年 6 月、「先端的基盤科学技術に関する研究開発基本計画に
ついて」を科学技術会議に諮問した【平成 5 年版白書 3-2-2-4】。
 平成 4 年 12 月の科学技術会議政策委員会において、防災に関する研究開発基本計画
の改定の検討を行うことが決定され、平成 5 年 1 月に防災科学技術部会を新たに設置
し、最近の著しい新技術の進展等を踏まえつつ改定内容の調査審議を進めている【平
成 5 年版白書 3-2-2-5】。
 科学技術会議では新たに先端的基盤科学技術部会を設置し、調査・審議を進め、「先
端的基盤科学技術に関する研究開発基本計画について」1994 年 12 月 12 日に内閣総
理大臣に対して答申を行い、これに基づき 12 月 27 日に同計画が内閣総理大臣決定さ
れた【平成 7 年版白書 3-2-2-4】。
 平成7年9月に「研究開発基本計画等フォローアップ委員会」を個別分野毎に設置し、
当該分野の答申等に示された、研究開発基本計画等のフォローアップを実施すること
が決定された【平成 8 年版白書 3-2-2】。
 平成 8 年 6 月に科学技術会議に諮問された「ライフサイエンスに関する研究開発基本
計画について」に関しては、ライスサイエンス部会で調査審議し、平成 9 年 7 月 28
日に答申を行った。本答申は、その後同年 8 月 13 日付で「ライフサイエンスに関す
る研究開発基本計画」として内閣総理大臣決定された【平成 10 年版白書 3-1-2-1】。
 平成 9 年 9 月 25 日、人に関連する生命倫理に係わる科学技術の在り方に関すること
を検討すべく、科学技術会議に生命倫理委員会が設置され、平成 10 年 1 月 13 日には
同委員会にクローン小委員会が設置された【平成 10 年版白書 3-1-2-1】。
 情報科学技術部会は、平成 9 年 7 月に科学技術会議に諮問された諮問第 25号「未来
を拓く情報科学技術の戦略的な推進方策の在り方について」に関する調査審議を実施
している【平成 10 年版白書 3-1-2-1】。
 平成 10 年 12 月には、ヒト胚性幹細胞の研究をはじめとするヒト胚を対象とする研究
に関し、生命倫理の側面から審議を行う、ヒト胚研究小委員会が設置された【平成
11 年版白書 3-1-2】。
 情報科学技術部会においては、平成 9 年 7 月に科学技術会議に諮問された諮問第 25
号「未来を拓く情報科学技術の戦略的な推進方策の在り方について」に関する調査審
議を実施し、平成 11 年 2 月に同部会として答申案を取りまとめた【平成 11 年版白書
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エンス部会において鋭意審議検討を進めている【昭和 57 年版白書 3-4-9-1】。
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 科学技術会議は、新たに地球科学技術部会を設置して約 1 年半の審議を重ね、平成 2
13
年 6 月 22 日、科学技術会議本会議で第 17 号答申を決定し、内閣総理大臣あて答申を
行った【平成 2 年版白書 4-1-2】。
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成 4 年版白書 3-1-2】。
 科学技術会議では、約 2 年間の審議の後、平成 4 年 12 月 2 日に諮問第 19 号「ソフト
系科学技術に関する研究開発基本計画について」に対する答申を行い、これを基に、
平成 5 年 1 月、「ソフト系科学技術に関する研究開発基本計画」が策定された(内閣総
理大臣決定) 【平成 5 年版白書 3-2-2-2】。
 内閣総理大臣は、平成 5 年 6 月、「先端的基盤科学技術に関する研究開発基本計画に
ついて」を科学技術会議に諮問した【平成 5 年版白書 3-2-2-4】。
 平成 4 年 12 月の科学技術会議政策委員会において、防災に関する研究開発基本計画
の改定の検討を行うことが決定され、平成 5 年 1 月に防災科学技術部会を新たに設置
し、最近の著しい新技術の進展等を踏まえつつ改定内容の調査審議を進めている【平
成 5 年版白書 3-2-2-5】。
 科学技術会議では新たに先端的基盤科学技術部会を設置し、調査・審議を進め、「先
端的基盤科学技術に関する研究開発基本計画について」1994 年 12 月 12 日に内閣総
理大臣に対して答申を行い、これに基づき 12 月 27 日に同計画が内閣総理大臣決定さ
れた【平成 7 年版白書 3-2-2-4】。
 平成7年9月に「研究開発基本計画等フォローアップ委員会」を個別分野毎に設置し、
当該分野の答申等に示された、研究開発基本計画等のフォローアップを実施すること
が決定された【平成 8 年版白書 3-2-2】。
 平成 8 年 6 月に科学技術会議に諮問された「ライフサイエンスに関する研究開発基本
計画について」に関しては、ライスサイエンス部会で調査審議し、平成 9 年 7 月 28
日に答申を行った。本答申は、その後同年 8 月 13 日付で「ライフサイエンスに関す
る研究開発基本計画」として内閣総理大臣決定された【平成 10 年版白書 3-1-2-1】。
 平成 9 年 9 月 25 日、人に関連する生命倫理に係わる科学技術の在り方に関すること
を検討すべく、科学技術会議に生命倫理委員会が設置され、平成 10 年 1 月 13 日には
同委員会にクローン小委員会が設置された【平成 10 年版白書 3-1-2-1】。
 情報科学技術部会は、平成 9 年 7 月に科学技術会議に諮問された諮問第 25号「未来
を拓く情報科学技術の戦略的な推進方策の在り方について」に関する調査審議を実施
している【平成 10 年版白書 3-1-2-1】。
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3-1-2】。




の充実強化が図られた【平成 11 年版白書 3-1-2】。
 クローン小委員会は平成 10 年 6 月に中間報告をまとめ、これを受けて人のクローン
個体の産生を、罰則を伴う法律で禁止することなどを内容とする最終報告を平成 11
年 11 月に取りまとめ、生命倫理委員会において了承された【平成 12 年版白書 3-1-2-1】。
 平成12年3月に「ヒト胚性幹細胞を中心としたヒト胚研究についての基本的考え方」
を取りまとめ、同月生命倫理委員会において了承された【平成 12 年版白書 3-1-2-1】。
 平成 11 年 6 月、科学技術会議は、諮問第 25号「未来を拓く情報科学技術の戦略的な




た上、平成 14 年 12 月に BT 戦略会議において取りまとめた「バイオテクノロジー戦
略大綱」に反映させた【平成 15 年版白書 3-1-2-2】。
 重点分野推進戦略専門調査会に温暖化対策技術プロジェクトチームを設置し、「地球
温暖化対策推進大綱」(3 月 19 日地球温暖化対策推進本部決定)で列挙された温室効果
ガス削減対策技術に関する研究戦略等について集中的に調査・検討を行っている【平
成 15 年版白書 3-1-2-2】。
 重点分野推進戦略専門調査会に、「ナノテクノロジー・材料研究開発推進プロジェク
トチーム」を設け、その研究開発及び産業化推進に向けた環境整備等に関する具体的
な方策について調査・検討を行っている【平成 15 年版白書 3-1-2-2】。
 我が国の経済は、引き続き厳しい状況にあり、これを打開し、国際競争力を確保・強
化していくために、経済活性化のための研究開発プロジェクト(みらい創造プロジェ





大臣に平成 15 年 5 月 27 日、意見具申し、平成 15 年 7 月に IT 戦略本部が取りまとめ
た「e-Japan 戦略 II」に反映された【平成 16 年版白書 3-1-2-2】。
 ナノテクノロジ ・ー材料分野の研究開発及び産業化推進のため、「ナノテクノロジー・
材料分野の産業発掘の推進について」(平成 15 年７月 23 日意見具申)に基づき、府省
「連携プロジェクト」として「革新的構造材料の建設市場への活用」のプロジェクト















成 19 年版白書 3-1-2-3】。
 生命倫理専門調査会は、平成 18 年 12 月に文部科学省から諮問された「ヒト ES細胞
の樹立及び使用に関する指針」の改正案について調査審議を行い、平成 19 年 3 月に




境エネルギー技術革新計画」(平成 20 年 5 月決定、意見具申)を策定した【平成 21 年
版白書 2-1-2】。
 生倫理専門調査会は、平成 21 年度、文部科学大臣より総合科学技術会議に諮問され
た、人クローン胚研究を容認する指針案について及びヒト ES 細胞使用研究の際の手
続の緩和等に関する指針案について、「ヒト胚の取扱いに関する基本的考え方」(平成
16 年 7 月 23 日総合科学技術会議)等からみて、妥当と判断し、それぞれ平成 21 年 4
月、7 月に答申を行った【平成 22 年版白書 2-2-3】。
 生倫理専門調査会は、平成 22 年 2 月、文部科学大臣より総合科学技術会議に諮問さ
れた、ヒト ES細胞等からの生殖細胞の作成に関する指針の見直しについて、答申に
向け調査・検討を行っている【平成 22 年版白書 2-2-3】。
(4) 知的財産戦略に関する決定
 知的財産の保護と活用に関する総合的な戦略について検討を行い、平成 14 年 12 月
25 日、関係大臣に意見具申し。6 月に取りまとめた「知的財産戦略について(中間ま
とめ)」を知的財産戦略会議に報告し、その内容を「知的財産戦略大綱」に反映させ
た【平成 15 年版白書 3-1-2-2】。
 平成 14 年 5 月の総合科学技術会議において、小泉総理から「知的特区」としての実
現を検討するよう指示を受け、検討を進め、7 月の本会議で大学、病院、研究機関等
に係る硬直的な規制の壁を破るための「知的特区」に関する考え方を取りまとめた【平
成 15 年版白書 3-1-2-2】。
 知的財産の保護と活用に関する総合的な戦略について検討を行い、関係大臣に平成










の充実強化が図られた【平成 11 年版白書 3-1-2】。
 クローン小委員会は平成 10 年 6 月に中間報告をまとめ、これを受けて人のクローン
個体の産生を、罰則を伴う法律で禁止することなどを内容とする最終報告を平成 11
年 11 月に取りまとめ、生命倫理委員会において了承された【平成 12 年版白書 3-1-2-1】。
 平成12年3月に「ヒト胚性幹細胞を中心としたヒト胚研究についての基本的考え方」
を取りまとめ、同月生命倫理委員会において了承された【平成 12 年版白書 3-1-2-1】。
 平成 11 年 6 月、科学技術会議は、諮問第 25号「未来を拓く情報科学技術の戦略的な




た上、平成 14 年 12 月に BT 戦略会議において取りまとめた「バイオテクノロジー戦
略大綱」に反映させた【平成 15 年版白書 3-1-2-2】。
 重点分野推進戦略専門調査会に温暖化対策技術プロジェクトチームを設置し、「地球
温暖化対策推進大綱」(3 月 19 日地球温暖化対策推進本部決定)で列挙された温室効果
ガス削減対策技術に関する研究戦略等について集中的に調査・検討を行っている【平
成 15 年版白書 3-1-2-2】。
 重点分野推進戦略専門調査会に、「ナノテクノロジー・材料研究開発推進プロジェク
トチーム」を設け、その研究開発及び産業化推進に向けた環境整備等に関する具体的
な方策について調査・検討を行っている【平成 15 年版白書 3-1-2-2】。
 我が国の経済は、引き続き厳しい状況にあり、これを打開し、国際競争力を確保・強
化していくために、経済活性化のための研究開発プロジェクト(みらい創造プロジェ





大臣に平成 15 年 5 月 27 日、意見具申し、平成 15 年 7 月に IT 戦略本部が取りまとめ
た「e-Japan戦略 II」に反映された【平成 16 年版白書 3-1-2-2】。
 ナノテクノロジ ・ー材料分野の研究開発及び産業化推進のため、「ナノテクノロジー・
材料分野の産業発掘の推進について」(平成 15 年７月 23 日意見具申)に基づき、府省
「連携プロジェクト」として「革新的構造材料の建設市場への活用」のプロジェクト















成 19 年版白書 3-1-2-3】。
 生命倫理専門調査会は、平成 18 年 12 月に文部科学省から諮問された「ヒト ES細胞
の樹立及び使用に関する指針」の改正案について調査審議を行い、平成 19 年 3 月に




境エネルギー技術革新計画」(平成 20 年 5 月決定、意見具申)を策定した【平成 21 年
版白書 2-1-2】。
 生倫理専門調査会は、平成 21 年度、文部科学大臣より総合科学技術会議に諮問され
た、人クローン胚研究を容認する指針案について及びヒト ES 細胞使用研究の際の手
続の緩和等に関する指針案について、「ヒト胚の取扱いに関する基本的考え方」(平成
16 年 7 月 23 日総合科学技術会議)等からみて、妥当と判断し、それぞれ平成 21 年 4
月、7 月に答申を行った【平成 22 年版白書 2-2-3】。
 生倫理専門調査会は、平成 22 年 2 月、文部科学大臣より総合科学技術会議に諮問さ
れた、ヒト ES細胞等からの生殖細胞の作成に関する指針の見直しについて、答申に
向け調査・検討を行っている【平成 22 年版白書 2-2-3】。
(4) 知的財産戦略に関する決定
 知的財産の保護と活用に関する総合的な戦略について検討を行い、平成 14 年 12 月
25 日、関係大臣に意見具申し。6 月に取りまとめた「知的財産戦略について(中間ま
とめ)」を知的財産戦略会議に報告し、その内容を「知的財産戦略大綱」に反映させ
た【平成 15 年版白書 3-1-2-2】。
 平成 14 年 5 月の総合科学技術会議において、小泉総理から「知的特区」としての実
現を検討するよう指示を受け、検討を進め、7 月の本会議で大学、病院、研究機関等
に係る硬直的な規制の壁を破るための「知的特区」に関する考え方を取りまとめた【平
成 15 年版白書 3-1-2-2】。
 知的財産の保護と活用に関する総合的な戦略について検討を行い、関係大臣に平成





どの課題について調査・検討を行い、関係大臣に意見具申し、平成 16 年 5 月に知的





スに関する指針」を決定し、関係大臣に平成 18 年 5 月 23 日、意見具申した【平成
19 年版白書 3-1-2-1】。
 知的財産戦略専門調査会の下にライフサイエンス分野における知的財産の保護・活用
等に関する検討 PTを平成 18 年 9 月から開催し、研究開発を促進し、イノベーション
につなげるため、「ライフサイエンス分野におけるリサーチツール特許の使用の円滑
化に関する指針」を取りまとめた【平成 19 年版白書 3-1-2-3】。





【平成 21 年版白書 2-1-2】。
(5) 地域における科学振興に関する決定




 平成 3 年度より、科学技術会議と都道府県の科学技術審議会等との連携を強化し、地
域における科学技術政策の企画立案に資するため、科学技術会議政策委員会委員と地
域科学技術審議会会長をメンバーとする「地域科学技術政策会合」が開催され、平成
3 年 7 月、12 道府県をメンバーとし、オブザーバー18 県、計 30 道府県の参加を得て、
第 1 回会合が東京で開催、第 2 回会合が、平成 4 年 4 月に東京で開催された【平成 4
年版白書 3-1-2】。
 内閣総理大臣は、1994 年 6 月「地域における科学技術活動の活性化に関する基本指
針について」を科学技術会議に諮問した。これを受け、現在、科学技術会議では、新
たに地域科学技術振興部会を設置した【平成 6 年版白書 3-2-2-5】。
 科学技術会議では新たに地域科学技術振興部会を設定し審議を進め、平成 7 年 11 月
29 日に内閣総理大臣に対して答申を行い、これに基づき 12 月 13 日に「地域におけ
る科学技術活動の活性化に関する基本指針について」が内閣総理大臣決定された【平
成 8 年版白書 3-2-2】。
 第 3 期科学技術基本計画は、地域イノベーション・システムの構築や活力ある地域づ
くりに貢献する「地域における科学技術の振興」の必要性に言及し、長期戦略指針「イ
ノベーション 25」(平成 19 年 6 月 1 日閣議決定)においても地域産業の活性化、産業
集積・クラスター形成への支援などの「活力ある地域社会を可能にする取組の推進」
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を、早急に取り組むべき課題と位置付けている【平成 20 年版白書 2-1-2-1】。
 総合科学技術会議では、平成 19 年 12 月に基本政策推進専門調査会の下に「地域科学
技術施策 WG」を設置し、地域科学技術推進戦略（仮称）の取りまとめに向けた議論
を開始した【平成 20 年版白書 2-1-2-1】。
 既存の地域科学技術施策の現状を踏まえ、地域のイノベーションの創出を強力に推進






 政策委員会は、昭和 62 年 11 月、「国際問題懇談会」を発足させた【平成 2 年版白書
4-1-2】。
 国際問題同懇談会は、当面の科学技術を巡る国際問題に関し検討を行い、昭和 63 年
9 月、先進諸国との科学技術関係の在り方等を中心とした検討の結果を「当面の科学
技術を巡る国際問題に関する取りまとめ」として取りまとめ、同年 10 月の科学技術
会議本会議に報告し了承された【平成 2 年版白書 4-1-2】。
 現在、国際問題懇談会は、特に国際貢献に関するスタディグループにおいて科学技術
分野における国際貢献問題を中心に調査検討を進めており、平成 2 年 6 月、「我が国
の科学技術に関する国際貢献の実績」を取りまとめた【平成 2 年版白書 4-1-2】。
 国際問題懇談会は、平成 2 年 12 月、「科学技術のグローバル化に向けて」と題する報
告書をとりまとめた【平成 3 年版白書 3-1-2-5】。
 科学技術会議では、平成 2 年度より、海外の科学技術政策に携わる要人を我が国に招
へいし、科学技術会議政策委員会等のメンバーと意見交換等を行う「科学技術会議国
際招へいプログラム」を発足させた【平成 3 年版白書 3-1-2-5】。
 科学技術会議は、科学技術会議、米国大統領科学技術顧問会議及び EC 科学技術研究
委員会からの代表が集まり科学技術政策一般について意見交換する 3 極会合の開催
を提案し、関係者の合意を得て平成 3 年 10 月に第 1 回会合を東京で開催した【平成
4 年版白書 3-1-2】。
 ブロムレー米国科学技術担当大統領補佐官の提案で、平成 3 年 2 月、カーネギーグル
ープ会議(政府首脳科学技術顧問会合)が米国で開催され、日本から森科学技術会議議
員が出席した。【平成 4 年版白書 3-1-2】。
 平成 3 年 6 月にオタワで、平成 4 年 5 月にパリで、それぞれ開催された科学工学者会
合に科学技術会議議員が参加し、科学技術分野の国際協力等について意見交換を行っ
た【平成 4 年版白書 3-1-2】。
 「先進 7ケ国研究会議代表者会議」は、西ドイツ研究協会のマイヤーマイブニッツ会
長により提唱されたもので、サミット国の研究会議の代表者をメンバーに、科学技術
に関する諸問題を自由に議論する会合である。年 1 回、過去 12 回開催され、我が国
は第 6 回より参加している【平成 5 年版白書 3-2-3-6】。
 科学技術会議政策委員会国際問題懇談会科学技術会議政策委員会では、我が国の科学
16
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 平成 3 年 6 月にオタワで、平成 4 年 5 月にパリで、それぞれ開催された科学工学者会
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 科学技術会議政策委員会国際問題懇談会科学技術会議政策委員会では、我が国の科学
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技術政策の新たな国際展開について検討するため、平成 7 年 1 月から「国際問題懇談
会」を新たに構成し、検討を行っている【平成 7 年版白書 3-2-3-6】。
 我が国の科学技術と外交を相互に連携するとの新しい観点から、「科学技術外交の強
化に向けて」(平成 20 年 5 月決定、意見具申)を策定し、我が国の科学技術と外交と
を相互に発展させることとしている【平成 21 年版白書 2-1-2】。
(7) 科学技術に関する予算、人材等の資源配分の方針の決定
 平成 4 年 12 月、内閣総理大臣は、科学技術会議に対し諮問第 20 号「科学技術系人材
の確保に関する基本指針について」を諮問した。これを受け、科学技術会議では新た
に科学技術系人材部会を設置し、調査審議を進めている【平成 5 年版白書 3-2-2-3】。
 第 20 号諮問をもとに 12 月 27 日、「科学技術系人材の確保に関する基本方針」が内閣
総理大臣決定された【平成 7 年版白書 3-2-2-3】。
 平成 14 年度の予算要求では、「構造改革特別要求」として、「今後の経済運営及び経
済社会の構造改革に関する基本方針」(平成 13 年 6 月 26 日閣議決定)に掲げられた重
点 7 分野に該当する施策に係る経費を各府省が 9 月末までに要求することになり、そ
の分野のひとつである科学技術の振興については、総合科学技術会議が中心となって




略」に照らして検討を行った(平成 13 年 9 月 21 日)。また、併せて公共投資重点化措
置に係る各府省の要望施策を点検し、その結果を取りまとめた【平成 14 年版白書
3-1-2-2】。
 平成 14 年度科学技術関係予算の編成に当たっては、総合科学技術会議が精査を行い、
平成 14 年度予算編成に当たって配慮すべき点を「平成 14年度科学技術関係予算の編
成に向けて(意見)」としてまとめて、内閣総理大臣及び関係大臣に向けて意見具申を
した(平成 13 年 11 月 28 日) 【平成 14 年版白書 3-1-2-2】。
 平成 15 年 7 月に科学技術関係人材専門調査会を設置し、世界水準の研究成果とその
活用を推進するため、必要な科学者・技術者及び専門家の育成・確保について調査・
検討を行っている【平成 16 年版白書 3-1-2-2】。
 競争的研究資金制度改革について、科学技術システム専門調査会に設置されている競
争的資金制度改革プロジェクトにおいて制度改革の抜本的な推進方策について検討
を行い、具体的方策を取りまとめ、関係大臣に平成 15 年 4 月 21 日意見具申し、平成
15 年 12 月に、総合科学技術会議のイニシアチブにより、第 1 回競争的研究資金プロ
グラムディレクター会議を開催した【平成 16 年版白書 3-1-2-2】。
 状況変化に応じて機動的に資金投入し、研究開発を加速させる「革新的技術推進費」
を創設した。今後、目利きである「革新的技術推進アドバイザー」の知見を活用し、
革新的技術の中から早急に加速させるべき技術を選定する【平成 21 年版白書 2-1-2】。
 他国の追随を許さない世界トップレベルの技術であり、持続的な経済成長と豊かな社
会の実現を可能とする革新的技術を絶え間なく生み出し、それをイノベーションの創





に予算計上した【平成 21 年版白書 2-1-2】。
(8) その他横断的事項






なった【昭和 44 年版白書 2-4-7】。
 昭和 59 年 7 月、基礎研究の強化、研究基盤の強化及び国際対応の強化に関して強力
に推進すべき共通的事項を示した「緊急に対応すべき科学技術振興政策について」を
決定した【昭和 60 年版白書 3-4-9-1】。
 昭和 60 年 12 月、内閣総理大臣から科学技術会議に対し、第 13号諮問「国立試験研
究機関の中長期的あり方について」が行われたが、これを受け、科学技術会議では、
総合計画部会の下に国立試験研究機関分科会を設置して審議を重ね、昭和62年8月、
内閣総理大臣あて答申した【昭和 62 年版白書 3-5-11-1】。








成 2 年 3 月、懇談概要を取りまとめた【平成 2 年版白書 4-1-2】。
 科学技術会議は、第 13 号答申「国立試験研究機関の中長期的あり方について」のフ
ォローアップのため、昭和 63 年 10 月、政策委員会の下に「国立試験研究機関活性化
調査小委員会」を設置し、答申の実施状況の把握及び答申の具体化に向けての今後の
課題等に関する検討を行い、平成元年 10 月、報告書を取りまとめた【平成 2 年版白
書 4-1-2】。





について、1994 年 6 月、「研究情報ネットワークに関する当面の進め方について」を
取りまとめ、科学技術会議本会議に報告した【平成 6 年版白書 3-2-2-4】。
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略」に照らして検討を行った(平成 13 年 9 月 21 日)。また、併せて公共投資重点化措
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に予算計上した【平成 21 年版白書 2-1-2】。
(8) その他横断的事項






なった【昭和 44 年版白書 2-4-7】。
 昭和 59 年 7 月、基礎研究の強化、研究基盤の強化及び国際対応の強化に関して強力
に推進すべき共通的事項を示した「緊急に対応すべき科学技術振興政策について」を
決定した【昭和 60 年版白書 3-4-9-1】。
 昭和 60 年 12 月、内閣総理大臣から科学技術会議に対し、第 13号諮問「国立試験研
究機関の中長期的あり方について」が行われたが、これを受け、科学技術会議では、
総合計画部会の下に国立試験研究機関分科会を設置して審議を重ね、昭和62年8月、
内閣総理大臣あて答申した【昭和 62 年版白書 3-5-11-1】。








成 2 年 3 月、懇談概要を取りまとめた【平成 2 年版白書 4-1-2】。
 科学技術会議は、第 13 号答申「国立試験研究機関の中長期的あり方について」のフ
ォローアップのため、昭和 63 年 10 月、政策委員会の下に「国立試験研究機関活性化
調査小委員会」を設置し、答申の実施状況の把握及び答申の具体化に向けての今後の
課題等に関する検討を行い、平成元年 10 月、報告書を取りまとめた【平成 2 年版白
書 4-1-2】。





について、1994 年 6 月、「研究情報ネットワークに関する当面の進め方について」を
取りまとめ、科学技術会議本会議に報告した【平成 6 年版白書 3-2-2-4】。
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 科学技術会議は、国の研究開発全般に共通する評価の実施方法のあり方に関する大綱
的指針を策定するため、平成 8 年 9 月には、政策委員会に評価指針策定小委員会を設





討を行っている【平成 9 年版白書 3-1-2-2】。
 「国の研究開発全般に共通する評価の実施方法の在り方についての大綱的指針」に関
する意見を平成 9 年 7 月に内閣総理大臣へ提出し、8 月には内閣総理大臣決定された
【平成 10 年版白書 3-1-2-1】。
 総合科学技術会議は、研究者等による公的研究費の不正使用等の防止に向け、「公的
研究費の不正使用等の防止に関する取組について(共通的な指針)」を決定し、関係大
臣に平成 18 年 8 月 31 日決定、意見具申した【平成 19 年版白書 3-1-2-1】。
 平成 21 年度第 1 次補正予算において、研究者の先端的な研究開発を支援するための
「最先端研究開発支援プログラム」を創設した【平成 22 年版白書 2-2-1】。
(9) 科学技術振興調整費に関する決定
 科学技術会議は、昭和 56 年 3 月、「科学技術振興調整費活用の基本方針」を決定した
【昭和 56 年版白書 3-4-9-1】。
 昭和 55 年 10 月より 12 月まで 5 回にわたって開催された科学技術関係閣僚連絡会議
において、科学技術会議の総合調整機能の強化が提言され、政府はこの提言等を踏ま
えて、昭和 56 年度予算において、科学技術振興調整費(33 億 5,000 万円)を新設し、
科学技術会議の方針に沿ってこれを重要研究業務の総合推進調整に用いることとし
た【昭和 56 年版白書 3-4-9-1】。
 科学技術振興調整費は、平成 2 年度から、地域流動研究、科学技術特別研究員解消が、
平成 3 年度から、重点国際交流解消が開始された【平成 3 年版白書 3-1-2-3】。




めの重点研究支援協力員制度を創設した【平成 8 年版白書 3-2-2】。
 科学技術振興調整費は平成 8 年度、海外との科学技術協力を強化するため、新たに将
来における国際共同研究の芽の育成から多様なニーズに対応した国際共同研究の実
施に至るまで、一体的かつ総合的に推進する国際共同研究総合推進制度を創設した
【平成 9 年版白書 3-1-2-2】。
 平成13年1月の総合科学技術会議の発足にあわせて政策誘導効果を一層高めること、
第 2 期科学技術基本計画策定の議論を反映させることが必要であったこと等から、平
成 13 年度の在り方を抜本的に見直すこととし、平成 12 年 8 月 10 日、横断的な科学
技術システム改革や先導的・試行的な研究の推進等を基本方針とする「平成 13年度
の科学技術振興調整費のあり方について」を決定した【平成 13 年版白書 3-1-2】。
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ベーション 25」の取りまとめ作業を進めた。平成 19 年 2 月には、その中間取りまと
めとして、イノベーションで 20 年後の国民生活が安全や利便性の面も含めてどうな
るのかを示すとともに、そのために目指すべきイノベーションについて取りまとめた。
【平成 19 年版白書 3-3-2】




想」を推進した。【平成 19 年版白書 3-3-2】
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ベーション 25」の取りまとめ作業を進めた。平成 19 年 2 月には、その中間取りまと
めとして、イノベーションで 20 年後の国民生活が安全や利便性の面も含めてどうな
るのかを示すとともに、そのために目指すべきイノベーションについて取りまとめた。
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科学技術政策に関連する予算の総額については、平成 4 年の科学技術政策大綱、第 1 期か
ら第 4 期に至る科学技術基本計画において目標値が示されている。




第 1 期科学技術基本計画（平成 8 年 7 月閣議決定）は、期間中の「科学技術関係経費」の
総額を 17 兆円にすることが必要だとして、以下のように記載している。なお、科学技術関
係経費についての説明は後述する。
「「科学技術政策大綱」（平成 4 年 4 月 24 日閣議決定）及び「構造改革のための経済社
会計画－活力ある経済・安心できるくらし－」（平成 7 年 12 月 1 日閣議決定）にいう
政府研究開発投資の早期倍増については、21 世紀初頭に対 GDP 比率で欧米主要国並
みに引き上げるとの考え方の下に、本計画の期間内に倍増を実現させることが強く求
められている。この場合、平成 8 年度より 12 年度までの科学技術関係経費の総額の
規模を約１７兆円とすることが必要である。」【第 1 期科学技術基本計画 第 1 章Ⅴ】










いる。この場合、平成 13 年度より 17 年度までの政府研究開発投資の総額の規模を約
24 兆円とすることが必要である。
（注）上記は、第２期基本計画期間中に政府研究開発投資の対 GDP 比率が１%、上
記期間中の GDP の名目成長率が 3.5%を前提としているものである。」【第 2 期科学技
術基本計画 第 1 章 6.（２）】




「平成 18 年度より 22 年度までの政府研究開発投資の総額の規模を約 25 兆円とするこ
とが必要である。
（注）上記は、第 3 期基本計画期間中に政府研究開発投資の対 GDP 比率が 1%、上
記期間中における GDP の名目成長率が平均 3.1%を前提としているものである。」【第
3 期科学技術基本計画 第 1 章 6.】






ることが必要である（同期間中に政府研究開発投資の対 GDP 比率１％、GDP の名目










で「科学技術振興費」として区分されているものである【昭和 37 年版白書 2-1-5-2】。この
定義は古く、白書では、昭和 37 年版の初出から現在に至るまで一貫している。
広義の概念に対応する予算の名称は、1965～1970（昭和 40～45）年度予算（白書の昭和




23 年 7 月に発行されており、掲載されている予算データは平成 22 年度のものである。
 
1 科学技術政策研究所、三菱総合研究所「第 1 期及び第 2 期科学技術基本計画期間中の政府研究開発投
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1 科学技術政策研究所、三菱総合研究所「第 1 期及び第 2 期科学技術基本計画期間中の政府研究開発投
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表 2-1 科学技術白書に掲載されている科学技術に関連する予算の名称 












































表 2-2 科学技術白書に掲載されている科学技術に関連する予算の集計方法の変更経緯 
白書年次 集計方法の変更に関する記述
S51 年版 昭和 46 年度にさかのぼって試算方法を一部変更したので、昭和 46〜49 年度の
予算額は昭和 49 年度科学技術白書の数字と一致しない。
S52 年版 昭和 48 年度より試算方法を一部変更したので、昭和 48〜50 年度予算額は 50
年度科学技術白書の数字と一致しない。
S53 年版 試算方法を一部変更したので、昭和 51 年度科学技術白書の数字と一致しない。




H9 年版 科学技術基本計画の策定を踏まえ、平成 8 年度以降、対象経費の範囲が見直さ
れている。
H14 年版 第 2 期科学技術基本計画の策定を踏まえ、平成 13 年度以降、対象経費の範囲
が見直されている。

























科学技術研究助成費等、原子力関係費の 3 つで昭和 36 年度では合計 280 億円に達し
ている。その推移をみると 図に示すとおり、昭和 27 年度から 36 年度までの 10 年間
に約 5 倍に増加しており、ことに昭和 32 年度以降原子力関係費が顕著に増加した。
【昭和 37 年版白書 2-1-5-2】。
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表 2-1 科学技術白書に掲載されている科学技術に関連する予算の名称 












































表 2-2 科学技術白書に掲載されている科学技術に関連する予算の集計方法の変更経緯 
白書年次 集計方法の変更に関する記述
S51 年版 昭和 46 年度にさかのぼって試算方法を一部変更したので、昭和 46〜49 年度の
予算額は昭和 49 年度科学技術白書の数字と一致しない。
S52 年版 昭和 48 年度より試算方法を一部変更したので、昭和 48〜50 年度予算額は 50
年度科学技術白書の数字と一致しない。
S53 年版 試算方法を一部変更したので、昭和 51 年度科学技術白書の数字と一致しない。




H9 年版 科学技術基本計画の策定を踏まえ、平成 8 年度以降、対象経費の範囲が見直さ
れている。
H14 年版 第 2 期科学技術基本計画の策定を踏まえ、平成 13 年度以降、対象経費の範囲
が見直されている。

























科学技術研究助成費等、原子力関係費の 3 つで昭和 36 年度では合計 280 億円に達し
ている。その推移をみると 図に示すとおり、昭和 27 年度から 36 年度までの 10 年間
に約 5 倍に増加しており、ことに昭和 32 年度以降原子力関係費が顕著に増加した。








の試算では昭和 36 年度 299 億円である。その他の経費とは、国の試験研究機関であ
つて、科学技術振興費には計上されていないもの、たとえば、防衛庁技術研究本部、
警察庁科学警察研究所等の経費(36 年度 31 億円)がある。これらの合計額(狭義のもの
を含む)は 36 年度 610 億円となり、政府支出予算(一般会計)の 3.1%にあたる。以下一
般会計関係のこれら合計を「科学技術振興関係費」と呼ぶこととする。なお別に特別
会計に属するものとして、大蔵省造幣局研究所、厚生省国立がんセンター等の経費(36
年度 10 億円)などがある【昭和 37 年版白書 2-1-5-2】。
 「科学技術振興費」の年次推移をみると、毎年着実に増加しており、昭和 38 年度に
は総額 371億円に達し、この 10年間で約 5倍に増大している【昭和 39年版白書 5-2】。
 広義の研究推進のための予算(以下この経費を科学技術振興関係費と呼ぶ)は昭和 38
年度 904 億円となり、一般会計歳出予算の 3.0%にあたる【昭和 39 年版白書 5-2】。
 科学技術振興費は、昭和 39 年度は総額 422 億円、40 年度は 469 億円に達している。
このように毎年着実に増加しており、ここ 10 年間にほぼ 6 倍に増大している。これ
を、一般会計予算総額に占める割合でその推移をみると、昭和 33 年度の 1.55%をピ
ークにしてその後漸次低下し、38 年度から僅かに上昇したとはいえ、38 年度 1.25%、
39 年度 1.26%、40年度 1.28%とほぼ横這いに推移している【昭和 40 年版白書 1-1-2-1】。
 広義の科学技術振興関係費は、昭和 38 年度 906 億円、39 年度 1,087 億円、40 年度 1,276
億円となっている。このように広義の科学技術振興関係費の総額は、科学技術振興費
のほぼ 2 倍に達しており、その年々の伸びもここ数年間は年間 200 億円に近く、かな
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り大幅な伸びを示している。また、この科学技術振興関係費の国の予算に占める割合
は、昭和 38 年度 3.0%、39 年度 3.2%、40 年度 3.5%と着実にのびており科学技術振興
費の動きとかなり対照的な伸びを示している【昭和 40 年版白書 1-1-2-1】。
 科学技術振興費以外の研究費等のうち国立大学経費は、その特殊性と重要性にかんが
み、昭和 39 年度から国立学校特別会計として運営されることになった【昭和 40 年版
白書 1-1-2-1】。
 科学技術振興費の総額は、昭和 39 年度 422 億円、40 年度 440 億円、41 年度には、年
度当初成立予算額で 533 億円となっており、毎年着実に増加している。昭和 40 年度
にはやや伸びが鈍化したが、41 年度は 20％をこえる増加を示しており、科学技術振
興費は、過去 10 年間にほぼ 5 倍に増加している【昭和 41 年版白書 1-1】。
 科学技術振興関係費は、昭和 39 年度 1,087 億円、40 年度 1,206 億円、41 年度 1,431
億円となる。かなり大幅な伸びを示している。これは、また、対前年度増加率でみる
と、昭和 40 年度 11％、41 年度 19％となる。またこの科学技術振興関係費が国の予
算に占める割合は、昭和 39 年度 3.2％、40 年度 3.2％、41 年度 3.3％と、3.2％ないし
3.3％の水準を維持している) 【昭和 41 年版白書 1-1】。
 科学技術振興費、科学技術振興関係費は、両者とも絶対額においては毎年伸びている。
国の一般会計予算に対する割合は、科学技術振興費が昭和 33 年度の 1.6%をピークに
して低下し、ここ数年横ばいの状態にあるのに反し、科学技術振興関係費はその割合
を若干ながらも増大させている【昭和 42 年版白書 1-1】。
 科学技術振興関係費については、国立大学等の研究関係費がその大半を占めており、
国立大学の学部、附置研究所、附属病院等の研究関係費は、年々100 億円以上も増加
し続け、昭和 42 年度は 900 億円に達した。科学技術振興費と科学技術振興関係費と
の格差が増大する傾向にあるのは、これに起因するものである【昭和 42 年版白書 1-1】。
 科学技術振興関係費は、年々増加し、昭和 42 年度は 1,677 億円、昭和 43 年度は 1,920
億円となっている。このうち科学技術振興費は、昭和 42 年度 605 億円、昭和 43 年度
735 億円である【昭和 44 年版白書 2-1】。
 科学技術振興関係費は、昭和 44 年度には 2,214 億円となり、この 10 年間で 5.1 倍の
増加である。これは、年平均になおすと、18％の増加率である。とくに、このうち、
科学技術振興費についてみると、昭和 44 年度は 917 億円であり、前年度に比べて
24.7％の著しい増加を示している【昭和 45 年版白書 3-1】。
 科学技術振興関係費の年次推移をみると、昭和 45 年度には前年度に比べ 18.9%増加
し、2,634 億円になり、この 10 年間では約 5.2 倍に増加している。このうち科学技術
振興費についてみると、昭和 45 年度は 1,140 億円であり、前年度に比べ 24.4%の顕
著な伸びを示している。ちなみに一般会計全歳出予算は前年度比 17.9%の増加である
【昭和 46 年版白書 3-1】。
 科学技術振興関係費の年次推移をみると、昭和 46 年度のそれは 3,055 億円で前年度
に比べ15.9％増加し、この10年間では4.9倍の増加をしている【昭和47年版白書3-1】。
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国立大学等経費に分けられている【昭和 48 年版白書 3-1】。
 科学技術関係予算は、ここ 10 年間で 4.1 倍と年平均 17.0％の割合で伸びており、こ
の間の一般会計予算の伸び 3.8 倍、年平均伸び率 15.8％を上回っている【昭和 48 年
版白書 3-1】。
 
 科学技術関係予算は、昭和 48 年度に 4,584 億円に達した。これを前年度に対する伸
び率でみると 22.6％の増となっており、最近 10 年間で最高の伸びを示している。し
かし、国の一般会計予算の伸びが対前年度比 24.6％増と大きかったため、その中に占
める科学技術関係予算の割合は 3.21％と前年度の 3.26％より低下した【昭和 49 年版
白書 3-1】
 科学技術関係予算は、年々順調な伸びを示しており、昭和 49 年度は 5,695 億円とな
っている。また、前年度に比べると、24.2％の増となっており、これは、ここ数年と
比較するとやや高い伸び率となっている【昭和 50 年版白書 3-1】。
 科学技術関係予算は、年々順調な伸びを示しており、昭和 50 年度は 6,853 億円、前
年度比 26.8%の増で、ここ数年と比較するとやや高い伸び率となっている【昭和 51
年版白書 3-1】。
 科学技術関係予算は、ここ数年、年率 20 数パーセントの伸びを示してきたが、昭和
51 年度は 7,850 億円で、前年度比 14.4％増となった。これは国の一般会計予算の伸び
率とほぼ同じであり、したがって、国の一般会計予算に占める科学技術関係予算の割
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合も前年度とほぼ同じ 3.23％となっている【昭和 52 年版白書 3-1】。
 科学技術関係予算（科学技術庁の試算による。以下同じ。）は、昭和 52 年度は 8,710
億円で、前年度比 12.4%増となり、51 年度の前年度比 14.2%増より低下した。これに
対し、国の一般会計予算の伸び率は、52 年度で前年度比 17.4%増となって科学技術
関係予算の伸び率より高くなっている。したがって、国の一般会計予算に対する科学
技術関係予算の割合は、前年度に比してやや低下し 3.05%となっている【昭和 53 年
版白書 3-1】。
 科学技術関係予算(科学技術庁の試算による。以下同じ。)は、昭和 53 年度は 9,905





 科学技術関係予算（科学技術庁の試算による。以下同じ。）は、昭和 54 年度は 11,508
億円で、前年度比 16.2%増となり、53 年度の前年度比 13.8%増より増加した。これに
対し、国の一般会計予算の伸び率は、54 年度で前年度比 12.6%増となっており、科
学技術関係予算の伸び率より低くなっている。【昭和 55 年版白書 3-1】
 科学技術関係予算（科学技術庁の試算による。以下同じ。）は、昭和 55 年度は 12,921
億円で、前年度比 12.3%増となり、54 年度の前年度比 16.2%増より減少した。これに
対し、国の一般会計予算の伸び率は、55 年度で前年度比 10.3%増となっており、科
学技術関係予算の伸び率より低くなっている【昭和 56 年版白書 3-1】。
 科学技術関係予算（科学技術庁の試算による。以下同じ。）は昭和 56 年度は、13,982
億円で、前年度比 8.2%増となり、55 年度の前年度比 12.3%増より増加率は減少した。
これに対し、国の一般会計予算の伸び率は、56 年度で前年度比 9.9%増となっており、
科学技術関係予算の伸び率より高くなっている。しかし、一般会計から国債費及び地
方交付税交付金を除いた一般歳出の 56 年度伸び率は、前年度比 4.3%増であり、これ
に比べると科学技術関係予算の伸びは大きなものとなっている【昭和 57 年版白書 3-1】
 我が国の科学技術関係予算（科学技術庁の試算による。以下同じ。）は昭和 57 年度は、
14,480 億円で、前年度比 3.6%増となり、56 年度の前年度比 8.2%増より増加率は減少
した。これに対し、国の一般会計予算の伸び率は、57 年度で前年度比 6.2%増となっ
ており、科学技術関係予算の伸び率より高くなっている。しかし、一般会計から国債
費及び地方交付税交付金を除いた一般歳出の 57 年度伸び率は、前年度比 1.8%増であ
り、これに比べると科学技術関係予算の伸びは大きなものとなっている【昭和 58 年
版白書 3-1】
 我が国の科学技術関係予算（科学技術庁の試算による。以下同じ。）は、昭和 58 年度




ある一般歳出の 58 年度伸び率は、前年度比 0.0%減であり、これに比べると科学技術
関係予算は伸びている【昭和 59 年版白書 3-1】。






国立大学等経費に分けられている【昭和 48 年版白書 3-1】。
 科学技術関係予算は、ここ 10 年間で 4.1 倍と年平均 17.0％の割合で伸びており、こ
の間の一般会計予算の伸び 3.8 倍、年平均伸び率 15.8％を上回っている【昭和 48 年
版白書 3-1】。
 
 科学技術関係予算は、昭和 48 年度に 4,584 億円に達した。これを前年度に対する伸
び率でみると 22.6％の増となっており、最近 10 年間で最高の伸びを示している。し
かし、国の一般会計予算の伸びが対前年度比 24.6％増と大きかったため、その中に占
める科学技術関係予算の割合は 3.21％と前年度の 3.26％より低下した【昭和 49 年版
白書 3-1】
 科学技術関係予算は、年々順調な伸びを示しており、昭和 49 年度は 5,695 億円とな
っている。また、前年度に比べると、24.2％の増となっており、これは、ここ数年と
比較するとやや高い伸び率となっている【昭和 50 年版白書 3-1】。
 科学技術関係予算は、年々順調な伸びを示しており、昭和 50 年度は 6,853 億円、前
年度比 26.8%の増で、ここ数年と比較するとやや高い伸び率となっている【昭和 51
年版白書 3-1】。
 科学技術関係予算は、ここ数年、年率 20 数パーセントの伸びを示してきたが、昭和
51 年度は 7,850 億円で、前年度比 14.4％増となった。これは国の一般会計予算の伸び
率とほぼ同じであり、したがって、国の一般会計予算に占める科学技術関係予算の割
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合も前年度とほぼ同じ 3.23％となっている【昭和 52 年版白書 3-1】。
 科学技術関係予算（科学技術庁の試算による。以下同じ。）は、昭和 52 年度は 8,710
億円で、前年度比 12.4%増となり、51 年度の前年度比 14.2%増より低下した。これに
対し、国の一般会計予算の伸び率は、52 年度で前年度比 17.4%増となって科学技術
関係予算の伸び率より高くなっている。したがって、国の一般会計予算に対する科学
技術関係予算の割合は、前年度に比してやや低下し 3.05%となっている【昭和 53 年
版白書 3-1】。
 科学技術関係予算(科学技術庁の試算による。以下同じ。)は、昭和 53 年度は 9,905





 科学技術関係予算（科学技術庁の試算による。以下同じ。）は、昭和 54 年度は 11,508
億円で、前年度比 16.2%増となり、53 年度の前年度比 13.8%増より増加した。これに
対し、国の一般会計予算の伸び率は、54 年度で前年度比 12.6%増となっており、科
学技術関係予算の伸び率より低くなっている。【昭和 55 年版白書 3-1】
 科学技術関係予算（科学技術庁の試算による。以下同じ。）は、昭和 55 年度は 12,921
億円で、前年度比 12.3%増となり、54 年度の前年度比 16.2%増より減少した。これに
対し、国の一般会計予算の伸び率は、55 年度で前年度比 10.3%増となっており、科
学技術関係予算の伸び率より低くなっている【昭和 56 年版白書 3-1】。
 科学技術関係予算（科学技術庁の試算による。以下同じ。）は昭和 56 年度は、13,982
億円で、前年度比 8.2%増となり、55 年度の前年度比 12.3%増より増加率は減少した。
これに対し、国の一般会計予算の伸び率は、56 年度で前年度比 9.9%増となっており、
科学技術関係予算の伸び率より高くなっている。しかし、一般会計から国債費及び地
方交付税交付金を除いた一般歳出の 56 年度伸び率は、前年度比 4.3%増であり、これ
に比べると科学技術関係予算の伸びは大きなものとなっている【昭和 57 年版白書 3-1】
 我が国の科学技術関係予算（科学技術庁の試算による。以下同じ。）は昭和 57 年度は、
14,480 億円で、前年度比 3.6%増となり、56 年度の前年度比 8.2%増より増加率は減少
した。これに対し、国の一般会計予算の伸び率は、57 年度で前年度比 6.2%増となっ
ており、科学技術関係予算の伸び率より高くなっている。しかし、一般会計から国債
費及び地方交付税交付金を除いた一般歳出の 57 年度伸び率は、前年度比 1.8%増であ
り、これに比べると科学技術関係予算の伸びは大きなものとなっている【昭和 58 年
版白書 3-1】
 我が国の科学技術関係予算（科学技術庁の試算による。以下同じ。）は、昭和 58 年度




ある一般歳出の 58 年度伸び率は、前年度比 0.0%減であり、これに比べると科学技術
関係予算は伸びている【昭和 59 年版白書 3-1】。
 我が国の科学技術関係予算（科学技術庁の試算による。以下同じ。）は、昭和 59 年度
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は 14,776 億円で、前年比 1.5%増となり、58 年度の前年比 0.6%増より増加率は上回
っている。昭和 59 年度の国の一般会計予算の伸び率の対前年度比 0.5%増、一般会計
総額から国債費、地方交付税交付金及び昭和 56 年度決算不足補てん繰戻を除いた経
費である一般歳出の 59 年度伸び率の対前年度比の 0.1%減という状況の中にあって、
政府は科学技術関係予算の充実に意を注いでいるといえよう【昭和 60 年版白書 3-1】。
 我が国の科学技術関係予算（科学技術庁の試算による。以下同じ。）は、昭和 60 年度
は 15,253 億円で、前年度比 3.2％増となり、59 年度の前年度比 1.5％増より増加率は
上回っている。昭和 60 年度の国の一般会計予算の前年度比は 3.7％増、一般会計総額
から国債費及び地方交付税交付金を除いた経費である一般歳出の前年度比が 0.0％と
いう状況の中にあって、政府は科学技術関係予算の充実に意を注いでいるといえよう
【昭和 61 年版白書 3-1】。
 我が国の科学技術関係予算（科学技術庁の試算による。以下同じ。）は、昭和 61 年度
は 15,990 億円で、前年度比 4.8％増となり、60 年度の前年度比 3.2％増より増加率は
上回っている。昭和 61 年度の国の一般会計予算の前年度比は 3.0％増、一般会計総額
から国債費及び地方交付税交付金を除いた経費である一般歳出の前年度比が 0.0％と
いう状況の中にあって、政府は科学技術関係予算の充実に意を注いでいるといえよう
【昭和 62 年版白書 3-2】。
 我が国の科学技術関係予算（科学技術庁の試算による。以下同じ。）は、昭和 62 年度
は 1 兆 6,550 億円で、前年度比 3.5%増となり、61 年度の前年度比 4.8%増より増加率
は下回っている。昭和 62 年度の国の一般会計予算は前年度 0.02%増、一般会計総額
から国債費及び地方交付税交付金を除いた経費である一般歳出は前年度 0.00%減と
いう状況の中にあって、政府は科学技術関係予算の充実に意を注いでいるといえよう
【昭和 63 年版白書 3-2】。
 我が国の科学技術関係予算（科学技術庁の試算による。以下同じ。）は、昭和 63 年度
は 1 兆 7,157 億円で、前年度比 3.2%増となり、62 年度の前年度比 3.5%増より増加率
は下回っている【平成元年版白書 3-2】。
 我が国の科学技術関係予算（科学技術庁の試算による。以下同じ。）は、平成元年度
は 1 兆 8,156 億円で、前年度比 5.8%増となり、昭和 63 年度の前年度比 3.2%増を上回
っている。平成元年度の国の一般会計予算は前年度比 6.6%増、一般会計総額から国
債費及び地方交付税交付金を除いた経費である一般歳出は前年度比 3.3%増となって
いる【平成 2 年版白書 4-2-2】。
 我が国の科学技術関係予算（科学技術庁の試算による。以下同じ。）は、平成 3 年度
は 2 兆 226 億円で、前年度比 5.3%増となっている。平成 3 年度の国の一般会計予算
は前年度比 6.2%増、一般会計総額から国債費及び地方交付税交付金等を除いた経費
である一般歳出は前年度比 4.7%増となっている【平成 3 年版白書 3-2-2】。
(3) 平成 4年版白書から平成 24年版まで（科学技術関係経費」）
 我が国の科学技術関係経費（科学技術庁の試算による。以下同じ。）は、平成 4 年度
は 2 兆 1,347 億円で、前年度比 5.5％増となっている。平成 4 年度の国の一般会計予
算は前年度比 2.7％増、一般会計総額から国債費及び地方交付税交付金等を除いた経
費である一般歳出は前年度比 4.5％増となっている【平成 4 年版白書 3-2-2】
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 我が国の科学技術関係経費（科学技術庁の試算による。以下同じ。）は、1993 年度は
2 兆 2,663 億円で、前年度比 6.2%増となっている。1993 年度の国の一般会計予算は
前年度比 0.2%増、一般会計総額から国債費及び地方交付税交付金等を除いた経費で
ある一般歳出は前年度比 3.1%増となっている【平成 5 年版白書 3-3-2】。
 我が国の科学技術関係経費（科学技術庁の試算による。以下同じ。）は、1994 年度は
2 兆 3,585 億円で、前年度比 4.1%増となっている。1994 年度の国の一般会計予算は
前年度比 1.0%増、一般会計総額から国債費及び地方交付税交付金等を除いた経費で
ある一般歳出は前年度比 2.3%増となっている【平成 6 年版白書 3-3-2】。
 我が国の科学技術関係経費（科学技術庁の試算による。以下同じ。）は、1995 年度は
2 兆 4,908 億円で、前年度比 5.6％増となっている。1995 年度の国の一般会計予算は
前年度比 2.9％減、一般会計総額から国債費及び地方交付税交付金等を除いた経費で
ある一般歳出は前年度比 3.1％増となっている【平成 7 年版白書 3-3-2】。
 我が国の科学技術関係経費は、平成 7 年度は 2 兆 4,995 億円で、前年度比 6.0%増と
なっている。そのうち一般会計分は 1 兆 2,091 億円で、前年度比 7.O%増、国立大学
等経費を中心とした特別会計分は 1 兆 2,905 億円で前年度比 5.1%増となっている。
なお、一般会計のうち科学技術振興費については 6,844 億円で前年度比 7.5%増とな
っている。平成 7 年度の国の一般会計予算は前年度比 2.9%減、一般会計総額から国
債費及び地方交付税交付金等を除いた経費である一般歳出は前年度比 3.1%増となっ
ている【平成 8 年版白書 3-2-3-1】。
 我が国の科学技術関係経費は、平成 8 年度は 2 兆 8,105 億円となっている。そのうち
一般会計分は 1 兆 3,420 億円で、国立大学等経費を中心とした特別会計分は 1 兆 4,684
億円となっている。なお、一般会計のうち科学技術振興費については 7,588 億円で前
年度比 10.9％増となっている【平成 9 年版白書 3-1-3-2】。
 平成 8 年度には、多様な競争的資金を大幅に拡充することの一環として、科学技術庁、
文部省、厚生省、農林水産省、通商産業省、郵政省の 6 省庁で特殊法人等への出資金
を活用した基礎研究推進制度が本格的に実施され、平成 8 年度予算として合計約 320
億円が計上されるなど、研究開発投資拡大の第一歩を踏み出している【平成 9 年版白
書 3-1-3-2】。
 我が国の科学技術関係経費は、平成 9 年度は 3 兆 26 億円となっている。そのうち一
般会計分は 1 兆 4,811 億円で、国立大学等経費を中心とした特別会計分は 1 兆 5,215
億円となっている。なお、一般会計のうち主要な経費である科学技術振興費について
は 8,493 億円で前年度比 11.9%増となっている【平成 10 年版白書 3-1-3-2】。




による研究開発の推進が図られている【平成 10 年版白書 3-1-3-2】。
 政府は、平成 9 年 6 月 3 日に「財政構造改革の推進について」を閣議決定し、その趣
旨を踏まえて「財政構造改革の推進に関する特別措置法案」を国会に提出し、平成 9
年 11 月 28 日に成立したが、この中で、科学技術振興費については例外的に増額が認
められており、平成 10 年度予算においては、一般歳出が対 9 年度比マイナスとされ
る中で概ね 5%増以下とされ、科学技術の振興に配慮したものとなっている【平成 10
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は 14,776 億円で、前年比 1.5%増となり、58 年度の前年比 0.6%増より増加率は上回
っている。昭和 59 年度の国の一般会計予算の伸び率の対前年度比 0.5%増、一般会計
総額から国債費、地方交付税交付金及び昭和 56 年度決算不足補てん繰戻を除いた経
費である一般歳出の 59 年度伸び率の対前年度比の 0.1%減という状況の中にあって、
政府は科学技術関係予算の充実に意を注いでいるといえよう【昭和 60 年版白書 3-1】。
 我が国の科学技術関係予算（科学技術庁の試算による。以下同じ。）は、昭和 60 年度
は 15,253 億円で、前年度比 3.2％増となり、59 年度の前年度比 1.5％増より増加率は
上回っている。昭和 60 年度の国の一般会計予算の前年度比は 3.7％増、一般会計総額
から国債費及び地方交付税交付金を除いた経費である一般歳出の前年度比が 0.0％と
いう状況の中にあって、政府は科学技術関係予算の充実に意を注いでいるといえよう
【昭和 61 年版白書 3-1】。
 我が国の科学技術関係予算（科学技術庁の試算による。以下同じ。）は、昭和 61 年度
は 15,990 億円で、前年度比 4.8％増となり、60 年度の前年度比 3.2％増より増加率は
上回っている。昭和 61 年度の国の一般会計予算の前年度比は 3.0％増、一般会計総額
から国債費及び地方交付税交付金を除いた経費である一般歳出の前年度比が 0.0％と
いう状況の中にあって、政府は科学技術関係予算の充実に意を注いでいるといえよう
【昭和 62 年版白書 3-2】。
 我が国の科学技術関係予算（科学技術庁の試算による。以下同じ。）は、昭和 62 年度
は 1 兆 6,550 億円で、前年度比 3.5%増となり、61 年度の前年度比 4.8%増より増加率
は下回っている。昭和 62 年度の国の一般会計予算は前年度 0.02%増、一般会計総額
から国債費及び地方交付税交付金を除いた経費である一般歳出は前年度 0.00%減と
いう状況の中にあって、政府は科学技術関係予算の充実に意を注いでいるといえよう
【昭和 63 年版白書 3-2】。
 我が国の科学技術関係予算（科学技術庁の試算による。以下同じ。）は、昭和 63 年度
は 1 兆 7,157 億円で、前年度比 3.2%増となり、62 年度の前年度比 3.5%増より増加率
は下回っている【平成元年版白書 3-2】。
 我が国の科学技術関係予算（科学技術庁の試算による。以下同じ。）は、平成元年度
は 1 兆 8,156 億円で、前年度比 5.8%増となり、昭和 63 年度の前年度比 3.2%増を上回
っている。平成元年度の国の一般会計予算は前年度比 6.6%増、一般会計総額から国
債費及び地方交付税交付金を除いた経費である一般歳出は前年度比 3.3%増となって
いる【平成 2 年版白書 4-2-2】。
 我が国の科学技術関係予算（科学技術庁の試算による。以下同じ。）は、平成 3 年度
は 2 兆 226 億円で、前年度比 5.3%増となっている。平成 3 年度の国の一般会計予算
は前年度比 6.2%増、一般会計総額から国債費及び地方交付税交付金等を除いた経費
である一般歳出は前年度比 4.7%増となっている【平成 3 年版白書 3-2-2】。
(3) 平成 4年版白書から平成 24年版まで（科学技術関係経費」）
 我が国の科学技術関係経費（科学技術庁の試算による。以下同じ。）は、平成 4 年度
は 2 兆 1,347 億円で、前年度比 5.5％増となっている。平成 4 年度の国の一般会計予
算は前年度比 2.7％増、一般会計総額から国債費及び地方交付税交付金等を除いた経
費である一般歳出は前年度比 4.5％増となっている【平成 4 年版白書 3-2-2】
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 我が国の科学技術関係経費（科学技術庁の試算による。以下同じ。）は、1993 年度は
2 兆 2,663 億円で、前年度比 6.2%増となっている。1993 年度の国の一般会計予算は
前年度比 0.2%増、一般会計総額から国債費及び地方交付税交付金等を除いた経費で
ある一般歳出は前年度比 3.1%増となっている【平成 5 年版白書 3-3-2】。
 我が国の科学技術関係経費（科学技術庁の試算による。以下同じ。）は、1994 年度は
2 兆 3,585 億円で、前年度比 4.1%増となっている。1994 年度の国の一般会計予算は
前年度比 1.0%増、一般会計総額から国債費及び地方交付税交付金等を除いた経費で
ある一般歳出は前年度比 2.3%増となっている【平成 6 年版白書 3-3-2】。
 我が国の科学技術関係経費（科学技術庁の試算による。以下同じ。）は、1995 年度は
2 兆 4,908 億円で、前年度比 5.6％増となっている。1995 年度の国の一般会計予算は
前年度比 2.9％減、一般会計総額から国債費及び地方交付税交付金等を除いた経費で
ある一般歳出は前年度比 3.1％増となっている【平成 7 年版白書 3-3-2】。
 我が国の科学技術関係経費は、平成 7 年度は 2 兆 4,995 億円で、前年度比 6.0%増と
なっている。そのうち一般会計分は 1 兆 2,091 億円で、前年度比 7.O%増、国立大学
等経費を中心とした特別会計分は 1 兆 2,905 億円で前年度比 5.1%増となっている。
なお、一般会計のうち科学技術振興費については 6,844 億円で前年度比 7.5%増とな
っている。平成 7 年度の国の一般会計予算は前年度比 2.9%減、一般会計総額から国
債費及び地方交付税交付金等を除いた経費である一般歳出は前年度比 3.1%増となっ
ている【平成 8 年版白書 3-2-3-1】。
 我が国の科学技術関係経費は、平成 8 年度は 2 兆 8,105 億円となっている。そのうち
一般会計分は 1 兆 3,420 億円で、国立大学等経費を中心とした特別会計分は 1 兆 4,684
億円となっている。なお、一般会計のうち科学技術振興費については 7,588 億円で前
年度比 10.9％増となっている【平成 9 年版白書 3-1-3-2】。
 平成 8 年度には、多様な競争的資金を大幅に拡充することの一環として、科学技術庁、
文部省、厚生省、農林水産省、通商産業省、郵政省の 6 省庁で特殊法人等への出資金
を活用した基礎研究推進制度が本格的に実施され、平成 8 年度予算として合計約 320
億円が計上されるなど、研究開発投資拡大の第一歩を踏み出している【平成 9 年版白
書 3-1-3-2】。
 我が国の科学技術関係経費は、平成 9 年度は 3 兆 26 億円となっている。そのうち一
般会計分は 1 兆 4,811 億円で、国立大学等経費を中心とした特別会計分は 1 兆 5,215
億円となっている。なお、一般会計のうち主要な経費である科学技術振興費について
は 8,493 億円で前年度比 11.9%増となっている【平成 10 年版白書 3-1-3-2】。




による研究開発の推進が図られている【平成 10 年版白書 3-1-3-2】。
 政府は、平成 9 年 6 月 3 日に「財政構造改革の推進について」を閣議決定し、その趣
旨を踏まえて「財政構造改革の推進に関する特別措置法案」を国会に提出し、平成 9
年 11 月 28 日に成立したが、この中で、科学技術振興費については例外的に増額が認




 我が国の科学技術関係経費は、平成 10 年度は 3 兆 322 億円となっている。そのうち
一般会計分は 1 兆 5,003 億円で、国立大学等経費を中心とした特別会計分は 1 兆 5,319
億円となっている。なお、一般会計のうち主要な経費である科学技術振興費について
は 8,907 億円で前年度比 4.9％増となっている【平成 11 年版白書 3-1-3-2】。




連携による研究開発の推進が図られている【平成 11 年版白書 3-1-3-2】。
 平成 11 年度予算における科学技術関係経費総額は、厳しい財政状況の中で前年度当
初予算額に対し、1,230 億円増、4.1％増の 3 兆 1,552 億円となっており、特に、科学
技術振興費は、前年度当初予算額と比較すると 8.1％の伸びとなっており、一般歳出
の伸びが 5.3％であることを鑑みれば、21 世紀を見据え、科学技術に重点的に配分さ
れたものとなっている【平成 11 年版白書 3-1-3】。




連携による研究開発の推進が図られている【平成 12 年版白書 3-1-2】。
 平成 12 年度予算における科学技術関係経費総額は、厳しい財政状況の中で前年度当
初予算額に対し、1,276 億円増、4.0％増の 3 兆 2,843 億円となっており、特に、科学
技術振興費は、前年度当初予算額と比較すると 6.8％の伸びとなっており、一般歳出
の伸びが 2.6％であることをかんがみれば、21 世紀を見据え、科学技術に重点的に配
分されたものとなっている【平成 12 年版白書 3-1-3-2】。
 我が国の科学技術関係経費は、平成 12 年度は 3 兆 2,843 億円となっている。そのう
ち一般会計分は 1 兆 7,230 億円で、国立大学等経費を中心とした特別会計分は 1 兆
5,613 億円となっている。なお、一般会計のうち主要な経費である科学技術振興費に
ついては 1 兆 183 億円となっている【平成 13 年版白書 3-1-4-2】。
 我が国の科学技術関係経費は、平成 13 年度は 3 兆 4,685 億円となっている。そのう
ち一般会計分は 1 兆 8,376 億円で、国立大学等経費を中心とした特別会計分は 1 兆
6,309 億円となっている。なお、一般会計のうち主要な経費である科学技術振興費は
1 兆 1,124 億円となっている【平成 14 年版白書 3-1-3-2】。
 我が国の科学技術関係経費は、平成 14 年度は 3 兆 5,444 億円となっている。そのう
ち一般会計分は 1 兆 8,529 億円で、国立大学等経費を中心とした特別会計分は 1 兆
6,915 億円となっている。なお、一般会計のうち主要な経費である科学技術振興費は
1 兆 1,832 億円となっている【平成 15 年版白書 3-1-3-2】。
 我が国の科学技術関係経費は、平成 15 年度は 3 兆 5,974 億円となっている。そのう
ち一般会計分は 1 兆 8,852 億円で、国立大学等経費を中心とした特別会計分は 1 兆
7,122 億円となっている。なお、一般会計のうち主要な経費である科学技術振興費は
1 兆 2,298 億円となっている【平成 16 年版白書 3-1-3-2】。
 我が国の科学技術関係経費は、平成 16 年度は 3 兆 6,084 億円となっている。そのう
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ち一般会計分は２兆 9,664 億円で、特別会計分は 6,419 億円となっている。なお、一
般会計のうち主要な経費である科学技術振興費は１兆 2,841 億円となっている【平成
17 年版白書 3-1-3-2】。
 我が国の科学技術関係経費は、平成 17 年度は 3 兆 5,779 億円となっている。そのう
ち一般会計分は 2 兆 9,515 億円で、特別会計分は 6,264 億円となっている。なお、一
般会計のうち主要な経費である科学技術振興費は 1 兆 3,170 億円となっている【平成
18 年版白書 3-1-3-2】。
 我が国の平成 18 年度予算における科学技術関係経費は、3 兆 5,743 億円であり、その
うち一般会計分は 2 兆 9,979 億円、特別会計分は 5,764 億円となっている。なお、一
般会計のうち主要な経費である科学技術振興費は 1 兆 3,312 億円となっている【平成
19 年版白書 3-1-3-2】。
 我が国の平成 19 年度予算における科学技術関係経費は、3 兆 5,113 億円であり、その
うち一般会計分は 2 兆 9,905 億円、特別会計分は 5,208 億円となっている。なお、一
般会計のうち主要な経費である科学技術振興費は 1 兆 3,477 億円となっている【平成
20 年版白書 2-1-3-2】。
 我が国の平成 20 年度予算における科学技術関係経費は 3 兆 5,708 億円であり、その
うち一般会計分は 3 兆 398 億円、特別会計分は 5,310 億円となっている。なお、一般
会計のうち主要な経費である科学技術振興費は 1 兆 3,628 億円となっている【平成 21
年版白書 2-1-3-2】。
 我が国の平成 21 年度当初予算における科学技術関係経費は 3 兆 5,639 億円であり、
そのうち一般会計分は 3 兆 191 億円、特別会計分は 5,449 億円となっている。なお、
一般会計のうち主要な経費である科学技術振興費は 1 兆 3,777 億円となっている【平
成 22 年版白書 2-1-3-2】。
 我が国の平成 22 年度当初予算における科学技術関係経費は 3 兆 5,890 億円であり、
そのうち一般会計分は 3 兆 531 億円、特別会計分は 5,359 億円となっている。なお、
一般会計のうち主要な経費である科学技術振興費は 1 兆 3,334 億円となっている【平
成 23 年版白書 2-1-3-2】。
 我が国の平成 23 年度当初予算における科学技術関係予算は 3 兆 6,648 億円であり、
そのうち一般会計分は 3 兆 565 億円、特別会計分は 6,083 億円となっている。なお、
一般会計のうち、科学技術振興の中心的な経費である科学技術振興費は 1 兆 3,352 億
円となっている。また、政府は、平成 23 年度に、東日本大震災からの復旧・復興を
図るため、第 1 次～第 4 次補正予算を計上した。補正予算における科学技術関係予算
は 5,832 億円であり、そのうち一般会計分は 5,667 億円（うち科学技術振興費は 1,746
億円）、特別会計分は 165 億円となっている【平成 24 年版白書 2-3-2】。
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年版白書 3-1-3-2】。
 我が国の科学技術関係経費は、平成 10 年度は 3 兆 322 億円となっている。そのうち
一般会計分は 1 兆 5,003 億円で、国立大学等経費を中心とした特別会計分は 1 兆 5,319
億円となっている。なお、一般会計のうち主要な経費である科学技術振興費について
は 8,907 億円で前年度比 4.9％増となっている【平成 11 年版白書 3-1-3-2】。




連携による研究開発の推進が図られている【平成 11 年版白書 3-1-3-2】。
 平成 11 年度予算における科学技術関係経費総額は、厳しい財政状況の中で前年度当
初予算額に対し、1,230 億円増、4.1％増の 3 兆 1,552 億円となっており、特に、科学
技術振興費は、前年度当初予算額と比較すると 8.1％の伸びとなっており、一般歳出
の伸びが 5.3％であることを鑑みれば、21 世紀を見据え、科学技術に重点的に配分さ
れたものとなっている【平成 11 年版白書 3-1-3】。




連携による研究開発の推進が図られている【平成 12 年版白書 3-1-2】。
 平成 12 年度予算における科学技術関係経費総額は、厳しい財政状況の中で前年度当
初予算額に対し、1,276 億円増、4.0％増の 3 兆 2,843 億円となっており、特に、科学
技術振興費は、前年度当初予算額と比較すると 6.8％の伸びとなっており、一般歳出
の伸びが 2.6％であることをかんがみれば、21 世紀を見据え、科学技術に重点的に配
分されたものとなっている【平成 12 年版白書 3-1-3-2】。
 我が国の科学技術関係経費は、平成 12 年度は 3 兆 2,843 億円となっている。そのう
ち一般会計分は 1 兆 7,230 億円で、国立大学等経費を中心とした特別会計分は 1 兆
5,613 億円となっている。なお、一般会計のうち主要な経費である科学技術振興費に
ついては 1 兆 183 億円となっている【平成 13 年版白書 3-1-4-2】。
 我が国の科学技術関係経費は、平成 13 年度は 3 兆 4,685 億円となっている。そのう
ち一般会計分は 1 兆 8,376 億円で、国立大学等経費を中心とした特別会計分は 1 兆
6,309 億円となっている。なお、一般会計のうち主要な経費である科学技術振興費は
1 兆 1,124 億円となっている【平成 14 年版白書 3-1-3-2】。
 我が国の科学技術関係経費は、平成 14 年度は 3 兆 5,444 億円となっている。そのう
ち一般会計分は 1 兆 8,529 億円で、国立大学等経費を中心とした特別会計分は 1 兆
6,915 億円となっている。なお、一般会計のうち主要な経費である科学技術振興費は
1 兆 1,832 億円となっている【平成 15 年版白書 3-1-3-2】。
 我が国の科学技術関係経費は、平成 15 年度は 3 兆 5,974 億円となっている。そのう
ち一般会計分は 1 兆 8,852 億円で、国立大学等経費を中心とした特別会計分は 1 兆
7,122 億円となっている。なお、一般会計のうち主要な経費である科学技術振興費は
1 兆 2,298 億円となっている【平成 16 年版白書 3-1-3-2】。
 我が国の科学技術関係経費は、平成 16 年度は 3 兆 6,084 億円となっている。そのう
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ち一般会計分は２兆 9,664 億円で、特別会計分は 6,419 億円となっている。なお、一
般会計のうち主要な経費である科学技術振興費は１兆 2,841 億円となっている【平成
17 年版白書 3-1-3-2】。
 我が国の科学技術関係経費は、平成 17 年度は 3 兆 5,779 億円となっている。そのう
ち一般会計分は 2 兆 9,515 億円で、特別会計分は 6,264 億円となっている。なお、一
般会計のうち主要な経費である科学技術振興費は 1 兆 3,170 億円となっている【平成
18 年版白書 3-1-3-2】。
 我が国の平成 18 年度予算における科学技術関係経費は、3 兆 5,743 億円であり、その
うち一般会計分は 2 兆 9,979 億円、特別会計分は 5,764 億円となっている。なお、一
般会計のうち主要な経費である科学技術振興費は 1 兆 3,312 億円となっている【平成
19 年版白書 3-1-3-2】。
 我が国の平成 19 年度予算における科学技術関係経費は、3 兆 5,113 億円であり、その
うち一般会計分は 2 兆 9,905 億円、特別会計分は 5,208 億円となっている。なお、一
般会計のうち主要な経費である科学技術振興費は 1 兆 3,477 億円となっている【平成
20 年版白書 2-1-3-2】。
 我が国の平成 20 年度予算における科学技術関係経費は 3 兆 5,708 億円であり、その
うち一般会計分は 3 兆 398 億円、特別会計分は 5,310 億円となっている。なお、一般
会計のうち主要な経費である科学技術振興費は 1 兆 3,628 億円となっている【平成 21
年版白書 2-1-3-2】。
 我が国の平成 21 年度当初予算における科学技術関係経費は 3 兆 5,639 億円であり、
そのうち一般会計分は 3 兆 191 億円、特別会計分は 5,449 億円となっている。なお、
一般会計のうち主要な経費である科学技術振興費は 1 兆 3,777 億円となっている【平
成 22 年版白書 2-1-3-2】。
 我が国の平成 22 年度当初予算における科学技術関係経費は 3 兆 5,890 億円であり、
そのうち一般会計分は 3 兆 531 億円、特別会計分は 5,359 億円となっている。なお、
一般会計のうち主要な経費である科学技術振興費は 1 兆 3,334 億円となっている【平
成 23 年版白書 2-1-3-2】。
 我が国の平成 23 年度当初予算における科学技術関係予算は 3 兆 6,648 億円であり、
そのうち一般会計分は 3 兆 565 億円、特別会計分は 6,083 億円となっている。なお、
一般会計のうち、科学技術振興の中心的な経費である科学技術振興費は 1 兆 3,352 億
円となっている。また、政府は、平成 23 年度に、東日本大震災からの復旧・復興を
図るため、第 1 次～第 4 次補正予算を計上した。補正予算における科学技術関係予算
は 5,832 億円であり、そのうち一般会計分は 5,667 億円（うち科学技術振興費は 1,746












































資金配分機関の整備・再編は、1980 年代から 1990 年代にかけて進んだ。昭和 55 年度に
新エネルギー総合開発機構（現在の NEDO）が設立された。昭和 60 年度には、特別認可法











【昭和 37 年版白書 2-4-2】。



















事務局の調査機能を強化した【昭和 40 年版白書 1-1-1-6】。
 資源に乏しい我が国の国情を踏まえ､資源の開発と有効利用を図るため､積極的に近
代科学の成果を取り入れることを目的として資源委員会が 1947 年(昭和 22 年)経済安












































資金配分機関の整備・再編は、1980 年代から 1990 年代にかけて進んだ。昭和 55 年度に
新エネルギー総合開発機構（現在の NEDO）が設立された。昭和 60 年度には、特別認可法
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術会議が発足した【昭和 55 年版白書 1-1-1-3】。
 日本学術会議と緊密に協力して､科学技術を行政に反映させるための方策や各行政機
関相互の科学技術に関する行政の連絡調整に必要な措置を審議することを目的とし
て昭和 24 年に科学技術行政協議会(STAC)が総理府に設置された【昭和 55 年版白書
1-1-1-3】。
 1948(昭和 23)年には工業技術庁(1952（昭和 27）年工業技術院に改称)が設立され、
1949(昭和 24)年には新制大学が発足した【昭和 55 年版白書 1-1-1-3】。
 保健・衛生面の体制整備としては､終戦直後の伝染病対策はもとより広く厚生行政の








 1952 年(昭和 27 年)に対日講和条約が発効するとともに次第に原子力の平和利用に対
する関心が高まり､1954 年(昭和 29 年)には我が国最初の原子力予算が成立した【昭和
55 年版白書 1-1-1-3】。
 1955 年 12 月にはいわゆる原子力三法(原子力基本法､原子力委員会設置法､原子力局
の設置を規定する総理府設置法の一部改正法律)が公布されるに至った【昭和 55 年版
白書 1-1-1-3】。
 1956 年(昭和 31 年)には､原子力委員会が設置され､日本原子力研究所と原子燃料公社
(1967 年動力炉・核燃料開発事業団に改組)が設立された【昭和 55 年版白書 1-1-1-3】。
 1954 年(昭和 29 年)に総理府に設置された航空技術審議会の答申に基づいて､1955 年
航空技術研究所が総理府附属機関として誕生した【昭和 55 年版白書 1-1-1-3】。
 1955 年（昭和 30 年）には衆議院に科学技術振興対策特別委員会が設置された【昭和
55 年版白書 1-1-1-3】。







 昭和 32 年に設置された放射線医学総合研究所(科学技術庁)は、原子力平和利用の一
翼として、また最近における核爆発の人体に及ぼす影響に関する研究機関として期待
されている。【昭和 37 年版白書 2-1-2-2】
 昭和 38 年に国立防災科学技術センターが設立された。【昭和 39 年版白書 5-3】
 最近の原子力・宇宙・電子技術等の発展に不可欠の材料の品質性能の向上および新材
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料の創製を図るための新研究所について、設立の準備が進められ、昭和 41 年 4 月に
無機材質研究所として発足した。【昭和 41 年版白書 1-2-2】
 科学技術庁においては、災害を引き起こす自然現象について、現象の解明からそれに
より生じる災害の研究までを体系的に研究するため、平成 2 年 6 月、国立防災科学技
術センターを防災科学技術研究所に改組した。【平成 2 年版白書 4-3-1-1】
 平成 13 年 4 月には、金属材料技術研究所及び無機材質研究所が統合し、独立行政法
人物質・材料研究機構が設立され、物質及び材料全般にかかる科学技術に関し、基礎
研究及び基盤的研究開発を総合的に推進することとなった。【昭和 13年版白書 3-2-2-4】
 1957 年(昭和 32 年)日本科学技術情報センター(JICST)が設立された【昭和 55 年版白
書 1-1-1-3】。
 1956年(昭和31年)､農林省農林水産技術会議が設置された【昭和55年版白書1-1-1-3】。
 1957 年(昭和 32 年)から 1958 年（昭和 33 年）にかけて国際地球観測年に当たり､我が
国も南極観測をはじめとして全観測種目に参加した【昭和 55 年版白書 1-1-1-3】。
 1957 年(昭和 32 年)には､11 省庁の閣僚からなる科学技術関係閣僚懇談会が設置され､
新しい科学技術振興政策の検討が始められ､結果､理工系大学の拡張と科学技術行政
機構の強化が決定し､1959 年科学技術政策に関する内閣総理大臣の諮問機関として






 科学技術会議は 1960 年(昭和 35 年)に閣議決定された「所得倍増計画」に対応して､
「10 年後を目標とする科学技術振興の総合的基本方策について」を第 1 号答申とし
て以来､現在まで8件の答申及び7件の意見具申を行っているほか､多数の報告等を取
りまとめている【昭和 55 年版白書 1-1-1-3】。












技術研究促進センターが昭和 60年 10月 1日に設立され、昭和 60年度の事業として、
出資 25 件(昭和 60 年度出資額 20 億円)、融資 60 件(昭和 60 年度融資額 20 億円)を採
択した。【昭和 61 年版白書 3-3-3】
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学技術振興事業団」を設立するための法案が､平成 8 年 2 月に閣議決定されて国会に
提出され､同年 3 月に成立した【平成 8 年版白書 3-2-3】。
 平成9年12月､行政改革会議が新たな行政体制の在り方について最終報告を取りまと
め､内閣府に設置される総合科学技術会議や教育科学技術省(仮称)の設置､科学技術
行政体制の大きな枠組みが提言され､平成 10 年 6 月､中央省庁等改革基本法が公布､
施行され､現在､政府に設置された中央省庁等改革推進本部においてその具体化の作
業が着実に進められており､平成 11 年 1 月には同本部において「中央省庁等改革に係
る大綱」が決定された【平成 11 年版白書 3-1-3】。
 平成 11 年 7 月には各府省の設置法､同年 12 月には各独立行政法人の設立法等が国会
において成立するなど､平成13年1月からの新体制発足に向けた作業が着実に進めら
れている【平成 12 年版白書 3-1-3-3】。




整備について取りまとめたものである。【平成 12 年版白書 3-3-3-4】
 日本学術会議は、「日本学術会議の位置付けに関する見解(声明)」を発表した。これ
は、日本学術会議が、平成 13 年 1 月から内閣府に新設される総合科学技術会議にお
いてその在り方の検討がなされるに当たり、科学技術創造立国を標榜する我が国の科
学を重視する姿勢及び当会議の基本的性格等から、その位置付けは内閣府に置かれる
ことが不可欠であるとの見解を示したものである。【平成 12 年版白書 3-3-3-4】
 我が国科学者の内外の代表機関である「日本学術会議」は、昭和 24(1949)年に設立さ





とされている。【平成 13 年版白書 3-3-1-2】




【平成 13 年版白書 3-1-4-1】。
 平成 13 年 4 月から国立試験研究機関の大半が独立行政法人となるが､平成 12 年度に
おいてはその制度設計が行われた【平成 13 年版白書 3-1-4-1】。
 内閣府では､行政各部の施策の統一を図るため､政府全体の科学技術の総合的かつ計
画的な振興を図るための基本的な政策の企画､立案及び総合調整を行うこととなって
いる【平成 13 年版白書 3-1-4-1】。
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 平成 13 年 1 月に新たに置かれた科学技術政策担当大臣は､科学技術政策を企画､立案
し､総合調整を行うこととしており､総合科学技術会議とあいまって､機動的な政策展
開を図り､これによって個別具体的な研究開発の推進は､各省で整合性を持って行わ






術に関する行政を総合的に推進している【平成 13 年版白書 3-1-4-1】。
 原子力行政体制も平成 13 年 1 月､省庁再編で整備されることとなり､内閣府に置かれ
る国家行政組織法第 8 条に該当する原子力委員会､原子力安全委員会及び文部科学省､



















に努めており､政府一体となった努力が続けられている【平成 14 年版白書 3-1-3-2】。
 科学技術・学術審議会は､文部科学大臣の諮問に応じて科学技術の総合的な振興に関
する重要事項や学術の振興に関する重要事項について調査審議を行うとともに､文部




 科学技術・学術審議会は､平成 14 年度において､6 月に「文部科学省における研究及
び開発に関する評価指針について(建議)」､8 月に「長期的展望に立つ海洋開発の基本
的構想及び推進方策について(答申)」を取りまとめた【平成 15 年版白書 3-1-3-1】。
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的構想及び推進方策について(答申)」を取りまとめた【平成 15 年版白書 3-1-3-1】。




取りまとめた【平成 16 年版白書 3-1-3-1】。
 平成 18 年度から 5 か年を対象とする次期（第 3 期）科学技術基本計画策定を見据え
て､関係府省の審議会等において科学技術創造立国の実現に向けた基本的な政策につ
いて調査検討が行われている【平成 17 年版白書 3-1-3-1】。
 総合科学技術会議は､平成 17 年 12 月 27 日には､科学技術基本計画を策定するための
内閣総理大臣の諮問「科学技術に関する基本政策について」に対する答申を行った【平
成 18 年版白書 3-1-3-1】。
 日本学術会議は､平成 22年 4月､今後 10～20年を見据えた学術の長期展望に関する事
項について､「日本の展望－学術からの提言 2010」を提言し､同年 8 月 25 日には､そ
の内容を具体化した「総合的な科学・技術政策の確立による科学・技術研究の持続的
振興に向けて」を勧告した【平成 23 年版白書 2-1-3-1】。
 東日本大震災への対応について､日本学術会議では､平成 23年 3月 18日に緊急集会を
開催して緊急報告を取りまとめ､同月 23 日には､東日本大震災対策委員会を設置し､
25 日に緊急提言を発出した【平成 23 年版白書 2-1-3-1】。
(2) 資源調査会
 資源調査会は、資源の高度利用と保全を行政・経済面で反映させることを目的として、
昭和 22 年 12 月経済安定本部に設置(名称:資源委員会)された附属機関であり、昭和
31 年 5 月科学技術庁の発足に伴い、科学技術庁の附属機関となり現在に至っている
【昭和 57 年白書 3-4-9-8】。
 資源調査会は、資源の高度利用と保全を行政・経済面で反映させることを目的として、
昭和 22 年 12 月経済安定本部に設置(名称:資源委員会)された附属機関であり、昭和
31 年 5 月科学技術庁の発足に伴い、科学技術庁の附属機関となり現在に至っている
【昭和 60 年白書 3-4-9-8】。
 資源調査会は、資源の総合的利用に関する重要事項を調査審議するためにおかれた科
学技術庁の付属機関であり、その前身は昭和 22 年 12 月経済安定本部に設置された資
源委員会である【平成元年白書 3-5-8-7】。
 資源調査会は発足以来 30 有余年にわたり資源の総合的利用に関する重要事項につい
て調査審議を行ってきており、これまで勧告 48 件、報告 109 件、資料 214 件の取り
まとめを行っている【昭和 57 年白書 3-4-9-8】。資源調査会の調査審議の成果は、関
係機関の資源政策の企画立案に活用されており、例えば、鉄道の電化、海洋資源の開
発利用、日本食品成分表の作成、食品の低温流通機構の整備、リモートセンシングの
活用等は成果が具現化された代表的事例である【昭和 57 年白書 3-4-9-8】。

















  【昭和 57 年白書 3-4-9-8】
 報告第 87 号「日本食品標準成分表の改訂に関する調査報告―四訂日本食品標準成分
表―」は、三訂日本食品標準成分表についてほぼ 20 年ぶりに全面改訂を行ったもの





和 58 年白書 3-4-9-8】。
 今後、ライフサイエンスの着実な進展を図るための根幹となる生物資源、即ち、遺伝
子資源の収集、確保のあり方について、早急に明らかにする必要から、昭和 58 年 4
月、科学技術庁長官より、「遺伝子資源としての生物の確保方策について」の諮問を
受け、資源調査会では、遺伝子資源特別部会を設置し、答申を策定すべく調査を進め
た【昭和 59 年白書 3-4-9-8】。
 なお、今後、調査会活動をより効果的、重点的に進めることを目的として、常設部会
等を改組することとした【昭和 59 年白書 3-4-9-8】。
 昭和 59 年度においては、諮問「遺伝子資源としての生物の確保方策について」に対







塩類などを主たる対象として)」(報告第 93 号、昭和 59 年 4 月 24 日)、「海底熱水鉱床
に関する調査報告」 (報告第 94 号、昭和 59 年 5 月 22 日)、「地下空間の開発利用に
関する調査報告」(報告第 95 号、昭和 59 年 9 月 25 日)を、また調査会編資料として、
「新燃料の段階的開発利用に関する調査(燃料メタノールを中心として)」(資料第 122
号、昭和 59 年 7 月 24 日)など、計 7 件を取りまとめた【昭和 60 年白書 3-4-9-8】。
 資源調査会は先見性をもって資源問題と取り組んでおり、近年においては「二酸化炭
素の蓄積による気候変動と資源問題に関する調査報告」(昭和 59 年 1 月)、「熱帯林の
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これらの政府機関等の役割はますます大きくなっている【昭和 46 年版白書 3-2】。







































これらの政府機関等の役割はますます大きくなっている【昭和 46 年版白書 3-2】。





































となっている【昭和 52 年版白書 3-2】。




 これを受け、昭和 60 年 9 月 24 日付け閣議決定「当面の行政改革の具体化方策につい
て」において、本件について科学技術会議に対して検討を求めることとなり、昭和
60 年 12 月 3 日付けで内閣総理大臣は科学技術会議に対して、諮問第 13 号「国立試
験研究機関の中長期的あり方について」を諮問した【昭和 62 年版白書 3-3-1-1】。
 科学技術会議では、総合計画部会の下に国立試験研究機関分科会を設置して審議を重











 科学技術会議では、総合計画部会において審議を重ね、昭和 62 年 8 月 28 日に内閣総
理大臣に対し、答申を行った。この答申を受け、昭和 62 年 10 月 22 日に内閣総理大
臣は、国立試験研究機関の中長期的在り方の基本を決定した【昭和 63 年版白書
3-3-1-1】。
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 平成 5 年度からは、世界の優れた研究者が集まる研究環境を有し、優れた研究成果を
世界に発信する「中核的研究拠点(COE)」を国立試験研究機関等を対象に育成する COE
育成を実施している【平成 5 年版白書 3-4-2-1】。
 平成 6 年度からは、各省庁の研究機関を結ぶ省際研究情報ネットワークの整備・利用
及び基礎的・基盤的なデータのデータベース化に資する調査・研究を推進する研究情
報整備・省際ネットワーク推進制度を実施している【平成 6 年版白書 3-4-2-1】。
 科学技術庁においては、科学技術会議の方針に沿い、科学技術振興調整費の活用によ
り、下記の施策を推進している【平成 7 年版白書 3-4-2-1】。
 ・研究内容や研究者のニーズに合わせて研究協力者を手当てする等的確な研究支





度(科学技術振興事業団事業)を実施している【平成 14 年版白書 3-3-1-2】。
(3) 機関の改廃





イルス研究所が,農林省の付属機関として新設された【昭和 40 年版白書 1-1-1-1】。
 このほか,試験研究機関の主な内部組織の新設としては,国立防災科学技術センターに
雪害実験研究所,国立衛生試験所に毒性部,北海道農業試験場に草地開発部,農事試験
場に山地支場がそれぞれ設置された【昭和 40 年版白書 1-1-1-1】。
 昭和 36年 7月に,企業における新技術の開発にともなう危険負担の軽減と新技術の所
有者と企業家との円滑な仲介をはかることを主なねらいとして設立された新技術開
発事業団は,新技術の委託開発,開発した新技術の普及,新技術の開発のあっせん等の
業務の推進にあたっている。 【昭和 40 年白書 1-1-1-4】
 昭和 41年度に無機材質研究所,昭和 42年度には,東北工業技術試験所,四国工業技術試
験所および電子航法研究所の各国立試験研究機関が新設された【昭和 42 年版白書
1-4-1】。
 昭和 42 年 10 月に新設された動力炉・核燃料開発事業団に対する出資金は,一挙に 2

















【昭和 47 年版白書 3-4-1】。
 新設の機関として国立公害研究所が環境庁に設置され、昭和 48 年度から研究活動を
開始している【昭和 49 年版白書 3-2-1-1】3。
 昭和 63 年 10 月、新エネルギー総合開発機構(NEDO)を、産業技術に関する研究開発
を総合的、計画的かつ効率的に行わせるため、新エネルギー・産業技術総合開発機構
へと改組・拡充した【平成元年版白書 3-3-2】。






追加し(新技術事業団法の一部改正法が平成 5 年 10 月施行)、研究交流を総合的に促
進するための体制の整備を図った【平成 9 年版白書 3-2-1-2-(3)】。
(4) 予算と人員
 昭和 44 年度の国立試験研究機関経費は 376 億円で、前年度の 349 億円に比較して、
27 億円(7.7％)の増加であった。国立試験研究機関経費は、全般に堅実に増加してお
り、科学技術振興費に含まれるものについては対前年度増加率は 7.7％であり、その
他の研究関係費を含めた総計では、7.9％であつた【昭和 45 年版白書 3-2-1】。
 国立試験研究機関の定員は、昭和 43 年度 16,352 人(うち、研究職定員 9,637 人)、昭
和 44 年度 16,303 人(うちち、、研究職定員 9,670 人)であり、全体では 50 人ほどの減




れらの機関における総定員数は 16,296 人でほぼ前年度並みである【昭和 55 年版白書
3-2-1】。
 国立試験研究機関等は、各省庁に附属してそれぞれ固有の研究活動を推進している。
3 以下の記述もある。「1971 年には環境庁が発足し,1974 年には国立公害研究所(現国立環境研究所)が設置さ
れ,公害防止等に関する試験研究が強化された。」【平成 7 年版白書 1-2-3】
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(3) 機関の改廃





イルス研究所が,農林省の付属機関として新設された【昭和 40 年版白書 1-1-1-1】。
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 昭和 42 年 10 月に新設された動力炉・核燃料開発事業団に対する出資金は,一挙に 2

















【昭和 47 年版白書 3-4-1】。
 新設の機関として国立公害研究所が環境庁に設置され、昭和 48 年度から研究活動を
開始している【昭和 49 年版白書 3-2-1-1】3。
 昭和 63 年 10 月、新エネルギー総合開発機構(NEDO)を、産業技術に関する研究開発
を総合的、計画的かつ効率的に行わせるため、新エネルギー・産業技術総合開発機構
へと改組・拡充した【平成元年版白書 3-3-2】。






追加し(新技術事業団法の一部改正法が平成 5 年 10 月施行)、研究交流を総合的に促
進するための体制の整備を図った【平成 9 年版白書 3-2-1-2-(3)】。
(4) 予算と人員
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27 億円(7.7％)の増加であった。国立試験研究機関経費は、全般に堅実に増加してお
り、科学技術振興費に含まれるものについては対前年度増加率は 7.7％であり、その
他の研究関係費を含めた総計では、7.9％であつた【昭和 45 年版白書 3-2-1】。
 国立試験研究機関の定員は、昭和 43 年度 16,352 人(うち、研究職定員 9,637 人)、昭
和 44 年度 16,303 人(うちち、、研究職定員 9,670 人)であり、全体では 50 人ほどの減




れらの機関における総定員数は 16,296 人でほぼ前年度並みである【昭和 55 年版白書
3-2-1】。
 国立試験研究機関等は、各省庁に附属してそれぞれ固有の研究活動を推進している。
3 以下の記述もある。「1971 年には環境庁が発足し,1974 年には国立公害研究所(現国立環境研究所)が設置さ




らの機関における総定員数は、15,643 人(うち研究職 10,003 人)で前年に比べ 104 人減
少(うち研究職 27 人の減少)している【昭和 60 年版白書 3-2-1】。
 国立試験研究機関等は、各省庁に附属してそれぞれ固有の研究活動を推進している。
平成元年度のこれら機関における試験研究費、人件費、施設費などを含めた総経費(国
立試験研究機関等経費)は 2,777 億円で前年度比 8.4%の増加となっている。これらの
機関における総定員数は、14,942 人(うち研究職 9,737 人)で前年に比べ 108 人減少(う










らゆる研究活動の基礎を培っているものである【昭和 50 年版白書 3-2-1】。
 その研究費は、研究員当積算庁費(人当研究費)によってまかなわれているが、昭和
44 年度の総額は 58 億円であり、国立試験研究機関庁費の約 40％を占めている。経常
研究の充実は、この研究員当積算庁費の増額によって行なわれるが、昭和 44 年度に
おける単価は、前年度に対し平均 10％程度の伸びを示した【昭和 45 年版白書 3-2-1】。
 政府は、研究員当積算庁費の増加によって経常研究の充実に努めているが。高価な実
験材料の購入や特殊施設の維持運営のために支出される特殊研究庁費は、前年度と比








つ期限を定めて計画的に推進されるものである【昭和 49 年版白書 3-2-1-1】。
 昭和 44 年度の特別研究費は 33 億円で、前年度に比較して 3 億円の減少であつた。そ
の省庁別内訳をみると、通産省が最も多く、ついで農林省、科学技術庁となっている
【昭和 45 年版白書 3-2-1】。
49
 昭和 54 年度における特別研究費は 154 億円で、前年度と比べ 5.0%の増加となってい
る。なお、昭和 54 年度における特別研究課題数は 574 課題で、省庁別の内訳は、 第




減少となっている。なお昭和 59 年度における特別研究課題数は、488 課題ある【昭
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検討が行われた。【平成 3 年版白書 3-3-2-3】















庁大都市圏整備局に設置されている。平成 4 年 4 月には、452 市町村の 538 箇所が学
園計画地として登録されている。【平成 4 年版白書 1-1-2-1】
 放送大学について、対象地域の全国への拡大等の充実を図る【平成 9年版白書 3-1-1-8】。
 平成 11 年 6 月、学術審議会は答申を行い、21 世紀の学術研究の役割を「新たな文明
の構築への貢献」と位置付け「知的存在感のある国」を目指すという理念の下に、「世








し検討を行ってきたところであり、平成 14 年 3 月には、同会議において「新しい『国
立大学法人』像について」が取りまとめられ、具体的な制度の在り方が示されたとこ
ろである。【平成 14 年版白書 3-3-1-2】





研究所を設置した【平成 14 年版白書 3-2-2-3】。
 社会に開かれた経営体制を確立して教育・研究・社会貢献に積極的に取り組む個性豊
かな魅力ある国立大学等を育成するため、国立大学法人法案を第 156 回通常国会に提
出しているところである。【平成 15 年版白書 3-3-1-2】
 平成 15 年 7 月に国立大学法人法が成立し、平成 16 年 4 月より国立大学法人及び大学
共同利用機関法人に移行する。【平成 16 年版白書 3-3-1-2】
(2) 私立大学に対する助成等
 金額的には小さいが,実質的な研究関係費で伸び率のいちじるしいのは、私立大学の
研究設備補助金（人文系図書を含み、昭和 38 年度までは必要額の 1/2 以下を補助す
るものであつたが、昭和 39 年度から 2/3 に引きあげられた。）であり、昭和 28 年度
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出しているところである。【平成 15 年版白書 3-3-1-2】
 平成 15 年 7 月に国立大学法人法が成立し、平成 16 年 4 月より国立大学法人及び大学
共同利用機関法人に移行する。【平成 16 年版白書 3-3-1-2】
(2) 私立大学に対する助成等
 金額的には小さいが,実質的な研究関係費で伸び率のいちじるしいのは、私立大学の
研究設備補助金（人文系図書を含み、昭和 38 年度までは必要額の 1/2 以下を補助す
るものであつたが、昭和 39 年度から 2/3 に引きあげられた。）であり、昭和 28 年度
の 3,000 万円から昭和 38 年度の 8 億円強に伸びている。この補助金ならびに私立大
52
学理科特別補助金(昭和 38 年度 15 億円、補助率 1/2～2/3)によって、私立大学の研究
設備は,最近急速に改善されつつある【昭和 39 年版白書 4-1-2】。
 私立大学に対しては,科学技術者養成の一環として,昭和 31 年度から私立大学理科特
別助成金制度が実施され,私立大学の医,歯,薬,農,理,工等の理科系学部学科の学生が実
験,実習に使用する設備に対して,2 分の 1 の補助金が交付されるようになり,さらに昭
和 33 年度からは,理工系科学技術者養成にともなう学校新設,学部・学科新増設,定員
増のための補助金が補助率 3 分の 2 で新たに加えられた【昭和 40 年 2-7-4-2】。
 文部省の,私立大学等経常費補助金【昭和 49 年版白書 3-3-1】
 私立大学等における教育研究の充実と質的向上を図るため、私立大学等の研究装置等
の整備に要する経費に対する補助制度を昭和 58 年度から創設した。【昭和 59 年版白
書 3-2-3】




成 10 年版白書 3-2-2-1】。










れている。【平成 9 年版白書 3-3-3-3】





災機能等強化緊急特別推進事業」を創設した。【平成 11 年版白書 3-2-4】




とられた。【平成 14 年版白書 3-3-1-2】
 平成 15 年度税制改正において、私立大学等に対する現物寄付について、一定の要件
の下でみなし譲渡所得の非課税制度の承認要件を満たすものとする等の措置が講じ




研究プロジェクトに着目した助成を重視している【平成 15 年版白書 3-3-6-1】。
 文部科学省では、私立大学の優れた研究プロジェクトに対し研究施設・設備等の一体
的な支援を行う「私立大学戦略的研究基盤形成支援事業」を推進し、私立大学の研究








【昭和 37 年版白書 2-1-2-1】
 国立大学等の関係機関の整備については,昭和39年度から国立学校特別会計が新設さ
れて,国立学校,大学付属病院および大学付置研究所の円滑な運営,施設設備の整備等








宇宙科学研究所の設置を勧告した【昭和 40 年版白書 1-2-1-2】。
 大学付置研究所については,静岡大学にオプトエレクトロニクスに関する研究を中心
とする電子工学研究所を創設した【昭和 41 年版白書 1-2-3】。
 （昭和 46 年度に）文部省関係では,昭和 44 年の学術審議会の答申の線に沿つて 80 億
電子ボルト(8GeV)程度の陽子加速器を中心とする高エネルギー物理学研究所が創設
された。この研究所は,文部省直轄の研究所であるが,国立大学の共同利用研究所とし
て国立大学,公私立大学等にも利用に供される新しい形の研究所である 4【昭和 47 年
版白書 3-4-1】。
 （科学技術会議が提唱した）基礎生物学研究所(仮称)については,昭和 48 年 10 月の学
術審議会の設置勧告により文部省において検討されていたものであるが,昭和 52 年 5
月岡崎市に国立大学共同利用機関として設けられた生物科学総合研究機構の基礎生
物学研究所として発足をみている【昭和 52 年版白書 3-2-4-5】。
 平成元年 5 月には,名古屋大学プラズマ研究所等を改組転換し,大学共同利用機関とし
4 以下のような記載もある。「1971 年,特定の大学に附置されない独立した研究機関として国立大学共同利
用機関 (1989 年に大学共同利用機関に改称)が設けられ,その最初のものである高エネルギー物理学研究所
が 筑波研究学園都市に設置された【平成 7 年版白書 1-2-3】。」
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究の推進方策について」の建議(平成 11 年 11 月 学術審議会)を踏まえ,平成 12 年度
には学術情報センターを母体とし,情報学研究を総合的に進めていくことを目指した
国立情報学研究所を創設する【平成 12 年版白書 3-3-2-1】。









学院大学の設立を目指した取組が行われている。【平成 16 年版白書 3-3-1-2】
 平成 17 年 9 月には大学院大学の設立準備等を行う沖縄科学技術研究基盤整備機構が




 昭和 38 年 9 月、研究学園都市の建設地が茨城県筑波地区と閣議決定され、総理府の
研究学園都市建設推進本部によってその推進が図られてきた。昭和 45 年 5 月、「筑波
研究学園都市建設法」が制定公布され、昭和 46 年 2 月、研究学園都市建設推進本部
において建設計画の大綱および公共公益事業等の整備計画の概要が決定され,これに






【昭和 53 年版白書 3-4-3】。
 1973 年,新構想大学として筑波大学が設置された【平成 7 年版白書 1-2-3】。
2）COE プログラム
 平成 7 年、卓越した研究拠点(COE)を形成するための「COE 形成基礎研究費」を創設
した。【平成 7 年版白書 3-4-2-3】
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院教育」（平成 17 年 9 月 5 日）や「第 3 期科学技術基本計画」（平成 18 年 3 月 28 日
閣議決定）において、「21世紀 COEプログラム」をより充実・発展した形でポスト「21
世紀COEプログラム」を実施することが求められている。【平成 19年版白書 3-3-2-2(1)】
 平成 21 年度には、平成 19 年度採択 63 拠点の中間評価を実施し、一部の拠点におい
て一層の努力を要するところも存在するが、すべての拠点において順調に計画が進捗
していると評価されている。【平成 22 年版白書 2-3-2-2】













と予算見積り上の改善が要望される。【昭和 33 年版白書 2-1-7】





の共通経費として使用されている【昭和 39 年版白書 4-1-3】。
 科学研究費補助金とはわが国の学術の振興を目的とするものである。がん特別研究費、
科学研究費および研究成果刊行費などにあてられ、学術研究の振興に大きな役割を果
した。【昭和 58 年版白書 3-2-3】
 昭和 57 年度においては、「特別推進研究」の新設及び「試験研究」、「奨励研究(A)」、
「海外学術調査」の拡充を行われた。【昭和 58 年版白書 3-2-3】
 昭和 60 年度においては、独創的・先端的な基礎研究を振興するための「一般研究 C」、
若手研究者の優れた研究を奨励するための「奨励研究 A」、民間研究者等との共同研
究を促進するための「試験研究」及び海外学術研究を推進するための「海外学術調査」
の充実を行った。【昭和 61 年版白書 3-2-3】
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うになっている。【平成 11 年版白書 3-2-5-2】
 大学における特許等の研究成果が、平成 16 年 4 月の国立大学法人化に併せ、現在の
国又は個人帰属から原則機関帰属に転換されることに伴い、国公私立大学等において
知的財産の創出・取得・管理・活用を戦略的にマネジメントできる体制を整備するた
めの支援の必要性が、知的財産戦略大綱等で示された。【平成 11 年版白書 3-3-2-2】
2）産学協同
 文部省では、大学の学術研究に対して寄せられている社会的諸要請に的確かつ積極的
に対応する諸施策を推進すべく、昭和 57 年 4 月、そのための窓口として、学術国際
局に研究協力室を新設するとともに、受託研究制度や科学研究費補助金の「試験研究」
などの改善・充実、日本学術振興会の産学協力事業の拡充等学術研究の社会的協力連








した。【昭和 59 年版白書 3-2-3】






費の 6%相当額が法人税から控除される優遇税制が平成 7 年度から実施された。【平
成 8 年版白書 3-3-3-3】
 平成 8 年 2 月から「産学の連携・協力の在り方に関する調査研究協力者会議」を開催
し、産学の連携・協力の一層の推進を検討するとともに、平成 8 年 7 月策定の科学技
術基本計画で検討することとされた、国立大学等の教官が民間企業等で共同研究ので
きる範囲の拡大などについて検討を行い、平成 9 年 3 月にそのまとめを行った。この
まとめを受け、産学間の研究者交流の促進や共同研究の推進等に係る各種制度改善を
実施したところである。【平成 10 年版白書 3-3-3-3】
 大学等で生じた技術に関する研究成果を、これを活用しようとする民間事業者へ移転
する事業を実施する者への支援措置等を講ずる「大学等における技術に関する研究成
果の民間事業者への移転の促進に関する法律」が公布され、平成 11年 3月 31日現在、
4 つの技術移転機関が支援措置を受けることができる対象として承認を受けている。
【平成 11 年版白書 3-2-5-2】
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 昭和 22 年 8 月に全国の科学者の総意を反映した学術体制刷新委員会が成立され、政













で検討する。【平成 10 年版 1-3-5-2】
 我が国科学者の代表機関である「日本学術会議」は、1999 年(平成 11 年)1 月、創立
50 周年を迎えた。現在の第 17 期(平成 9 年 7 月～12 年 7 月)においては、1.多数の領
域を擁する学術全体を俯瞰的に見る視点の重視 2.行動規範の根拠を提供する開いた
学術の構築 3.本会議の国内外における能動的活動の推進の 3 つの基本的方向の下に、
精力的な審議を行うとともに、科学の能率向上を図るための研究活動等を行っている。
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【平成 11 年版白書 3-3-3-4】




整備について取りまとめたものである。【平成 12 年版白書 3-3-3-4】
 日本学術会議は、「日本学術会議の位置付けに関する見解(声明)」を発表した。これ
は、日本学術会議が、平成 13 年 1 月から内閣府に新設される総合科学技術会議にお
いてその在り方の検討がなされるに当たり、科学技術創造立国を標榜する我が国の科
学を重視する姿勢及び当会議の基本的性格等から、その位置付けは内閣府に置かれる
ことが不可欠であるとの見解を示したものである。【平成 12 年版白書 3-3-3-4】
 我が国科学者の内外の代表機関である「日本学術会議」は、昭和 24(1949)年に設立さ











た。【平成 13 年版白書 3-1-3-2】
 日本学術会議においては、平成 15 年 3 月に「日本学術会議改革推進委員会」を設置




 科学技術基本会議は、「日本学術会議の在り方について」(平成 15 年 2 月 26 日意見具
申)として、中央省庁等改革基本法第 17 条第 9 号に基づき、日本学術会議の在り方に
関し調査・検討を行い、関係大臣に意見具申した。【平成 15 年版 3-1-2-2】
 平成 15 年(2003 年)7 月に第 19 期が発足し、「日本の計画委員会」と「新しい学術体





 「中央省庁等改革基本法」第 17 条第 9 号の規定に基づき、総合科学技術会議におい
て行われた日本学術会議のあり方についての検討の結果等を踏まえ、日本学術会議の
所轄、組織、会員の推薦方法等を改めるため、「日本学術会議法の一部を改正する法
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て行われた日本学術会議のあり方についての検討の結果等を踏まえ、日本学術会議の
所轄、組織、会員の推薦方法等を改めるため、「日本学術会議法の一部を改正する法
律案」を平成 16 年 2 月に第 159 回国会に提出した(平成 16 年 4 月に可決、公布され
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いては、総合科学技術会議において調査・検討が行われ、平成 15 年 2 月に「日本学
術会議の在り方について」が取りまとめられた。また、日本学術会議において、平成







部組織の改革をするため、平成 16 年 4 月には「日本学術会議法の一部を改正する法
律」が国会で可決され公布された。【平成 16 年版 1-3-2-3】

































文誌の国際化の支援を行っている【平成 19 年版白書 3-3-3-6】。
 日本学術会議では、学協会の自己改革を促進する方策等について継続的に審議を行う
とともに、学協会や研究者等の幅広い参加を得てシンポジウム「科学技術創造立国を







制度への対応の現状と課題」を開催した【平成 22 年版白書 2-3-3-6】。
 日本学術会議では、学協会の自己改革を促進する方策等について継続的に審議を行う
とともに、学協会や研究者等の幅広い参加を得てシンポジウム「公益法人申請のため
の最新情報説明会」を開催した【平成 23 年版白書 2-3-3-6】。
5 J－STAGE：Japan Science and Technology information AGgregator、 Electronic
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術会議の在り方について」が取りまとめられた。また、日本学術会議において、平成







部組織の改革をするため、平成 16 年 4 月には「日本学術会議法の一部を改正する法
律」が国会で可決され公布された。【平成 16 年版 1-3-2-3】

































文誌の国際化の支援を行っている【平成 19 年版白書 3-3-3-6】。
 日本学術会議では、学協会の自己改革を促進する方策等について継続的に審議を行う
とともに、学協会や研究者等の幅広い参加を得てシンポジウム「科学技術創造立国を







制度への対応の現状と課題」を開催した【平成 22 年版白書 2-3-3-6】。
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昭和 52 年 5 月）、第 11 号答申（新たな情勢変化に対応し、長期的展望に立った科学技術振
興の総合的基本方策について、昭和 59 年 11 月）、第 12 号答申（科学技術政策大綱について、
昭和 61 年 12 月）において、重点分野を提示してきた。第 12 号答申を受けて、政府は、「科
学技術政策大綱」を閣議決定した（昭和 61 年 3 月）。
平成 4 年に、科学技術会議は、「新世紀に向けてとるべき科学技術の総合的基本方策につ
いて」を答申した（第 18 号答申、平成 4 年 1 月）。第 1 期科学技術基本計画（平成 8 年 7
月閣議決定）は、研究開発の推進に当たっては、科学技術会議の第 18 号答申を踏まえ、基
礎科学を振興するとともに、重要分野の研究開発を推進する、とした。











4 分野に対して特に重点を置くこととされた。これら重点分野の設定は、第 3 期基本計画（平
成 18 年 3 月閣議決定）においても引き継がれた。

















度化と科学技術の新領域の開拓に寄与するものである【昭和 45 年版白書 1-5-1】。
 明日を担う科学技術として、原子力開発、宇宙開発、海洋開発、ライフサイエンス、
材料技術、電子技術、極限技術および標準計測技術の 8 つを取り上げ、それぞれの研













分野の協力による研究開発として重要である【昭和 51 年版白書 3-2-4】。
 防災科学技術、ライフサイエンスやソフトサイエンスなどの新しい分野の科学技術、
通商産業省などの大型研究開発及び科学技術庁の特別研究促進調整費による研究開
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分野の協力による研究開発として重要である【昭和 51 年版白書 3-2-4】。
 防災科学技術、ライフサイエンスやソフトサイエンスなどの新しい分野の科学技術、
通商産業省などの大型研究開発及び科学技術庁の特別研究促進調整費による研究開







おいて進めることが不可欠であるとし、次の 5 領域を取り上げている【昭和 55 年版
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白書 1-2-1】。





































変化してきている。このため昭和 58 年 3 月、内閣総理大臣から、このような新たな
情勢変化に対応し、長期的展望に立った科学技術振興の総合的基本方策について諮問
(第 11号)があった。【昭和 60 年版 3-4-9-1】





和 60 年版 3-4-9-1】





を図ることとしており、合計 101 の重要研究領域を掲げている。【昭和 60 年版 3-4-9-1】
(4) 科学技術会議 12号答申、科学技術政策大綱
 科学技術会議に対して第 12 号諮問「科学技術政策大綱について」が行われ、同会議
は、今後 10 年程度の間における科学技術振興の基本を定めた第 11 号答申の内容及び
その後の科学技術をめぐる状況の変化を踏まえ、昭和 60 年 12 月 3 日、行政レベルで
当面実現に努めるべき科学技術振興政策の基本についてとりまとめ、内閣総理大臣あ
て答申を行った。政府は、この科学技術会議第 12号答申を踏まえ、所要の調整を行
ったうえ、昭和 61 年 3 月 28 日、「科学技術政策大綱」を閣議決定した【昭和 62 年版
白書 3-1-1-1】。
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当面実現に努めるべき科学技術振興政策の基本についてとりまとめ、内閣総理大臣あ
て答申を行った。政府は、この科学技術会議第 12号答申を踏まえ、所要の調整を行
ったうえ、昭和 61 年 3 月 28 日、「科学技術政策大綱」を閣議決定した【昭和 62 年版
白書 3-1-1-1】。






















 内閣総理大臣はその後の情勢の変化を踏まえ、来るべき新世紀を展望して今後 10 年
間にとるべき科学技術の総合的基本方策について平成2年6月に科学技術会議に諮問
し、答申 6が平成 4 年 1 月にまとめられた。政府はこの答申を踏まえて、平成 4 年 4
月に新たに「科学技術政策大綱」を閣議決定した【平成 4 年版白書 3-1-1】。
 この大綱では、3 つの目標と 7 つの重点施策に加えて、特に重点的に推進すべき研究
開発分野も明らかにしている【平成 4 年版白書 3-1-1】。
























 （第 1 期）科学技術基本計画では、研究開発の基本方針として社会的・経済的ニーズ
に対応した研究開発の強力な推進とともに基礎研究を積極的に推進することとして




としている【平成 12 年版白書 3-3】。
 この答申に掲げられている重要分野としては、エネルギー科学技術、防災科学技術、
情報・電子系科学技術や地球科学技術等があり、これまでに内閣総理大臣が決定した
「エネルギー研究開発基本計画」(平成 7 年 7 月 18 日最終改定)、「先端的基盤科学技
術に関する研究開発基本計画」(平成 6 年 12 月 27 日決定)、「ライフサイエンスに関
する研究開発基本計画」(平成 9 年 8 月 13 日決定)等各種の研究開発基本計画に基づ






4分野に対して特に重点を置くこととする（平成 13 年版白書 2-2-2）。
(8) 第 3期科学技術基本計画
 第 2 期科学技術基本計画における重点 4 分野（ライフサイエンス、情報通信、環境、
ナノテクノロジー・材料）については、三つの基本理念への寄与度の大きさ、戦略と
しての継続性の要請、各国の科学技術戦略の趨勢（すうせい）、国民からの期待など




した【平成 19 年版白書 2-2】。
 総合科学技術会議は、第 3 期科学技術基本計画に基づき、同計画期間中の投資の選択




各課題ごとに研究目標及び成果目標を明記した【平成 19 年版白書 2-2】。
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各課題ごとに研究目標及び成果目標を明記した【平成 19 年版白書 2-2】。





定し、分野別推進戦略に明記した【平成 19 年版白書 2-2】。
(9) 第 4期科学技術基本計画






る【平成 24 年版白書 2-1-1】。
 （グリーンイノベーション）(1）安定的なエネルギー供給と低炭素化の実現、（2）エ
ネルギー利用の高効率化及びスマート化、（3）社会インフラのグリーン化の三つの重
要課題を設定し、研究開発を推進している【平成 24 年版白書 2-2-2】。
 （ライフイノベーション）（1）革新的な予防法の開発。（2）新しい早期診断法の開発。
（3）安全で有効性の高い治療の実現。（4）高齢者、障害者、患者の生活の質（QOL）



















計画として「ゲノム科学に関する研究開発についての長期的な考え方」（平成 10 年 6 月）。
さらに、理化学研究所においてゲノム科学研究の中核的拠点として「ゲノム科学総合研究セ








 昭和 46 年 4 月、科学技術会議から内閣総理大臣に対して答申された「1970 年代にお
ける総合的科学技術政策の基本」において、政府として特に重点を置いて推進すべき
新しい科学技術分野の 1 つとして、ライフサイエンスがあげられている【昭和 48 年
版白書 1-4-4】。
 昭和 47 年 7 月には科学技術会議にライフサイエンス懇談会が設けられ、9 月に「ラ
イフサイエンスの振興方策の大綱」が、12 月に「ライフサイエンスの当面の振興方
策」がとりまとめられた【昭和 48 年版白書 1-4-4】。
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 昭和 46 年 4 月、科学技術会議から内閣総理大臣に対して答申された「1970 年代にお
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 昭和 47 年 7 月には科学技術会議にライフサイエンス懇談会が設けられ、9 月に「ラ
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てきた【昭和 51 年版白書 3-2-4-4】。






た【昭和 51 年版白書 3-2-4-4】。
 基礎生物学研究所(仮称)については、昭和 48 年 10 月の学術審議会の設置勧告により
文部省において検討されていたものである、昭和 52 年 5 月岡崎市に国立大学共同利
用機関として設けられた生物科学総合研究機構の基礎生物学研究所として発足をみ
ている【昭和 52 年版白書 3-2-4-5】。
 昭和 55 年 8 月、ライフサイエンス部会報告をもとに科学技術会議は、内閣総理大臣
に対し「ライフサイエンスの推進に関する意見」を具申した【昭和 56年版白書 3-2-4-6】。
 科学技術会議は、ライフサイエンス部会において審議を重ね、昭和 52 年 5 月の 6 号
答申(諮問第 6 号「長期的展望に立った総合的科学技術政策の基本について」に対す
る答申)においてライフサイエンス推進の重要性を改めて指摘し、さらに、昭和 54 年
8 月の 8 号答申(諮問第 8 号「遺伝子組換え研究の推進方策の基本について」に対す
る答申)においては、国全体の組換え DNA 研究を対象とした実験指針を提示すると
ともに、この研究の推進方策についての提言を行った【昭和 57 年版白書 3-2-6-5】。
 科学技術会議は、諮問第 10号「ライフサイエンスにおける先導的・基盤的技術の研
究開発基本計画について」を受けて、現在ライフサイエンス部会において上記基本計
画策定のための審議を進めているところである【昭和 57 年版白書 3-2-6-5】。
 科学技術会議は、諮問第 10 号「ライフサイエンスにおける先導的・基盤的技術の研
究開発基本計画について」を受けて、ライフサイエンス部会に先導的・基盤的技術研
究開発基本計画分科会を設置し、基本計画策定のための審議を行い、昭和 59 年 3 月
ライフサイエンス部会が答申原案を策定した【昭和 59 年版白書 3-2-6-6】。
 「ライフサイエンスにおける先導的・基盤的技術の研究開発基本計画」においては、
組換え DNA 技術等の生物の遺伝情報系操作技術に焦点を当てた 31 の研究開発目標、
及びその推進方策が提示され、政府はこの答申の内容を昭和 59 年 8 月、内閣総理大
臣による基本計画として定め、その総合的推進を図っている【昭和 60 年版白書
3-2-6-6】。





的な推進を図ることを目的として、昭和 60 年 7 月、内閣に長寿社会対策関係閣僚会
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議が設置された【昭和 61 年版白書 3-2-6-6】。
 科学技術会議第 11 号答申を受けて、科学技術会議では、ライフサイエンス部会に人
間系科学技術分科会を設け、個別の分野ごとに総合的な推進方策の基本を定めるため







和 61 年 5 月、内閣総理大臣に対し「長寿社会対応科学技術の基本方策に関する意見」
が具申された【昭和 62 年版白書 3-3-6-6】。
 「長寿社会対応科学技術の基本方策に関する意見」は、昭和 61 年 6 月に閣議決定さ
れた「長寿社会対策大綱」にも反映され、科学技術庁、文部省、厚生省等の関係省庁
において研究開発が進められている【昭和 62 年版白書 3-3-6-6】。
 科学技術会議の第 16 号答申(平成元年 12 月)において、今後の重要な課題は、ライフ
サイエンス分野に特有な実験動物等研究用資材の開発・保存・供給体制の充実及び遺
伝子資源の保存体制の充実であることが指摘されている【平成 2 年版白書 4-3-1-1】。
 科学技術会議政策委員会による「平成 7 年度科学技術振興に関する重点指針」におい
ても、新たに「生活者の視点にも配慮」する必要性が指摘されたことを踏まえ、科学
技術庁においては 1995 年に「生活・社会基盤研究制度」を創設し、生活者の立場を
一層重視した科学技術の振興を図ることとしている【平成 7 年版白書 3-4-1-3】。
 科学技術の研究開発とその活用は、高齢化に伴う課題の解決に大きく寄与するもので
あることから「高齢社会対策大綱」(平成 8 年 7 月閣議決定)に基づき、高齢者に特有
の疾病に関する調査研究、福祉用具及び医療機器の研究開発を推進している【平成 9
年版白書 3-3-2-3】。
 平成 8 年 6 月には、諮問第 24 号「ライフサイエンスに関する研究開発基本計画につ
いて」が科学技術会議に諮問され、現在審議が行われている【平成 9年版白書 3-3-2-1】。
 平成 9 年 8 月 13 日、今後 10 年程度を見通した我が国のライフサイエンス研究開発の
在り方を示す「ライフサイエンスに関する研究開発基本計画」が内閣総理大臣決定さ
れた【平成 10 年版白書 3-3-2-1】。
 ライフサイエンスの産業応用については、平成 11 年 1 月において、ゲノム関連研究
等の推進等に取り組む旨、関係 5 大臣(科学技術庁長官、文部大臣、厚生大臣、農林
水産大臣、通商産業大臣)が「バイオテクノロジー産業の創造に向けた基本方針」を
申し合わせた【平成 11 年版白書 3-3-2】。
 平成 13 年 3 月に閣議決定された第 2 期科学技術基本計画においては、ライフサイエ
ンスを重点的に推進する必要のある 4 分野のひとつに位置付け、重点的・戦略的に取
り組むこととされた【平成 14 年版白書 3-2-2-1】。
 総合科学技術会議は、平成 13 年 9 月にライフサイエンス分野の「分野別推進戦略」
を策定し、今後 5 年間の重点領域、研究開発目標及び推進方策を明確化した【平成
14 年版白書 3-2-2-1】。






てきた【昭和 51 年版白書 3-2-4-4】。






た【昭和 51 年版白書 3-2-4-4】。
 基礎生物学研究所(仮称)については、昭和 48 年 10 月の学術審議会の設置勧告により
文部省において検討されていたものである、昭和 52 年 5 月岡崎市に国立大学共同利
用機関として設けられた生物科学総合研究機構の基礎生物学研究所として発足をみ
ている【昭和 52 年版白書 3-2-4-5】。
 昭和 55 年 8 月、ライフサイエンス部会報告をもとに科学技術会議は、内閣総理大臣
に対し「ライフサイエンスの推進に関する意見」を具申した【昭和 56年版白書 3-2-4-6】。
 科学技術会議は、ライフサイエンス部会において審議を重ね、昭和 52 年 5 月の 6 号
答申(諮問第 6 号「長期的展望に立った総合的科学技術政策の基本について」に対す
る答申)においてライフサイエンス推進の重要性を改めて指摘し、さらに、昭和 54 年
8 月の 8 号答申(諮問第 8 号「遺伝子組換え研究の推進方策の基本について」に対す
る答申)においては、国全体の組換え DNA 研究を対象とした実験指針を提示すると
ともに、この研究の推進方策についての提言を行った【昭和 57 年版白書 3-2-6-5】。
 科学技術会議は、諮問第 10号「ライフサイエンスにおける先導的・基盤的技術の研
究開発基本計画について」を受けて、現在ライフサイエンス部会において上記基本計
画策定のための審議を進めているところである【昭和 57 年版白書 3-2-6-5】。
 科学技術会議は、諮問第 10 号「ライフサイエンスにおける先導的・基盤的技術の研
究開発基本計画について」を受けて、ライフサイエンス部会に先導的・基盤的技術研
究開発基本計画分科会を設置し、基本計画策定のための審議を行い、昭和 59 年 3 月
ライフサイエンス部会が答申原案を策定した【昭和 59 年版白書 3-2-6-6】。
 「ライフサイエンスにおける先導的・基盤的技術の研究開発基本計画」においては、
組換え DNA 技術等の生物の遺伝情報系操作技術に焦点を当てた 31 の研究開発目標、
及びその推進方策が提示され、政府はこの答申の内容を昭和 59 年 8 月、内閣総理大
臣による基本計画として定め、その総合的推進を図っている【昭和 60 年版白書
3-2-6-6】。





的な推進を図ることを目的として、昭和 60 年 7 月、内閣に長寿社会対策関係閣僚会
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議が設置された【昭和 61 年版白書 3-2-6-6】。
 科学技術会議第 11 号答申を受けて、科学技術会議では、ライフサイエンス部会に人
間系科学技術分科会を設け、個別の分野ごとに総合的な推進方策の基本を定めるため







和 61 年 5 月、内閣総理大臣に対し「長寿社会対応科学技術の基本方策に関する意見」
が具申された【昭和 62 年版白書 3-3-6-6】。
 「長寿社会対応科学技術の基本方策に関する意見」は、昭和 61 年 6 月に閣議決定さ
れた「長寿社会対策大綱」にも反映され、科学技術庁、文部省、厚生省等の関係省庁
において研究開発が進められている【昭和 62 年版白書 3-3-6-6】。
 科学技術会議の第 16 号答申(平成元年 12 月)において、今後の重要な課題は、ライフ
サイエンス分野に特有な実験動物等研究用資材の開発・保存・供給体制の充実及び遺
伝子資源の保存体制の充実であることが指摘されている【平成 2 年版白書 4-3-1-1】。
 科学技術会議政策委員会による「平成 7 年度科学技術振興に関する重点指針」におい
ても、新たに「生活者の視点にも配慮」する必要性が指摘されたことを踏まえ、科学
技術庁においては 1995 年に「生活・社会基盤研究制度」を創設し、生活者の立場を
一層重視した科学技術の振興を図ることとしている【平成 7 年版白書 3-4-1-3】。
 科学技術の研究開発とその活用は、高齢化に伴う課題の解決に大きく寄与するもので
あることから「高齢社会対策大綱」(平成 8 年 7 月閣議決定)に基づき、高齢者に特有
の疾病に関する調査研究、福祉用具及び医療機器の研究開発を推進している【平成 9
年版白書 3-3-2-3】。
 平成 8 年 6 月には、諮問第 24 号「ライフサイエンスに関する研究開発基本計画につ
いて」が科学技術会議に諮問され、現在審議が行われている【平成 9年版白書 3-3-2-1】。
 平成 9 年 8 月 13 日、今後 10 年程度を見通した我が国のライフサイエンス研究開発の
在り方を示す「ライフサイエンスに関する研究開発基本計画」が内閣総理大臣決定さ
れた【平成 10 年版白書 3-3-2-1】。
 ライフサイエンスの産業応用については、平成 11 年 1 月において、ゲノム関連研究
等の推進等に取り組む旨、関係 5 大臣(科学技術庁長官、文部大臣、厚生大臣、農林
水産大臣、通商産業大臣)が「バイオテクノロジー産業の創造に向けた基本方針」を
申し合わせた【平成 11 年版白書 3-3-2】。
 平成 13 年 3 月に閣議決定された第 2 期科学技術基本計画においては、ライフサイエ
ンスを重点的に推進する必要のある 4 分野のひとつに位置付け、重点的・戦略的に取
り組むこととされた【平成 14 年版白書 3-2-2-1】。
 総合科学技術会議は、平成 13 年 9 月にライフサイエンス分野の「分野別推進戦略」
を策定し、今後 5 年間の重点領域、研究開発目標及び推進方策を明確化した【平成
14 年版白書 3-2-2-1】。




特に重点的に推進すべきであるなどの考えが示された【平成 14 年版白書 3-2-2-1】。
 文部科学省では科学技術・学術審議会において、平成 14 年 6 月に「ライフサイエン
スに関する研究開発の推進方策について」が取りまとめられた【平成 15 年版白書
3-2-2-1】。
 平成 14 年 7 月より内閣総理大臣主宰の BT(バイオテクノロジー)戦略会議が開催され、















を行っている【昭和 62 年版白書 3-3-6-6】。





 最近では、航空・電子等技術審議会第 14 号答申「糖鎖工学の基盤形成に関する総合
的な研究開発の推進方策について」(1990 年 7 月)に基づいて、科学技術庁、厚生省、
農林水産省及び通商産業省の連携・協力の下、糖鎖の生体内での機能の解明及び構造
の解析に着目した研究が進められている【平成 5 年版白書 3-4-1-1】。
 1994 年 2 月には日本科学技術情報センターにおいて、GDB 日本ノードの運営を開始
している【平成 6 年版白書 3-4-1-1】。
 航空・電子等技術審議会は、タンパク質構造の解明研究の重要性にかんがみ、平成 8





成 9 年版白書 3-3-2-1】。
 平成 10 年 6 月には科学技術会議ライフサイエンス部会ゲノム科学委員会が、我が国
のゲノム科学研究推進に関する長期計画として「ゲノム科学に関する研究開発につい
ての長期的な考え方」を決定している【平成 11 年版白書 3-3-2】。





施している【平成 11 年版白書 3-3-2】。
 平成 12 年度政府予算においては、ミレニアム・プロジェクトの一環として、科学技
術振興事業団における標準多型(SNPs)に関する解析・データベースの整備および理化
学研究所における標準多型データベースを利用した体系的な遺伝子等の探索研究等





血管等の再生医療に資するものとして盛り込まれた【平成 12 年版白書 3-3-2-1】。
 科学技術会議ライフサイエンス部会ゲノム科学委員会は、平成 12 年 11 月、「構造ゲ
ノム科学研究における我が国の戦略について」及び「ゲノム情報科学における我が国




価技術基盤機構に生物資源センターを設置した【平成 13 年版白書 3-2-2-1】。
 ヒトゲノム塩基配列の解読完了に続き、いわゆるポストゲノム時代が幕を開け平成
12 年 12 月に、科学技術会議政策委員会ポストゲノムの戦略的推進に関する懇談会に
おいて「ポストゲノム戦略の推進について」(以下「ポストゲノム戦略」という)が取
りまとめられた【平成 14 年版白書 3-2-2-1】。




などの関係の解明を目指した研究を行っている【平成 16 年版白書 3-2-2-1】。
 経済産業省では、微生物の産業利用を推進するために、未知微生物遺伝資源ライブラ
リーの構築プロジェクトを実施している【平成 16 年版白書 3-2-2-1】。
 平成 15 年 4 月、ヒトの遺伝情報であるヒトゲノムの全解読を目指して日米英仏独中
の 6 か国 24 機関が参加した国際ヒトゲノムシーケンス決定コンソーシアムは、ヒト






特に重点的に推進すべきであるなどの考えが示された【平成 14 年版白書 3-2-2-1】。
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を行っている【昭和 62 年版白書 3-3-6-6】。





 最近では、航空・電子等技術審議会第 14 号答申「糖鎖工学の基盤形成に関する総合
的な研究開発の推進方策について」(1990 年 7 月)に基づいて、科学技術庁、厚生省、
農林水産省及び通商産業省の連携・協力の下、糖鎖の生体内での機能の解明及び構造
の解析に着目した研究が進められている【平成 5 年版白書 3-4-1-1】。
 1994 年 2 月には日本科学技術情報センターにおいて、GDB 日本ノードの運営を開始
している【平成 6 年版白書 3-4-1-1】。
 航空・電子等技術審議会は、タンパク質構造の解明研究の重要性にかんがみ、平成 8





成 9 年版白書 3-3-2-1】。
 平成 10 年 6 月には科学技術会議ライフサイエンス部会ゲノム科学委員会が、我が国
のゲノム科学研究推進に関する長期計画として「ゲノム科学に関する研究開発につい
ての長期的な考え方」を決定している【平成 11 年版白書 3-3-2】。





施している【平成 11 年版白書 3-3-2】。
 平成 12 年度政府予算においては、ミレニアム・プロジェクトの一環として、科学技
術振興事業団における標準多型(SNPs)に関する解析・データベースの整備および理化
学研究所における標準多型データベースを利用した体系的な遺伝子等の探索研究等





血管等の再生医療に資するものとして盛り込まれた【平成 12 年版白書 3-3-2-1】。
 科学技術会議ライフサイエンス部会ゲノム科学委員会は、平成 12 年 11 月、「構造ゲ
ノム科学研究における我が国の戦略について」及び「ゲノム情報科学における我が国




価技術基盤機構に生物資源センターを設置した【平成 13 年版白書 3-2-2-1】。
 ヒトゲノム塩基配列の解読完了に続き、いわゆるポストゲノム時代が幕を開け平成
12 年 12 月に、科学技術会議政策委員会ポストゲノムの戦略的推進に関する懇談会に
おいて「ポストゲノム戦略の推進について」(以下「ポストゲノム戦略」という)が取
りまとめられた【平成 14 年版白書 3-2-2-1】。




などの関係の解明を目指した研究を行っている【平成 16 年版白書 3-2-2-1】。
 経済産業省では、微生物の産業利用を推進するために、未知微生物遺伝資源ライブラ
リーの構築プロジェクトを実施している【平成 16 年版白書 3-2-2-1】。
 平成 15 年 4 月、ヒトの遺伝情報であるヒトゲノムの全解読を目指して日米英仏独中
の 6 か国 24 機関が参加した国際ヒトゲノムシーケンス決定コンソーシアムは、ヒト





携を図りつつ、疾患原因の解明等の研究を推進している【平成 18 年版白書 3-2-2-1】。
 経済産業省では、平成 20 年度より「統合データベースプロジェクト」を開始し、経
済産業省関連の公的資金研究から産出される研究データを統合化し、産業界等に提供




る【平成 21 年版白書 2-2-2-1】。
 文部科学省では次世代シーケンサー等の革新的解析技術を駆使し、がん細胞等を対象
に生命プログラムの解読を行う革新的細胞解析研究プログラム（セルイノベーション）
を平成 21 年度より実施している【平成 22 年版白書 2-2-2-1】。











出を目指した研究開発も行う【平成 24 年版白書 2-2-2-2】。
2）脳科学研究
 科学技術会議は 1987 年に「脳・神経系科学技術の総合的推進に関する意見」をとり
まとめ、その中で脳・神経機能の解明、脳・神経系疾患の原因解明及び予防、診断、
治療法の開発等の今後推進すべき重点研究開発目標とその目標達成のための推進方
策を提示した【平成 6 年版白書 3-4-1-1】。




発等の必要性を指摘している【平成 6 年版白書 3-4-1-1】。
 文部省、厚生省、郵政省、通商産業省も脳・神経機能解明のための関連の研究を実施
しており、ヒューマン・フロンティア・サイエンス・プログラム(HFSP)において、1990






【平成 8 年版白書 3-3-2】。
 日本学術会議は、平成 8 年 4 月に「脳科学研究の推進について」を勧告し、我が国に
おいて脳科学とこれに関連する研究を総合的に推進するために、「脳科学研究推進組
織」を設け、戦略的に重要な研究課題の選定、総合的な研究推進策を策定する必要性
を指摘している【平成 9 年版白書 3-3-2-1】。
 平成 9 年 3 月には学術審議会バイオサイエンス部会から「大学等における脳研究の推
進について(報告)」が報告されている【平成 9 年版白書 3-3-2-1】。
 脳科学研究においては、平成 8 年 3 月の学術審議会バイオサイエンス部会報告が「大








ている【平成 9 年版白書 3-3-2-1】。
 科学技術庁においては平成 9 年 11 月、理化学研究所に我が国における脳科学研究を
牽引する機関として「脳科学総合研究センター」を設置し、科学技術振興調整費及び
科学技術振興事業団の戦略的基礎研究推進制度による省庁の枠を超えた公募型研究
推進事業等が行われている【平成 9 年版白書 3-3-2-1】。
 平成 9 年 5 月、科学技術会議ライフサイエンス部会脳科学委員会が、我が国の脳科学
研究推進に関する長期計画として、「脳に関する研究開発についての長期的な考え方」




を実施した【平成 13 年版白書 3-2-2-1】。
 文部科学省では、平成 17 年度より脳神経科学の膨大な研究成果等の情報基盤を整備
し、国際協力により世界中の研究者に提供するためのニューロインフォマティクスの
推進を行っている【平成 18 年版白書 3-2-2-1】。
 文部科学省では、我が国の脳科学研究を戦略的に推進するため、平成 21 年 1 月、長
期的展望に立つ脳科学研究の基本的構想及び推進方策について、科学技術・学術審議
会において第 1 次答申に向けた中間取りまとめを決定した【平成 21 年版白書 2-2-2-1】。
3）発生・分化・再生科学研究
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 文部科学省では平成 15 年度からは、経済活性化のための研究開発プロジェクトの一
つとして、「再生医療の実現化プロジェクト」を開始した【平成 16 年版白書 3-2-2-1】。
 文部科学省では、「iPS 細胞（人工多能性幹細胞）研究等の加速に向けた総合戦略改





 「iPS細胞研究の推進について（1次とりまとめ）」（平成 20 年 7 月総合科学技術会議
決定）に沿って、関係府省が一体となって研究体制の整備や必要な研究資金の確保、




進している【平成 22 年版白書 2-2-2-1】。







 農林水産省では、平成 10 年度よりイネ・ゲノムの全塩基配列解読を中心とする第 2
期イネ・ゲノム計画を推進しており、世界的な評価を受けている【平成 11 年版白書
3-3-2】。
 平成 13 年 4 月には、有識者によるイネ・ゲノム研究有識者懇談会が「イネ・ゲノム
研究加速化の方向と方策」を取りまとめ、公表したが、平成 13 年度においては、引
き続き塩基配列の解読を加速化するとともに、有用遺伝子の単離・機能解明にも積極








中心的役割を果たしており、我が国の主導の下、平成 14 年 12 月に重要部分の高精度
解読を終了している。また、平成 11 年度から開始した「イネ完全長 cDNAライブラリ
ーの整備事業」により、平成 15 年度までに約 3 万 2,000 種のイネ遺伝子を収集して
いる。このほか、カイコのゲノム解読については、平成 16 年 2 月に全塩基配列の約
77









ている【平成 5 年度版白書 3-4-3-3】。
 文部科学省では、平成 12 年度からミレニアム・プロジェクトの一環として、生命科
学の研究開発に必要な実験動植物、細胞材料、遺伝子材料等の収集、保存、提供及び
それに関する技術開発を行うため、理化学研究所にバイオリソースセンターを設置し
た【平成 12 年版白書 3-2-2-1】。
 農林水産省においては、平成 15 年 4 月に独立行政法人農業生物資源研究所イネゲノ
ムリソースセンターを設置し、高い精度で関連付けされた試料及びデータ等を一括管










 農林省で昭和 37 年より政府と民間の共同出資による特殊法人農業機械化研究所を設
置することになっている【昭和 37 年版白書各論 5-3-3】。
 食品の安全性に関しては、FAO(国連食糧農業機構)および WHO を中心に検討が行な
われている【昭和 45 年版白書 1-3-3-2】。
 特に、昭和 37 年から発足した食品規格の国際統一の計画は、わが国を含む主要諸外
国の協力のもとで食品添加物、残留農薬等の安全性について種々の角度から検討を進





規格の設定に関する研究開発が進められている【昭和 49 年版白書 1-2-4-2】。
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20 年 12 月 BT 戦略推進官民会議決定）を踏まえ、関係府省において着実に推進して
いくこととしている【平成 21 年版白書 2-2-2-1】。
7）がん・感染症・免疫・アレルギー疾患研究
 わが国におけるがん研究は活発に進められており、昭和 43 年に厚生省では、がん研
究助成金 256,080 千円、文部省ではがん特別研究費 330,000 千円を交付している【昭
和 44 年版白書 3-6-3-2】。
 文部省においては、学術の振興を図る見地から科学研究費補助金等の制度により、大
学を中心として「がん特別研究」、「環境科学特別研究」など、ライフサイエンスの基




和 58 年版白書 3-2-6-5】。
 がん対策の効果的・総合的推進のため政府において、昭和 58 年 3 月 28 日「がん対策
関係閣僚会議」が開催された【昭和 58 年版白書 3-2-6-5】。




的に進められている【昭和 59 年版白書 3-2-6-6】。
 がん研究については、昭和 58 年 6 月にがん対策関係閣僚会議で決定された「対がん
10 か年総合戦略」に基づき、政府が一体となってがんの本態解明を図り、その成果
を予防、診断、治療に反映させることとしている【昭和 59 年版白書 3-2-6-6】。
 昭和 62 年 2 月、エイズ対策関係閣僚会議が「エイズ問題総合対策大綱」を策定し、
基礎研究及び予防・検査・治療に関する研究の推進の必要性等を指摘し、科学技術庁、
文部省及び厚生省で研究開発が進められている【昭和 62 年版白書 3-3-6-6】。
 昭和 62 年にエイズ対策関係閣僚会議により「エイズ問題総合対策大綱」が策定され、
平成 4 年 3 月に改正されたこの大綱に基づき、科学技術庁、文部省及び厚生省におい
て研究が進められている【平成 4 年版白書 3-3-1-1】。
 がん研究については、1993 年度をもって終了した「対がん 10 カ年総合戦略」(1983




 平成 13 年 8 月より、文部科学省、厚生労働省の両省は「今後のがん研究のあり方に
関する有識者会議」を設置し、「がん克服新 10 か年戦略」後のがん研究の中長期的な
方策について、現在検討を進めている【平成 14 年版白書 3-2-2-1】。
 文部科学省では平成 13 年度に、理化学研究所に新たに免疫・アレルギー科学総合研
究センターを設置し、免疫性疾患の抜本的対策の開発に向けて免疫のシステムの基礎














 平成 15 年 3 月に「今後のがん研究のあり方に関する有識者会議」において取りまと
められた「今後のがん研究のあり方について」を踏まえ、平成 15 年 7 月に文部科学
大臣と厚生労働大臣の合意により、平成 16 年度からの新たな 10 か年戦略である「第




っている【平成 18 年版白書 3-2-2-1】。
 経済産業省では平成 17 年度から、がんの超早期発見に資する分子イメージング機器
の開発や、がん細胞のみをピンポイントに治療するため、「次世代 DDS型悪性腫瘍治
療システムの研究開発事業」を行っている【平成 21 年版白書 2-2-2-1】。
 文部科学省では、「新興・再興感染症研究拠点形成プログラム」を推進し、国内外に
設置した研究拠点において新興・再興感染症の研究を推進し、基礎的知見の集積や人
材養成を行っている【平成 21 年版白書 2-2-2-1】。
 内閣府では、文部科学省、厚生労働省、農林水産省との連携により科学技術連携施策
群「新興・再興感染症」を推進するとともに、新興・再興感染症研究体制の強化につ




定し、実施している【平成 22 年版白書 2-2-2-1】。
 文部科学省では、科学技術・学術審議会研究計画・評価分科会ライフサイエンス委員
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 平成 15 年 3 月に「今後のがん研究のあり方に関する有識者会議」において取りまと
められた「今後のがん研究のあり方について」を踏まえ、平成 15 年 7 月に文部科学
大臣と厚生労働大臣の合意により、平成 16 年度からの新たな 10 か年戦略である「第




っている【平成 18 年版白書 3-2-2-1】。
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成 22 年 7 月【平成 23 年版白書 2-2-2-1】）。
 文部科学省では、「感染症研究国際ネットワーク推進プログラム」を実施し、アジア・
アフリカの 8 か国 12 か所に設置した海外研究拠点において、感染症対策に資する基
礎的知見の集積や人材育成等を行っている【平成 23 年版白書 2-2-2-1】。
 総合科学技術会議では、平成 22 年度科学技術振興調整費による「重要政策課題への
機動的対応の推進」として、「口（こう）蹄（てい）疫（えき）対策に資する緊急研





が必要である【昭和 45 年版白書 1-3-3-1】。
 科学技術庁では、各省庁にまたがる総合研究のテーマとして新方式小型人工腎臓、動
力補装具の開発を取り上げ、特別研究促進調整費を配分してそれらの総合的な推進を
図っている【昭和 47 年版白書 1-2-3-2】。
 通商産業省においても、医療福祉機器技術研究開発制度や昭和 56 年度に新しく発足
した次世代産業基盤技術研究開発制度等により、ライフサイエンス関連の技術開発が
推進されている【昭和 57 年版白書 3-2-6-5】。
 「創薬基礎科学研究の推進について(勧告)」(平成 2 年 10 月 日本学術会議)等が策
定された。【平成 4 年版白書 3-3-1-3】。





る【平成 22 年版白書 2-2-2-1】。











拠点を構築することとしている【平成 24 年版白書 2-2-2-3】。
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53 年 11 月「大学等の研究機関における組換え DNA実験の進め方について」を文部大
臣に建議した【昭和 54 年版白書 3-2-4-6】。
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 この建議に基づき文部省は昭和 54 年 3 月「大学等の研究機関等における組換え DNA
実験指針」を告示した【昭和 54 年版白書 3-2-4-6】。
 内閣総理大臣の諮問機関である科学技術会議ライフサイエンス部会は、学術審議会等
と密接な連絡をとりつつ、大学を含めた国公立、民間試験研究機関で実施される当該




 昭和 54 年 8 月、科学技術会議は、諮問第 8 号「遺伝子組換え研究の推進方策の基本
について」に対する答申を行い、遺伝子組換え研究に対する基本的考え方、及びその
推進方策を示すとともに、安全確保のための基本的要件としての指針を提示した【昭
和 55 年版白書 3-2-4-6】。
 文部省では昭和 55 年度に、東京大学医科学研究所及び大阪大学微生物病研究所に組
換え DNA 実験施設の整備を行うとともに、科学研究費補助金による特定研究「組換
え DNA 実験技術に関する研究」を発足させた【昭和 56 年版白書 3-2-4-6 】。









を行っている【昭和 62 年版白書 3-3-6-6】。
 近年、植物を用いる閉鎖系における実験計画が急増するとともに非閉鎖系における実
験計画書の提出も予想される状況となっていることから、各試験研究機関がこれらの
実験計画を検討する際の参考とするため、昭和 63 年 12 月には、科学技術会議ライフ
サイエンス部会組換え DNA 技術分科会において、植物を用いる実験に関する考え方
を取りまとめた【平成元年版白書 3-3-6-6】。
 厚生省は 1993 年 4 月に厚生科学会議でガイドラインが定められ、1994 年 2 月には指
針を告示するとともに、同月、臨床研究の科学的妥当性、倫理性を確保するため、実
施計画を個別に審査する「遺伝子治療臨床研究中央評価会議」を発足させている【平
成 6 年版白書 3-4-1-1】。
 文部省においても大学等における遺伝子治療の臨床研究について、その適切な実施を
確保するため、平成 6 年 4 月に学術審議会の中に遺伝子治療臨床研究専門委員会を発
足させ、この関係について審議を行う場を設けるとともに、平成 6 年 6 月には大学等
における遺伝子治療臨床研究についてのガイドラインを告示している【平成 6 年版白
書 3-4-1-1】。





平成 7 年 11 月 15 日に「遺伝子治療用医薬品の品質及び安全性の確保に関する指針」
を通知した【平成 8 年版白書 3-3-2】。
 文部科学省では平成 14 年 1 月に、新たに「組換え DNA 実験指針」(平成 14 年文部科
学省告示第 5 号)を策定したが、時々の技術動向を踏まえた適切な運用・改訂を行っ
ていく必要がある【平成 14 年版白書 3-2-2-1】。
 厚生労働省では平成 13 年 4 月より、遺伝子組換え食品の安全性審査を食品衛生法に
基づく義務とし、個々の遺伝子組換え食品等について「組換え DNA技術応用食品及び
添加物の安全性審査基準」に基づく審査を行っている【平成 14 年版白書 3-2-2-1】。




ている【平成 14 年版白書 3-2-2-1】。
 我が国においては、「バイオセーフティに関するカルタヘナ議定書｣締結することとし、
これに必要な国内措置を定めた｢遺伝子組換え生物等の使用等の規制による生物の多
様性の確保に関する法律｣が平成 15 年 6 月に成立した【平成 16 年版白書 3-2-2-1】。
 環境省、財務省、文部科学省、厚生労働省、農林水産省、経済産業省(関係 6 省)にお
いて関係省令等の整備を行い、我が国として平成 15 年 11 月に「バイオセーフティに
関するカルタヘナ議定書｣を締結、平成 16 年 2 月に我が国に対して発効するとともに
同法が施行された【平成 16 年版白書 3-2-2-1】。
 経済協力開発機構（OECD）のバイオテクノロジーに関するワーキング・パーティー
（WPB）では、バイオテクノロジーに関する調査分析や加盟国政府に対する政策提言









使用等の規制による生物の多様性の確保に関する法律」（平成 15 年法律第 97 号）に
基づき、その生物多様性への影響を防止するため必要な規制を行っている。遺伝子治
療の確立を目的とする臨床研究については、「遺伝子治療臨床研究に関する指針」（平
成 16 年文部科学省・厚生労働省告示第 2 号）に基づき、その適正な推進を図ってい
る【平成 21 年度版白書 2-2-2-2】。
(4) その他
 昭和 59 年 3 月、箱根において国際交流基金の主催により「生命科学と人間の会議」
が、サミット各国から自然科学者、哲学者、宗教学者等合計 19 名の斯界の権威の参
82
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年度頃である。科学技術庁長官の諮問機関である航空・電子等技術審議会は、昭和 57 年 3
月に諮問第 3 号「先端的技術分野に必要な電子技術の向上のための方策等について」の答申








第 2 期科学技術基本計画は、いわゆる重点 4 分野の一つとして、情報通信分野を位置づけ
ている。







 科学技術会議は昭和 59 年 11 月、諮問第 11 号「新たな情勢変化に対応し、長期的展
望に立った科学技術振興の総合的基本方策について」に対する答申において、情報・
電子技術を新たな発展が期待される基礎的・先導的科学技術の一分野として位置づけ、
その重要性を指摘した【昭和 60 年版白書 3-2-6-8】。
 科学技術庁長官の諮問機関である航空・電子等技術審議会においては、昭和 57 年 3
月諮問第 3号「先端的技術分野に必要な電子技術の向上のための方策等について」、




















年度頃である。科学技術庁長官の諮問機関である航空・電子等技術審議会は、昭和 57 年 3
月に諮問第 3 号「先端的技術分野に必要な電子技術の向上のための方策等について」の答申








第 2 期科学技術基本計画は、いわゆる重点 4 分野の一つとして、情報通信分野を位置づけ
ている。







 科学技術会議は昭和 59 年 11 月、諮問第 11 号「新たな情勢変化に対応し、長期的展
望に立った科学技術振興の総合的基本方策について」に対する答申において、情報・
電子技術を新たな発展が期待される基礎的・先導的科学技術の一分野として位置づけ、
その重要性を指摘した【昭和 60 年版白書 3-2-6-8】。
 科学技術庁長官の諮問機関である航空・電子等技術審議会においては、昭和 57 年 3
月諮問第 3号「先端的技術分野に必要な電子技術の向上のための方策等について」、
昭和 55 年 11 月諮問第 4号「レーザー技術の総合的な研究開発の推進について」、昭
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和 60 年 3 月諮問第 6号「人間の知的機能を補完又は代替するシステムに関する情報・
電子技術の総合的な研究開発の推進について」の各諮問に対して答申を行い、情報・
電子技術の各分野の推進方策を示した【昭和 60 年版白書 3-2-6-8】。
 航空・電子等技術審議会は、昭和 61 年 8 月の諮問第 11号「光科学技術の高度化に関
する総合的な研究開発の推進について」を受け、レーザ光、シンクロトロン放射光等
の光の発生、制御及び応用に関する総合的な科学技術である光科学技術の推進方策に
ついて調査審議を行った【昭和 62 年版白書 3-2-6-8】。
 昭和 62 年 8 月、内閣総理大臣は科学技術会議に対して諮問第 15号「情報・電子系科
学技術に関する研究開発基本計画について」の諮問を行い、科学技術会議に新たに情
報・電子系科学技術部会を設け現在鋭意審議中である【昭和 63 年版白書 3-2-6-8】。
 科学技術会議は、平成元年 3 月には、昭和 62 年 8 月の諮問第 15 号に対して「情報・
電子系科学技術に関する研究開発基本計画について」を内閣総理大臣に答申した。本
答申は平成元年 6 月、内閣総理大臣決定された【平成 2 年版白書 4-3-1-1】。
 高性能なコンピュータとネットワークを駆使した新たな知のフロンティアをめざし
て、関係省庁の連携の下に、情報科学技術の高度化のための研究開発を推進するとと










 平成 11 年 10 月には、内閣総理大臣の主宰する産業競争力会議において情報通信分野
を含めた 16 の分野において国家産業技術戦略を策定することとされ、これを受けた
情報通信産業技術戦略(平成 12 年 3 月、情報通信産業技術戦略検討会)において、情
報通信分野における重要技術が示された【平成 13 年版白書 3-2-2-2】。








くこととされている【平成 13 年版白書 3-2-2-2】。






ての「e-Japan 戦略」(平成 13 年 1 月)及び「e-Japan 戦略」に掲げた具体的な目標を
実現していくために政府が迅速かつ重点的に行うべき施策等を定めた「e-Japan重点
計画」(平成 13 年 3 月)においても、情報通信分野における我が国の技術力を戦略的
に強化していくことが必要であること等について記述されているところである【平成
13 年版白書 3-2-2-2】。
 第 2 期科学技術基本計画を踏まえ総合科学技術会議では、平成 13 年 7 月に「平成 14
年度の科学技術に関する予算、人材等の資源配分の方針」を取りまとめ、平成 14 年







て示された【平成 14 年版白書 3-2-2-2】。







 総合科学技術会議では、その後の情報通信分野における IT の基盤整備から IT の利活
用へといった環境の変化を踏まえ、IT システム利用促進のための戦略的研究開発の
推進などを内容とする「情報通信研究開発の推進について」(平成 15 年 5 月総合科学
技術会議)を策定した【平成 16 年版白書 3-2-2-2】。
 「e-Japan 戦略」(平成 13 年 1 月)、「e-Japan 戦略」に掲げた具体的な目標を実現して
いくために政府が迅速かつ重点的に行うべき施策等を定めた「e-Japan 重点計画」(平
成 13 年 3 月)、「e-Japan 重点計画 2002」(平成 14 年 6 月)においても、情報通信分野
における我が国の技術力を戦略的に強化していくことが必要であることなどについ
て記述されている【平成 15 年版白書 3-2-2-2】。
 高度情報通信ネットワーク社会推進戦略本部(IT 戦略本部)では、2005 年までに我が
国が世界最先端の IT 国家となることを目指し、「IT の基盤整備」に重点を置いた
「e-Japan 戦略」(平成 13 年 1 月 IT 戦略本部)、「社会全体が元気で、安心して生活が
でき、新たな感動を享受できる、これまで以上に便利な社会」を目指して、IT の利
活用に重点を置いた「e-Japan戦略Ⅱ」(平成 15 年 7 月 IT 戦略本部)が策定された【平
成 16 年版白書 3-2-2-2】。
 情報通信全般に関する政府の取組としては、高度情報通信ネットワーク社会推進戦略
本部（IT 戦略本部）にて、「IT新改革戦略」（平成 18年 1月）及び、「重点計画-2006」
（平成 18 年 7 月）を策定し、「いつでも、どこでも、誰でも IT の恩恵を実感できる
社会の実現」を目指している【平成 19 年版白書 3-2-2-2】。
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和 60 年 3 月諮問第 6号「人間の知的機能を補完又は代替するシステムに関する情報・
電子技術の総合的な研究開発の推進について」の各諮問に対して答申を行い、情報・
電子技術の各分野の推進方策を示した【昭和 60 年版白書 3-2-6-8】。
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する総合的な研究開発の推進について」を受け、レーザ光、シンクロトロン放射光等
の光の発生、制御及び応用に関する総合的な科学技術である光科学技術の推進方策に
ついて調査審議を行った【昭和 62 年版白書 3-2-6-8】。
 昭和 62 年 8 月、内閣総理大臣は科学技術会議に対して諮問第 15号「情報・電子系科
学技術に関する研究開発基本計画について」の諮問を行い、科学技術会議に新たに情
報・電子系科学技術部会を設け現在鋭意審議中である【昭和 63 年版白書 3-2-6-8】。
 科学技術会議は、平成元年 3 月には、昭和 62 年 8 月の諮問第 15 号に対して「情報・
電子系科学技術に関する研究開発基本計画について」を内閣総理大臣に答申した。本
答申は平成元年 6 月、内閣総理大臣決定された【平成 2 年版白書 4-3-1-1】。
 高性能なコンピュータとネットワークを駆使した新たな知のフロンティアをめざし
て、関係省庁の連携の下に、情報科学技術の高度化のための研究開発を推進するとと










 平成 11 年 10 月には、内閣総理大臣の主宰する産業競争力会議において情報通信分野
を含めた 16 の分野において国家産業技術戦略を策定することとされ、これを受けた
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ての「e-Japan 戦略」(平成 13 年 1 月)及び「e-Japan 戦略」に掲げた具体的な目標を
実現していくために政府が迅速かつ重点的に行うべき施策等を定めた「e-Japan重点
計画」(平成 13 年 3 月)においても、情報通信分野における我が国の技術力を戦略的
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 第 2 期科学技術基本計画を踏まえ総合科学技術会議では、平成 13 年 7 月に「平成 14
年度の科学技術に関する予算、人材等の資源配分の方針」を取りまとめ、平成 14 年







て示された【平成 14 年版白書 3-2-2-2】。







 総合科学技術会議では、その後の情報通信分野における IT の基盤整備から IT の利活
用へといった環境の変化を踏まえ、IT システム利用促進のための戦略的研究開発の
推進などを内容とする「情報通信研究開発の推進について」(平成 15 年 5 月総合科学
技術会議)を策定した【平成 16 年版白書 3-2-2-2】。
 「e-Japan 戦略」(平成 13 年 1 月)、「e-Japan 戦略」に掲げた具体的な目標を実現して
いくために政府が迅速かつ重点的に行うべき施策等を定めた「e-Japan 重点計画」(平
成 13 年 3 月)、「e-Japan 重点計画 2002」(平成 14 年 6 月)においても、情報通信分野
における我が国の技術力を戦略的に強化していくことが必要であることなどについ
て記述されている【平成 15 年版白書 3-2-2-2】。
 高度情報通信ネットワーク社会推進戦略本部(IT 戦略本部)では、2005 年までに我が
国が世界最先端の IT 国家となることを目指し、「IT の基盤整備」に重点を置いた
「e-Japan 戦略」(平成 13 年 1 月 IT 戦略本部)、「社会全体が元気で、安心して生活が
でき、新たな感動を享受できる、これまで以上に便利な社会」を目指して、IT の利
活用に重点を置いた「e-Japan戦略Ⅱ」(平成 15 年 7 月 IT 戦略本部)が策定された【平
成 16 年版白書 3-2-2-2】。
 情報通信全般に関する政府の取組としては、高度情報通信ネットワーク社会推進戦略
本部（IT 戦略本部）にて、「IT新改革戦略」（平成 18年 1月）及び、「重点計画-2006」
（平成 18 年 7 月）を策定し、「いつでも、どこでも、誰でも IT の恩恵を実感できる
社会の実現」を目指している【平成 19 年版白書 3-2-2-2】。
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 総務省では、重点的に推進すべき研究開発の方向性を具体化した「UNS戦略プログラ
ム」（平成 17 年 7月情報通信審議会答申）及び「分野別推進戦略」等に基づき、研究
開発を重点的・戦略的に推進していくこととしている【平成 19 年版白書 3-2-2-2】。
 文部科学省では、情報通信分野の「分野別推進戦略」を受け、平成 18 年 7 月に、科
学技術・学術審議会研究計画・評価分科会において、文部科学省として重点的に実施
すべき研究開発を「情報科学技術に関する研究開発の推進方策について」として取り
まとめた【平成 19 年版白書 3-2-2-2】。
 情報通信全般に関する政府の取組としては、高度情報通信ネットワーク社会推進戦略
本部（IT 戦略本部）にて、「IT 新改革戦略」（平成 18 年 1 月）及び「重点計画-2007」
（平成 19 年 7 月）を策定し、「いつでも、どこでも、誰でも IT の恩恵を実感できる
社会の実現」を目指している【平成 20 年版白書 2-2-2-2】。





本部（IT 戦略本部）にて、「IT 新改革戦略」（平成 18 年 1 月）及び「重点計画‐2008」
（平成 20 年 8 月）を策定し、「いつでも、どこでも、誰でも IT の恩恵を実感できる
社会の実現」を目指している。また、情報セキュリティ政策会議にて、「第 2次情報
セキュリティ基本計画」（平成 21 年 2 月）を策定し、「IT を安心して利用できる環境
の構築」を目指している【平成 21 年版白書 2-2-2-2】。
 総務省では、研究開発・標準化の具体的な推進方策として取りまとめた「我が国の国
際競争力を強化するための ICT研究開発・標準化戦略」（平成 20 年 6 月情報通信審議
会答申）及び「分野別推進戦略」に基づき、重点的・戦略的な研究開発を推進してい
る【平成 21 年版白書 2-2-2-2】。
 経済産業省では、情報通信分野の「分野別推進戦略」の指摘も踏まえ、平成 20 年度
より、環境と経済の両立する社会を目指す「グリーン IT」を推進する「グリーン IT
プロジェクト」を開始している【平成 21 年版白書 2-2-2-2】。
 総務省では、政府全体の科学・技術政策との連携を図りつつ、情報通信技術（ICT）
によるグリーン・イノベーション、ライフ・イノベーションの推進、国際競争力の強



















などがあげられる【昭和 60 年 3-2-6-8】。
 昭和 59 年度に行われた研究開発課題としては、科学技術庁無機材質研究所の「オプ
トエレクトロニクス焼結材料に関する研究」、通商産業省電子技術総合研究所の「光
エレクトロニクスに関する研究」などがある【昭和 60 年版白書 3-2-6-8】。
 昭和 59 年度に行われたバイオエレクトロニクス関連の研究としては、通商産業省電
子技術総合研究所の「生体の情報処理システムに関する研究」などがあげられる【昭
和 60 年版白書 3-2-6-8】。
 昭和 59 年度には、科学技術振興調整費による「大出力・波長可変レーザーおよびレ
ーザープロセシング技術の研究」、理化学研究所で「新レーザー技術に関する研究」、
通商産業省の大型工業技術研究開発制度による「超高性能レーザー応用複合生産シス
テム」などの研究が行われた【昭和 60 年版白書 3-2-6-8】。
 昭和 60 年度には、通商産業省の化学技術研究所における「レーザーによる化学反応
の制御技術に関する研究」などの研究が行われた【昭和 61 年版白書 3-2-6-8】。




 昭和 61 年度に行われたバイオエレクトロニクス関連の研究としては、理化学研究所
の「フロンティア・マテリアル研究」、科学技術振興調整費による「脳機能解明のた
めの基盤技術の開発に関する研究」等が挙げられる【昭和 62 年版白書 3-2-6-8】。
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の制御技術に関する研究」などの研究が行われた【昭和 61 年版白書 3-2-6-8】。




 昭和 61 年度に行われたバイオエレクトロニクス関連の研究としては、理化学研究所
の「フロンティア・マテリアル研究」、科学技術振興調整費による「脳機能解明のた
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技術に関する調査)」等の研究が新しく始まった【平成 2 年版白書 4-3-1-1-2】。
 具体的な研究課題としては、科学技術庁金属材料技術研究所の「液滴エピタキシー法
による高性能光電素子用材料の創製」や、通商産業省の次世代産業基盤技術研究開発
による「量子化機能素子」等がある【平成 3 年版白書 3-3-1-1-2】。
 具体的な研究課題としては、通商産業省の次世代産業基盤技術研究開発による「バイ




エレクトロニクスに関する研究」等がある【平成 9 年版白書 3-3-2-1-2】。
 電子技術総合研究所による「表面エレクトロニクスに関する研究」、郵政省の通信総
合研究所等における電気通信フロンティア研究開発の一環としての「高度情報通信の
























タや、消費電力 40W の 40 インチフルハイビジョンを目標とした有機 EL ディスプレ





















る【昭和 41 年版白書 1-2-3】。
 平成元年度には、郵政省通信総合研究所において「ネットワークヒューマンインタフ




運用データベースシステム」の研究開発を行っている【平成 3 年版白書 3-3-1-1-2】。
 郵政省において「高度三次元画像情報通信技術に関する研究開発」、「次世代通信のた
めの高次知的機能の研究」等が進められている【平成 4 年版白書 3-3-1-1-2】。
 具体的な研究課題としては、,郵政省の通信総合研究所における「ミリ波・サブミリ
波帯デバイス技術の研究開発」、電気通信フロンティア研究開発の一環としての「高
度情報通信のための分子素子技術の研究開発」等がある【平成 6 年版白書 3-4-1-1-2】。
 郵政省通信総合研究所での電気通信フロンティアの一環としての「次世代通信のため













技術に関する調査)」等の研究が新しく始まった【平成 2 年版白書 4-3-1-1-2】。
 具体的な研究課題としては、科学技術庁金属材料技術研究所の「液滴エピタキシー法
による高性能光電素子用材料の創製」や、通商産業省の次世代産業基盤技術研究開発
による「量子化機能素子」等がある【平成 3 年版白書 3-3-1-1-2】。
 具体的な研究課題としては、通商産業省の次世代産業基盤技術研究開発による「バイ




エレクトロニクスに関する研究」等がある【平成 9 年版白書 3-3-2-1-2】。
 電子技術総合研究所による「表面エレクトロニクスに関する研究」、郵政省の通信総
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タや、消費電力 40W の 40 インチフルハイビジョンを目標とした有機 EL ディスプレ
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運用データベースシステム」の研究開発を行っている【平成 3 年版白書 3-3-1-1-2】。
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 郵政省通信総合研究所での電気通信フロンティアの一環としての「次世代通信のため













る【平成 10 年版白書 3-3-2-1-2】。
 郵政省においては、分散した研究開発機関をネットワークで接続しあたかも一つの研
究所で共同作業を行っているような環境を実現する「マルチメディア・バーチャル・
ラボの構築」のための研究開発が進められている【平成 10 年版白書 3-3-2-1-2】。
 安全で豊かなネットワーク社会の構築の研究開発課題としては、科学技術庁による
「分散型デジタルコンテンツ統合システム開発」、郵政省による「次世代インターネ













である IPv6 に対応した情報家電端末等の実現を目指す「情報家電の IPv6 化に関する
総合的な研究開発」、文部科学省では、地上インフラと相互補完し、デジタル・デバ
イド(情報格差)解消にも資する「超高速インターネット社会実現に向けた宇宙インフ




























ューティングプロジェクト」等に取り組んでいる【平成 16 年版白書 3-2-2-2】。
 総務省、文部科学省、経済産業省及び国土交通省の連携により、山間地、ビル影等に
影響されず、全国ほぼ 100%カバーする高品質の通信・放送・測位サービスの提供を










究開発を実施している【平成 22 年版白書 2-2-2-2】。
 情報通信ネットワークの耐災害性強化のための研究開発拠点の整備。東日本大震災に
おいては、安否確認等の集中による通信回線の混雑や通信設備の被災等による通信途
絶の状態が生じたことを踏まえ、総務省では、平成 23 年度第 3 次補正予算（159 億
円）を活用し、情報通信研究機構を通じて産学官が連携する情報通信分野の新たな研
究開発イノベーションの国際拠点を構築するため、東北大学等において研究開発・実




構造情報処理方式に関する研究」等が実施されている【平成 3 年版白書 3-3-1-1-2】。
 通商産業省では「未来型分散情報処理環境基盤技術開発(FRIEND21)」が進められてい
る【平成 3 年版白書 3-3-1-1-2】。
 情報の処理の具体的な研究開発課題としては、科学技術庁の関係研究機関の連携によ
る「地球シミュレータの開発」、電子技術総合研究所による「柔軟な知能情報処理に
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な「部品（モジュール）化」する研究開発を行っている【平成 21 年版白書 2-2-2-2】。
 内閣府では、「次世代ロボット研究連携推進会議」により府省連携を推進している【平












進している。「京」については、平成 23 年 11 月に性能目標である 10 ペタフロップス
95
を達成し、平成 24 年 6 月までのシステム完成、同年秋の共用開始を目指し、開発・







等に取り組んでいる【平成 13 年版白書 3-2-2-2】。















4 遠隔地からの 2K映像を合成した 4K映像及び 4Kカメラからの映像を遠隔地を含め













る【平成 20 年版白書 2-2-2-2】。
 総務省では、社会還元加速プロジェクトの 1 つである「言語の壁を乗り越える音声コ
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による「高機能材料設計プラットフォーム」、「革新的鋳造シミュレーション技術」等
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4 遠隔地からの 2K映像を合成した 4K映像及び 4Kカメラからの映像を遠隔地を含め













る【平成 20 年版白書 2-2-2-2】。




て、日中翻訳精度の向上のためのモニター実験を行った【平成 21 年版白書 2-2-2-2】。
 総務省では、平成 21 年度は、自動音声翻訳技術の早期実用化を加速するとともに、
外国人観光客の誘致促進による観光産業振興、地域経済活性化に貢献するため、国内
の 5 地区の観光地において、自動音声翻訳技術を活用した開発・実証実験プロジェク
トを実施した【平成 22 年版白書 2-2-2-2】。
 文部科学省では、平成 21 年度からは、Web 上の動画や画像等の情報を効率よく収集・
分析し、研究等に活用するための基盤技術開発を実施している【平成 22 年版白書
2-2-2-2】。






 昭和 59 年度は、科学技術振興調整費による「日英科学技術文献の速報システムに関
する研究」、理化学研究所における「数式処理システムに関する研究」、通商産業省電
子技術総合研究所による「自然言語情報処理システムに関する研究」などが行われた
【昭和 60 年版白書 3-2-6-8】。










相互運用データベースシステム」などが行われた【昭和 62 年版白書 3-2-6-8】。
 科学技術振興調整費研究としては、「ファジィシステムとその人間・自然系への適用
に関する研究」が新しく始まった【平成 2 年版白書 4-3-1-1-2】。
 通商産業省の大型工業技術研究開発により「人間感覚計測応用技術」の研究が開始さ























する研究」等が行われている【平成 10 年版白書 3-3-2-1-2】。
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究開発の一環としての「インテリジェントヒューマンインタフェースの研究開発」等
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する研究」等が行われている【平成 10 年版白書 3-3-2-1-2】。
 ヒューマンインターフェイス分野の研究として、郵政省では電気通信フロンティア研
究開発の一環としての「インテリジェントヒューマンインタフェースの研究開発」等





























きる環境を整え、開発成果の普及を促進している【平成 20 年版白書 2-2-2-2】。
 総務省において、「情報漏えい対策技術」、「経路ハイジャック検知・回復・予防技術」
等研究開発に取り組んでいる【平成 21 年版白書 2-2-2-2】。
 ソフトウェア開発支援技術については、文部科学省において、「ソフトウェア構築状
況の可視化技術」、「e‐サイエンス実現のためのシステム統合・連携ソフトウェア」
等の研究開発を実施した【平成 21 年版白書 2-2-2-2】。
 総務省において、「情報漏えい対策技術」、「経路ハイジャック検知・回復・予防技術」、
「インターネット上の違法・有害情報の検出技術」等研究開発に取り組んでいる【平
成 22 年版白書 2-2-2-2】。
 セキュリティ技術については、総務省において、「大規模仮想化サーバ環境における
情報セキュリティ対策技術の研究開発」「インターネット上の違法・有害情報の検出












【平成 23 年版白書 2-2-2-2】。
 官民における統一的・横断的な情報セキュリティ対策の推進を図るために設置された
「情報セキュリティ政策会議」（議長：内閣官房副長官）にて、「情報セキュリティ研
究開発戦略」（平成 23 年 7 月）及び「情報セキュリティ人材育成プログラム」（平成
23 年 7 月）を策定し、能動的で信頼性の高い（ディペンダブルな）情報セキュリテ
ィに関する技術の研究開発を推進するとともに、それらの研究開発等を担う情報セキ



















全・安心の補完的課題等を推進している【平成 19 年版白書 3-2-2-2】。
 経済産業省では、消費者のプライバシー保護と 2 次流通・保守・リサイクルでの利用
を両立させるためにセキュリティ機能を強化した電子タグの技術開発を行い（「セキ
ュア電子タグプロジェクト」）、より多くの産業における電子タグの利用を推進してい
る【平成 20 年版白書 2-2-2-2】。











 総務省では、研究開発の最終年度に当たる平成 22 年度には、実際の商業施設を舞台
に、総合実証実験を実施することにより、開発された技術の成熟度や社会への受容性
を評価したところ、得られた評価結果は民間企業等による実用化に向けた検討・開発
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に、総合実証実験を実施することにより、開発された技術の成熟度や社会への受容性
を評価したところ、得られた評価結果は民間企業等による実用化に向けた検討・開発



























学術的に大きなブレークスルーが期待できる 5 つの戦略分野を選定し（平成 21 年 7
月）、戦略分野における研究開発や我が国の計算科学技術体制の整備を行う「次世代
スーパーコンピュータ戦略プログラム」の実施可能性調査を開始した（平成 22 年 1
月）【平成 22 年版白書 2-2-2-2】。
 文部科学省では、戦略分野における研究開発や我が国の計算科学技術体制の整備を行
う「HPCI 戦略プログラム」を実施し、平成 22 年度は、平成 23 年度からの本格実施








術審議会建議「情報学研究の推進方策について」を踏まえて、平成 12 年 4 月、学術
情報センターを廃止・転換し、情報学研究の中核的機関として国立情報学研究所を創
設している【平成 13 年版白書 3-2-2-2】。
 文部科学省では戦略重点科学技術として、世界最高水準の IT 人材として社会情勢の
変化等に先見性を持って柔軟に対処し、企業等において先導的な役割を担う人材を大
学院において育成するための拠点形成を目指す「先導的 ITスペシャリスト育成推進










昭和 46 年の科学技術会議第 5 号答申では、環境公害対策等の高度成長時代に発生したひ
ずみへの対応とライフサイエンス等の次代の技術革新の芽となる科学技術の強化が提言さ




科学技術会議は、昭和 52 年度の第 6 号答申（長期的展望に立った総合的科学技術政策の
基本について）において、「②環境、安全問題の解決など望ましい生活環境の整備に資する
科学技術」を重点分野の一つとして位置づけた 7。
1980 年代後半からは、地球環境問題に関する関心が大きくなってきた。昭和 62 年 3 月に
は航空・電子等技術審議会に地球科学技術部会が設置された。平成 2 年度には、「地球科学
技術に関する研究開発基本計画」が内閣総理大臣決定されたほか、地球環境保全に関する関
係閣僚会議において「平成 2 年度地球環境保全調査研究等総合推進計画」(平成 2 年 6 月)が
定められた。






平成 5 年には、国は生物の多様性に関する条約を受諾し、平成 7 年度には「生物多様性国
家戦略」を関係閣僚会議において決定した。
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 平成元年 10 月に開催された「地球環境保全に関する関係閣僚会議」(平成元年 5 月設





 本分野については、「平成 4 年度地球環境保全調査研究等総合推進計画」(平成 4 年 5
月 地球環境保全に関する関係閣僚会議)、科学技術会議第 17 号答申を踏まえた「地
球科学技術に関する研究開発基本計画」(平成 2 年 8 月 内閣総理大臣決定)、「公害
の防止等に関する試験研究の重点強化及び総合的推進について」(毎年度 環境庁)等
が策定され、研究開発が重点的に推進されている【平成 4 年版白書 3-3-1-2】。
 平成 2 年 10 月に開催された、地球環境保全に関する関係閣僚会議において、二酸化
炭素等の温室効果ガスの排出抑制目標等を定めた「地球温暖化防止行動計画」が決定
された【平成 6 年版白書 3-4-1-2】。
 「環境基本法」に基づき、平成 12 年 12 月に閣議決定された第二次環境基本計画にお
いては、持続可能な社会への転換を図るための長期的目標として、「循環」、「共生」、
「参加」及び「国際的取組」の 4 つを掲げており、これを具体的に実現するための政
策手段のひとつとして、科学技術が位置付けられている【平成 14 年版白書 3-2-2-3】。
 環境分野推進戦略（平成 13 年 9 月：総合科学技術会議）では、第 2 期科学技術基本
計画にも盛り込まれている「地球環境問題解決のための研究」、「循環型社会構築のた
めの研究」、「化学物質の総合管理のための研究」に加えて、「自然共生型社会構築の







べきであるとされた【平成 14 年版白書 3-2-2-3】。





学研究所を設置した【平成 14 年版白書 3-2-2-3】。
 第 3 期科学技術基本計画において環境分野は重点推進分野である。我が国は、環境分
野を 6 研究領域に分け、施策に取り組んでいる【平成 19 年版白書 3-2-2-3】。
 平成 19 年の G8 ハイリゲンダム・サミットにおいて、2050 年までに世界全体の温室
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効果ガスの排出量を少なくとも 50 パーセント削減することなどを真剣に検討するこ
とが合意されるとともに、平成 20 年 7 月に北海道洞爺湖で開催される G8 サミット
において主要議題の一つとなるなど全人類的な問題となっている現在、我が国は、環
境分野を 6 研究領域に分け、施策に取り組んでいる【平成 20 年版白書 2-2-2-3】。
 「バイオマス・ニッポン総合戦略」(平成 14年 12月閣議決定)では、たい肥化や飼料
化といった既に実用化されている技術を活用するとともに、廃棄物を含む様々なバイ
オマスから高付加価値な製品を生産・製造する技術の開発・実用化を支援することと
されたところである【平成 15 年版白書 3-2-2-3】。
 文部科学省では、科学技術・学術審議会研究計画・評価分科会の下に設置されている
地球環境科学技術委員会において、平成 15 年 5 月に「地球環境科学技術に関する研
究開発の推進方策について」（平成 14 年 6 月）の見直しを行った【平成 16 年版白書
3-2-2-3】。






 平成 22 年 6 月に閣議決定された「新成長戦略」において、グリーンイノベーション
の促進や総合的な施策パッケージによって、我が国のトップレベルの環境技術を普
及・促進し、世界ナンバーワンの「環境・エネルギー大国」を目指すこととされてい
る【平成 23 年版白書 2-2-2-3】。
(2) 分野別の戦略及び研究開発
1）地球科学技術全般
 科学技術庁長官の諮問機関である航空・電子等技術審議会に昭和 62 年 3 月地球科学
技術部会が設置され、地球科学技術に関する総合的推進方策について審議が進められ
ている【昭和 63 年版白書 3-3-6-10】。
 内閣総理大臣の諮問機関である科学技術会議は、諮問第 17 号「地球科学技術に関す
る研究開発基本計画について」に対する答申の策定について、鋭意調査・審議を行っ
ているところである【平成元年版白書 3-3-6-9】。
 科学技術会議の答申を受けて、今後 10 年程度を展望した地球科学技術に関する研究
開発を推進するに当たっての基本的考え方、重要な研究開発課題並びにこれを推進す
るに当たって政府が担うべき役割及び実施すべき施策を示す「地球科学技術に関する
研究開発基本計画」が決定(平成 2 年 8 月内閣総理大臣決定)されたほか、地球環境保
全に関する関係閣僚会議において「平成 2 年度地球環境保全調査研究等総合推進計画」
(平成 2 年 6 月)が定められている【平成 2 年版白書 4-3-1-1】。
 特に地球環境保全に関しては、政府部内に設けられた地球環境保全に関する関係閣僚
会議において、平成 2 年度より毎年度、「地球環境保全調査研究等総合推進計画」が
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 平成 22 年 6 月に閣議決定された「新成長戦略」において、グリーンイノベーション
の促進や総合的な施策パッケージによって、我が国のトップレベルの環境技術を普
及・促進し、世界ナンバーワンの「環境・エネルギー大国」を目指すこととされてい
る【平成 23 年版白書 2-2-2-3】。
(2) 分野別の戦略及び研究開発
1）地球科学技術全般
 科学技術庁長官の諮問機関である航空・電子等技術審議会に昭和 62 年 3 月地球科学
技術部会が設置され、地球科学技術に関する総合的推進方策について審議が進められ
ている【昭和 63 年版白書 3-3-6-10】。
 内閣総理大臣の諮問機関である科学技術会議は、諮問第 17 号「地球科学技術に関す
る研究開発基本計画について」に対する答申の策定について、鋭意調査・審議を行っ
ているところである【平成元年版白書 3-3-6-9】。
 科学技術会議の答申を受けて、今後 10 年程度を展望した地球科学技術に関する研究
開発を推進するに当たっての基本的考え方、重要な研究開発課題並びにこれを推進す
るに当たって政府が担うべき役割及び実施すべき施策を示す「地球科学技術に関する
研究開発基本計画」が決定(平成 2 年 8 月内閣総理大臣決定)されたほか、地球環境保
全に関する関係閣僚会議において「平成 2 年度地球環境保全調査研究等総合推進計画」
(平成 2 年 6 月)が定められている【平成 2 年版白書 4-3-1-1】。
 特に地球環境保全に関しては、政府部内に設けられた地球環境保全に関する関係閣僚
会議において、平成 2 年度より毎年度、「地球環境保全調査研究等総合推進計画」が
策定されている【平成 5 年版白書 3-4-1-1】。
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 「地球科学技術分野に関する検討会」において、21 世紀に向けた地球科学技術分野
に関する研究開発の方向性や展開についての検討を行い、平成 12 年 12 月に「地球科
学技術における今後の重点化すべき研究課題-地球環境問題の解決に向けて-」を取り






実施している【昭和 62 年版白書 3-3-6-10】。
 文部省は、国立極地研究所において、極地に関する科学の総合研究及び極地観測を実























的に実施している【昭和 62 年版白書 3-3-6-10】。
 郵政省は、電波研究所(昭和 63 年 4 月通信総合に改組)において、中層大気国際共同
観測計画(MAP)期間の強化観測、長期的地震予知のための超長基線電波干渉計(VLBI)
によるプレート運動の測定、電波・光による地球環境のリモートセンシングに関する





観測・研究を実施している【昭和 62 年版白書 3-3-6-10】。
 文部省 大学において、国際リソスフェア探査開発計画(DELP)、国際深海掘削計画
(ODP)、気候変動国際共同研究計画(WCRP)等の国際共同研究計画の一環としての学術






















 平成 8 年 7 月、航空・電子等技術審議会地球科学技術部会において、冷夏・暖冬等の
正確な予測等の地球変動の解明及びその予測を実現し、社会経済の持続的発展に資す
るため、地球変動予測研究、地球観測及びこれらに基づくシミュレーションが三位一











ナリオの設計・提示を目指した研究が進められている【平成 16 年版白書 3-2-2-3】。
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実施している【昭和 62 年版白書 3-3-6-10】。
 文部省は、国立極地研究所において、極地に関する科学の総合研究及び極地観測を実























的に実施している【昭和 62 年版白書 3-3-6-10】。
 郵政省は、電波研究所(昭和 63 年 4 月通信総合に改組)において、中層大気国際共同
観測計画(MAP)期間の強化観測、長期的地震予知のための超長基線電波干渉計(VLBI)
によるプレート運動の測定、電波・光による地球環境のリモートセンシングに関する





観測・研究を実施している【昭和 62 年版白書 3-3-6-10】。
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 平成 8 年 7 月、航空・電子等技術審議会地球科学技術部会において、冷夏・暖冬等の
正確な予測等の地球変動の解明及びその予測を実現し、社会経済の持続的発展に資す
るため、地球変動予測研究、地球観測及びこれらに基づくシミュレーションが三位一



















実施している【平成 5 年版白書 3-4-1-1】。















年 2 月に完成し、3 月より本格的な運用を開始した。本システムを活用することによ
り、地球規模の現象をできるだけ正確に把握し、精度の高い地球変動予測等を実現す
ることを目指す【平成 14 年版白書 3-2-2-3】。
 戦略的基礎研究推進事業においては、「地球変動のメカニズム」、「水の循環系モデリ
ングと利用システム」等の研究領域を設け、国が定める戦略目標の達成に向けた基礎
研究を推進している【平成 14 年版白書 3-2-2-3】。
 総務省では、情報通信研究機構において、アジア域及び地球規模環境変動においても
重要な、都市域大気の立体構造解明のためのセンシング・ネットワーク技術の研究開
発を平成 18 年度から開始した【平成 19 年版白書 3-2-2-3】。
 文部科学省では、宇宙開発事業団、日本原子力研究所、海洋科学技術センターが共同




予測等を実現することを目指す【平成 15 年版白書 3-2-2-3】。
 ｢地球シミュレータ｣は平成 14 年 3 月から運用を開始し、平成 11 月には高性能計算技






測、海洋大循環観測等を推進している【平成 17 年版白書 3-2-2-3】。





 文部科学省では、平成 19 年度から IPCC 第 5 次評価報告書への貢献に向けて「21世
紀気候変動予測革新プログラム」において気候変動予測の研究開発をより一層推進し
ている【平成 20 年版白書 2-2-2-3】。
 文部科学省では、地球観測サミットの 10 年実施計画に貢献するため、総合科学技術
会議の「地球観測の推進戦略」（平成 16年 12月）を踏まえ、科学技術・学術審議会







より一層推進している【平成 21 年版白書 2-2-2-3】。
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究開発が推進されている【平成 4 年版白書 3-3-1-2】。
 天然資源の開発及び管理に関する研究開発として、農林水産省のバイオテクノロジー
先端技術開発研究制度では、動物遺伝子の解析と利用技術の開発が進められている







究開発が推進されている【平成 5 年版白書 3-4-1-2】。
 天然資源の開発及び管理に関する研究開発として、農林水産省の物質循環の高度化に
基づく生態系調和型次世代農業システムの開発、木質廃棄物の再生利用技術の開発が
進められている【平成 5 年版白書 3-4-1-2】。
 通商産業省においては、マンガン団塊採鉱システムの研究開発や、省エネルギー・環
境低負荷型の新金属資源回収技術の構築を図るための次世代金属資源生産技術の研
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的に制御するための研究を行っている【平成 15 年版白書 3-2-2-3】。








ている【平成 19 年版白書 3-2-2-3】。



















して、「生物の多様性に関する条約」が採択され、我が国は平成 5 年 5 月に本条約を
受諾した(平成 5 年 12 月発効、平成 6 年 8 月現在、締約国 83 ケ国) 【平成 6 年版白
書 3-4-1-2】。
 これを受けて、関係省庁を中心として、生物の多様性の保全と持続可能な利用を図る
ための施策を講ずる等、積極的な取組みがなされている【平成 6 年版白書 3-4-1-2】。








解明などに関する研究が進められている【平成 8 年版白書 3-3-2-2】。
 「生物の多様性に関する条約」に基づき、我が国における施策の基本方針と各種施策














 環境省、財務省、文部科学省、厚生労働省、農林水産省、経済産業省(関係 6 省)にお
いて関係省令等の整備を行い、我が国として平成 15 年 11 月に「バイオセーフティに
関するカルタヘナ議定書｣を締結、平成 16 年 2 月に我が国に対して発効するとともに
同法が施行された【平成 16 年版白書 3-2-2-1】。
 我が国においては、「バイオセーフティに関するカルタヘナ議定書｣締結することとし、
これに必要な国内措置を定めた｢遺伝子組換え生物等の使用等の規制による生物の多
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同法が施行された【平成 16 年版白書 3-2-2-1】。
 我が国においては、「バイオセーフティに関するカルタヘナ議定書｣締結することとし、
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的研究の推進の必要性を強調した【昭和 40 年版白書 1-2-9】。





 昭和 37 年「ばい煙の排出の規制等に関する法律」の制定により,大気汚染行政は具体
的規制実施段階に移り,これに対応して,38 年には関係各省庁による連絡会議が設置






















必要な措置を講ずる」ことを義務づけている【昭和 44 年版白書 3-4-2】。
 脱硫技術についてはわが国独自の開発に大きな期待がかけられ,国会においても昭和
41 年に脱硫技術の開発について政府は速やかに促進するよう決議がなされた。そし
て,41 年度に排煙脱硫が,翌 42 年度には重油の直接脱硫が,いずれも通商産業省の大型
工業技術開発制度に組み入れられ,産・官・学一体となつて研究が開始されたのであ
る【昭和 44 年版白書 3-4-4-2】。
113
 通商産業省では,41 年度から排煙脱硫技術,翌 42 年度から重油の直接脱硫が大型工業
技術開発制度に組み入れられ,統合的に推進されてきた結果,現在では,一応の成果が
得られている。さらに 46 年度からは,電気自動車の開発がこれに組み入れられており,
その成果が期待されている【昭和 47 年版白書 1-2-3-1】。
 農林省においても,42 年度から 45 年度まで,農薬残留の緊急対策を大型プロジェクト
の研究項目としてとりあげ,その成果は農薬安全使用基準設定の基礎資料として活用
されている。さらに,46 年度からは害虫の総合的防除法が大型プロジェクトに組み入



















「内分泌かく乱物質」に関する研究開発を推進している【平成 16 年版白書 3-2-2-3】。
 化学物質のリスク評価・管理手法の開発、安全性情報の収集・提供等、さらにそれら
の実施に必要な試験法・測定法の開発について、現在関係府省を中心に調査・研究開
発及び知的基盤整備を行っている【平成 19 年版白書 3-2-2-3】。
 農林水産省では、有害化学物質を対象に農林水産生態系における動態の解明や、生
物・生態系への影響評価手法の開発、分解・無毒化の技術開発に取り組んでいる【平
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会議において議論がなされており、その対策に向けて、平成 4 年 6 月にブラジルで開
催された国連環境開発会議(地球サミット)において、気候変動枠組み条約が我が国を
含む 150 カ国以上によって署名された【平成 4 年版白書 3-3-1-1】。





組みを推進することが必要である【平成 5 年版白書 3-4-1-1】。
 我が国は、アジェンダ 21 を踏まえ、平成 5 年 12 月 28 日、「『アジェンダ 21』行動計





理解の増進を進めていくととしている【平成 6 年版白書 3-4-1-2】。
 国際的な取り組みとして、地球環境変動等における衛星データ、地上観測データ等の
地球観測データについて、日米間のネットワークによる利用の促進を図るため、平成
6 年 5 月、日米包括経済協議における地球観測情報ネットワーク(GOIN: Global 
Observation Information Network)第 3 回共同作業部会において日米間のデータ流通
量の評価、データ政策の検討、デモンストレーションの実施等について検討を行った
【平成 6 年版白書 3-4-1-1】。
 地球変動研究のための地域的ネットワークとして「アジア・太平洋地球変動研究ネッ
トワーク(APN: Asia-Pacific Network for Global Change Research)」構想に関して
関係省庁とともに積極的に推進しており、アジア太平洋地域における研究ネットワー
クの構築に向けた検討を行うため平成6年1月東京においてワークショップを開催し、
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トワーク(APN: Asia-Pacific Network for Global Change Research)」構想に関して
関係省庁とともに積極的に推進しており、アジア太平洋地域における研究ネットワー
クの構築に向けた検討を行うため平成6年1月東京においてワークショップを開催し、
2 つのワーキンググループの設置を決定した【平成 6 年版白書 3-4-1-1】。
116
 APN については、関係省庁の協力の下に、平成 9 年 3 月には、東京において第 2 回
科学企画グループ会合及び第 2 回政府間会合が開催され、今後 2 年間の具体的な活動
方針等について検討がなされた【平成 9 年版白書 3-3-2-1】。
 G7 の情報関係閣僚会議において採択された 11 のパイロットプロジェクトの一つで
ある「環境・天然資源管理(ENRM: Environment & Natural Resources Management)」に
ついて、我が国としても、地球観測情報のより広範な流通促進に向けて積極的に取り
組んでいるところである【平成 10 年版白書 3-3-2-1】。
 平成 9 年 3 月及び 9 月には G7 諸国の専門家会合が開催され、気候変動と生物多様性
の情報流通を重点的に推進している【平成 10 年版白書 3-3-2-1】。
 平成 9 年 12 月には、気候変動に関する国際連合枠組条約第 3 回締約国会議(COP3 京
都会議)が開催され、COP3 京都会合において採択された「気候変動に関する国際連
合枠組条約の京都議定書」(仮称)において、地球温暖化防止のために科学技術の果た
す役割への大きな期待が示された【平成 10 年版白書 3-3-2-1】。
 「地球フロンティア研究システム」の海外の研究拠点については、平成 9 年 3 月に行
われた橋本総理・ゴア副大統領会談により、地球変動研究・予測の分野がコモンアジ
ェンダ(日米包括経済協議・地球的規模に立った協力)の新規分野として位置づけられ
たことを踏まえ、平成 9 年 10 月からハワイの国際太平洋研究センター(IPRC)及びア
ラスカの国際北極圏研究センター(IARC)において、本分野の研究を進めている【平
成 10 年版白書 3-3-2-1】。








 平成 10 年 11 月には COP4 がブエノス・アイレスで開催され、条約の履行を強化し、
京都議定書の早期発効への条件整備を行うことにより、政治的機運を維持するために、
今後の具体的取組を規定した「ブエノス・アイレス行動計画(Buenos Aires Plan of 
Action)」が採択された【平成 11 年版白書 3-3-2-1】。
 国際的な場では、地球科学技術関連の国際機関が集い地球規模の総合的な地球観測計
画の調整を行うため、平成 11 年に総合地球観測戦略(IGOS:Integrated Global Observing 
Strategy)が組織された。我が国はこれに積極的に参加し、貢献している【平成 12 年
版白書 3-3-2-1】。
 COP7 での合意を受け平成 13 年 11 月、地球温暖化対策推進本部において、京都議定
書の平成 14 年締結に向けた準備を進めることが決定され、平成 14 年 3 月 29 日の閣
議において、我が国の京都議定書締結について国会の承認を求めることが決定された
【平成 14 年版白書 3-2-2-3】。
 平成 14 年 3 月に地球温暖化対策推進本部により、新たに「地球温暖化対策推進大綱」
が決定され、6 月 4 日に「京都議定書」を締結した。これを踏まえ、平成 14 年 7 月
に同推進本部により「京都メカニズム活用のための体制整備について」が決定された。
117
平成 14 年 10 月には、COP8 がデリー(インド)において開催され、京都議定書発効に
向けて議定書の早期締結を訴えるとともに、研究及び組織的観測については、国際的
な研究計画等についての情報提供を行い、気候変動研究関連事項を定常的に検討する
ことを決定した【平成 15 年版白書 3-2-2-3】。






的行動を示した「小泉構想」を発表した【平成 16 年版白書 3-2-2-3】。
 平成 15 年 6 月のフランスでの G8 エビアン・サミットにおける「持続可能な開発の
ための科学技術」行動計画での合意を踏まえて、G8 諸国、中国等の 34 か国と欧州委
員会、ユネスコ等の 23 の国際機関等が参加して、平成 15 年 7 月に米国ワシントンに
おいて第 1 回地球観測サミットが開催された【平成 16 年版白書 3-2-2-3】。
 平成 16 年 4 月に東京で第 2 回地球観測サミットが開催され、43 か国等の参加の下、
全球地球観測システム（GEOSS）構築のための 10年実施計画の枠組みが採択された。
その結果を踏まえて、平成 17 年 2 月のベルギーでの第 3 回地球観測サミットで 10
年実施計画が承認された【平成 17 年版白書 3-2-2-3】。
 地球温暖化問題に関しては、先進国等における温室効果ガス排出量の削減約束を盛り













してあげられる【昭和 44 年版白書 3-4-2】。
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観測等に係る国際的連携の確保等が定められている【平成 6 年版白書 3-4-1-2】。






 平成 6 年 12 月「環境基本法」に基づき、環境保全に関する総合的・長期的な施策の





【平成 7 年版白書 3-4-1-2】。
 環境基本法の制定を契機に、平成 9 年 3 月には「環境影響評価法案」が閣議決定され、




【平成 10 年版白書 3-3-2-2】。
 地球温暖化対策に関し、国、地方公共団体、事業者及び国民の責務を明らかにするこ
と等が盛り込まれた「地球温暖化対策の推進に関する法律」が平成 10 年 10 月 9 日に
公布された【平成 11 年版白書 3-3-2-2】。
 地球温暖化対策に関し、国、地方公共団体、事業者及び国民の責務を明らかにするこ
と等が盛り込まれた「地球温暖化対策の推進に関する法律」が平成 11 年 4 月より施
行されている【平成 12 年版白書 3-3-2-2】。
3）気候変動枠組条約に係わる取組
 平成 6 年 3 月 21 日に発効した気候変動枠組条約に基づき、温室効果ガスの排出・吸
収量の目録、科学的調査研究、観測・監視等地球温暖化防止のための政策及び措置等
を内容とする国別報告書を条約事務局に対して送付した【平成 6 年版白書 3-4-1-2】。
 平成 6 年 3 月 21 日に発効した気候変動枠組条約に基づき、温室効果ガスの排出及び
吸収の目録、科学的調査研究、観測・監視の推進等地球温暖化防止のための政策及び
措置等を内容とする日本国報告書(平成 6 年 9 月 13 日、地球環境保全に関する関係閣
僚会議決定)を条約暫定事務局に送付した【平成 7 年版白書 3-4-1-2】。
 平成 7 年 3 月 28 日～4 月 7 日には、気候変動枠組条約の第 1 回締約国会議が開催さ
れ、条約上の明確な規定のなかった平成 12 年以降の期間の取組を検討するプロセス
の開始が決定された。この決定は、平成 12 年以降の取組につき、政策及び措置を定








第一歩が踏み出された【平成 7 年版白書 3-4-1-2】。
 国連環境計画(UNEP)と世界気象機関(WMO)による気候変動に関する政府間パネル





も積極的な対策を開始する根拠があるとしている【平成 8 年版白書 3-3-2-2】。
 条約上の明確な規定のなかった平成 12 年以降の取組について、平成 9 年 12 月に京都
において開催された第 3 回締約国会議において、「京都議定書」8が採択された。本議
定書において、削減の対象とすべき温室効果ガスの種類(二酸化炭素、メタン、一酸
化二窒素及び代替フロン等 3 種の合計 6 種)、吸収源の扱い、削減の数量目標(先進国
及び市場経済移行国全体の対 1990 年比-5.2％)、主要各国の削減率(日本:-6％、米
国:-7％、EU:-8％等)、削減目標期間(2008 年～2012 年の 5 年間)、削減目標の達成の
ための新たなメカニズム(「京都メカニズム」共同実施、排出量取引、クリーン開発
メカニズム)、議定書の発効要件等が規定された【平成 12 年版白書 3-3-2-2】。
 京都議定書の着実な実施に向けて、地球温暖化防止のための具体的で実効のある対策






している【平成 10 年版白書 3-3-2-2】。










動計画(いわゆる「ブエノス・アイレス行動計画(Buenos Aires Plan of Action)」)が採択
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の進展の重要性、特に平成 14 年までの議定書発効の必要性を強く訴え、COP6 に向
けた政治的弾みの維持・強化が図られた【平成 12 年版白書 3-3-2-2】。
4）その他
 首相が主導する 21 世紀地球環境懇話会(座長:近藤次郎中央環境審議会会長)において
21 世紀へ向けての地球環境問題に対する取り組み方について、平成 6 年 3 月以来 12
回にわたって会議が重ねられ、平成 7 年 1 月 17 日、地球環境戦略機関の設置、地球
環境倫理に基づいた環境教育・学習と実践、地球環境国民会議の設立を内容とした「新
しい文明の創造に向けて-21 世紀地球環境懇話会提言」が報告された【平成 7 年版白
書 3-4-1-2】。
 環境庁の「総合的環境研究・教育の推進体制に関する懇談会」(座長:加藤一郎成城学
園名誉学園長)は、平成 7 年 1 月の「新しい文明の創造に向けて-21 世紀地球環境懇話
会提言」の報告を受け、平成 8 年 4 月、地球環境問題に対処するための新たな文明の
枠組みづくりなどの政策研究・提案を行う機関として、「地球環境戦略研究機関」の
設立に関する最終報告を取りまとめた【平成 9 年版白書 3-3-2-2】。
 「地球環境戦略研究機関」の設置場所については、平成 9 年 1 月に神奈川県(湘南国
際村)に最終決定された【平成 9 年版白書 3-3-2-2】。
 学術審議会は平成 7 年 4 月「地球環境科学の推進について」を建議し、同建議では地
球環境に関連する幅広い分野の科学における研究を推進するとともに、地球環境問題
の解決を目指し、総合的なプロジェクト研究を推進する中核的研究機関の設置につい
て検討することを提言している【平成 10 年版白書 3-3-2-2】。
 これを受け、文部省では、平成 9 年度に地球環境科学の研究組織体制の在り方に関す
る調査検討を行っている【平成 10 年版白書 3-3-2-2】。
 これを受け、文部省では、新たな研究機関の創設に向けた検討を重ね、平成 12 年 4
月に総合地球環境学研究所(仮称)創設調査室を設置した【平成 12 年版白書 3-3-2-2】。
 環境省においては、地球環境研究総合推進費等により、地球温暖化に関する予測・影
響・対策に関する研究等を推進している【平成 13 年版白書 3-2-2-3】。
 総務省では、地球環境データの有効な情報流通を行う「地球環境保全国際情報ネット
ワーク技術」等の研究を進めている【平成 13 年版白書 3-2-2-3】。

















研究所に再編）と多くの研究機関で実施されてきた。なお、文部科学省では、平成 13 年 4
月、金属材料技術研究所及び無機材質研究所が統合し、独立行政法人物質・材料研究機構が
設置されている。
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 省エネルギー技術研究開発制度(ムーンライト計画)では、昭和 53 年度から高効率ガ
スタービンの研究開発において、基本的な開発目標の一つとして取り上げられており、
次世代産業基盤技術研究開発制度においても、昭和 56 年度からこれらの基盤的な技







 当初、東北大学金属材料研究所で続けられていた研究が拡大し、昭和 52 年度にアモ
ルファス金属の製造及びその特性を生かした応用技術がテーマとして新技術開発事
業団の委託開発プロジェクトに取り上げられ、約 3 年半にわたる研究開発の結果、企
業化へのめどがついている【昭和 57 年版白書 1-2-3-6】。
 各大学、研究機関、企業等における研究開発も盛んになってきており、創造科学技術
推進制度における「特殊構造物質」でもアモルファス金属が研究対象の一つとなって
いる【昭和 57 年版白書 1-2-3-6】。
 複合材料については素材から成型加工、設計、評価に至る総合的な研究開発が必要で
あり、その波及効果も大きいことから、次世代産業基盤技術研究開発制度において取
り上げられ、幅広い研究開発が進められている【昭和 57 年版白書 1-2-3-6】。
 昭和 52 年 5 月、科学技術会議が諮問第 6 号「長期的展望に立った総合的科学技術政
策の基本について」に対する答申において先導的・基盤的な科学技術の領域の一分野
として材料科学技術の重要性を指摘した【昭和 58 年版白書 3-2-6-6】。
 航空・電子等技術審議会は、昭和 55 年 8 月の諮問第 5号「極限科学技術とこれに関
連する材料の科学技術に関する総合的研究開発の推進策について」に対する答申にお
















学技術として位置付け、強力に推進することとしている【昭和 60 年版白書 3-2-6-7】。









 航空・電子等技術審議会においては、昭和 61 年 3 月、諮問第 9 号「新材料研究開発
に係る計測及び制御技術の高度化のための重点課題及びその推進方策について」に対
して同審議会が、推進方策に関する答申を行った【昭和 61 年版白書 3-2-6-7】。




重要である【昭和 62 年版白書 3-3-6-7】。
 科学技術会議においては、諮問第 14号「物質・材料系科学技術に関する研究開発基
本計画について」(昭和 61年 5月)を受けて、物質・材料系科学技術部会を設置し、
研究開発目標及び推進方策に関する検討を行い、昭和 62 年 8 月に答申「物質・材料
系科学技術に関する研究開発基本計画について」が出され、内閣総理大臣決定(昭和
62 年 10 月)された【昭和 63 年版白書 3-3-6-7】。
 科学技術会議政策委員会超電導に関する懇談会が昭和 62 年 11 月に取りまとめた「超
電(伝)導研究開発の基本的推進方策について」等を踏まえ、関係省庁において本分野
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技術研究センターへの助成を行っている【平成 2 年版白書 4-3-1-1】。
 平成 2 年 5 月に日米科学技術協力協定に基づく協力課題となった「強磁界マグネット
の開発のための研究」(金属材料技術研究所-米国科学技術財団(フランシスビッター国
立磁石研究所))を平成 2 年 3 月より開始し、「新素材の原子配列設計制御」(新技術事
業団-ケンブリッジ大学・ロンドン大学)等の二国間国際協力や、「超電導電力応用情
報交換タスク(IEA)」等の多国間科学技術協力などにより、数多くの共同研究、研究
者交流などを推進している【平成 2 年版白書 4-3-1-1】。
 標準の分野でも IEC(国際電気標準会議)に超電導専門委員会(TC90)が新設され、平成
2 年 から我が国が幹事国となった【平成 2 年版白書 4-3-1-1】。
 平成 3 年 3 月、科学技術庁長官より航空・電子等技術審議会に対して「材料開発に係
る解析・評価技術の高度化に関する総合的研究開発の推進について」(諮問第 16号)
が諮問された【平成 3 年版白書 3-3-1-1】。
 科学技術会議は、第 18号答申「新世紀に向けてとるべき科学技術の総合的基本方策
について」(平成 4年 1月)を行い、この中で既成の限界を打破した高性能・新機能の
物質・材料の開発等の必要性を指摘している【平成 4 年版白書 3-3-1-1】。
 航空・電子等技術審議会は、諮問第 16号「材料開発に係わる解析・評価技術の高度
化に関する総合的研究開発の推進について」に対する答申(平成 3年 11月)を行った
【平成 4 年版白書 3-3-1-1】。
 物質・材料系科学技術水準の国際的向上を図るため、国際共同研究助成事業(NEDOグ
ラント)により、国際共同研究チームが行う基礎的先導的研究開発を推進している【平










る答申(1995年 2月)を行った【平成 7 年版白書 3-4-1-1】。
 航空・電子等技術審議会においては、諮問第 23号「放射光施設の利用による先端的
な物質・材料系研究開発に関する総合的な推進方策について」に対する答申(平成 8
年 7 月)した【平成 9 年版白書 3-3-2-1】。
 科学技術会議政策委員会研究開発基本計画等フォローアップ委員会(物質・材料系科
学技術)が、平成 9 年 6 月に出した報告書においても、物質・材料系科学技術の研究
開発の推進について、一層積極的な対応が図られることが期待されている【平成 10
年版白書 3-3-2-1】。




検討を実施し、同年 6 月に報告書を取りまとめた【平成 13 年版白書 3-2-2-4】。
 文部科学省は、平成 12 年度から金属材料技術研究所、無機材質研究所においてミレ
ニアム・プロジェクトにおける環境対応の一環として、「資源循環型社会を指向する
環境低負荷型の新材料の研究開発」を開始した【平成 13 年版白書 3-2-2-4】。







の研究開発を実施している【平成 13 年版白書 3-2-2-4】。
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る答申(1995 年 2月)を行った【平成 7 年版白書 3-4-1-1】。
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な物質・材料系研究開発に関する総合的な推進方策について」に対する答申(平成 8
年 7 月)した【平成 9 年版白書 3-3-2-1】。
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開発の推進について、一層積極的な対応が図られることが期待されている【平成 10
年版白書 3-3-2-1】。




検討を実施し、同年 6 月に報告書を取りまとめた【平成 13 年版白書 3-2-2-4】。
 文部科学省は、平成 12 年度から金属材料技術研究所、無機材質研究所においてミレ
ニアム・プロジェクトにおける環境対応の一環として、「資源循環型社会を指向する
環境低負荷型の新材料の研究開発」を開始した【平成 13 年版白書 3-2-2-4】。







の研究開発を実施している【平成 13 年版白書 3-2-2-4】。













【平成 14 年版白書 3-2-2-4】。
 文部科学省では、平成 13 年 8 月、科学技術・学術審議会研究計画・評価分科会が「文
部科学省におけるナノテクノロジー・材料分野の推進に関する基本的な考え方(中間
報告書)」を取りまとめた【平成 14 年版白書 3-2-2-4】。




出プログラム」を推進している【平成 17 年版白書 3-2-2-4】。




材料高度評価」等を実施している【平成 18 年版白書 3-2-2-4】。
 文部科学省では、物質・材料の特性・機能を決める元素の役割を科学的に解明し希少
元素の代替や使用量削減のための技術開発を行う「元素戦略」等を推進している【平
成 20 年版白書 2-2-2-4】。
(2) ナノテクノロジー分野
 平成 12 年 2 月、米国クリントン大統領がナノテクノロジーに関する国家的戦略(ナシ
ョナル・ナノテクノロジー・イニシアティブ)を発表した他、各国政府においても、
ナノテクノロジーへの取組の強化が図られている【平成 13 年版白書 3-2-2-4】。
 我が国においても、平成 12 年 6 月には科学技術会議政策委員会による「平成 13 年度
科学技術振興に関する重点指針」において、重点的かつ緊急に推進することが必要な
分野として、「物質・材料分野」が位置付けられ、「ナノ融合物質・材料」、「安全材料」
及び「環境・循環型材料」が示された【平成 13 年版白書 3-2-2-4】。
 平成 12 年 9 月に科学技術会議政策委員会において開催された「ナノテクノロジーの
戦略的推進に関する懇談会」において、産学官の研究者からのヒアリングを含め 5
回にわたる検討が重ねられ、同年 12 月に報告書を取りまとめた【平成 13 年版白書
3-2-2-4】。
 文部科学省においては、ナノ領域の分析、解析ツールとして SPring-8 が貢献してお
り、さらに、戦略的基礎研究推進制度(科学技術振興事業団)、創造科学技術推進事業
(科学技術振興事業団)、科学研究費補助金等、各種制度の活用により、ナノテクノロ




技術に取り組んでいる【平成 13 年版白書 3-2-2-4】。
 文部科学省においては、平成 13 年 8 月に科学技術・学術審議会研究計画・評価分科
会が取りまとめた「文部科学省におけるナノテクノロジー・材料分野の推進に関する
基本的な考え方(中間報告書)」をまとめた【平成 14 年版白書 3-2-2-4】。
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 総務省では平成 13 年 5 月から、量子情報通信研究推進会議(座長：江崎玲於奈 芝浦
工業大学学長)を開催し、研究開発の現状、方向性、全体戦略等について総合的な検
討を行っている【平成 15 年版白書 3-2-2-4】。




礎研究を実施している【平成 15 年版白書 3-2-2-4】。






いる【平成 15 年版白書 3-2-2-4】。
 文部科学省は、科学技術振興事業団が平成 14 年度から開始した「戦略的創造研究推
進事業」を活用し、「ナノテクノロジー分野別バーチャルラボ」としてナノテクノロ
ジー関連研究について 10 研究領域を立ち上げ、おおむね 10 年後の実用化を見据えた





ナノテクノロジーの研究テーマが実施されている【平成 15 年版白書 3-2-2-4】。
 農林水産省では、独立行政法人食品総合研究所において、ナノ領域の計測に関する研
究を推進している【平成 15 年版白書 3-2-2-4】。
 経済産業省では、「ナノテクノロジープログラム」を推進しており、平成 14 年度には
新たに「ナノ加工・計測」といった研究開発テーマを立ち上げ、さらに、カーボンナ
ノチューブの大量合成技術の開発等のための「ナノカーボン技術プロジェクト」を立
ち上げた【平成 15 年版白書 3-2-2-4】。






発を産学連携の下に開始した【平成 16 年版白書 3-2-2-4】。
 経済産業省は、平成 15 年度にカーボンナノチューブ応用製品の早期実用化のために
「ナノカーボン応用製品創成プロジェクト」を立ち上げ、さらに、ナノテクノロジー・
ビジネス推進協議会(平成 15 年 10 月 15 日設立)を推進している【平成 16 年版白書
3-2-2-4】。
 総務省では、平成 16 年度から「ナノ技術を活用した超高機能ネットワーク技術の研
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【平成 14 年版白書 3-2-2-4】。
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ナノテクノロジーの研究テーマが実施されている【平成 15 年版白書 3-2-2-4】。
 農林水産省では、独立行政法人食品総合研究所において、ナノ領域の計測に関する研
究を推進している【平成 15 年版白書 3-2-2-4】。
 経済産業省では、「ナノテクノロジープログラム」を推進しており、平成 14 年度には
新たに「ナノ加工・計測」といった研究開発テーマを立ち上げ、さらに、カーボンナ
ノチューブの大量合成技術の開発等のための「ナノカーボン技術プロジェクト」を立
ち上げた【平成 15 年版白書 3-2-2-4】。






発を産学連携の下に開始した【平成 16 年版白書 3-2-2-4】。
 経済産業省は、平成 15 年度にカーボンナノチューブ応用製品の早期実用化のために
「ナノカーボン応用製品創成プロジェクト」を立ち上げ、さらに、ナノテクノロジー・
ビジネス推進協議会(平成 15 年 10 月 15 日設立)を推進している【平成 16 年版白書
3-2-2-4】。





いる【平成 17 年版白書 3-2-2-4】。
 文部科学省では、平成 16 年度より「次世代の科学技術をリードする計測・分析・評
価機器の開発」において、ナノ計測・加工技術の実用化開発を推進することを目的と
して新規採択課題を実施した【平成 17 年版白書 3-2-2-4】。
 農林水産省では、ナノレベルでの構造制御による画期的な新機能素材の開発、革新的
な生物機能の活用技術の開発、マイクロバイオリアクターの構築を推進している【平
成 17 年版白書 3-2-2-4】。
 経済産業省では、平成 17 年度は、新規産業創造につながる新材料のデバイス化・部
材化を目的として、革新的なナノテクノロジーを活用してユーザーと一体で行う実用
化研究開発を支援する「ナノテク・先端部材実用化研究開発」等を実施している【平





物質の特性評価等の研究を推進した。【平成 19 年版白書 3-4-1-3】
 科学技術振興調整費「ナノテクノロジーの社会受容促進に関する調査研究」等の成果
を受け、物質・材料研究機構において「ナノマテリアルの社会受容のための基盤技術
の開発」を実施した。【平成 21 年版白書 2-4-1-1】
 文部科学省では、環境技術の実用化の加速のための研究基盤を整備する「低炭素社会




価基盤開発」を実施している【平成 22 年版白書 2-2-2-4】。
 産業技術総合研究所、物質・材料研究機構、筑波大学及び産業界が協力し、世界的な
先端ナノテク研究拠点「つくばイノベーションアリーナ」(TIA－nano)の形成をつく
















制を明確にするため、昭和 50 年度には科学技術庁に原子力安全局が新設され、昭和 53 年度
には原子力安全委員会が発足した。行政庁による一貫した安全規制及び原子力安全委員会に
よるダブルチェックの体制により、厳格な安全規制を実施するとともに、安全研究を推進す















議は、昭和 48 年 7 月、エネルギー科学技術部会を設置し、深刻の度を深めつつある
エネルギー問題の解決に対する科学技術の役割の重要性から、エネルギーの供給と利
用に関する科学技術の長期的総合的な研究目標の設定のための検討を開始している
【昭和 49 年版白書 1-2-1-2】。





いる【平成 17 年版白書 3-2-2-4】。
 文部科学省では、平成 16 年度より「次世代の科学技術をリードする計測・分析・評
価機器の開発」において、ナノ計測・加工技術の実用化開発を推進することを目的と
して新規採択課題を実施した【平成 17 年版白書 3-2-2-4】。
 農林水産省では、ナノレベルでの構造制御による画期的な新機能素材の開発、革新的
な生物機能の活用技術の開発、マイクロバイオリアクターの構築を推進している【平
成 17 年版白書 3-2-2-4】。
 経済産業省では、平成 17 年度は、新規産業創造につながる新材料のデバイス化・部
材化を目的として、革新的なナノテクノロジーを活用してユーザーと一体で行う実用
化研究開発を支援する「ナノテク・先端部材実用化研究開発」等を実施している【平





物質の特性評価等の研究を推進した。【平成 19 年版白書 3-4-1-3】
 科学技術振興調整費「ナノテクノロジーの社会受容促進に関する調査研究」等の成果
を受け、物質・材料研究機構において「ナノマテリアルの社会受容のための基盤技術
の開発」を実施した。【平成 21 年版白書 2-4-1-1】
 文部科学省では、環境技術の実用化の加速のための研究基盤を整備する「低炭素社会




価基盤開発」を実施している【平成 22 年版白書 2-2-2-4】。
 産業技術総合研究所、物質・材料研究機構、筑波大学及び産業界が協力し、世界的な
先端ナノテク研究拠点「つくばイノベーションアリーナ」(TIA－nano)の形成をつく
















制を明確にするため、昭和 50 年度には科学技術庁に原子力安全局が新設され、昭和 53 年度
には原子力安全委員会が発足した。行政庁による一貫した安全規制及び原子力安全委員会に
よるダブルチェックの体制により、厳格な安全規制を実施するとともに、安全研究を推進す















議は、昭和 48 年 7 月、エネルギー科学技術部会を設置し、深刻の度を深めつつある
エネルギー問題の解決に対する科学技術の役割の重要性から、エネルギーの供給と利
用に関する科学技術の長期的総合的な研究目標の設定のための検討を開始している
【昭和 49 年版白書 1-2-1-2】。
 昭和 53 年 7 月、科学技術会議がエネルギー研究開発基本計画について内閣総理大臣
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に答申し、この答申に基づき、昭和 53 年 8 月、エネルギー研究開発基本計画が策定
されており、今後、エネルギー研究開発の計画的,効率的推進が図られることが期待
されている【昭和 53 年版白書 1-3-2-1】。
 科学技術会議は、内閣総理大臣より諮問第 7号「エネルギー研究開発基本計画につい
て」(昭和 52 年 5 月)を受け、エネルギー科学技術部会において審議を重ね、53 年 7
月 28 日(第 23 回本会議)に答申を行った【昭和 53 年版白書 3-4-7】。
 エネルギー研究開発については、科学技術会議による内閣総理大臣への答申を踏まえ
て、昭和 53 年 8 月に政府計画としての「エネルギー研究開発基本計画」が策定され
ている。「エネルギー研究開発基本計画」は、研究開発の進捗に応じて見直すことに
なっている【昭和 54 年版白書 3-4-2】。
 科学技術会議は、新たなエネルギー研究開発基本計画の案をとりまとめ、平成 3 年 5
月、「エネルギー研究開発基本計画に関する意見」を具申し、これを受け、平成 3 年
7 月、新たな基本計画「エネルギー研究開発基本計画」が決定された【平成 4 年版白
書 3-1-2】。
 平成 4 年 4 月に閣議決定された科学技術政策大綱において、「地球・自然環境の保全」、
「エネルギーの開発及び利用」、資源の開発及びリサイクル」、「食料の持続的生産」
の各分野を人類の共存のための科学技術と位置付け、その積極的な振興を図っている
【平成 4 年版白書 3-3-1-2】。
 「エネルギー政策基本法」(平成 14 年 6 月制定)に基づき策定された「エネルギー基
本計画」(平成 15 年 10 月閣議決定)において、重点的に推進すべきエネルギー研究開








き必要な取組を実施した。なお、平成 23 年 11 月に行われた提言型政策仕分けにおい
て、「もんじゅ」を含む原子力関係の研究開発予算について、東電福島第一原発の事
故を踏まえた見直しを行い、事故対策・安全対策に重点化を行うべきといった提言が




 わが国の原子力開発は、29 年頃より着手されてきたが、31 年に原子力委員会、日本
原子力研究所、原子燃料公社が発足するにおよんで、原子力開発の態勢が整えられた
【昭和 33 年版白書 3-4-5-1】。
 政府は 31 年 10 月に英国に調査団を送って、コールダーホール型原子炉について調査
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を行ったが、原子力発電の必要性にかんがみ、32 年 11 月には、民間において実用規
模の発電用原子炉を導入するための日本原子力発電会社が設立された【昭和 33 年版
白書 3-4-5-1】。
 昭和 29 年(1954)初の原子力予算が計上され、原子力利用準備調査会が発足した【昭
和 40 年版白書 1-2-2-1】。
 昭和 30 年には財団法人原子力研究所が設立され、またその年の 12 月原子力基本法が
制定された【昭和 40 年版白書 1-2-2-1】。
 1955 年(昭和 30 年)の第 1 回原子力平和利用会議(通称ジュネーブ会議)当時には原子
力発電が在来型発電に間もなく対抗できるというイメージにもとづいて、諸国で大規
模な原子力発電計画が打出された【昭和 40 年白書 1-2-2-1】。
 昭和 31 年 1 月には原子力委員会が設立されるに至り、さらに特殊法人日本原子力研
究所がつくられ、前記の財団法人原子力研究所はこれに吸収された【昭和 40 年版白
書 1-2-2-1】。 原子燃料公社(31 年)、放射線医学総合研究所(32 年)が設立され、国立
試験研究機関における原子力研究の推進,民間企業における原子力研究開発の助成等
が行なわれはじめた【昭和 40 年版白書 1-2-2-1】。
 昭和 32 年 12 月には「発電用原子炉開発長期計画」が原子力委員会により決定された
【昭和 40 年版白書 1-2-2-1】。
 昭和 36 年 2 月に改訂された原子力開発利用長期計画においては、前期 10 年を開発段
階、後期 10年を発展段階として長期見通しをたてている【昭和 37年版白書各論 2-2-2】。
 原子力委員会は、発電用原子炉開発長期計画を改訂し、昭和 36 年 2 月に新しい長期
計画を決定した【昭和 40 年版白書 1-2-2-1】。
 日本原子力発電(株)は 34 年 12 月政府の認可をうけて、わが国における実用規模の原
子力発電所第 1 号としてコールダーホール改良型原子炉について英国原子力公社と
技術援助契約を、また英国 GEC と建設契約を結び、40 年春完成を目標に茨城県東海
村に建設中であり、これにより、原子力発電所の建設技術の経験および運転技術の修
得を行ない、技術者の養成を図ることとし、更に 2 号炉として軽水型炉の導入を検討
中である【昭和 37 年版白書各論 2-2-2】。
 原研は 37 年、国産動力炉の炉型について検討をはじめ、また原子力委員会は同年 8
月、動力炉開発専門部会を設けて、炉型の選定や開発体制について検討を行ない、38
年 6 月「国産動力炉の開発のすすめ方」についての基本方針を決定した【昭和 40 年
版白書 1-2-2-2】。
 原研は、国産動力炉計画委員会を設けて検討を行ない、39 年 9 月、国産動力炉の炉
型選定に関する中間報告が出されたが、冷却方式選定について結論が得られなかった
【昭和 40 年版白書 1-2-2-2】。
 原子力委員会は、あらためて動力炉開発のあり方について検討することとし、39 年
10 月、動力炉開発懇談会を発足させた【昭和 40 年版白書 1-2-2-2】。
 昭和 36 年着工した日本原子力発電(株)東海発電所はようやく完成し、40 年 5 月 4 日
臨界に達した【昭和 40 年版白書 1-2-2-2】。
 昭和 35 年以来,建設が進められていた原研の動力試験炉(JPDR)は、38 年 12 月、原研
に引き渡され、39 年 12 月調整運転が行なわれ、特性解析や出力上昇試験が行なわれ
ている【昭和 40 年版白書 1-2-2-2】。
 原子力委員会は 38 年動力炉の国産化に資するため、原子炉材料と燃料の照射試験等
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に答申し、この答申に基づき、昭和 53 年 8 月、エネルギー研究開発基本計画が策定
されており、今後、エネルギー研究開発の計画的,効率的推進が図られることが期待
されている【昭和 53 年版白書 1-3-2-1】。
 科学技術会議は、内閣総理大臣より諮問第 7号「エネルギー研究開発基本計画につい
て」(昭和 52 年 5 月)を受け、エネルギー科学技術部会において審議を重ね、53 年 7
月 28 日(第 23 回本会議)に答申を行った【昭和 53 年版白書 3-4-7】。
 エネルギー研究開発については、科学技術会議による内閣総理大臣への答申を踏まえ
て、昭和 53 年 8 月に政府計画としての「エネルギー研究開発基本計画」が策定され
ている。「エネルギー研究開発基本計画」は、研究開発の進捗に応じて見直すことに
なっている【昭和 54 年版白書 3-4-2】。
 科学技術会議は、新たなエネルギー研究開発基本計画の案をとりまとめ、平成 3 年 5
月、「エネルギー研究開発基本計画に関する意見」を具申し、これを受け、平成 3 年
7 月、新たな基本計画「エネルギー研究開発基本計画」が決定された【平成 4 年版白
書 3-1-2】。
 平成 4 年 4 月に閣議決定された科学技術政策大綱において、「地球・自然環境の保全」、
「エネルギーの開発及び利用」、資源の開発及びリサイクル」、「食料の持続的生産」
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を行なうための材料試験炉(JMTR)(熱出力 5 万 KW)を昭和 43 年度完成を目途として
原研に建設することを決定した【昭和 40 年版白書 1-2-2-2】。
 原子力委員会は、動力炉開発懇談会の開催,動力炉開発調査団の派遣等を通じて検討
を重ね、昭和 41 年 3 月その基本的な考え方を示し,引き続き審議を行なって昭和 41
年 5 月動力炉開発の基本方針を内定した【昭和 41 年版白書 1-2-1】。
 原子力委員会は昭和 41 年 5 月、将来における動力炉の主体をなすと考えられる新型
転換炉および高速増殖炉の開発を国のプロジェクトとして強力に推進することとし
た【昭和 42 年版白書 1-2-4】。
 昭和 42 年 10 月には、動力炉・核燃料開発事業団が設立され、本格的な動力炉開発が
推進されている【昭和 42 年版白書 1-2-4】。
 動力炉開発の責任体制を一元化することとし、政府は,原子力委員会の方針に基づき、
特殊法人として動燃事業団を設立することとし、同事業団は、昭和 42 年 10 月、原子
燃料公社を改組してその業務をひきついで正式に発足した【昭和 44 年版白書 3-1-5】。
 原子力発電の進展に伴い、濃縮ウラン入手のための日米原子力協力協定改訂の準備が
進められ、海外ウラン資源確保のため各種調査が実施された【昭和 42 年版白書 1-2-4】。
 原子力委員会は、動力炉の開発を「原子力特別研究開発計画(国のプロジェクト)」と
して実施することとし、効率的にその推進を図ることとした【昭和 44 年版白書 3-1-5】。
 動力炉開発に関しては、原子力委員会の議決を経て内閣総理大臣が定める基本方針お
よび基本計画に従ってその業務を実施することとされており、このため内閣総理大臣
は、昭和 43 年 3 月、高速増殖炉および新型転換炉の開発目標の設定、その推進方策
を骨子とする基本方針を策定するとともに、,昭和 45 年度までの第 1 次基本計画を同
年 4 月に策定した【昭和 44 年版白書 3-1-5】。
 原子力委員会は、昭和 42 年改訂の「原子力開発利用長期計画」にもとづき、「45 年
度原子力開発利用基本計画」および「45 年度核原料物質探鉱計画」を決定した【昭
和 46 年版白書 3-4-7】。
 原子力委員会は、「昭和 46 年度原子力関係予算の見積方針について」を決定し、内閣
総理大臣に報告したが、並行して、内閣総理大臣より諮問をうけた電力各社の原子炉
の設置による安全性について、原子炉安全専門審査会において安全審査を行ない、こ
の報告をうけて答申した【昭和 46 年版白書 3-4-7】。
 原子力委員会は、「原子力開発利用長期計画」を策定後、既に 4 年有余経過し、新し
い長期計画の下に原子力の開発利用を進めることが必要となってきたため、原子力委
員会では、昭和 46 年 6 月、「原子力開発利用長期計画改訂の基本方針」を決定し、昭
和55年度までの10年間における原子力開発利用の重点施策の大綱および推進計画を
明らかにすることとし、審議を進めた【昭和 47 年版白書 3-4-8】。
 原子力委員会は、「動力炉、核燃料開発事業団の動力炉開発業務に関する第 2 次基本
計画」を決定(内閣総理大臣決定昭和 46 年 4 月)し、高速増殖炉および新型転換炉の
開発に関する昭和 49 年度までの計画を示した【昭和 47 年版白書 3-4-8】。















 原子力委員会は、昭和 48 年 5 月、核融合研究開発懇談会を設置し、将来計画と開発
体制との検討を進めてきたが、昭和 49 年 7 月にそれについての報告を行った【昭和
50 年版白書 3-4-7】。
 政府は、原子力安全に関する行政の責任体制を明確にするため、昭和 50 年度に科学
技術庁に原子力安全局を新設することとし、科学技術庁設置法改正案を提出し、第
76 国会で成立し、昭和 51 年 1 月 16 日、原子力安全局が設置された【昭和 51 年版白
書 3-2-4-1】。
 原子力行政の基本的な在り方について、昭和 50 年 2 月に設置された内閣総理大臣の
私的諮問機関である原子力行政懇談会において検討が行われ、50 年 12 月中間とりま
とめ、51 年 7 月最終意見が提出された【昭和 51 年版白書 3-2-4-1】。
 原子力委員会では、昭和 50 年度に、原子力事業従業員災害補償専門部会、国際濃縮
計画懇談会、原子力船懇談会が廃止され、新たに新型動力炉開発専門部会、環境放射
能安全研究専門部会、放射性廃棄物対策技術専門部会、核融合会議が設置され、さら
に、核燃料サイクル問題懇談会が開催された【昭和 51 年版白書 3-4-7】。
 「原子力基本法等の一部を改正する法律案」を第 80 回国会に提出した【昭和 52 年版
白書 3-2-4-1】。




項を所掌する原子力安全委員会を設置することを決定した【昭和 52 年版白書 3-4-7】。
 原子力委員会は、原子力開発利用に係る各種重要事項について専門部会,懇談会等を
設置して審議を行っているが、昭和 52 年度には、新たに長期計画専門部会、INFCE
対策協議会,原子力国際問題等懇談会が設置された【昭和 53 年版白書 3-4-7】。
 長期計画専門部会は、53 年 9 月に新長期計画案を取りまとめて原子力委員会に報告
し、原子力委員会は、これに基づき、同年 9 月 12 日に原子力研究開発利用長期計画




プラントの建設を進めた【昭和 54 年版白書 3-4-1】。
 原子力委員会は、昭和 53 年度には国際核燃料サイクル評価対策協議会、核物質防護
専門部会、核融合会議等を継続して運営したほか、新たに原子力船研究開発専門部会
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 原子力委員会は、昭和 48 年 5 月、核融合研究開発懇談会を設置し、将来計画と開発
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技術庁に原子力安全局を新設することとし、科学技術庁設置法改正案を提出し、第
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とめ、51 年 7 月最終意見が提出された【昭和 51 年版白書 3-2-4-1】。
 原子力委員会では、昭和 50 年度に、原子力事業従業員災害補償専門部会、国際濃縮
計画懇談会、原子力船懇談会が廃止され、新たに新型動力炉開発専門部会、環境放射
能安全研究専門部会、放射性廃棄物対策技術専門部会、核融合会議が設置され、さら
に、核燃料サイクル問題懇談会が開催された【昭和 51 年版白書 3-4-7】。
 「原子力基本法等の一部を改正する法律案」を第 80 回国会に提出した【昭和 52 年版
白書 3-2-4-1】。




項を所掌する原子力安全委員会を設置することを決定した【昭和 52 年版白書 3-4-7】。
 原子力委員会は、原子力開発利用に係る各種重要事項について専門部会,懇談会等を
設置して審議を行っているが、昭和 52 年度には、新たに長期計画専門部会、INFCE
対策協議会,原子力国際問題等懇談会が設置された【昭和 53 年版白書 3-4-7】。
 長期計画専門部会は、53 年 9 月に新長期計画案を取りまとめて原子力委員会に報告
し、原子力委員会は、これに基づき、同年 9 月 12 日に原子力研究開発利用長期計画




プラントの建設を進めた【昭和 54 年版白書 3-4-1】。
 原子力委員会は、昭和 53 年度には国際核燃料サイクル評価対策協議会、核物質防護
専門部会、核融合会議等を継続して運営したほか、新たに原子力船研究開発専門部会
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を 54 年 1 月に設置し、原子力船研究開発の課題、体制の在り方等について審議を行
うとともに、放射性廃棄物対策専門部会を 54 年 2 月に設置し、放射性廃棄物対策の
進め方について審議を行っている【昭和 54 年版白書 3-4-8-2】。
 原子力委員会は、53 年 9 月に原子力損害賠償制度問題懇談会を設置し、原子力損害
賠償法の改正にあたって諸問題について審議を行い、53 年 12 月にとりまとめを行っ
た【昭和 54 年版白書 3-4-8-2】。
 昭和 53 年 10 月、「原子力基本法等の一部を改正する法律」の成立に伴い、新たに原
子力の安全規制行政について企画、審議、決定するため原子力安全委員会が設置され





 INFCE 対策協議会において、昭和 52 年 10 月以来開催されていた国際核燃料サイク
ル評価(INFCE)に適切に対処するため、我が国としての対応策を検討してきたが、
INFCE が約 2 年余にわたる作業を経て 55 年 2 月終了したことに伴い、同協議会を同
年 3 月廃止した【昭和 55 年版白書 3-4-9-2】。
 原子力委員会はポスト INFCE 問題協議会、また、ウラン濃縮の国内事業化方策等を
審議するためのウラン濃縮国産化専門部会、放射線化学の研究開発及び実用化に関す
る事項等を審議するための放射線利用専門部会、及び廃炉対策に関する基本的事項等
を審議するための廃炉対策専門部会をそれぞれ、55 年 4 月 18 日、10 月 17 日、11 月




国における保障措置の改善については、同協議会保障措置研究会が昭和 56 年 10 月に
取りまとめた「国内保障措置体制の整備計画について」においてその指針が明らかに
された【昭和 57 年版白書 3-2-6-1】。
 原子力委員会は、昭和 58 年度において、高速増殖炉開発推進の基本的考え方、開発
の進め方、研究開発計画等を検討するための「高速増殖炉開発懇談会」(昭和 58 年 4
月)、アセアン諸国及び韓国、中国等近隣諸国との協力を中心とした幅広い分野にお
ける協力の在り方、協力円滑化のための方策等について検討するための「開発途上国
協力問題懇談会」(昭和 58 年 8 月)、原子力船研究開発の在り方について検討する「原
子力船懇談会」(昭和 58 年 10 月)及び原子力をめぐる内外事情の変化、進展に伴う原











ため、昭和 60 年 12 月「ウラン濃縮懇談会」を設置した【昭和 61 年版白書 3-4-10-2】。





会」を設置した【昭和 62 年版白書 3-5-11-2】。







 昭和 54 年の「原子力損害の賠償に関する法律」改正以降の諸情勢の変化にかんがみ、
より望ましい原子力損害賠償制度の確立に資するために、昭和 63 年 8 月に「原子力
損害賠償制度専門部会」を設置し、賠償措置額の改正等所要の事項についての審議結
果をまとめた報告書を作成した【平成元年版白書 3-5-8-1】。
 平成 4 年 6 月、原子力委員会は、第三段階核融合研究開発基本計画を策定し、日本原
子力研究所、文部省核融合科学研究所を始め大学,国立試験研究機関がその研究開発
に携わっている【平成 4 年版白書 3-3-1-2】。
 日本原子力研究所において、平成 5 年 4 月に新たに先端基礎センターを設置し、基礎
研究の一層の充実を図っている【平成 5 年版白書 3-4-1-2】。






進されるが、平成 6 年 6 月に 7 回目の改訂が行われ、21 世紀を展望した原子力開発
利用の在り方として「原子力の研究、開発及び利用に関する長期計画」が策定された
【平成 6 年版白書 3-4-1-2】。
 平成 9 年 3 月、動力炉・核燃料開発事業団東海事業所のアスファルト固化処理施設の
火災爆発事故及びこれに関する虚偽の報告という事態が生じ、科学技術庁は徹底的な
原因究明と再発防止策を検討するとともに、「動燃改革検討委員会」等において、同
事業団の抜本的改革に総力を挙げて取り組むとした【平成 9 年版白書 3-3-2-2】。
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真に国民の負託に応えることのできるよう、平成 10 年 10 月に核燃料サイクル開発機
構に改組した【平成 11 年版白書 3-3-2】。





の検討を開始した【平成 14 年版白書 3-2-2-5】。
 原子力委員会においては、統合後の新法人が、引き続き中核的な役割を果たすことを
期待する旨を表明する「日本原子力研究所及び核燃料サイクル開発機構の廃止・統合
と独立行政法人化に向けての基本的な考え方(平成 14 年 4 月)」及び、「日本原子力研
究所及び核燃料サイクル開発機構の廃止・統合と独立行政法人化に向けての各事業の
重点化及び運営等に関する方針(平成 14 年 12 月)」を示し、さらに、文部科学省では、
原子力二法人統合準備会議を開催し、平成 14 年 8 月に「原子力二法人の統合に関す
る基本報告」を取りまとめた【平成 15 年版白書 3-2-2-5】。





 第 161 回臨時国会において独立行政法人日本原子力研究開発機構法が成立し、現在、
平成 17年 10 月の新法人の設立に向けて作業を進めている【平成 17年版白書 3-2-2】。
 平成 17 年 10 月 11 日に原子力委員会が「原子力政策大綱」(以下、「大綱」という。)
を策定し、政府はこれを我が国の原子力政策の基本方針として尊重し、原子力の研究
開発利用を推進する旨の閣議決定を行った【平成 18 年版白書 3-2-2】。
 「特殊法人等整理合理化計画」において、日本原子力研究所及び核燃料サイクル開発
機構を廃止した上で統合し、新たに原子力研究開発を総合的に実施する独立行政法人
を設置することとされ、平成 17 年 10 月に日本原子力研究開発機構が設立された【平
成 18 年版白書 3-2-2】。文部科学省は、平成 17 年度からは競争的資金制度を適用した








め、原子力委員会に環境・安全専門部会を設置した【昭和 47 年版白書 3-4-8】。
 原子力施設の環境・安全問題については、これに対処するため、ROSA計画(冷却材喪
失事故に関する研究)、NSRR計画(反応度事故に関する研究)、温排水対策に関連する
研究等の試験研究を実施している【昭和 48 年版白書 3-2-4-1】。
 原子力委員会は、環境保全や安全性の確保の問題については、昭和 47 年 2 月、環境
安全専門部会を設置し、原子炉の安全性、低線量放射線の影響、固体廃棄物の処理、
温排水対策等の各問題分野について、各々分科会を設け、鋭意、審議を進めている【昭
和 48 年版白書 3-4-8】。
 原子力委員会は、昭和 49 年 2 月に安全会議を設置し、引き続き、昭和 49 年 8 月には
原子炉施設等安全研究専門部会を設置した【昭和 50 年版白書 3-4-7】。
 原子力委員会は、昭和 49 年 10 月には、安全研究、環境放射能、低線量、放射性固体
廃棄物、温排水等についての基本的な考え方、研究開発の進め方を取りまとめ、報告
書を提出した【昭和 50 年版白書 3-4-7】。
 原子炉異常出力上昇時の安全性評価については、原子炉安全性研究炉(NSRR:Nuclear 










これら調査研究を総合的、計画的に推進するため、昭和 50 年 7 月、環境放射能安全
研究専門部会を設置して調査審議を行っている【昭和 51 年版白書 3-4-7】。
 原子力委員会では、周辺公衆の被ばく線量を低く保つことについての努力目標値を明
らかにするため、昭和 50 年 5 月、「発電用軽水型原子炉施設周辺の線量目標値に関す







方策の確立を図るため核物質防護専門部会を設置した【昭和 52 年版白書 3-4-7】。
 昭和 53 年 7 月、「原子力基本法等の一部を改正する法律」が成立し、原子力の安全確
保体制を強化するため、原子力委員会が有していた開発と安全確保に関する機能を分
離し、新たに安全確保に係る事項を所掌する原子力安全委員会が設置されることとな








真に国民の負託に応えることのできるよう、平成 10 年 10 月に核燃料サイクル開発機
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の検討を開始した【平成 14 年版白書 3-2-2-5】。
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方策の確立を図るため核物質防護専門部会を設置した【昭和 52 年版白書 3-4-7】。
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離し、新たに安全確保に係る事項を所掌する原子力安全委員会が設置されることとな








ろである【昭和 54 年版白書 3-4-1】。
 原子力安全委員会は設置後直ちに審議を開始し、53 年 12 月 27 日には「原子力安全





置を行っている【昭和 54 年白書 3-4-8-3】。
 昭和 54 年 3 月米国スリー・マイル・アイランド(TMI)原子力発電所 2 号機(加圧水型
95.9 万 KW)において事故が発生したが、原子力安全委員会は、事故の原因、影響等
について早急に調査検討を行うため、TMI 事故調査特別部会を設置した【昭和 54 年
版白書 3-4-8-3】。
 米国スリー・マイル・アイランド原子力発電所 2 号機の事故をうけて原子力安全委員
会は、米国原子力発電所事故調査特別委員会を設置し、事故の調査審議を行っている
が、同特別委員会は、その調査審議の内容を取りまとめ 54 年 5 月 28 日、事故の事実








ている【昭和 56 年版白書 3-2-4-1】。
 原子力施設から環境へ放出される放射性物質による一般公衆に対する被ばくは、国際
放射線防護委員会(ICRP)の勧告、あるいは法令の定める限度を十分下回るよう努力が
なされている【昭和 56 年版白書 3-2-4-1】。
 原子力発電所等に係る防災対策については、災害対策基本法に基づく防災計画により
所要の措置が講じられることになっているが、昭和 54 年の中央防災会議決定に引き
続き、昭和 55 年 6 月、原子力安全委員会により、「原子力発電所等周辺の防災対策に
ついて」として取りまとめられた【昭和 56 年版白書 3-2-4-1】。
 原子力安全委員会は、昭和 56 年度に「米国原子力発電所事故調査報告書(第 3 次)」
を取りまとめ公表し、また、主に同委員会設立以降の我が国の原子力安全確保に関す











 ソ連チェルノブイル原子力発電所の事故について、昭和 61 年 5 月、ソ連原子力発電
所事故調査特別委員会を設けて、事故原因、我が国の安全規制への反映事項の有無等
の調査審議を行っている【昭和 61 年版白書 3-4-10-3】。
 原子力安全委員会は、ソ連チェルノブイル原子力発電所の事故について、昭和 62 年
5 月、事故調査報告書を取りまとめた【昭和 62 年版白書 3-5-11-3】。
 原子力安全委員会は、安全審査指針類の整備を鋭意行ってきており、昭和 62 年度以
降、新たに決定した指針類は、昭和 62 年 11 月、「BWR・MAR KI 型格納容器圧力抑制
系に加わる重力荷重の評価指針」、昭和 63 年 3 月、「放射性廃棄物埋設施設の安全審
査の基本的考え方」、昭和63年4月、「発電用加圧水型原子炉の炉心熱設計評価指針」、
及び昭和 63 年 6 月「新型転換炉実証炉の安全性の評価の考え方」である【昭和 63
年版白書 3-5-10-2】。
 原子力安全委員会は、安全審査指針類の整備を鋭意行ってきており、昭和 63 年度以
降、新たに決定した指針は、平成元年 3 月、「廃棄物管理施設の安全性の評価の考え
方」である【平成元年版白書 3-5-8-2】。
 平成元年 3 月、ICRP(国際放射線防護委員会)新勧告(Pub.26)を指針類に反映させるた
めの指針類の一部改訂と、回収ウランの利用等を踏まえた「ウラン加工施設安全審査
指針」の一部改訂を行った【平成元年版白書 3-5-8-2】。
 原子力安全委員会は、平成 2 年に策定した安全研究年次計画(原子力施設等、環境放
射能及び高レベル放射性廃棄物等の 3 つの安全研究年次計画を平成 2 年度に策定、低
レベル放射性廃棄物安全研究年次計画は平成元年に策定)に沿って、原子力安全研究
が推進されている【平成 4 年版白書 3-3-1-2】。
 原子力安全委員会は、平成 8 年度から 5 ヶ年計画として新安全研究年次計画（「原子
力施設等安全研究年次計画」「環境放射能安全研究年次計画」及び「放射性廃棄物安
全研究年次計画」（高レベル及び低レベルの放射性廃棄物安全研究年次計画を放射性
廃棄物安全研究年次計画として一本化。））を策定した【平成 8 年版白書 3-3-2】。
 平成 9 年 3 月、動力炉・核燃料開発事業団東海事業所のアスファルト固化処理施設の
火災爆発事故及びこれに関する虚偽の報告という事態が生じ、科学技術庁は徹底的な
原因究明と再発防止策を検討するとともに、「動燃改革検討委員会」等において、同
事業団の抜本的改革に総力を挙げて取り組んでいく【平成 9 年版白書 3-3-2-2】。原子
力安全委員会は、平成 7 年に発生した兵庫県南部地震を踏まえ、現行の原子力施設等
安全研究年次計画に含まれていない新たな原子力施設の耐震等の安全性に関する研
究課題について調査,研究等を行い、平成 9 年 1 月に本年次計画の一部変更(耐震等分
野の追補)版を策定した【平成 9 年版白書 3-3-2-2】。
 平成 9 年 3 月 11 日、東海再処理施設のアスファルト固化処理施設の火災爆発事故が
発生し、科学技術庁は「東海再処理施設アスファルト固化施設における火災爆発事故
調査委員会」を 3 月 12 日に開催することを決定し、審議を全面的に公開しつつ、徹
底した原因究明と再発防止策の検討を進めているところである【平成 9 年版白書
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 平成 9 年 4 月、「ふげん」発電所に係る重水の微少漏えいに関する国及び地方公共団
体への通報連絡が著しく遅延したこと等にかんがみ、科学技術庁は「ふげん」の停止
を命ずるとともに、動力炉・核燃料開発事業団の改革及び緊急時体制の強化に総力を
挙げて取り組んでいる【平成 9 年版白書 3-3-2-2】。
 平成 11 年 9 月に株式会社ジェー・シー・オーのウラン加工工場において臨界事故が
発生し、この事故の教訓を踏まえ、原子炉等規制法の一部改正法及び原子力災害対策
特別措置法が可決・成立した。【平成 12 年版白書 3-3-2-2】。
 原子炉等規制法の一部改正に伴う規制行政の体制強化とともに、原子力安全委員会の
事務局機能の総理府本府への移管等により、その事務局機能の独立、強化のための作
業を進めている【平成 12 年版白書 3-3-2-2】。
 平成 12 年度には、現行の原子力施設等安全研究年次計画、環境放射能安全研究年次
計画及び放射性廃棄物安全研究年次計画に沿って以下の安全研究が実施されるとと




機関において、具体的な法令化の検討が行われている【平成 16 年版白書 3-2-2-5】。
 放射線審議会では、自然放射性物質の規制免除について、基本部会において、「自然





について」の三つの報告書を取りまとめた【平成 17 年版白書 3-2-2】。
 国際原子力機関(IAEA)等の定めた国際標準値（規制対象下限値）の導入及びそれに
伴う放射性同位元素の規制の合理化を図るため、平成 16 年 6 月に、「放射性同位元素
等による放射線障害の防止に関する法律」が改正され、放射性同位元素等の使用方法
の定期確認、廃棄物埋設処分等の規定が盛り込まれた【平成 17 年版白書 3-2-2】。
 文部科学省では、研究炉等安全規制検討会において検討を行い、平成 17 年 1 月に、
報告書「試験研究用原子炉施設等の安全規制のあり方について」を取りまとめた【平




会に提出し、本法案は、平成 17 年 5 月に可決・成立し、平成 17 年 12 月 1 日より施
行された【平成 18 年版白書 3-2-2】。
 平成 16 年に改正された「放射性同位元素等による放射線障害の防止に関する法律」
が平成 17 年 6 月に施行された【平成 18 年版白書 3-2-2】。
 規制に関する法令については、平成 17 年 5 月、核原料物質、核燃料物質及び原子炉
の規制に関する法律が改正され、クリアランス制度の導入、原子炉施設の解体・廃止
に係る規制の充実が行われ、さらに、同法の政省令の改正が行われ、平成 17 年 6 月
141
に改正された「放射線障害防止法」が施行された【平成 18 年版白書 3-2-2】。
 環境放射能調査としては、原子力安全委員会において、平成 19 年度に「原子力の重
点安全研究計画」（以下、「重点安全研究計画」という。）について進捗状況や成果の
活用状況等に関する中間評価を行い、その結果を踏まえ、平成 20 年 6 月に重点安全
研究計画の改訂を行った【平成 21 年版白書 2-2-2】。
 原子力安全委員会は、原子力の安全研究について、国内外の動向や課題等を踏まえ、
平成 21 年 8 月に、平成 22 年度から 5 年間の「原子力の重点安全研究計画（第 2期）」
を策定した【平成 22 年版白書 2-2-2】。
 平成 22 年には、クリアランス制度の導入、放射化物の規制への導入及び廃止措置の
強化等を行う放射線障害防止法の一部を改正する法律が、第 174 回通常国会において
成立し、同年 5 月に公布された【平成 23 年版白書 2-2-2】。
 放射線や除染に係る研究開発拠点の整備。東電福島原発の事故からの復興・再生を図














項目やその範囲等を示した指針を順次策定している（平成 23 年 4 月 28 日 第一次指
針、5 月 31 日 第二次指針、6 月 20 日 第二次指針追補、8 月 5 日 中間指針、平
成 23 年 12 月 6 日 中間指針第一次追補、平成 24 年 3 月 16 日 中間指針第二次追補
策定）。また、法務省や法曹界の協力を得て「原子力損害賠償紛争解決センター」を




賠償に関する支援を行うため、「原子力損害賠償支援機構法」（平成 23 年 8 月 10 日法
律第 94 号）に基づき、原子力損害賠償支援機構を設置した。また、被害者への早期
救済のため、「平成二十三年原子力事故による被害に係る緊急措置に関する法律」（平
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 原子力委員会は、昭和 48 年度において、原子力の開発利用には国民の理解と協力が
極めて重要であるとの認識に立ち、原子炉の設置に関して公聴会を開催することとし、
その要領を昭和 48 年 5 月に決定し、同年 7 月、実施細則を定め、同年 9 月、初の公
聴会を福島市において開催した【昭和 49 年版白書 3-4-7】。





信頼感,安心感を得ることが重要であり、その一環として、平成 7 年 12 月には、科学
技術に関する情報をわかりやすく提供し、特に若い世代の理解の増進に資するため
「未来科学技術情報館」を開設した【平成 8 年版白書 3-3-2】。
 国,原子力事業者に対する国民の信頼感,安心感を得ることが重要であり、その一環と
して、平成 9 年 1 月には原子力公開資料センター(東京都文京区白山)を設置し、原子
力に係る資料の積極的公開を行っている【平成 9 年版白書 3-3-2-2】。












て我が国で最初の再処理工場を建設し、現在試運転中である【昭和 50 年版白書 1-3-2】。
 核燃料サイクルについては、昭和 51 年 3 月、核燃料サイクル問題懇談会を設置した
【昭和 51 年版白書 3-4-7】。核燃料サイクルについては、核燃料サイクル問題懇談会
において、核燃料サイクルの各段階における必要な施策を具体的に示すとともに、そ
れに基づき政府及び民間の果たすべき役割を明らかにするべく審議が行われ、昭和
51 年 9 月、その結果が中間的にとりまとめられ、更に、核拡散防止のための各国の
規制強化、東海再処理施設の運転に関する日米原子力交渉等の核燃料サイクルを巡る
国際情勢を勘案し、昭和 52 年 10 月、最終とりまとめを発表した【昭和 53 年版白書
3-4-7】。




 産業界においては、昭和 54 年 7 月、「再処理会社設立準備委員会」が発足し、翌年 3
月、日本原燃サービス株式会社が設立された【昭和 55 年版白書 3-2-4-1】。
 昭和 52 年以来、開催されてきた国際核燃料サイクル評価(INFCE)においては、昭和
55 年 2 月、国内における再処理等を前提とした自主的な核燃料サイクルの確立とい
う我が国の原子力政策の基本的立場が反映された形で最終的な取りまとめが行われ
た【昭和 55 年版白書 3-2-4-1】。
 東海再処理施設については、昭和 52 年 7 月から実施していたホット試験が 55 年 2
月に終了し、55 年 12 月には原子炉等規制法に基づく国の使用前検査の合格証を取得
し、本格運転を開始している【昭和 56 年版白書 3-2-4-1】。
 プルトニウムの早期利用の観点から、軽水炉でのプルトニウム利用(プルサーマル)
計画も積極的に推進されている【昭和 61 年版白書 3-2-6-1】。
 原子力委員会は、原子力利用において重要な課題の一つである核燃料サイクルの確立
を積極的に推進するために、昭和 60 年度には 2 度にわたり「核燃料サイクル推進会
議」を開き、これまでの進展の状況を踏まえ今後の対応方針等について討議した【昭






は平成 12 年 11 月「ウラン濃縮技術開発センター」を設置し、核燃料サイクル開発機
構、メーカー等我が国のウラン濃縮技術者の集結を図った【平成 13年版白書 3-2-2-5】。
 核燃料サイクルについて、東海再処理施設は、電気事業者と契約している軽水炉使用
済ウラン燃料の再処理を進めてきたが、平成 18 年 3 月に役務再処理を終了した【平
成 18 年版白書 3-2-2】。













プラントの建設を進めた【昭和 54 年白書 3-4-1】。
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プラントの建設を進めた【昭和 54 年白書 3-4-1】。




を審議するための廃炉対策専門部会をそれぞれ、55 年 4 月 18 日、10 月 17 日、11 月
25 日及び 11 月 28 日に設置した【昭和 56 年白書 3-4-9-2】。
5）放射性廃棄物の処理及び処分
 放射性廃棄物の適正な処理処分の方式の明確化と基準化、研究開発の推進計画の策定
及び成果の評価など専門的な事項を調査審議するため、昭和 50 年 7 月、放射性廃棄
物対策技術専門部会を設置した【昭和 51 年版白書 3-4-7】。
 昭和 50 年 7 月に設置された放射性廃棄物対策技術専門部会において、海洋処分及び
陸地処分等について調査審議が行われてきたが、51 年 6 月研究計画を中心とする中
間報告を行った【昭和 52 年版白書 3-4-7】。
 使用済燃料の再処理については、再処理を行うことができる事業者の範囲を拡大する
ための原子炉等規制法の改正法案が、53 年 2 月、第 84 回国会に提出され、現在継続
審議となっている【昭和 53 年版白書 3-2-4-1】。
 55 年 12 月 19 日に、放射性廃棄物対策専門部会は「高レベル放射性廃棄物処理処分
に関する研究開発の推進について」と題する報告書をとりまとめ、原子力委員会に報
告した【昭和 56 年版白書 3-4-9-2】。





59 年 3 月、放射性廃棄物安全技術専門部会を改組し、放射性廃棄物安全規制専門部
会を設けて、放射性廃棄物の処理処分に係る安全規制のあり方等について調査審議を




昭和 60 年 9 月の第 9 回ロンドン条約締約国会議に報告されたが、各国の意見は分か
れ、広範な調査、研究を終了するまで海洋処分を一時停止するとの決議がなされた【昭




61 年 5 月、国会において可決成立した【昭和 61 年版白書 3-2-6-1】。
 原子力安全委員会は、昭和 60 年 10 月、低レベル放射性固体廃棄物の陸地処分の安全
規制に関する基本的考え方を取りまとめ、同年 12 月、「原子炉施設の解体に係る安全
確保の基本的考え方―JPDR の解体に当たって―」を決定した【昭和 61 年版白書
3-4-10-3】。
 「放射性廃棄物対策専門部会」では放射性廃棄物の処理・処分方策について審議を重
ね、昭和 60 年 10 月放射性廃棄物処理・処分について、その実施主体と責任のあり方
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に関する報告書を取りまとめ、昭和 59 年 8 月の中間報告書とあわせて、その主旨に
沿って放射性廃棄物の処理・処分対策を進めることを決定した【昭和 61 年版白書
3-4-10-2】。
 原子力安全委員会は、昭和 62 年 2 月、「低レベル放射性固体廃棄物の陸地処分の安全
規制に関する基準値」を決定した【昭和 62 年版白書 3-5-11-3】。
 低レベル放射性固体廃棄物を浅地中処分する計画が進められており、一時貯蔵施設に
ついては、青森県六ヶ所村において建設が計画中であり、平成 4 年 4 月に、内閣総理
大臣による事業許可が行われた【平成 4 年版白書 3-3-1-2】。
 高レベル放射性廃棄物の処分について、平成 5 年 5 月には高レベル事業推進準備会が
発足した【平成 5 年版白書 3-4-1-2】。
 英仏に委託している再処理から回収されるプルトニウムの返還輸送については、日米
原子力協力協定(1988 年改定)に基づく初めての海上輸送が、動力炉・核燃料開発事
業団により実施され、平成 5 年 1 月に終了した【平成 5 年版白書 3-4-1-2】。
 平成 7 年以降、海外再処理に伴い発生するガラス固化体が我が国に返還される予定で
あり、これを受け入れるガラス固化体の一時貯蔵施設については、平成 4 年 4 月に、
内閣総理大臣による事業許可が行われ、青森県六ケ所村において同施設の建設が行わ
れており、平成 7 年 2 月に竣工の予定である【平成 6 年版白書 3-4-1-2】。
 放射性廃棄物の処理処分対策および原子力施設廃止措置(バックエンド対策)を適切
に実施するための方策の確立は整合性のある原子力発電体系という観点から重要な
課題である【平成 7 年版白書 3-4-1-2】。
 ガラス固化体の一時貯蔵施設は、1995 年 1 月に青森県六ケ所村において同施設が竣
工、同年 4 月に事業が開始された【平成 7 年版白書 3-4-1-2】。
 原子力委員会において、平成 7 年 9 月に高レベル放射性廃棄物の地層処分に向けた取
組を強化していく旨の決定を行い「高レベル放射性廃棄物処分懇談会」、「原子力バッ
クエンド対策専門部会」、を設置し、今後国民の理解を得つつ、処分対策を着実に具
体化していくこととしている【平成 8 年版白書 3-3-2】。




ス等について審議を進め、平成 9 年 7 月に報告書案「高レベル放射性廃棄物処分に向
けての基本的考え方について(案)」を取りまとめた【平成 10 年版白書 3-3-2-2】。
 地層処分に係る研究開発等については、動力炉・核燃料開発事業団を中核として、日
本原子力研究所、地質調査所,大学等の関係機関が研究開発の調整・協力を行ってき
たが、平成 9 年 9 月、協力を一層強化すべく「地層処分研究開発協議会」を設置した
【平成 10 年版白書 3-3-2-2】。
 原子力施設の廃止措置に関しては、日本原子力発電(株)の東海発電所 1 号炉が、商業
用の原子炉としては初めて平成 10 年 3 月に停止した【平成 10 年版白書 3-3-2-2】。
 平成 11 年 11 月、核燃料サイクル開発機構は、地層処分の技術的信頼性を明示し、処
分予定地選定及び安全基準の策定に資する技術的拠り所を提示する技術報告書「わが
国における高レベル放射性廃棄物地層処分の技術的信頼性-地層処分研究開発第 2次
取りまとめ-」を原子力委員会へ提出した【平成 12 年版白書 3-3-2-2】。
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る事項等を審議するための放射線利用専門部会、及び廃炉対策に関する基本的事項等
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審議となっている【昭和 53 年版白書 3-2-4-1】。
 55 年 12 月 19 日に、放射性廃棄物対策専門部会は「高レベル放射性廃棄物処理処分
に関する研究開発の推進について」と題する報告書をとりまとめ、原子力委員会に報
告した【昭和 56 年版白書 3-4-9-2】。
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ね、昭和 60 年 10 月放射性廃棄物処理・処分について、その実施主体と責任のあり方
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に関する報告書を取りまとめ、昭和 59 年 8 月の中間報告書とあわせて、その主旨に
沿って放射性廃棄物の処理・処分対策を進めることを決定した【昭和 61 年版白書
3-4-10-2】。
 原子力安全委員会は、昭和 62 年 2 月、「低レベル放射性固体廃棄物の陸地処分の安全
規制に関する基準値」を決定した【昭和 62 年版白書 3-5-11-3】。
 低レベル放射性固体廃棄物を浅地中処分する計画が進められており、一時貯蔵施設に
ついては、青森県六ヶ所村において建設が計画中であり、平成 4 年 4 月に、内閣総理
大臣による事業許可が行われた【平成 4 年版白書 3-3-1-2】。
 高レベル放射性廃棄物の処分について、平成 5 年 5 月には高レベル事業推進準備会が
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 英仏に委託している再処理から回収されるプルトニウムの返還輸送については、日米
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業団により実施され、平成 5 年 1 月に終了した【平成 5 年版白書 3-4-1-2】。
 平成 7 年以降、海外再処理に伴い発生するガラス固化体が我が国に返還される予定で
あり、これを受け入れるガラス固化体の一時貯蔵施設については、平成 4 年 4 月に、
内閣総理大臣による事業許可が行われ、青森県六ケ所村において同施設の建設が行わ
れており、平成 7 年 2 月に竣工の予定である【平成 6 年版白書 3-4-1-2】。
 放射性廃棄物の処理処分対策および原子力施設廃止措置(バックエンド対策)を適切
に実施するための方策の確立は整合性のある原子力発電体系という観点から重要な
課題である【平成 7 年版白書 3-4-1-2】。
 ガラス固化体の一時貯蔵施設は、1995 年 1 月に青森県六ケ所村において同施設が竣
工、同年 4 月に事業が開始された【平成 7 年版白書 3-4-1-2】。
 原子力委員会において、平成 7 年 9 月に高レベル放射性廃棄物の地層処分に向けた取
組を強化していく旨の決定を行い「高レベル放射性廃棄物処分懇談会」、「原子力バッ
クエンド対策専門部会」、を設置し、今後国民の理解を得つつ、処分対策を着実に具
体化していくこととしている【平成 8 年版白書 3-3-2】。




ス等について審議を進め、平成 9 年 7 月に報告書案「高レベル放射性廃棄物処分に向
けての基本的考え方について(案)」を取りまとめた【平成 10 年版白書 3-3-2-2】。
 地層処分に係る研究開発等については、動力炉・核燃料開発事業団を中核として、日
本原子力研究所、地質調査所,大学等の関係機関が研究開発の調整・協力を行ってき
たが、平成 9 年 9 月、協力を一層強化すべく「地層処分研究開発協議会」を設置した
【平成 10 年版白書 3-3-2-2】。
 原子力施設の廃止措置に関しては、日本原子力発電(株)の東海発電所 1 号炉が、商業
用の原子炉としては初めて平成 10 年 3 月に停止した【平成 10 年版白書 3-3-2-2】。
 平成 11 年 11 月、核燃料サイクル開発機構は、地層処分の技術的信頼性を明示し、処
分予定地選定及び安全基準の策定に資する技術的拠り所を提示する技術報告書「わが
国における高レベル放射性廃棄物地層処分の技術的信頼性-地層処分研究開発第 2次
取りまとめ-」を原子力委員会へ提出した【平成 12 年版白書 3-3-2-2】。
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 処分費用の見積もりや処分事業の在り方については、総合エネルギー調査会原子力部
会において、平成 11 年 3 月に中間報告がまとめられたが、平成 12 年 3 月、処分実施
主体の設立等を内容とする「特定放射性廃棄物の最終処分に関する法律案」を第 147
回国会に提出した【平成 12 年版白書 3-3-2-2】。
 第 147 回国会にて可決・成立した「特定放射性廃棄物の最終処分に関する法律」に基
づき、平成 12 年 10 月、最終処分を実施する主体として、原子力発電環境整備機構が
設立された【平成 13 年版白書 3-2-2-5】。
 平成 12 年 10 月に原子力安全委員会放射性廃棄物安全規制専門部会において「高レベ
ル放射性廃棄物の処分に係る安全規制の基本的考え方」に関する報告書が取りまとめ
られたところである【平成 13 年版白書 3-2-2-5】。
 平成 10 年 5 月、原子力委員会原子力バックエンド対策専門部会において「RI・研究
所等廃棄物処理処分の基本的考え方について」が取りまとめられ、これを受けて、財
団法人原子力研究バックエンド推進センターが、平成 12 年 12 月に既存法人の改組に
より設立された【平成 13 年版白書 3-2-2-5】。
 }放射性廃棄物の処理及び処分について、核燃料サイクル開発機構が、北海道幌延町
において、平成 13 年 4 月に幌延深地層研究センターを開設したところである【平成
14 年版白書 3-2-2-5】。
 文部科学省は、放射性廃棄物処分の早期実現に向けて、平成 14 年 2 月より「RI・研
究所等廃棄物の処分事業に関する懇談会」を開催し、処分事業の実施に関する制度の
在り方について検討を進めているところである【平成 15 年版白書 3-2-2-5】。
 文部科学省においては、平成 17 年 11 月に科学技術・学術審議会/研究計画・評価分
科会/原子力分野の研究開発に関する委員会の下に RI・研究所等廃棄物作業部会を設
置し、処分事業の具体的な実施主体等についての検討を進めているところである【平
成 18 年版白書 3-2-2】。
 日本原子力研究開発機構は、平成 15 年 3 月に運転を終了した新型転換炉「ふげん」
について、平成 20 年 2 月に原子炉廃止措置研究開発センターに改組し、安全性実証
等の調査研究を行いつつ、機器等の解体を順次実施し、平成 40 年度までに完了する
予定としている【平成 21 年版白書 2-2-2】。
 研究施設や医療施設等から発生する放射性廃棄物（研究施設等廃棄物）は研究施設等
廃棄物の発生量が最も多く、かつ技術的知見を有する日本原子力研究開発機構が、他
の事業者の廃棄物を合わせて処分するという体制を整備すべく、平成 20 年 6 月に「独
立行政法人日本原子力研究開発機構法」の一部が改正され(同年 9 月施行)、これを受
けて、12 月に文部科学省及び経済産業省が「埋設処分業務の実施に関する基本方針」
を策定した【平成 21 年版白書 2-2-2】。
 平成 20 年 12 月、国として「埋設処分業務の実施に関する基本方針」を策定し、平成
21 年 11 月には日本原子力研究開発機構が作成した「埋設処分業務の実施に関する計







 高速増殖炉と新型転換炉は、「動力炉開発業務に関する基本方針」、「同第 2 次基本計
画」に基づき、動力炉・核燃料開発事業団を中心にその研究開発が進められている【昭
和 51 年版白書 3-2-4-1】。
 高速増殖炉については、昭和 51 年臨界を目標に大洗工学センターに高速実験炉「常
陽」の建設を進めるとともに、原型炉「もんじゅ」の建設に必要な関連研究開発など
を進めている【昭和 51 年版白書 3-2-4-1】。
 新型転換炉については、昭和 52 年臨界を目標に、福井県敦賀市に原型炉「ふげん」
の建設を進めている【昭和 51 年版白書 3-2-4-1】。
 昭和 50 年 7 月、新型動力炉開発専門部会を設置し、新型炉開発の進め方について調
査審議を行い、昭和 51 年 8 月、原子力委員会に報告書を提出した【昭和 51 年版白書
3-4-7】。
 原子力委員会は、新型動力炉開発懇談会を 53 年 4 月に設置し、新型動力炉開発の進
め方について審議を行い、54 年 3 月にとりまとめた【昭和 54 年版白書 3-4-8-2】。
 実証炉については、その技術的、経済的評価等を行うため、55 年 2 月、原子力委員
会に「新型転換炉実証炉評価検討専門部会」が設置された【昭和 55年版白書 3-2-4-1】。





 原子力委員会は、新型転換炉実証炉に関する今後の施策の確立に資するため、54 年 1
月、新型転換炉実証炉評価専門部会を設置した【昭和 55 年版白書 3-4-9-2】。
 昭和 42 年以来動力炉・核燃料開発事業団において、「動力炉開発業務に関する基本方
針」及び「同第 3 次基本計画」に基づき、昭和 70 年代の実用化を目指し、自主技術
による研究開発が進められている【昭和 56 年版白書 3-2-4-1】。




 原型炉「もんじゅ」について、昭和 55 年 12 月から安全審査が開始されているが、行




 原子力安全委員会は、昭和 58 年 4 月、安全性の面から「もんじゅ」の建設は妥当で
ある旨の答申を行い、内閣総理大臣は、この答申を受けて昭和 58 年 5 月 27 日付で「も
んじゅ」の建設を許可した【昭和 58 年版白書 3-2-6-1】。
 新型転換炉については、プルトニウム、回収ウラン等を柔軟かつ効率的に利用できる




会において、平成 11 年 3 月に中間報告がまとめられたが、平成 12 年 3 月、処分実施
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 高速増殖炉と新型転換炉は、「動力炉開発業務に関する基本方針」、「同第 2 次基本計
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 原型炉「もんじゅ」について、昭和 55 年 12 月から安全審査が開始されているが、行




 原子力安全委員会は、昭和 58 年 4 月、安全性の面から「もんじゅ」の建設は妥当で
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んじゅ」の建設を許可した【昭和 58 年版白書 3-2-6-1】。
 新型転換炉については、プルトニウム、回収ウラン等を柔軟かつ効率的に利用できる




軽水炉(ABWR)が適切であると判断された【平成 8 年版白書 3-3-2】。
 高速増殖原型炉「もんじゅ」の漏えい事故に関し、平成 10 年 4 月、原子力安全委員
会は、事故の調査審議を終え、再発防止対策として最終報告書を取りまとめ、現在、
同委員会の下に「もんじゅ安全性確認ワーキンググループ」を設置し、もんじゅの安
全性の確認に積極的に取り組んでいるところである【平成 11 年版白書 3-3-2】。
 将来の高速増殖炉開発の在り方については、原子力委員会に設置された高速増殖炉懇




した【平成 11 年版白書 3-3-2】。
 原子力安全委員会は「もんじゅ安全性確認ワーキンググループ」を設置し、平成 12
年 9 月に「もんじゅ」の安全性の確認について報告書が取りまとめられた【平成 13
年版白書 3-2-2-5】。
 「もんじゅ」のナトリウム漏えい対策改造工事については、原子炉設置変更許可申請
を平成 13 年 5 月に行い、平成 14 年 12 月に経済産業省から許可を受けたが、「もんじ
ゅ」原子炉設置許可の無効を求めた行政訴訟に関しては、名古屋高裁金沢支部におい
て平成 15 年 1 月に国側敗訴の判決が下り、国は同月に最高裁に上訴したところであ
る【平成 15 年版白書 3-2-2-5】。
 「もんじゅ」原子炉設置許可の無効を求めた行政訴訟に関しては、平成 15 年 1 月の
国側敗訴の高裁判決を受け、国側は最高裁に上訴し、その上訴が受理された。平成
17 年 3 月には最高裁で口頭弁論が開催された【平成 17 年版白書 3-2-2】。
 「もんじゅ」の原子炉設置許可処分の無効確認を求めた行政訴訟に関しては、平成
17 年 5 月に最高裁において、高裁判決を破棄し、原告住民の控訴を棄却する国側勝
訴の判決が下された
 経済産業省の総合資源エネルギー調査会原子力部会において「原子力立国計画」(平
成 18 年 8 月)が取りまとめられるとともに、文部科学省科学技術・学術審議会研究計
画・評価分科会原子力分野の研究開発に関する委員会においては、平成 18 年 3 月に
取りまとめられた高速増殖炉サイクルの実用化戦略調査研究フェーズ II の最終報告
書を受けて、「高速増殖炉サイクルの研究開発方針について」(平成 18 年 10 月)が取
りまとめられた【平成 19 年版白書 3-2-2】。
 原子力委員会からは「高速増殖炉サイクル技術の今後 10年程度の間における研究開






実用化研究開発」として研究開発を進めることとなった【平成 19 年版白書 3-2-2】。
 高速増殖炉（FBR）サイクル技術は、「第 3 期科学技術基本計画」に基づく「分野別
推進戦略」(平成 18 年 3 月)において戦略重点科学技術及び国家基幹技術として位置
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付けられた【平成 20 年版白書 3-2-2】。
 政府は、「エネルギー基本計画」において、高速増殖炉サイクル技術を、「国として最




組むこととされた【平成 21 年版白書 2-2-2】。
 高速増殖炉サイクル技術の研究開発については、実用化に向けて、現在、高速増殖炉
サイクルの実用施設に採用する革新技術を平成 22 年（2010 年）に決定し、実用施設
及びその実証施設の概念設計を平成 27 年（2015 年）に提示することを目指す「高速
増殖炉サイクル実用化研究開発」を実施している。【平成 22 年版白書 2-2-2】
 経済産業省、文部科学省、電気事業者、メーカー、日本原子力研究開発機構の関係者
から成る「高速増殖炉サイクル実証プロセスへの円滑移行に関する五者協議会」にお
いて、平成 21 年 7 月に「高速増殖実証炉・サイクル研究開発の進め方」として、原
子力機構のプロジェクトマネジメントの強化、電気事業者の評価体制整備、官民負担
の考え方等を合意した【平成 22 年版白書 2-2-2】。
7）原子力科学技術の推進 (核融合、加速器、高出力レーザー)
 原子力委員会は、昭和 43 年 5 月、「核融合研究開発基本計画」を定め、核融合研究を
原子力特定総合研究として、昭和 44 年度から大学および民間企業の協力のもとに、
原研をはじめ関係各機関において実施することとした【昭和 44 年版白書 3-1-3】。
 核融合について原子力委員会は、昭和 43 年 7 月、核融合研究開発を原子力特定総合
研究に指定するとともに、昭和 44 年度から 6 年間を第 1 段階とした核融合研究開発
基本計画を策定した【昭和 51 年版白書 3-4-7】。
 原子力委員会は、第 1 段階の成果を基に原子力委員会では、昭和 50 年 7 月、,昭和 50
年度から昭和 50 年代中頃までを目途とする第 2 段階の核融合研究基本計画を策定し
た。
 原子力委員会は、核融合の研究開発を総合的に推進するため、昭和 50 年 11 月、核融
合会議を設置し、調査審議を進めている【昭和 51 年版白書 3-4-7】。
 通商産業省は従来から「高温還元ガス利用による直接製鉄技術」の研究開発を進めて
きたが、現在までに基礎的な要素技術に関して所期の目標を達成したため、昭和 55
年度で一旦中断されることとなった【昭和 56 年版白書 3-2-4-1】。
 日本原子力研究所において研究開発が進められている高温ガス炉については、今後の
高温ガス炉研究開発計画について調査審議を行うため、昭和 61 年 3 月「高温ガス炉
研究開発計画専門部会」を設置した【昭和 61 年版白書 3-4-10-2】。
 原子力委員会の下に高温ガス炉研究開発計画専門部会を昭和 61 年 3 月に設置し、審
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建設を進めている【平成 13 年版白書 3-2-2-5】。
 核融合研究開発の推進は、平成 15 年 1 月に科学技術・学術審議会核融合研究 WG が
取りまとめた「今後の我が国の核融合研究の在り方について」をも踏まえ、引き続き
重点化を図りつつ推進していく【平成 16 年版白書 3-2-2-5】。
 文部科学省では、ITERが我が国に設置されることを想定した場合における ITER の安
全規制のあり方に関して、ITER 安全規制検討会を開催し検討を進め、平成 15 年 11
月に報告書「ITER の安全確保について」を取りまとめた【平成 16 年版白書 3-2-2-5】。







2007 年（平成 19 年）2 月には、核融合の将来への幅広いアプローチの実施協定に署
名され、我が国には、ITER（イーター）の次の原型炉の実現に向けた研究開発を行
う国際研究開発拠点が構築されることとなる【平成 19 年版白書 3-2-2】。
 2007年（平成19年）6月、イーター国際核融合エネルギー機関設立協定(以下、「ITER(イ
ーター)協定」)は 2007 年（平成 19 年）10 月に発効し、本格的に活動を開始した【平
成 20 年版白書 3-2-2】。
 核融合分野における二国間協力では、米国、欧州、韓国に続き、2007 年（平成 19 年）
12 月に、中国と核融合研究協力実施取決めを結んだ【平成 20 年版白書 3-2-2】。
8）核不拡散対策
 原子力委員会は、昭和 53 年 3 月、原子力開発利用を巡る国際問題等の重要課題に適
切に対処するため、官民一体となった審議機関として原子力国際問題等懇談会を設置




子炉等規制法に基づき国内保障措置を実施している【平成 4 年版白書 3-3-1-2】。
 我が国は、核物質防護条約に加入し、国内法令を整備するとともに、核物質防護に関
する調査・研究を実施している【平成 4 年版白書 3-3-1-2】。
 平成 8 年 9 月、核兵器のない世界に向けた歴史的な一歩となる、包括的核実験禁止条
約(CTBT)が国連総会において採択され、我が国も署名した【平成 8 年版白書 3-3-2】。
 平成 11 年 12 月、IAEA 保障措置の強化・効率化のための追加議定書を締結した【平
成 12 年版白書 3-3-2-2】。
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 我が国は、核兵器廃絶を目指し、2000 年(平成 12 年)に NPT 運用検討会議で合意され
た「全面的核廃絶に向けた明確な約束」を含む核軍縮・核不拡散における将来に向け
た「現実的措置」の実施に向けて積極的に働きかけていく【平成 13年版白書 3-2-2-5】。
 査察回数の削減により IAEA 保障措置を効率化する「統合保障措置」を実施し、2008
年には、「統合保障措置」を効果及び効率の面で一層進化させるため、世界で初めて
プルトニウムを扱う施設を含む『サイト統合保障措置手法』を開発し、JNC‐1 サイ
ト（日本原子力研究開発機構）において実施した【平成 21 年版白書 2-2-2】。
 平成 21 年（2009 年）11 月、日米首脳会談において「核兵器のない世界に向けた日米
共同ステートメント」が発表され、核不拡散・保障措置分野の技術開発等の協力拡大
が合意されたことを踏まえ、今後核不拡散・保障措置に係る日米協力を一層強化して
いく予定である【平成 22 年白書 2-2-2】。
 原子力委員会は、昭和 53 年度には国際核燃料サイクル評価対策協議会、核物質防護
専門部会、核融合会議等を継続して運営したほか、新たに原子力船研究開発専門部会
を 54 年 1 月に設置し、原子力船研究開発の課題、体制の在り方等について審議を行
うとともに、放射性廃棄物対策専門部会を 54 年 2 月に設置し、放射性廃棄物対策の
進め方について審議を行っている【昭和 54 年白書 3-4-8-2】。
 原子力委員会はポスト INFCE 問題協議会、また、ウラン濃縮の国内事業化方策等を
審議するためのウラン濃縮国産化専門部会、放射線化学の研究開発及び実用化に関す
る事項等を審議するための放射線利用専門部会、及び廃炉対策に関する基本的事項等
を審議するための廃炉対策専門部会をそれぞれ、55 年 4 月 18 日、10 月 17 日、11 月




国における保障措置の改善については、同協議会保障措置研究会が昭和 56 年 10 月に
取りまとめた「国内保障措置体制の整備計画について」においてその指針が明らかに
された【昭和 57 年白書 3-2-6-1】。
9）国際協力
 原子力の平和利用のための二国間協力として、(1)日米原子力協力協定(昭和 33 年 12
月発効,10 年間有効)による原子炉および濃縮ウラン等の受入れ、(2)日英原子力協力協





管協定が発効した。【昭和 42 年白書 5-2-5】
 また日米協定の有効期間が満了に近いこと、および国内電力業界における発電用原子
炉の建設計画の具体化に伴って、濃縮ウランの長期的安定供給の確保を図る必要があ
ることなどにより、その改訂交渉がすすめられている。【昭和 42 年白書 5-2-5】
 昭和 52 年 5 月のロンドン首脳会談における合意に基づき、同年 10 月、国際核燃料サ
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ることを目的として、昭和 52 年 9 月、原子力委員会の下に学識経験者等を構成員と
する「INFCE 対策協議会」を設け、審議を進めている【昭和 53 年版白書 3-4-7】。 国
際協力に関しては、IAEA, IEA における研究者交流、情報交換等の協力、共同研究計





の共同概念設計活動が、昭和 63 年 4 月より開始され、我が国としても本計画に積極
的に参加することとしている【昭和 63 年版白書 3-3-6-1】。
 日・EC核融合協力協定が、平成元年 2 月に締結され、日本原子力研究所とフランス・
カダラッシュ研究所との間で、荷電粒子回収に関する共同研究が開始された【平成元
年版白書 3-3-6-1】。
 日本,米国,EC,ロシアの 4 極の協力により推進している国際熱核融合実験(ITER)計画
については、平成 4 年 7 月には、ITER 工学設計活動に関する協定等が締結され、本
年度より工学設計活動が開始されることとなった【平成 4 年版白書 3-3-1-2】。
 原子力開発利用は、平成 3 年 4 月、日ソ原子力平和的利用協力協定を締結した【平成
4 年版白書 3-3-1-2】。
 工学設計活動においては、1996 年(平成 8 年)12 月には、ITER 理事会において詳細設
計報告書が受領され、各国に提示されるなど、本格的な設計活動が進展している。
 1996年(平成 8年)7月には ITERの建設,運転,利用段階への移行に関しての国際的な準
備協議が開始され、国内においても、国内外の状況等を踏まえ、今後の ITER 計画の
進め方に関し、原子力委員会に懇談会を設置する等の対応を行っているところである
【平成 9 年版白書 3-3-2-2】。
 近隣アジア諸国に対して、平成 8 年 11 月、「アジア原子力安全東京会議」を開催する
とともに、平成 9 年 3 月には「アジア地域原子力協力国際会議」を開催(平成 2 年よ
り毎年 3 月に開催)し、近隣アジア諸国の原子力開発利用の政策及び国際協力の現状
などについて意見交換を行った【平成 9 年版白書 3-3-2-2】。
 日本、米国、EU 及びロシアの 4 極により推進されている国際熱核融合実験炉(ITER)
計画は、実験炉の開発を目指した研究開発を国際協力の下で進めており、これまでの
設計活動は、概ね順調に進捗しているが、現在の各極の財政的な事情等を勘案すると
現時点で建設への移行が困難であるとの見通しから、1998 年(平成 10 年)7 月までの
予定である現在の工学設計活動を 3 年間延長する方向で国際的な検討が行われてい
る【平成 10 年版白書 3-3-2-2】。
 1999 年(平成 11 年)7 月以降米国が ITER から撤退するという状況となり、国際協議を
経て、日本、EU 及びロシアの ITER 関係者の間で、米国が撤退した後も 3 極により
EDA を 3 年間継続する意向を確認した【平成 11 年版白書 3-3-2】。
 原子力委員会核融合会議における審議の結果、3 極により EDA を継続・完了すべき
との結論が取りまとめられ(1998 年(平成 10 年)11 月)、原子力委員会において同結論
は適切であるとの見解が取りまとめられた(1998(平成 10 年)12 月) 【平成 11 年版白
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書 3-3-2】。
 国際熱核融合実験炉(ITER)計画については、平成 13 年 2 月には ITER の最終設計報
告書のドラフトが完成し、各極のレビューを経た後、了承され、平成 13 年 7 月には
工学設計活動は完了する予定である【平成 13 年版白書 3-2-2-5】。




るに至った【平成 13 年版白書 3-2-2-5】。
 国際熱核融合実験炉(ITER)計画については 2001 年(平成 13 年)7 月には、工学設計活
動が終了し、同年 11 月から ITER の建設・運転等に関する共同実施協定の作成等を
行う政府間協議が日本、EU、ロシア、カナダの 4 極により開始され、2003 年(平成
15 年)2 月からは米国、中国を加えた 6 極で協議が進められているところであり、我
が国としては、青森県六ヶ所村を候補地として誘致を視野に入れて政府間協議に臨む
との方針が閣議において了解(平成 14 年 5 月 31 日)され、それを踏まえ、政府間協議
に参加している【平成 15 年版白書 3-2-2-5】。
 文部科学省では、平成 15 年 3 月に「ITER の安全確保について(中間とりまとめ)」を
取りまとめ、これに基づき、同月「ITER の安全確保に係る当面の対応の基本方針に
ついて」を策定した【平成 15 年版白書 3-2-2-5】。
 我が国は、米国、フランス等の 10 か国と 1 機関が加盟する、第 4世代原子力システ
ムに関する国際フォーラム(GIF)にも参画しており、平成 17 年 2 月には、米国、フラ
ンス、英国、カナダ、日本の 5 か国政府間で次世代原子力技術の開発に関する枠組協
定を締結した【平成 17 年版白書 3-2-2】。
 2005 年（平成 17 年）6 月の ITER(イーター)閣僚級会合(モスクワ)において ITER(イ
ーター)建設地がフランス・カダラッシュに決定した後、同年 11 月には ITER(イータ
ー)国際機構の機構長予定者が決定し、2006 年（平成 18 年）4 月には、東京で開かれ
た次官級協議において、ITER(イーター)国際機構設立に向けた政府間協議が終了する
など、実現に向け大きく前進している【平成 18 年版白書 3-2-2】。
 2006 年（平成 18 年）2 月に米国が提案した、原子力発電の世界的な発展拡大を許容
しつつ核不拡散を確保するための「国際原子力エネルギ ・ーパートナーシップ(GNEP)
構想」を我が国も評価しており、本構想に関する協力を日米間で積極的に進めている
【平成 19 年版白書 3-2-2】。
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の共同概念設計活動が、昭和 63 年 4 月より開始され、我が国としても本計画に積極
的に参加することとしている【昭和 63 年版白書 3-3-6-1】。
 日・EC核融合協力協定が、平成元年 2 月に締結され、日本原子力研究所とフランス・
カダラッシュ研究所との間で、荷電粒子回収に関する共同研究が開始された【平成元
年版白書 3-3-6-1】。
 日本,米国,EC,ロシアの 4 極の協力により推進している国際熱核融合実験(ITER)計画
については、平成 4 年 7 月には、ITER 工学設計活動に関する協定等が締結され、本
年度より工学設計活動が開始されることとなった【平成 4 年版白書 3-3-1-2】。
 原子力開発利用は、平成 3 年 4 月、日ソ原子力平和的利用協力協定を締結した【平成
4 年版白書 3-3-1-2】。
 工学設計活動においては、1996 年(平成 8 年)12 月には、ITER 理事会において詳細設
計報告書が受領され、各国に提示されるなど、本格的な設計活動が進展している。
 1996年(平成 8年)7月には ITERの建設,運転,利用段階への移行に関しての国際的な準
備協議が開始され、国内においても、国内外の状況等を踏まえ、今後の ITER 計画の
進め方に関し、原子力委員会に懇談会を設置する等の対応を行っているところである
【平成 9 年版白書 3-3-2-2】。
 近隣アジア諸国に対して、平成 8 年 11 月、「アジア原子力安全東京会議」を開催する
とともに、平成 9 年 3 月には「アジア地域原子力協力国際会議」を開催(平成 2 年よ
り毎年 3 月に開催)し、近隣アジア諸国の原子力開発利用の政策及び国際協力の現状
などについて意見交換を行った【平成 9 年版白書 3-3-2-2】。
 日本、米国、EU 及びロシアの 4 極により推進されている国際熱核融合実験炉(ITER)
計画は、実験炉の開発を目指した研究開発を国際協力の下で進めており、これまでの
設計活動は、概ね順調に進捗しているが、現在の各極の財政的な事情等を勘案すると
現時点で建設への移行が困難であるとの見通しから、1998 年(平成 10 年)7 月までの
予定である現在の工学設計活動を 3 年間延長する方向で国際的な検討が行われてい
る【平成 10 年版白書 3-3-2-2】。
 1999 年(平成 11 年)7 月以降米国が ITER から撤退するという状況となり、国際協議を
経て、日本、EU 及びロシアの ITER 関係者の間で、米国が撤退した後も 3 極により
EDA を 3 年間継続する意向を確認した【平成 11 年版白書 3-3-2】。
 原子力委員会核融合会議における審議の結果、3 極により EDA を継続・完了すべき
との結論が取りまとめられ(1998 年(平成 10 年)11 月)、原子力委員会において同結論
は適切であるとの見解が取りまとめられた(1998(平成 10 年)12 月) 【平成 11 年版白
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書 3-3-2】。
 国際熱核融合実験炉(ITER)計画については、平成 13 年 2 月には ITER の最終設計報
告書のドラフトが完成し、各極のレビューを経た後、了承され、平成 13 年 7 月には
工学設計活動は完了する予定である【平成 13 年版白書 3-2-2-5】。




るに至った【平成 13 年版白書 3-2-2-5】。
 国際熱核融合実験炉(ITER)計画については 2001 年(平成 13 年)7 月には、工学設計活
動が終了し、同年 11 月から ITER の建設・運転等に関する共同実施協定の作成等を
行う政府間協議が日本、EU、ロシア、カナダの 4 極により開始され、2003 年(平成
15 年)2 月からは米国、中国を加えた 6 極で協議が進められているところであり、我
が国としては、青森県六ヶ所村を候補地として誘致を視野に入れて政府間協議に臨む
との方針が閣議において了解(平成 14 年 5 月 31 日)され、それを踏まえ、政府間協議
に参加している【平成 15 年版白書 3-2-2-5】。
 文部科学省では、平成 15 年 3 月に「ITER の安全確保について(中間とりまとめ)」を
取りまとめ、これに基づき、同月「ITER の安全確保に係る当面の対応の基本方針に
ついて」を策定した【平成 15 年版白書 3-2-2-5】。
 我が国は、米国、フランス等の 10 か国と 1 機関が加盟する、第 4世代原子力システ
ムに関する国際フォーラム(GIF)にも参画しており、平成 17 年 2 月には、米国、フラ
ンス、英国、カナダ、日本の 5 か国政府間で次世代原子力技術の開発に関する枠組協
定を締結した【平成 17 年版白書 3-2-2】。
 2005 年（平成 17 年）6 月の ITER(イーター)閣僚級会合(モスクワ)において ITER(イ
ーター)建設地がフランス・カダラッシュに決定した後、同年 11 月には ITER(イータ
ー)国際機構の機構長予定者が決定し、2006 年（平成 18 年）4 月には、東京で開かれ
た次官級協議において、ITER(イーター)国際機構設立に向けた政府間協議が終了する
など、実現に向け大きく前進している【平成 18 年版白書 3-2-2】。
 2006 年（平成 18 年）2 月に米国が提案した、原子力発電の世界的な発展拡大を許容
しつつ核不拡散を確保するための「国際原子力エネルギ ・ーパートナーシップ(GNEP)
構想」を我が国も評価しており、本構想に関する協力を日米間で積極的に進めている
【平成 19 年版白書 3-2-2】。


















ともない、最先端研究開発などを本格的に進めていく【平成 22 年版白書 2-2-2】。
 米国、フランスをはじめとする原子力先進国との間では、第 4 世代原子力システムに
関する国際フォーラム（GIF）等の活動を通じ、FBR 等のより安全で経済性の高い原
子力システムの研究開発等、多岐にわたる協力を行っている【平成 22 年版白書 2-2-2】。





【平成 23 年版白書 2-2-2】。




 昭和 38 年 8 月、日本原子力船開発事業団が設立され、トン数約 6,900 トンの海洋観
測および乗員訓練用の実験船を 43 年度完成目途に建造することになり、40 年 3 月造
船会社による競争入札を行なったが、応札者がなく、再検討が行われることになった
【昭和 40 年版白書 1-2-2-2】。
 原子力委員会は、昭和 42 年 3 月、原子力第 1船開発基本計画を改訂し、関係業界の
協力を得て昭和 42 年からその建造に着手することとした【昭和 42 年版白書 1-2-4】。
 原子力船については、原子力委員会の方針に基づき、政府は、昭和 38 年に「原子力
第一船開発基本計画」を策定し、日木原子力船開発事業団(原船事業団)は、この基本
計画によりその具体化を進めてきた【昭和 44 年版白書 3-1-3】。
 昭和 42 年 4 月、政府は基本計画を改訂し、昭和 42 年の原子力委員会の長期計画にお
いて、原子力第一船の建造は、動力炉開発とならんで「原子力特別研究開発計画(国
のプロジェクト)」として、昭和 46 年度完成を目途に一層の推進が図られることとな
った【昭和 44 年版白書 3-1-3】。
 昭和 49 年 9 月、「むつ」で,放射線漏れが起きたことを受け、政府は、昭和 49 年 10
月、「むつ」放射線漏れ問題調査委員会を設け、放射線漏れの原因、「むつ」開発体制
のあり方などについて調査、検討を行った【昭和 51 年版白書 3-2-4-1】。








めた【昭和 51 年版白書 3-4-7】。
 日本原子力船開発事業団を中心として「むつ」の開発を今後とも推進することとし、
現行の日本原子力船開発事業団法の改正法案(10年間延長)を 51年 1月第 77回国会に
提出したが、数年間の継続審査となり、52 年 11 月、第 82 回国会において同法案は 1
部修正(55 年 11 月 30 日まで延長)のうえ、可決成立した【昭和 52 年版白書 3-2-4-1】。
 佐世保市議会は、市長から提出された「むつ」の修理港受け入れの諮問に対し、昭和
52 年 4 月 1 日、同意する旨議決し、長崎県議会は、知事から提出された「核燃料体
を船体から取り外して入港する」ことを条件とする「むつ」の修理港受け入れの諮問
に対し、同年 4 月 30 日適当と認める旨議決した【昭和 52 年版白書 3-2-4-1】。
 原子力船開発については、日本原子力船開発事業団における「むつ」の総点検、改修
及びその後の実験航海を行うため、日本原子力船開発事業団法を昭和 62 年 6 月 30
日まで延長することが適当であると判断した【昭和 52 年版白書 3-4-7】。
 政府は、その後も「むつ」修理港受入れについて長崎側と折衝を続けてきたが、昭和




に対し、再要請を行った【昭和 53 年版白書 3-2-4-1】。
 長崎県知事及び佐世保市長は、「むつ」受入れについてそれぞれ議会に諮問し、昭和
53年 6月、両議会とも「むつ」受入れに同意する旨議決した【昭和 53年版白書 3-2-4-1】。
 昭和 53 年 7 月、長崎県知事及び佐世保市長は政府に対し、「むつ」を受け入れる旨回
答した【昭和 53 年版白書 3-2-4-1】。
 昭和 53 年 7 月、科学技術庁、日本原子力船開発事業団、長崎県、佐世保市及び長崎
県漁業協同組合連合会との間で「むつ」佐世保港修理受入れについての合意協定書が
締結された【昭和 53 年版白書 3-2-4-1】。
 昭和 55 年 11 月 29 日、従来の日本原子力船開発事業団を日本原子力船研究開発事業
団に改組し、「むつ」の開発を引き続き進めるとともに、新たに原子力船の開発に必
要な研究に着手することとした【昭和 56 年版白書 3-2-4-1】。
 佐世保港における「むつ」の修理については修理期間(昭和 56 年 10 月まで)を延長せ
ざるを得ないとの判断に至り、科学技術庁及び日本原子力船研究開発事業団は昭和
56 年 8 月、地元関係三者(長崎県知事、佐世保市長、長崎県漁連会長)に対し、「むつ」
が修理を終えて佐世保港を出港する期限を昭和 57年 8月 31日まで延長することを要
請し、地元関係三者は、この要請について、議会等それぞれの関係機関に諮り、「む
つ」の修理期限は、昭和 57 年 8 月 31 日まで延長されることとなった【昭和 57 年版
白書 3-2-6-1】。
 「むつ」は佐世保港においてすべての修理を終了し、昭和 57 年 8 月 30 日、青森県関
係三者と科学技術庁、日本原子力船研究開発事業団との間に「原子力船『むつ』の新









ともない、最先端研究開発などを本格的に進めていく【平成 22 年版白書 2-2-2】。
 米国、フランスをはじめとする原子力先進国との間では、第 4 世代原子力システムに
関する国際フォーラム（GIF）等の活動を通じ、FBR 等のより安全で経済性の高い原
子力システムの研究開発等、多岐にわたる協力を行っている【平成 22 年版白書 2-2-2】。





【平成 23 年版白書 2-2-2】。




 昭和 38 年 8 月、日本原子力船開発事業団が設立され、トン数約 6,900 トンの海洋観
測および乗員訓練用の実験船を 43 年度完成目途に建造することになり、40 年 3 月造
船会社による競争入札を行なったが、応札者がなく、再検討が行われることになった
【昭和 40 年版白書 1-2-2-2】。
 原子力委員会は、昭和 42 年 3 月、原子力第 1船開発基本計画を改訂し、関係業界の
協力を得て昭和 42 年からその建造に着手することとした【昭和 42 年版白書 1-2-4】。
 原子力船については、原子力委員会の方針に基づき、政府は、昭和 38 年に「原子力
第一船開発基本計画」を策定し、日木原子力船開発事業団(原船事業団)は、この基本
計画によりその具体化を進めてきた【昭和 44 年版白書 3-1-3】。
 昭和 42 年 4 月、政府は基本計画を改訂し、昭和 42 年の原子力委員会の長期計画にお
いて、原子力第一船の建造は、動力炉開発とならんで「原子力特別研究開発計画(国
のプロジェクト)」として、昭和 46 年度完成を目途に一層の推進が図られることとな
った【昭和 44 年版白書 3-1-3】。
 昭和 49 年 9 月、「むつ」で,放射線漏れが起きたことを受け、政府は、昭和 49 年 10
月、「むつ」放射線漏れ問題調査委員会を設け、放射線漏れの原因、「むつ」開発体制
のあり方などについて調査、検討を行った【昭和 51 年版白書 3-2-4-1】。








めた【昭和 51 年版白書 3-4-7】。
 日本原子力船開発事業団を中心として「むつ」の開発を今後とも推進することとし、
現行の日本原子力船開発事業団法の改正法案(10年間延長)を 51年 1月第 77回国会に
提出したが、数年間の継続審査となり、52 年 11 月、第 82 回国会において同法案は 1
部修正(55 年 11 月 30 日まで延長)のうえ、可決成立した【昭和 52 年版白書 3-2-4-1】。
 佐世保市議会は、市長から提出された「むつ」の修理港受け入れの諮問に対し、昭和
52 年 4 月 1 日、同意する旨議決し、長崎県議会は、知事から提出された「核燃料体
を船体から取り外して入港する」ことを条件とする「むつ」の修理港受け入れの諮問
に対し、同年 4 月 30 日適当と認める旨議決した【昭和 52 年版白書 3-2-4-1】。
 原子力船開発については、日本原子力船開発事業団における「むつ」の総点検、改修
及びその後の実験航海を行うため、日本原子力船開発事業団法を昭和 62 年 6 月 30
日まで延長することが適当であると判断した【昭和 52 年版白書 3-4-7】。
 政府は、その後も「むつ」修理港受入れについて長崎側と折衝を続けてきたが、昭和




に対し、再要請を行った【昭和 53 年版白書 3-2-4-1】。
 長崎県知事及び佐世保市長は、「むつ」受入れについてそれぞれ議会に諮問し、昭和
53年 6月、両議会とも「むつ」受入れに同意する旨議決した【昭和 53年版白書 3-2-4-1】。
 昭和 53 年 7 月、長崎県知事及び佐世保市長は政府に対し、「むつ」を受け入れる旨回
答した【昭和 53 年版白書 3-2-4-1】。
 昭和 53 年 7 月、科学技術庁、日本原子力船開発事業団、長崎県、佐世保市及び長崎
県漁業協同組合連合会との間で「むつ」佐世保港修理受入れについての合意協定書が
締結された【昭和 53 年版白書 3-2-4-1】。
 昭和 55 年 11 月 29 日、従来の日本原子力船開発事業団を日本原子力船研究開発事業
団に改組し、「むつ」の開発を引き続き進めるとともに、新たに原子力船の開発に必
要な研究に着手することとした【昭和 56 年版白書 3-2-4-1】。
 佐世保港における「むつ」の修理については修理期間(昭和 56 年 10 月まで)を延長せ
ざるを得ないとの判断に至り、科学技術庁及び日本原子力船研究開発事業団は昭和
56 年 8 月、地元関係三者(長崎県知事、佐世保市長、長崎県漁連会長)に対し、「むつ」
が修理を終えて佐世保港を出港する期限を昭和 57年 8月 31日まで延長することを要
請し、地元関係三者は、この要請について、議会等それぞれの関係機関に諮り、「む
つ」の修理期限は、昭和 57 年 8 月 31 日まで延長されることとなった【昭和 57 年版
白書 3-2-6-1】。
 「むつ」は佐世保港においてすべての修理を終了し、昭和 57 年 8 月 30 日、青森県関
係三者と科学技術庁、日本原子力船研究開発事業団との間に「原子力船『むつ』の新
定係港及び大湊港への入港等に関する協定書」が締結されたのを受け、昭和 57 年 8
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月 31 日に佐世保港を出港、同年 9 月 6 日大湊港に入港し、定係港の問題についても、
上記協定においてむつ市関根浜地区に新定係港を速やかに建設することが合意され
ている【昭和 58 年版白書 3-2-6-1】。
 日本原子力船研究開発事業団を、行政改革の一環として昭和 60 年 3 月 31 日までに日
本原子力研究所に統合するための法律案が、昭和 59 年 3 月 28 日第 101 国会に提出さ
れ、審議が行われた【昭和 59 年版白書 3-2-6-1】。
 「原子力船懇談会」は、昭和 58 年 11 月には報告書をまとめ、原子力委員会は、同懇
談会の報告書を基に慎重に審議をした結果、昭和 58 年 12 月には、日本原子力船研究
開発事業団を日本原子力研究所に統合することを内容とした「日本原子力船研究開発
事業団の統合について」を決定し、昭和 59 年 1 月には、「今後の原子力船研究開発の
あり方について」を決定し、今後の我が国の原子力船研究開発のあり方を示した【昭




る基本計画」を昭和 60 年 3 月 31 日に決定した【昭和 60 年版白書 3-2-6-1】。
 昭和 38 年以来「むつ」の開発を進めてきた日本原子力船研究開発事業団は、昭和 60
年 3 月 31 日をもって日本原子力研究所に統合された【昭和 60 年版白書 3-2-6-1】。
 原子力船「むつ」は平成 3 年 2 月から 1 年間の実験航海を実施し、平成 4 年 2 月に成
功裡に全ての実験を終了した【平成 4 年版白書 3-3-1-2】。
11）その他
 食品照射に関し、原子力委員会は、昭和 42 年度に、これを原子力特定総合研究とし
て関係機関の協力のもとに計画的に推進することとし、「食品照射研究開発基本計画」
を策定した【昭和 44 年版白書 3-1-3】。
 原子力人材を育成・確保については、産学官が連携し、「原子力人材育成関係者協議
会」において原子力技術者育成に関する検討等を進めている【平成 22 年版白書 2-2-2】。
 原子力人材を育成・確保するため、文部科学省では、「国際原子力人材育成イニシア
ティブ」により関係機関が連携した人材育成事業に補助金を交付し支援している【平


















55 年度までに電気出力 1,000KW 級 2 方式のパイロットプラントを建設すべく、現在
その詳細設計を行っており、また太陽光発電については、新製造方法の開発又は新材




途に建屋の建設工事が行われている。【昭和 53 年版白書 1-3-2-1】
 昭和 55 年度から石油代替エネルギー関係予算が拡充され、原子力以外の石油代替エ
ネルギーの開発等の促進のために必要な業務を総合的に行うことを目的とする新エ






科学技術会議は「エネルギー研究開発基本計画」を答申した【平成 7 年版白書 1-2-3】。
 バイオマス資源の利活用を推進するため「バイオマス・ニッポン総合戦略」(平成 14
年 12 月閣議決定)が策定された【平成 15 年版白書 3-2-2-5】。





ている【平成 20 年版白書 3-2-2】。
 平成 22 年 12 月には、「バイオマス活用推進基本法」に基づく、「バイオマス活用推進
基本計画」が閣議決定された【平成 23 年版白書 2-2-2】。
 福島再生可能エネルギー研究開発拠点（仮称）の整備。産業技術総合研究所では、平
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48 年度から開始している【昭和 49 年版白書 1-2-1-2】。
 昭和 46 年 5 月に出された産業構造審議会の中問答申「1970 年代の通商産業政策」に
おいても産業構造の知識集約化がうたわれているが、省エネルギー化の要請にこたえ
るための産業構造ビジョンを早急に策定し、その具体的な推進を図ることが引き続き









源問題(昭和 46 年 12 月)」として集大成されている【昭和 50 年版白書 1-3-1】。
 科学技術会議は、昭和 48 年 7 月 9 日に開催された第 20 回本会議においてエネルギー
科学技術部会を設置し、昭和 49 年 5 月 30 日「エネルギー技術開発の展望と課題」と
いう中間報告を行った【昭和 50 年版白書 1-3-1】。
 省エネルギーについては、昭和 53 年度から、産業から国民生活までの広汎な分野に
わたる省エネルギー技術を総合的に開発するための計画「ムーンライト計画」が発足
した【昭和 53 年版白書 1-3-2-1】。
 政府では、広域エネルギー利用ネットワークシステム(エコエネルギー都市:ニューサ
ンシャイン計画)、エネルギー変換と効率利用、省資源・省エネルギー型国土建築技





 2008 年（平成 20 年）7 月に北海道洞爺湖で開催されるサミットにおいては、環境問
題が主要テーマの一つとなる。当サミットに向け、日本学術会議は、インターアカデ
ミーカウンシル(IAC)が 2007 年（平成 19 年）10 月に公表した報告書「持続可能なエ
ネルギー:未来への指針－“Lighting the Way: Toward a Sustainable Energy Future”」の取
りまとめ及び広報に協力した【平成 20 年版白書 3-2-2】。
 経済産業省は、平成 23 年 3 月に策定した「省エネルギー技術戦略 2011」では、省エ









和 49 年版白書 1-2-1-2】。
 アメリカでプロジェクト「ターゲット計画」として研究開発が行われている天然ガス
改質水素燃料電池は、我が国も実用試験に参加しており昭和 48 年から商品化の研究





 MHD 発電は、1960 年頃から通商産業省工業技術院電子技術総合研究所などにおいて
研究が開始され、昭和 41 年度には通商産業省工業技術院の大型プロジェクトのテー
マとなり、昭和 44 年度には 140 時間(約 2kw)の連続運転及び 1,180kw(1 分間)の出力




れている【昭和 50 年版白書 1-3-2】。
 海水中のウラン抽出について、我が国でも、昭和 50 年度から通商産業省でウランを
始めとする希少資源の開発調査が開始される予定である【昭和 50 年版白書 1-3-2】。
 通商産業省の大型工業技術研究開発制度において、深海底に多量に賦存するニッケル、
銅、コバルト、マンガン等の重要金属を含有するマンガン団塊を採鉱するためのマン
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野が)重点 8 分野のひとつと位置付けられ、平成 13 年 9 月に分野別推進戦略が策定さ















に名称を改めて推進している【平成 19 年版白書 3-2-2-6】。
(2) ものづくり基盤技術基本計画等
 製造業の発展を支えるものづくり基盤技術の積極的な振興を図るため、ものづくり基
盤技術振興基本法(平成 11 年法律第 2 号)に基づき、ものづくり基盤技術基本計画(平
成 12 年 9 月)が策定され、その振興に関する施策を総合的かつ計画的に推進を図って
いるところである【平成 13 年版白書 3-2-2-6】。
 「ものづくり基盤技術基本計画」(平成 12 年 9 月)では、高付加価値極限技術、環境
負荷最小化技術、製造現場安全確保技術、IT・生物原理に立脚したものづくり技術等
の研究開発を積極的に進めている【平成 13 年版白書 3-2-2-6】。
 中小企業は、競争の進展に伴う取引関係の変化や、技術の高度化・専門化による技術
開発リスクの上昇、人材・資金面での経営資源確保の困難さなど、様々な課題に直面
している。このため、平成 18 年 4 月に公布された、「中小企業のものづくり基盤技術
の高度化に関する法律」(平成 18 年法律第 33 号)に基づき、経済産業省において、川
上・川下産業間の情報共有の促進や、基盤技術に関する研究開発への支援等、戦略的・









【平成 19 年版白書 3-2-2-6】。
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【平成 19 年版白書 3-2-2-6】。




















の 5 件がおのおの 1 社に普及されている【昭和 46 年版白書 3-3-2】。






技術開発に成功している【昭和 47 年版白書 3-3-2】。
 文部科学省において次世代の基盤技術の開発等、科学技術振興事業団による「超精密
半導体計測技術」9、「大津局在フォトンプロジェクト」10等の研究開発が行われてい
る【平成 13 年版白書 3-2-2-6】。
 理化学研究所では、シミュレーション技術等の各種情報技術の統合を目的に、新たな
概念であるボリュームデータの利用技術に基づく「先端的 ITを用いた技術情報統合







































発等を推進している。また、IMS 国際共同研究プログラムにおいて 21 の共同研究プ
ロジェクトを推進している【平成 13 年版白書 3-2-2-6】。
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発等を推進している。また、IMS 国際共同研究プログラムにおいて 21 の共同研究プ
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目指す「高集積・複合 MEMS 製造技術開発プロジェクト」、「MEMS 用設計・解析支援
システム開発プロジェクト」を実施している【平成 19 年版白書 3-2-2-6】。
 経済産業省では、技術戦略マップに沿ったミッション型「本格ロボット」実現に向け
た先端的な技術開発等（産業用、サービス、特殊環境用）を行う「戦略的先端ロボッ





 経済産業省では、平成 22 年度より、新しいものづくり基盤技術を創出するべく、難
加工素材の非接触で高精度・短時間、高品位な加工を実現する、「高出力多波長複合
















ため、各種施策を通じて積極的に推進している【平成 19 年版白書 3-2-2-6】。
 高等教育分野においては、各大学においてものづくりを支える実践的教育を行うとと
もに、専門職大学院における高度専門職業人の養成を質・量共に充実させることを目
















野の失敗事例を収録したデータベースを提供している。平成 19 年 3 月末現在、自主



































システム開発プロジェクト」を実施している【平成 19 年版白書 3-2-2-6】。
 経済産業省では、技術戦略マップに沿ったミッション型「本格ロボット」実現に向け
た先端的な技術開発等（産業用、サービス、特殊環境用）を行う「戦略的先端ロボッ





 経済産業省では、平成 22 年度より、新しいものづくり基盤技術を創出するべく、難
加工素材の非接触で高精度・短時間、高品位な加工を実現する、「高出力多波長複合
















ため、各種施策を通じて積極的に推進している【平成 19 年版白書 3-2-2-6】。
 高等教育分野においては、各大学においてものづくりを支える実践的教育を行うとと
もに、専門職大学院における高度専門職業人の養成を質・量共に充実させることを目
















野の失敗事例を収録したデータベースを提供している。平成 19 年 3 月末現在、自主































基盤技術継承を支援した【平成 20 年版白書 2-2-2-6】。
 全国の商工会・商工会議所を「知財駆け込み寺」として、相談取次窓口機能を整備す
るとともに、知的財産を中核に据えた企業活動の普及を目的としたセミナーを各地で












第 1 次地震予知計画が策定され、その後、5 か年計画として更新されるようになった。予知
計画は、測地学審議会がとりまとめた。予知に関する総合的な判断は、地震予知連絡会が行
うこととなった。その後、平成 7 年 1 月の阪神・淡路大震災を契機に、地震に関する調査研
究の一元的な推進のための体制の整備等を目的として成立した地震防災対策特別措置法に




この間、昭和 56 年 7 月には、「防災に関する研究開発基本計画」(内閣総理大臣決定、平
成 5 年改定)が策定され、この基本計画に基づき、防災に関する研究開発が進められた。
第 2 期科学技術基本計画の「国家的・社会的課題に対応した研究開発の重点化」において、









 社会基盤分野は、第 2 期科学技術基本計画において、国の存立にとって基盤的であり、
国として取り組むことが不可欠な領域とされている【平成 14 年版白書 3-2-2-7】。
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 社会基盤分野は、第 2 期科学技術基本計画において、国の存立にとって基盤的であり、
国として取り組むことが不可欠な領域とされている【平成 14 年版白書 3-2-2-7】。










報基盤技術・システム、が挙げられている【平成 14 年版白書 3-2-2-7】。
(2) 防災科学技術の推進
1）防災全般














 昭和 59 年 11 月「新たな情報変化に対応し、長期的展望に立った科学技術振興の総合
的基本方策について」の答申が科学技術会議からなされた。この中で今後の防災安全
対策の高度化及び総合的、計画的防災対策の推進等が提言され、これら基本方策に対
応して行くこととしている【昭和 60 年版白書 3-2-6-9】。
 科学技術庁においては、災害を引き起こす自然現象について、現象の解明からそれに
より生じる災害の研究までを体系的に研究するため、平成 2 年 6 月、国立防災科学技
術センターを防災科学技術研究所に改組した【平成 2 年版白書 4-3-1-1】。





を駆使しているものもかなりある【平成 3 年版白書 3-3-1-1】。
 社会環境の変化及び科学技術の発展を考慮しながら、長期的視野に立って、今後 10
年間程度を展望して我が国全体として取り組むべき研究開発の目標を明らかにした
「防災に関する研究開発基本計画」(昭和 56 年 7 月丙閣総理大臣決定、平成 5 年 12
月同改定)が策定されている。この基本計画においては、次の 5 つの視点が示されて
おり、我が国における防災に関する研究開発は、この基本計画に基づき推進されてい





の調査を実施している【平成 14 年版白書 3-2-2-7】。
 科学技術・学術審議会防災分野の研究開発に関する委員会では、防災科学技術の今後
10 年程度を見通した上で当面 5 年程度について、文部科学省において進めるべき重
要研究開発課題等を示した「防災に関する研究開発の推進方策について」を平成 15
年 3 月に取りまとめた【平成 15 年版白書 3-2-2-7】。
 文部科学省における防災科学技術の研究開発については、平成 20 年度より新たに、
防災研究の知見を活（い）かした防災教育に関する取組を推進し、全国への普及を図







進体制と予知に至るまでの戦略を新たに盛り込んだ第 2 次地震予知計画(44～48 年
度)に引き継がれた。昭和 49 年度からは、第 3次地震予知計画(49～53 年度)に入って
おり、関係各省庁においては、この計画の推進のため、施設・設備の充実、実施体制




進している【昭和 52 年版白書 3-2-4-4】。
 地震予知研究は、昭和 49 年 11 月科学技術事務次官が主宰する「地震予知研究推進連
絡会議」が総理府に設置され、活動を続けてきた【昭和 52 年版白書 3-2-4-4】。
 特に、昭和 51 年 10 月、東海地域における大規模な地震発生の可能性が指摘されたの
を契機として、閣議決定により内閣に「地震予知推進本部」(本部長、科学技術庁長
官)が設置された【昭和 52 年版白書 3-2-4-4】。
 「地震予知推進本部」においては、昭和 53 年 7 月、測地学審議会にて第 4次地震予
知計画(54 年度を初年度とする 5 か年計画)が取りまとめられた【昭和 53 年版白書
3-2-4-5】。
 上記の成果を受けて、第 84 回国会において大規模地震対策特別措置法が制定(昭和
53 年 12 月)され、地震予知は、実用化への第一歩を踏み出した【昭和 53 年版白書
3-2-4-5】。
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 「地震予知推進本部」においては、昭和 53 年 7 月、測地学審議会にて第 4次地震予
知計画(54 年度を初年度とする 5 か年計画)が取りまとめられた【昭和 53 年版白書
3-2-4-5】。
 上記の成果を受けて、第 84 回国会において大規模地震対策特別措置法が制定(昭和
53 年 12 月)され、地震予知は、実用化への第一歩を踏み出した【昭和 53 年版白書
3-2-4-5】。








ることとされている【昭和 54 年版白書 3-2-4-5】。





 地震予知推進本部においては、昭和 53 年 7 月に測地学審議会が建議を行った第 4 次





 国立防災科学技術センターでは、昭和 55 年 11 月、東京都府中深層地殻活動観測施設
(2,780m)が完成し、既設の埼玉県岩槻深層地殻活動観測井(3,510m)及び千葉県下総地
殻活動観測施設(2,330m)と併わせ、3 本の深層井により、首都圏の地殻活動に関する
本格的な観測研究を開始した【昭和 56 年版白書 3-2-4-5】。












詳価・検討及び総合的判断を行っている【昭和 57 年版白書 3-2-6-6】。
 昭和 51 年秋、東海地震発生の可能性が指摘されたのを契機として、内閣に地震予知
推進本部(本部長:科学技術庁長官)が設置された。同本部においては、関係各省庁の
連携、協力の下に東海地域を中心として観測・研究の強化、観測データの集中、常時
監視体制及び判定組織の整備等を図ってきた【昭和 57 年版白書 3-2-6-6】。
















 地震・火山噴火予知については、測地学審議会が平成 5 年 7 月に「第 7次地震予知計
画」及び「第 5次火山噴火予知計画」を建議したところである【平成 5 年版白書 3-4-1-1】。
 地震予知研究に関しては、測地学審議会が平成 5 年 7 月に建議した「第 7 次地震予知
計画」及び平成 7 年 4 月に建議した「第 7 次地震予知計画の見直し」の趣旨に沿い、
地震予知推進本部(本部長:科学技術庁長官)を通じて、政府関係機関及び国立大学の緊
密な連携協力の下に、観測・研究を推進している【平成 7 年版白書 3-4-1-3】。
 平成 7 年 1 月の阪神・淡路大震災は被害が甚大であり、我が国の地震に対する体制に
も大きな教訓を与えた。阪神・淡路大震災を契機に、地震に関する調査研究の一元的
な推進のための体制の整備等を目的として成立した地震防災対策特別措置法に基づ




協力を行いつつ、地震調査研究を進める体制となった【平成 8 年版白書 3-3-2-3】。
 測地学審議会においては、平成 9 年 6 月にはこれまで実施してきた地震予知計画及び
火山噴火予知計画について総点検を行い、「地震予知計画の実施状況等のレビューに
ついて」及び「火山噴火予知計画の実施状況等のレビューについて」を取りまとめた
【平成 10 年版白書 3-3-2-3】。
 測地学審議会においては、平成 10 年 8 月に、今後 5 年間を通した、「地震予知のため
の新たな観測研究計画の推進について」及び「第 6 次火山噴火予知計画の推進につい
て」を建議した【平成 11 年版白書 3-3-2-3】。
 科学技術・学術審議会は、今後 5 年間(平成 16～20 年度)の推進計画として「地震予
知のための新たな観測研究計画(第 2 次)」及び「第 7 次火山噴火予知計画」を平成
15 年 7 月に審議決定し、文部科学大臣をはじめ関係大臣に建議した【平成 16 年版白
書 3-2-2-7-2】。
 地震・火山噴火予知研究については、科学技術・学術審議会の建議による「地震予知
のための新たな観測研究計画（第 2 次）」及び「第 7 次火山噴火予知計画」（共に平成
16～20 年度）に基づき、大学等の関係機関が連携して、総合的・計画的に推進して
おり、平成 19 年度においては、21 年度から 5 年間の計画となる「地震及び火山噴火
予知のための観測研究計画の推進について」の建議に向けた検討を開始した【平成
20 年版白書 2-2-2-7】。




いた研究が大学等において推進される予定である【平成 21 年版白書 2-2-2-7】。
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ることとされている【昭和 54 年版白書 3-2-4-5】。
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て」を建議した【平成 11 年版白書 3-3-2-3】。
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から 2 か年計画で始められた【昭和 55 年版白書 3-2-4-5】。




策がとられることとなった【昭和 55 年版白書 3-2-4-5】。
 全国規模で密度の高い基盤的地震観測網を構築するために、科学技術庁において、微
小地震観測施設、汎地球測位システム(GPS)地殻変動観測施設及び海底地震観測施設




3000m 級地震観測施設の建設など広域深部観測施設の整備を進めている【平成 8 年
版白書 3-3-2-3】。
 阪神・淡路大震災を契機として、地震防災緊急事業 5 箇年計画の作成及びこれに基づ
く事業に係る国の財政上の特別措置、地震に関する調査研究の推進のための体制の整
備等を定めた「地震防災対策特別措置法」(平成 7 年 6 月 16 日公布、平成 7 年 7 月




技術の開発等を実施している【平成 8 年版白書 3-3-2-3】。
 地震防災については、科学技術会議政策委員会の「阪神・淡路大震災を踏まえた地震






 中央防災会議では、平成 7 年 7 月に「防災基本計画」を改定した【平成 8 年版白書
3-3-2-3】。
 平成 9年 9月に、航空・電子等技術審議会において「地震防災研究基盤の効果的な整




等に地震関係基礎調査交付金を交付している【平成 10 年版白書 3-3-2-3】。
 平成 9 年 8 月には地震調査研究推進本部第 6 回本部会議において、「地震に関する基
盤的調査観測計画」を決定した【平成 10 年版白書 3-3-2-3】。






直下の地震対策に関する大綱」を改訂した【平成 11 年版白書 3-3-2-3】。










 地震調査委員会では、平成 16 年度末、「全国を概観した地震動予測地図」を作成・
公表した【平成 17 年版白書 3-2-2-7】。
 防災科学技術研究所では、平成 17 年 3 月に実大三次元震動破壊実験施設（E-ディフ
ェンス）を完成させ、平成 17 年度より、耐震性の向上を目指した本格的な実験を開
始している【平成 18 年版白書 3-2-2-7】。
 地震本部では、全国の主要断層帯の評価結果等を基にこれまでの地震調査研究の成果
を総合した「全国を概観した地震動予測地図」の改訂版を平成 19 年 4 月に公表した
【平成 20 年版白書 2-2-2-7】。
 「平成 19 年（2007 年）能登半島地震」及び「平成 19 年（2007 年）新潟県中越沖地
震」の発生後は、科学研究費補助金及び科学技術振興調整費による緊急調査研究を実
施し、これらの地震に関する貴重なデータを取得した【平成 20 年版白書 2-2-2-7】。
 日本学術会議では、気候変動災害の予測、地震災害の社会的メカニズムの分析等を行
い、平成 19 年 5 月、安全・安心な社会の構築へのパラダイム変換等について答申を
行った【平成 20 年版白書 2-2-2-7】。
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 地震本部では、全国の主要断層帯の評価結果等を基にこれまでの地震調査研究の成果
を総合した「全国を概観した地震動予測地図」の改訂版を平成 19 年 4 月に公表した
【平成 20 年版白書 2-2-2-7】。
 「平成 19 年（2007 年）能登半島地震」及び「平成 19 年（2007 年）新潟県中越沖地
震」の発生後は、科学研究費補助金及び科学技術振興調整費による緊急調査研究を実
施し、これらの地震に関する貴重なデータを取得した【平成 20 年版白書 2-2-2-7】。
 日本学術会議では、気候変動災害の予測、地震災害の社会的メカニズムの分析等を行
い、平成 19 年 5 月、安全・安心な社会の構築へのパラダイム変換等について答申を
行った【平成 20 年版白書 2-2-2-7】。





 文部科学省においては、平成 19 年 4 月より「防災教育支援に関する懇談会」を開催
し、防災科学技術の知見を防災教育に活用していく方策を検討し、平成 19 年 8 月に
中間取りまとめを公表した【平成 20 年版白書 2-2-2-7】。
 地震本部では、平成 21 年度からの新たな 10 年計画「新たな地震調査研究の推進につ




等を掲げている【平成 21 年版白書 2-2-2-7】。
 文部科学省では、地震本部の方針等に基づき、全国の主要断層帯の評価結果等を基に、
これまでの地震調査研究の成果を総合した「全国を概観した地震動予測地図」の改訂
版を平成 20 年 4 月に公表した【平成 21 年版白書 2-2-2-7】。
 文部科学省では、全国の主要活断層帯の評価結果などを基に、平成 21 年 7 月に公表
した「全国地震動予測地図」を、時間の経過や大地震の発生による地震発生確率の変
化を踏まえ、平成 22 年 5 月に更新した【平成 23 年版白書 2-2-2-7】。










【平成 23 年版白書 2-2-2-7】。
 地震調査研究推進本部は、昭和 21 年の南海地震と同じ地震が発生した場合に、その
周辺や遠方に生じると予想される長い周期の地震動の分布を示した「長周期地震動予












































 昭和 58 年 5 月には、昭和 59 年度から 63 年度の火山噴火予知観測・研究の実施にか
かる第 3次火山噴火予知計画が測地学審議会により策定され、関係大臣に建議された
【昭和 59 年版白書 3-2-6-8】。
 地震・火山噴火予知については,測地学審議会が 1993 年 7 月に「第 7 次地震予知計画」
及び「第 5次火山噴火予知計画」を建議したところである【平成 5 年版白書 3-4-1-1】。
 国土地理院では、平成 22 年度から、気象庁、防災科学技術研究所による火山周辺の
GPS 観測点のデータも含めた火山 GPS 統合解析を実施し、火山周辺の地殻変動のよ
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36 年の伊那谷,昭和 37 年の西九州の被害など大きな問題となつている。このように国
土の開発が進むにつれて防災対策はそれに比例してあるいはそれ以上に重要さをま














れ対策等の雪害対策研究などが引き続き実施された【昭和 54 年版白書 3-2-4-5】。
 地表変動災害対策研究については、地すべり、がけくずれについての危険度判定法の
開発研究、地すべり斜面の内部応力、間隙水圧の測定、斜面安全化の研究や地盤沈下
対策研究が実施された【昭和 54 年版白書 3-2-4-5】。
 気象・水象災害対策研究は、北陸地方を中心とした 56 年豪雪に対し、特別研究促進










 平成 17 年～平成 18 年の冬季豪雪による雪害については、関係省庁や研究機関・大学
等が連携し、科学技術振興調整費の緊急研究などによって調査研究を実施している
















【昭和 54 年版白書 3-2-4-5】。
 火災・爆発災害対策研究については、大震火災対策の研究、多雪酷寒地における消防
対策研究、建造物の防火に関する研究、火災時における人間の行動と避難誘導に関す
る研究等を実施した【昭和 55 年版白書 3-2-4-5】。
 火災・爆発災害対策研究については、消防庁、建築研究所、工業技術院化学技術研究
所等において、都市火災対策の研究、雪寒地の消防対策研究、火薬、高圧ガス、可燃
性ガス等の爆発災害防止のための研究等を行った【昭和 57 年版白書 3-2-6-6】。
 火災・爆発災害対策研究については、警察庁、消防研究所、建築研究所、化学技術研
究所、公害資源研究所等において、都市火災対策の研究、火薬、高圧ガス、可燃性ガ
ス等の爆発災害防止のための研究等を行った【昭和 59 年版白書 3-2-6-8】。
7）防災関連の国際協力・連携
 災害の原因となる自然現象およびこれの予知予報に関する研究として、昭和 40 年か
ら行なわれている黒潮国際共同調査(CSK)による黒潮変動の気象への影響調査等の国
際協力もさかんに行なわれている【昭和 44 年版白書 3-5-2-2】。
 韓国との協力については,1968 年 9 月,ソウルで開催された鍋島・金両長官の第 1 回日
韓科学技術大臣会談以来,5 回の大臣会談と 9 回の実務者会議が開催された。現在,同
会談を通じ,資源・エネルギー,農林水産,科学技術情報,理工学的分野,環境,防災科学分
野などの各分野での協力を行うとともに,両国の各機関間で測地,計量計測標準の協力
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【昭和 54 年版白書 3-2-4-5】。
 火災・爆発災害対策研究については、大震火災対策の研究、多雪酷寒地における消防
対策研究、建造物の防火に関する研究、火災時における人間の行動と避難誘導に関す
る研究等を実施した【昭和 55 年版白書 3-2-4-5】。
 火災・爆発災害対策研究については、消防庁、建築研究所、工業技術院化学技術研究
所等において、都市火災対策の研究、雪寒地の消防対策研究、火薬、高圧ガス、可燃
性ガス等の爆発災害防止のための研究等を行った【昭和 57 年版白書 3-2-6-6】。
 火災・爆発災害対策研究については、警察庁、消防研究所、建築研究所、化学技術研
究所、公害資源研究所等において、都市火災対策の研究、火薬、高圧ガス、可燃性ガ
ス等の爆発災害防止のための研究等を行った【昭和 59 年版白書 3-2-6-8】。
7）防災関連の国際協力・連携
 災害の原因となる自然現象およびこれの予知予報に関する研究として、昭和 40 年か
ら行なわれている黒潮国際共同調査(CSK)による黒潮変動の気象への影響調査等の国
際協力もさかんに行なわれている【昭和 44 年版白書 3-5-2-2】。
 韓国との協力については,1968 年 9 月,ソウルで開催された鍋島・金両長官の第 1 回日
韓科学技術大臣会談以来,5 回の大臣会談と 9 回の実務者会議が開催された。現在,同
会談を通じ,資源・エネルギー,農林水産,科学技術情報,理工学的分野,環境,防災科学分
野などの各分野での協力を行うとともに,両国の各機関間で測地,計量計測標準の協力








している【平成 2 年版白書 4-3-1-1】。
 平成 2 年から国際防災の 10 年(IDNDR)が開始されたが、これに先立ち我が国の推進
母体として、平成元年 5 月に「国際防災の 10 年推進本部」(本部長 内閣総理大臣)
が組織され、平成元年 11 月、事業推進の基本方針が決定された【平成 2 年版白書
4-3-1-1】。
 平成元年、我が国等が共同提案した「国際防災の 10 年(IDNDR)」の決議が第 44 回国
連総会で採択され、 特に途上国における自然災害による人的損失、物的損失及び社
会的混乱を国際協調行動により軽減することを目的として平成 2 年より「国際防災の
10 年」が開始された【平成 7 年版白書 3-4-1-3】。
 平成 6 年 5 月には、国連主催による「国際防災の 10 年」世界会議(国連防災世界会議)
が横浜で開催されたが、我が国はホスト国として「横浜戦略」の策定、資金的支援等、
積極的な協力を行った【平成 6 年版白書 3-4-1-3】。
 地震防災に関しては、平成 7 年 6 月の日米首脳会談(村山首相、クリントン大統領)に
おいて、地震に関するシンポジウムの開催が決定した。また、平成 7 年 7 月及び平成
8 年 2 月、モスクワにおいて地震に関する日ロ間のワークショップを開催し、地震の
研究協力に関して意見交換を行った【平成 8 年版白書 3-3-2-3-4】。
 多国間の国際協力については、平成 7 年 10 月、北京(中国)において開催された APEC
科学技術大臣会合において、我が国より、地震災害に重点を置いた災害防止の共同研
究を促進することを提案した【平成 8 年版白書 3-3-2-3-4】。





 地震防災に関しては、平成 8 年 9 月にワシントンにおいて第 1 回日米地震シンポジウ
ムが開催され、共同声明が発表された【平成 9 年版白書 3-3-2-3】。
 平成 8 年にアジア防災専門家会議、平成 9 年にアジア防災協力推進会合を東京にて開
催し、平成 10 年 7 月には同システムの事務局として、防災情報の収集・提供、防災
協力の推進に関する調査等の多国間防災協力を行うアジア防災センターが兵庫県神
戸市に開設された【平成 11 年版白書 3-3-2-3】。
 平成 11 年 2 月に「アジア防災センター国際シンポジウム」を兵庫県神戸市で開催し
た【平成 11 年版白書 3-3-2-3】。
 平成 11 年 2 月には、愛知県名古屋市において、科学技術庁、防災科学技術研究所が
共催で「IDNDR 水災害防災シンポジウム」を開催した【平成 11 年版白書 3-3-2-3】。
 平成 11 年 11 月には、日伊科学技術協力協定に基づく「第 1 回日伊土砂災害防止技術
会議」が東京都、鹿児島県において開催された【平成 12 年版白書 3-3-2-3】。
 科学技術振興調整費により「アジア・太平洋地域に適した地震・津波災害軽減技術の
開発とその体系化に関する研究」を APEC の 15 エコノミー及び 1 国連機関と共同で
行っている【平成 12 年版白書 3-3-2-3】。




より ISDR(International Strategy for Disaster Prevention)として取組が開始されていると
ころである【平成 12 年版白書 3-3-2-3】。
 ユネスコ(UNESCO：国連教育科学文化機関)と国際地質学連合の国際協力事業として
「文化遺産と地すべり災害予測」を実施している【平成 14 年版白書 3-2-2-7】。
 平成 12 年より国連が実施している「国際防災戦略(ISDR)」活動においては、防災科
学技術分野の活動が積極的な役割を果たすことが期待されており、これに対する我が
国の貢献の一貫として、文部科学省と独立行政法人防災科学技術研究所が平成 14 年




究協力が進められている【平成 16 年版白書 3-2-2-7】。
 1990 年代の「国際防災の 10 年(IDNDR( 注 2 ))」に引き続き,2000 年(平成 12 年)より
国連が実施している「国際防災戦略(ISDR( 注 3 ))」活動においては,防災科学技術分
野の活動が積極的な役割を果たすことが期待されている。
 平成 17 年 1 月に開催された国連防災世界会議において策定された「兵庫行動枠組
2005－2015」においては、リスク評価、監視、早期警戒などの科学技術と能力を改善
する支援を行うことが求められている【平成 17 年版白書 3-2-2-7】。
(3) 国土利用、土木建築、運輸交通等






礎的研究,開発研究が進められた【昭和 41 年版白書 1-2-3】。
 社会経済基盤の整備については、「建設技術研究開発の長期展望」(昭和 63 年 4 月建
設省)、「運輸省研究基本計画」(毎年度、運輸省)、「21 世紀を展望した運輸技術施策
について」(平成 3 年 6 月運輸技術審議会、運輸省)、「防災に関する研究開発基本計
画」(昭和 56 年 7 月内閣総理大臣決定)、「公害の防止等に関する試験研究の重点強化
及び総合的推進について」(毎年度、環境庁)等が策定され、研究開発が重点的に推進
されている【平成 3 年版白書 3-3-1-3】。
 都市・農村の計画・建設技術の開発、都市機能の維持管理技術、新しい交通輸送シス
テム開発、新しい情報通信システム開発等の研究開発が、警察庁、環境庁、農林水産
省、運輸省、郵政省、建設省等により推進されている【平成 4 年版白書 3-3-1-3】。
 大深度地下空間開発技術、社会資本の維持更新・技能向上技術、省資源・省エネルギ
ー型国土建設技術などの総合的な国土利用や建設技術等に関する研究開発が、通商産
業省、建設省等により推進されている【平成 6 年版白書 3-4-1-3】。
 インテリジェント電波有効利用技術の研究開発などの高度な情報・通信システムの開
発のための研究開発が郵政省等により推進されている【平成 6 年版白書 3-4-1-3】。
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省、運輸省、郵政省、建設省等により推進されている【平成 4 年版白書 3-3-1-3】。
 大深度地下空間開発技術、社会資本の維持更新・技能向上技術、省資源・省エネルギ
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 インテリジェント電波有効利用技術の研究開発などの高度な情報・通信システムの開




【平成 6 年版白書 3-4-1-3】。
 社会経済基盤の整備については、「21 世紀を展望した建設技術研究開発のビジョンに
ついて」(平成 6 年 7 月建設省)、「運輸省研究基本計画」(毎年度運輸省)、「21 世紀を
展望した運輸技術施策について」(平成 3 年 6 月運輸技術審議会運輸省)、「情報通信
技術に関する研究開発指針」(平成 4 年 5 月 平成 6 年 8 月一部改正 郵政省)、「公
害の防止等に関する試験研究の重点強化及び総合的推進について」(毎年度 環境庁)
等が策定され、研究開発が重点的に推進されている【平成 7 年版白書 3-4-1-3】。
 「建設省技術五箇年計画」(平成 7 年 9 月 建設省)【平成 8 年版白書 3-3-2-3】。
 超電導磁気浮上方式鉄道技術開発、超音速輸送機用推進システム、高度道路交通シス
テム(ITS)などの高度な交通・輸送システムの開発のための研究開発が通商産業省、
運輸省、建設省等により推進されている【平成 8 年版白書 3-3-2-3】。










システムの開発のための研究開発が推進されている【平成 14 年版白書 3-2-2-7】。
 経済産業省では、ユニバーサルデザインの製品・システムの開発に資する人間生活工
学関連の研究開発が推進されている【平成 14 年版白書 3-2-2-7】。
 国土交通省では、大深度地下を利用する各事業が横断的に必要とする汎用性の高い技
術開発を推進するため、平成 15 年 1 月に、「大深度地下利用に関する技術開発ビジョ
ン」を取りまとめた【平成 15 年版白書 3-2-2-7】。
 国土交通省では、平成 16 年 2 月に大深度地下の公共的使用における安全の確保に係
る指針、環境の保全に係る指針を取りまとめ、より安全で環境に配慮した大深度地下
利用のための技術開発・研究を進めることとしている【平成 16 年版白書 3-2-2-7】。
 「国土交通省技術基本計画」(国土交通省(平成 15 年 11 月国土交通省))【平成 16 年版
白書 3-2-2-7】。
 農林水産省では、農林水産生態系の機能再生・向上技術及び流域圏環境の管理手法の









 科学警察研究所では、平成 23 年度には、交通事故の発生原因を解明するための高度
な交通事故分析技術の開発や、飲酒運転防止のための飲酒運転者の医学・心理学的な























共有化を行っている【平成 24 年版白書 2-3-1-1】。
 文部科学省では、研究開発成果の社会実装を実現するため、平成 22 年度から科学技
術振興調整費（平成 23 年度から科学技術戦略推進費）にて関係府省と連携した「安
全・安心な社会のための犯罪・テロ対策技術等を実用化するプログラム」を開始した
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 科学警察研究所では、平成 23 年度には、交通事故の発生原因を解明するための高度
な交通事故分析技術の開発や、飲酒運転防止のための飲酒運転者の医学・心理学的な























共有化を行っている【平成 24 年版白書 2-3-1-1】。
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討を行っており、同年 9 月に中間報告書をまとめた(平成 16 年 4 月末に最終報告書取





 平成 15 年 6 月に科学技術・学術審議会資源調査分科会は、その下に文化資源委員会
を設置し、文化資源について科学技術の観点から、文化資源の保存・活用・創造を支
える科学技術の振興について調査審議を行い、平成 16 年 2 月に分科会報告書「文化
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ことや、現場のニーズに的確に対応した研究開発を推進することを目的とした、新た
な研究開発の仕組みの必要性が指摘されている【平成 19 年白書 3-2-2-2】。
 国際協力については、日米、日英、日仏の二国間の科学技術協力協定の枠組みの中で
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わが国における宇宙空間研究着手の発端は、昭和 29 年(1954 年)、IGY(国際地球観測年、
昭和 32 年～33 年 1957～58 年)のロケット観測計画に参加することを決めたときである。昭
和 30 年には、東京大学生産技術研究所が、2 段式ペンシルロケットの公開水平発射に成功
している。
宇宙開発の体制としては、昭和 35 年に総理府に宇宙開発審議会が設置された。昭和 37
年には、科学技術庁研究調整局に航空宇宙課が新設された。昭和 39 年には宇宙開発推進本
部が設置され、東京大学宇宙航空研究所が設置された。昭和 43 年 5 月、宇宙開発委員会が
設置された。
我が国における宇宙開発は、宇宙開発委員会が毎年度定める「宇宙開発計画」に従って、




平成 15 年には、宇宙 3 機関(宇宙科学研究所、独立行政法人航空宇宙技術研究所及び宇宙
開発事業団)を統合し、我が国の宇宙開発の中核的機関となる独立行政法人宇宙航空研究開
発機構(JAXA)が発足した。






 昭和 37 年 5 月 11 日、宇宙開発審議会が、内閣総理大臣の諮問にこたえて「宇宙開発
推進の基本方策」の答申を行なった【昭和 37 年版白書 各論 1-2-3】。
 わが国における宇宙空間研究着手の発端は、昭和 29 年(1954 年)、IGY(国際地球観測
年、昭和 32 年～33 年 1957～58 年)のロケット観測計画に参加することを決めたとき
である【昭和 40 年版白書 1-2-1-2】。
 昭和 35 年 5 月総理大臣の諮問機関として、総理府に宇宙開発審議会が設置され、審
議会に対しては同年 6 月諮問第 1 号「宇宙開発推進の基本方策」諮問第 2 号「昭和
36年度における宇宙科学技術推進方策」を経て、昭和 38年 1月諮問第 3号「宇宙開
発における重要開発目標とこれを達成するための具体方策いかん」が出され、昭和







と予算の調整を行うことになった【昭和 40 年版白書 1-2-1-2】。
 宇宙の総合的・効率的利用を推進する中核的開発実施機関として昭和 39 年度に宇宙
開発推進本部が設置された【昭和 40 年版白書 1-2-1-2】。
 昭和 37 年、日本学術会議がわが国の宇宙科学振興の具体策を政府に勧告したが、そ
の中でロケットその他を利用する研究を組織化するため、宇宙工学的研究と宇宙科学
のための観測を行なうほか、理学的研究部門をも包含した性格の、宇宙科学研究所の
設置を勧告した【昭和 40 年版白書 1-2-1-2】。
 諮問 3 号の答申においても、宇宙科学研究のため新たに大学の共同利用研究所として
宇宙航空研究所の設置が要望され、この答申に従って、昭和 39 年、東京大学宇宙航
空研究所が設置された【昭和 40 年版白書 1-2-1-2】。




発を進めるための体制を整備すべきことを答申した【昭和 44 年版白書 3-2-1】。
 昭和 43 年 5 月、宇宙開発委員会が設置され、わが国も本格的な宇宙開発のスタート
を切ったのである【昭和 44 年版白書 3-2-1】。
 昭和 43 年 5 月、総理府に宇宙開発委員会が設置され、発足後直ちに昭和 44 年度宇宙
開発関係経費の見積りについて審議し、同年 11 月 20 日これを決定し、この決定に基





和 44 年度における宇宙開発関係経費の見積り方針および概算要求概要」(43.11.20 委
員会決定)で述べた基本方針を基盤として作成することとしている【昭和 44 年版白書
3-2-3-4】。
 科学技術庁資源調査会勧告第 28 号にもあるように、地球遠隔探査の内容、必要技術、
自主開発、国際協力など技術開発方式、推進体制などを含めた地球遠隔探査に関する
長期計画及び試験研究大型事業計画を国が立案し、統一ある方針の下に国が先導的役
割を果たすことが期待されている【昭和 49 年版白書 1-3-3-2】。
 我が国における宇宙開発は、これまで宇宙開発委員会が毎年度定める「宇宙開発計画」
に従って、東京大学宇宙航空研究所、宇宙開発事業団を中心とする関係機関が相協力
して実施してきた【昭和 53 年版白書 3-2-4-3】。
 宇宙開発委員会は、昭和 53 年 3 月、今後 15 年程度の間に我が国として遂行する宇宙
開発の基本的な枠組と方向を明示した「宇宙開発政策大綱」を策定し、今後の我が国
の宇宙活動は、この大綱の枠組の中で「宇宙開発計画」に基づいて遂行されていくこ
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る【昭和 53 年版白書 3-2-4-3】。
 宇宙開発委員会長期ビジョン特別部会は、昭和 52 年 7 月、昭和 50 年代後半から今世
紀末頃にかけて我が国として技術的に実現が可能な活動を示した「我が国の宇宙開発
に関する長期ビジョン」を宇宙開発委員会へ報告した【昭和 53 年版白書 3-4-7】。
 宇宙開発委員会は、宇宙開発を計画的かつ効率的に推進するため、昭和 53 年 5 月に
部会の改組を行った【昭和 54 年版白書 3-4-8-4】。
 昭和 58 年 7 月「我が国の宇宙開発に関する長期ビジョン」をとりまとめ、昭和 59
年 2 月の宇宙開発政策大綱の改訂は、この長期ビジョンを踏まえ行った【昭和 59 年
版白書 3-4-9-4】。
 宇宙開発委員会では、昭和 62 年 12 月、長期政策部会を設け、我が国宇宙開発の長期
的指針である「宇宙開発政策大綱」の見直しを進めた【平成元年版白書 3-5-8-3】。
 次期宇宙開発政策大綱の策定に資することを目的として、宇宙開発委員会は、1993
年（平成 5 年）10 月、長期ビジョン懇談会を設置し、1994 年（平成 6 年）7 月、報
告書「新世紀の宇宙時代の創造に向けて」が取りまとめられた【平成 6 年版白書
3-4-1-1】。
 1995 年（平成 7 年）2 月、宇宙開発委員会は長期政策部会を設置し、宇宙開発政策大
綱の改訂に向けて調査審議を進めている【平成 7 年版白書 3-4-1-1】。
 宇宙開発政策大綱は、平成8年1月に3度目の改訂が行われた【平成8年版白書3-3-2】。
 我が国の宇宙開発において、近年、事故・不具合が連続して発生しているが、宇宙開
発委員会では、平成 11 年 12 月より特別会合を開催し、宇宙開発事業団の組織・体制
のみならず、宇宙開発事業団と産業界が一体となって取り組むべき信頼性確保の方策
について、産業界の製造現場における品質保証、検査等の在り方にも踏みこんだ検討
を行った【平成 12 年版白書 3-3-2-1】。
 宇宙科学技術の効率的かつ確実な実施を図る観点から、科学技術庁及び文部省の担当
局長、文部省宇宙科学研究所、科学技術庁航空宇宙技術研究所、宇宙開発事業団の 3
機関の長からなる協議会を平成 12 年 2 月より開催し、3 機関における連携・協力を
深めていくための方策の検討を行っている【平成 12 年版白書 3-3-2-1】。






等を推進することとしている【平成 13 年版白書 3-2-2-8】。
 これまで総理府の下に置かれていた宇宙開発委員会は、文部科学省の下に設置される
こととなった【平成 13 年版白書 3-2-2-8】。
 平成 13 年 8 月、宇宙 3 機関を統合する方針が決定されたことから、文部科学省は宇
宙 3機関統合準備会議を設置し、統合後の新機関の役割等の在り方についての審議を
行っている【平成 14 年版白書 3-2-2-8】。





を実施することとなった【平成 15 年版白書 3-2-2-8】。
 文部科学省においては、宇宙 3 機関(宇宙科学研究所、独立行政法人航空宇宙技術研
究所及び宇宙開発事業団)を統合する方針を平成 13 年 8 月に決定し、統合の具体的な
在り方については、「宇宙 3 機関統合準備会議」において検討が行われ、平成 14 年 3
月に最終報告書が取りまとめられた【平成 15 年版白書 3-2-2-8】。
 平成 14 年 12 月には、宇宙 3 機関統合後の新法人の名称、目的、業務の範囲等を定め
た「独立行政法人宇宙航空研究開発機構法」が国会で成立し、現在、平成 15 年 10
月に予定されている独立行政法人宇宙航空研究開発機構の設立に向け、準備が進めら




宇宙 3 機関統合の検討に資するため、平成 14 年 6 月に「我が国の宇宙開発利用の目
標と方向性」を取りまとめた【平成 15 年版白書 3-2-2-8】。
 文部科学省は、平成 15 年 10 月、宇宙 3 機関(宇宙科学研究所、独立行政法人航空宇
宙技術研究所及び宇宙開発事業団)を統合し、我が国の宇宙開発の中核的機関となる
独立行政法人宇宙航空研究開発機構(JAXA)が発足した【平成 16 年版白書 3-2-2-8】。
 文部科学省では、科学技術・学術審議会が、平成 15 年度に「航空科学技術に関する
研究開発の推進方策について」を決定し、研究開発の在り方が示された【平成 17 年
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 我が国全体としての宇宙開発利用の取組については、平成 16 年 9 月、総合科学技術
会議において「我が国における宇宙開発利用の基本戦略」が決定された【平成 17 年
版白書 3-2-2-8】。
 平成 20 年 5 月、宇宙基本法が成立し、内閣総理大臣を本部長とする宇宙開発戦略本
部の下、政府が一体となって宇宙開発利用を進める体制が構築され、平成 21 年には
本法に基づき、我が国の国家戦略として「宇宙開発利用に関する基本的な計画」が策




成 22 年版白書 2-2-2】。
 衛星に関する技術開発を推進するとともに、内閣総理大臣を本部長とする宇宙開発戦
略本部の方針の下で政府をあげて宇宙外交を実行するなど、官民の連携した取組が実
を結び、平成 23 年 3 月には、我が国の衛星メーカーがトルコの通信衛星 2 機を受注




【昭和 40 年版白書 1-2-1-2】。
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る【昭和 53 年版白書 3-2-4-3】。
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 東大宇宙航空研究所は鹿児島宇宙空間観測所でロケットを打上げ、超高層大気の風、




さらに、液固体燃料 2 段ロケット LS-A 型も正常に飛しょうし、所期の成果を収めた
【昭和 40 年版白書 1-2-1-2】。
 気象衛星について、エッサ 2 号の APT(自動受画装置)による雲写真等の資料は、全世
界 180 か所の地上局で受信されており、世界気象機関(WMO)は、その世界気象監視
計画(WWW 計画)において、昭和 46 年以降気象衛星による世界的な気象観測網を確
立しようとしている【昭和 44 年版白書 3-2-2】。
 観測ロケットを姿勢制御すれば、無誘導でも衛星を軌道に乗せうるという考え方が打
ち出され、科学衛星を M ロケットで打ち上げる計画が、内閣総理大臣の諮問機関で
ある宇宙開発審議会の答申(昭和 42 年 12 月)、総理府に設置された宇宙開発委員会の












 M ロケットは、これまでに 2 個の科学衛星を含む 4 個の衛星打上げ実績をもち、今
後信頼性の向上、二次噴射推力方向制御の付加等の改良が行なわれることとなってい
る。【昭和 48 年版白書 1-4-2】
 科学研究の分野については、昭和 55 年 2 月、M-3 S ロケット 1 号機により試験衛
星「たんせい 4号」を打ち上げ、各種の工学試験、観測を行った。また、第 7 号科学
衛星(ASTRO-A)、第 8 号科学衛星(ASTRO-B)及び第 9 号科学衛星(EXOS-C)の開発を
進めるとともに、米国及び欧州宇宙機関(ESA)が協力して行う第 1次スペースラブ計
画に参加して「粒子加速装置を用いた宇宙科学実験(SEPAC)」を実施するため、引き
続き粒子加速装置等の搭載機器の開発を行った。【昭和 55 年版白書 3-2-4-3】
 昭和 53 年 9 月に打ち上げた第 6 号科学衛星「じきけん」及び昭和 54 年 2 月に打ち上
げた第 4 号科学衛星「はくちょう」による X 線星等の観測並びに昭和 56 年 2 月に打
ち上げた第 7 号科学衛星「ひのとり」による太陽フレア等の観測を行った。また、昭
和 58 年 2 月 M-3S ロケットにより X 線星等の観測を目的とする第 8 号科学衛星「て
んま」を打ち上げた。このほか、成層圏、中間圏の大気の光学的観測等を目的とする
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第 9 号科学衛星(EXOS-C)、ハレー彗星の観測等を目的とする第 10 号科学衛星
















うことを目的として平成 15 年 5 月に打ち上げた第 20 号科学衛星「はやぶさ」
（MUSES-C）は、搭載したマイクロ波放電式イオンエンジンが延べ作動時間 2 万 6
千時間を達成し、平成 17 年 9 月、小惑星「イトカワ」に到着した。「はやぶさ」は小
惑星「イトカワ」に到着後、近傍観測を経て、11 月には世界で初めて小惑星への着
陸及び離陸に成功し、現在、地球帰還に向けて準備作業を行っているところである。






発等も引き続き進めている。【平成 18 年版白書 3-2-2-8】




ている【平成 23 年版白書 2-2-2】。
3）通信・放送・測位等
 通信衛星によるテレビ、電話等の遠距離通信に関する研究は電波研究所で行なわれて
おり、昭和 39 年 10 月、アメリカのシンコム III 号により東京オリンピックのテレビ
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が開発された【昭和 40 年版白書 1-2-1-2】。
 アメリカは、昭和 38 年、いちはやく通信衛星会社(COMSAT)を設立し、INTELSAT
の設立を世界に呼びかけ、これを受け、昭和 39 年には「世界商業通信衛星組織に関
する暫定協定」が締結され、INTELSAT が設立された【昭和 44 年版白書 3-2-2】。
 通信の分野では,昭和 54 年 2 月に失敗した実験用静止通信衛星「あやめ」の打上げ結
果の評価を踏まえ,必要な対策を講じ,昭和 55 年 2 月,N-Iロケット 6 号機により実験用
静止通信衛星「あやめ 2号」を打ち上げたが,静止軌道へ投入するため,アポジモータ
に点火したところ,点火後約 8 秒で衛星からの電波が途絶し,所期の目的を達成できな
くなった。このため,宇宙開発委員会を中心に原因の究明を進めた。 また,昭和 52 年
12 月に打ち上げた実験用中容量静止通信衛星「さくら」及び昭和 53 年 4 月に打ち上
げた実験用中型放送衛星「ゆり」を運用し,それぞれ衛星通信,衛星放送の実験を行っ
た。さらに通信衛星 2 号(CS-2a,CS-2b)の開発を行うとともに移動体通信技術衛星等に
ついて研究を進めた【昭和 55 年版白書 3-2-4-3】。




通信・航行衛星シリーズ」を実施する【昭和 55 年版白書 1-2-2-6】。
 国際的な海事衛星通信機構であるインマルサットは、1982年 2月から運用を開始し、
その加盟国は 37 か国(1982 年 3 月末現在)となっている【昭和 57 年版白書 3-2-3-3】。
 準天頂衛星システムは、日本付近で常に天頂方向に 1 機の衛星が見えるよう複数の衛




















もに昭和 60 年 8 月、3 名の搭乗科学技術者を最終選抜し訓練を行った【昭和 61 年版
白書 3-2-6-3】。
 宇宙ステーション計画の開発段階移行の協力の枠組みを定めた「宇宙基地協力協定」
については、昭和 63 年 9 月 29 日に参加 12 か国の間で署名が行われ、平成元年 3 月
14 日には、同協定の実施のための「宇宙基地協力に関する了解覚書」が日本国政府
及び米国航空宇宙局(NASA)との間で署名され、平成元年 6 月 22 日、その締結につき
国会での承認を受けた後、9 月 5 日に受諾した【平成元年版白書 3-3-6-3】。
 先端産業技術開発用実験,理工学実験,天文観測及び J EM の部分モデルの実証試験等
を行うことを目的とした宇宙実験・観測フリーフライヤ(SFU)の開発を進めた【平成
元年版白書 3-3-6-3】。
 「ふわっと′91」は、平成 3 年度に打ち上げ予定のスペースシャトルに我が国の科学
技術者 1 名が搭乗し、7 日間にわたり宇宙空間の特性を利用した材料実験等を実施す
る計画で、本計画が我が国の有人宇宙活動に必要な技術の修得に大きな意義を有する
ものと考えられる【平成 2 年版白書 4-3-1-1】。
 日、米、欧、力ナダの国際協力により進められている宇宙ステーション計画の枠組み
を定める「宇宙基地協力協定」について、平成 4 年 1 月 30 日に米国が受諾し同日付
で日米間において本協定が発効した【平成 4 年版白書 3-3-1-1】。
 「ふわっと’92」は、1992 年 9 月に打ち上げられた米国のスペースシャトル「エンデ
バー」号に我が国の宇宙飛行士毛利衛氏が搭乗し、約 8 日間にわたり宇宙環境の特性
を利用して我が国の材料実験 22 テーマ、ライフサイエンス実験 12 テーマ、及び米国
の実験 9 テーマを含めた計 43 テーマの実験が実施された【平成 5 年版白書 3-4-1-1】。






 4 極の国際協力により進められている宇宙ステーション計画において、1993 年（平成
5 年）12 月に日、米、欧、加合同でロシアの本計画への招請が行われ、ロシアの参加
表明があった【平成 6 年版白書 3-4-1-1】。
 国際協力により米国のスペースシャトルを用いての第 2 次国際微小重力実験室
(IML-2)計画では、1994 年 7 月に我が国初の女性宇宙飛行士向井千秋氏がスペースシ
ャトル「コロンビア号」に 15 日間にわたって搭乗し、我が国提案のライフサイエン
ス実験 8 テーマ及び材料実験 4 テーマを含む 81 テーマの実験を行った【平成 7 年版
白書 3-4-1-1】。
 日、米、欧、加 4 極の国際協力により進められている宇宙ステーション計画は、1994
年 3 月にロシアが参加した新しい宇宙ステーション計画の全体構成等に関する技術






が開発された【昭和 40 年版白書 1-2-1-2】。
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通信・航行衛星シリーズ」を実施する【昭和 55 年版白書 1-2-2-6】。
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もに昭和 60 年 8 月、3 名の搭乗科学技術者を最終選抜し訓練を行った【昭和 61 年版
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後、回収する再使用可能な宇宙実験・観測フリーフライヤ(SFU)を 1995(平成 7)年 3
月 18 日に打ち上げ、運用している【平成 7 年版白書 3-4-1-1】。
 宇宙開発委員会では、平成 7 年 9 月、宇宙環境利用部会を設置し、宇宙ステーション
利用を中心とする宇宙環境利用の本格化に向けて速やかに対処すべきものについて
調査審議を実施し、平成 8 年 7 月に報告書「宇宙環境利用の新たな展開に向けて-宇
宙環境利用の当面の推進方策-」を取りまとめた【平成 9 年版白書 3-3-2-1】。




要素技術の開発に資することを目的として、平成 8 年 9 月に小型ロケット(TR-IA5号
機)を利用した宇宙環境利用実験を実施した【平成 9 年版白書 3-3-2-1】。







 1996 年(平成 8 年)1 月に打ち上げられた米国のスペースシャトル「エンデバー」号に
我が国のスペースシャトル搭乗運用技術者(MS:ミッションスペシャリスト)若田光一
氏が搭乗し、SFU の回収を行った【平成 8 年版白書 3-3-2】。
 若田氏は他にも、将来の国際宇宙ステーションの組立・運用に向けた経験や知識の蓄
積を図るため、米国の実験観測衛星 OAST フライヤの放出・回収、他の宇宙飛行士
の船外活動(EVA)の支援などの任務を実施した【平成 8 年版白書 3-3-2】。
 平成 9 年 12 月、宇宙環境利用部会に応用化研究利用分科会を設置し、国際宇宙ステ
ーションの建設開始を目前に控えて宇宙環境利用の可能性の幅を更に広げ、科学技術
分野の基礎研究に限らず様々な分野からの利用希望者が有効利用できるような方策
の検討を進めている【平成 10 年版白書 3-3-2-1】。
 宇宙開発事業団は、米国のスペースシャトルを利用した宇宙環境利用実験(平成 10 年
4 月と 10 月のニューロラブ計画)において、海水型水棲動物実験装置を搭載し、神経
科学分野の実験等を行ったが、10 月の実験では、向井宇宙飛行士が搭乗科学技術者
(Payload Specialist)として、無重力環境が人体に及ぼす影響の解明等、医学者として
の知識と経験を活かした実験も行われた【平成 11 年版白書 3-3-2】。
 宇宙開発事業団は、スペースシャトルを利用した宇宙環境利用実験で、平成 10 年 6
月、実時間放射線モニタ装置(RR MD)を搭載し、将来の国際宇宙ステーションにおけ
る宇宙放射線対策に資する宇宙放射線環境観測実験を実施した。小型ロケットを利用
した宇宙環境利用実験については、平成 10 年 11 月に TR-IA7 号機で宇宙実験技術の
高度化、国際宇宙ステーションの日本の実験棟「JEM(ジェム)」の共通実験装置の要









【平成 11 年版白書 3-3-2】。
 宇宙開発事業団では、国際宇宙ステーションの日本の実験棟(JEM；愛称「きぼう」)
での民間企業の宇宙環境利用の促進を目的とし、その有効性を実証するパイロットプ
ロジェクトとして、平成 11 年 4 月より先導的応用化研究を開始している【平成 12
年版白書 3-3-2-1】。
 平成 12 年 2 月、米国航空宇宙局(NASA)のスペースシャトルに宇宙開発事業団の毛利
宇宙飛行士が搭乗し、平成 11 年 12 月、通商産業省が開発した資源探査用将来型セン





策-」を平成 12 年 12 月に取りまとめた【平成 13 年版白書 3-2-2-8】。
 平成 12 年 10 月、米国航空宇宙局(NASA)のスペースシャトルに宇宙開発事業団の若
田宇宙飛行士が搭乗し、国際宇宙ステーション(ISS)の組立てミッションに参加した
【平成 13 年版白書 3-2-2-8】。
 平成 13 年(2001 年)は、日本が開発した実験装置を使った実験が国際宇宙ステーショ
ン内で開始された【平成 14 年版白書 3-2-2-8】。
 平成 13 年(2001 年)6 月、11 月に、国際宇宙ステーション滞在中の宇宙飛行士と全国
の生徒・学生が交信する教育イベントを実施した【平成 14 年版白書 3-2-2-8】。
 宇宙開発委員会利用部会では、平成 14 年 6 月、「我が国の宇宙利用推進の基本的方向
と当面の方策」を取りまとめ、平成 15 年 3 月からは、宇宙開発委員会利用部会の下
に「国際宇宙ステーション利用専門委員会」を設置し、国際宇宙ステーションの利用
計画及び運用・利用体制に係る検討を開始している【平成 15 年版白書 3-2-2-8】。
 「きぼう」の運用開始までの間の宇宙環境の早期利用として、国際宇宙ステーション
のロシア・サービスモジュールなどを利用して、官民共同による「高品質タンパク質
結晶生成プロジェクト」などを実施している【平成 16 年版白書 3-2-2-8】。
 「きぼう」の利用について、新たな分野への利用の多様化を図るための試みを進めて
おり、平成 15 年 8 月には教育利用に焦点を当てた『「きぼう」教育利用ワークショッ
プ』を開催するとともに、平成 15 年 7 月及び 11 月には国際宇宙ステーションの宇宙
飛行士と子どもたちが交信する宇宙授業を実施した【平成 16 年版白書 3-2-2-8】。
 経済産業省は、次世代型無人宇宙実験システム(USERS)を平成 14 年 9 月に打ち上げ、
平成 15 年 5 月 30 日に同実験の成果を含む宇宙機器部分を帰還・回収することに成功
した【平成 16 年版白書 3-2-2-8】。
 「きぼう」の教育利用分野については、大学生を対象とした航空機による無重力実験
コンテストを実施した【平成 17 年版白書 3-2-2-8】。
 国際宇宙ステーション(ISS）計画は、平成 17 年 7 月、野口聡一宇宙飛行士がスペー
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平成 15 年 5 月 30 日に同実験の成果を含む宇宙機器部分を帰還・回収することに成功
した【平成 16 年版白書 3-2-2-8】。
 「きぼう」の教育利用分野については、大学生を対象とした航空機による無重力実験
コンテストを実施した【平成 17 年版白書 3-2-2-8】。
 国際宇宙ステーション(ISS）計画は、平成 17 年 7 月、野口聡一宇宙飛行士がスペー
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スシャトル「ディスカバリー号」に搭乗し、3 回の船外活動を含む重要な任務を遂行
した【平成 18 年版白書 3-2-2-8】。




 2003 年（平成 15 年）2 月に発生した米国のスペースシャトル「コロンビア号」の事
故以来、ISS の組立ては中断していたが、2006 年（平成 18 年）9 月のスペースシャ
トル「アトランティス号」の飛行により ISS の組立てが再開され、2010 年（平成 22
年）の完成に向けて、着実に計画が進められている【平成 19 年版白書 2-2-8】。
 国際宇宙ステーション(ISS)計画は、日本実験棟「きぼう」及び宇宙ステーション補
給機（HTV）を開発・運用することで本計画に参加しているが、平成 20 年 6 月、「き
ぼう」の船内保管室が ISS に取り付けられ、8 月から船内での科学実験等が開始され
た【平成 20 年版白書 2-2-2】。
 平成 21 年 3 月、若田宇宙飛行士が日本人として初めて約 3 か月にわたる ISS 長期滞
在を開始した【平成 20 年版白書 2-2-2】。
 平成 21 年 7 月、「きぼう」船外実験プラットフォームの国際宇宙ステーション取付け
により、「きぼう」が完成し、科学実験等が本格的に開始された【平成 22 年版白書
2-2-2】。
 平成 21 年 12 月からは、野口宇宙飛行士が若田宇宙飛行士を超える約 5 か月半にわた
る ISS 長期滞在を開始している【平成 22 年版白書 2-2-2】。
 平成 22 年 4 月には山崎宇宙飛行士が ISS に滞在し、物資移送責任者として長期滞在
中の野口宇宙飛行士とともに ISS への物資移送などのミッションを完遂した【平成
23 年版白書 2-2-2】。
 平成 23 年 2 月には若田宇宙飛行士の ISS 長期滞在及び滞在期間後半における日本人
初の ISS コマンダー(船長)就任が決定したほか、同年 3 月には、平成 21 年の「こう
のとり」1 号機に続いて 2 号機が ISS への物資補給のミッションを完遂した【平成 23
年版白書 2-2-2】。
5）人工衛星の基盤技術
 今後の MDS 搭載ミッションに関しては幅広く公募することとしており、平成 10 年
度においては、将来の搭載ミッションに資する研究ミッションの公募を行い、8 件の





【平成 13 年版白書 3-2-2-8】。
 衛星基盤・センサ技術の研究開発については、「信頼性向上プログラム(衛星関連)」
が戦略重点科学技術として選定されており、宇宙航空研究開発機構において衛星バス









成 22 年版白書 2-2-2】。
6）宇宙インフラストラクチャー
 わが国がロケット製作に着手したのは昭和 30 年(1955 年)で、これが東京大学生産技
術研究所のペンシルロケットである【昭和 40 年版白書 1-2-1-2】。
 東京大学生産技術研究所は、高層観測ロケットの研究開発を始め、昭和 33 年(1958)
にはカッパ型(固体燃料、二段)が 60km の高度まで達し、温度、風、宇宙線強度、気







ととする【昭和 44 年版白書 3-2-4】。
 科学衛星打上げ用ロケットについては,ひきつづきMロケットの信頼性向上のため開
発を進める【昭和 44 年版白書 3-2-4】。
 東京大学が行なっている科学衛星および Mロケット開発の進捗状況については、昭和
45 年 2 月、わが国初の人工衛星「おおすみ」の打上げが成功し、引き続き昭和 46 年
2 月、M-4S-2 号機により「たんせい」の打上げに成功した【昭和 46 年版白書 3-2-4-1】。
 宇宙開発事業団では,1990 年代前半までの我が国の人工衛星打上げ需要に対処すると
ともに,我が国将来の宇宙輸送系に必要な技術を蓄積するため,液体酸素・液体水素を
第 2 段の推進薬に用い,重量約 550kg 級の静止衛星を打ち上げる能力を有する H-1 ロ
ケット試験機 1 号機を 61年 8月に打ち上げ,さらに,技術試験衛星V型(ETS-V),通信衛
星 3 号(CS-3a,CS-3b),放送衛星 3 号-a(BS-3a),静止気象衛星 4 号(GMS-4)打上げ用の H-I
ロケットの開発を進めた。さらに,1990 年代における大型人工衛星打上げ需要に対処
するため,H-I ロケットの開発の成果を踏まえ,液体酸素・液体水素エンジンを第 1 段
及び第 2 段に使用し,これに固体補助ロケット 2 基を加えた,2 トン程度の静止衛星打
上げ能力を有する H-Ⅱロケットの開発を行った【昭和 62 年版白書 3-3-6-3】。
 宇宙開発事業団は、H-ⅡAロケットを開発しているが、標準型について、今後、製造
責任の一元化による品質向上等により国際競争力の確保を図るため、平成 17 年度よ





した【平成 18 年版白書 3-2-2-8】。
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飛行実証実験(フェーズ II)として、平成 15 年 7 月にスウェーデン北部のエスレンジ
実験場で音速に近い速度での飛行実験を 1 回行い、必要な飛行データを取得すること









 平成 17 年 2 月には、大規模災害時に衛星データの無償提供を通じて災害の把握・復
興等に貢献することを目的とした国際協力枠組み「国際災害チャータ」に宇宙航空研
究開発機構が加入した【平成 17 年版白書 3-2-2-8】。
 平成 15 年 5 月に打ち上げた第 20 号科学衛星「はやぶさ」(MUSES-C)は、平成 17 年
9 月、小惑星「イトカワ」に到着し、近傍観測を経て、11 月には世界で初めて小惑星
への着陸及び離陸に成功し、現在、地球帰還に向けて準備作業を行っているところで
ある【平成 18 年版白書 3-2-2-8】。
8）宇宙分野の国際協力の推進
 宇宙空間平和利用委員会には、科学技術小委員会、航行サービス衛星ワーキング・グ







に関する条約」は、昭和 41 年 12 月、国連第 21 回総会において採択され、わが国は、
本年 1 月、同条約が署名のため開放されると同時にこれを署名し、すでに批准をすま
せており、本年 10 月 10 日発効している【昭和 42 年版白書 5-2-5】。
 昭和 43 年 8 月、ウイーンにおいて行なわれた宇宙空間の探査および平和利用のため
の国連会議は、参加国が 75 か国に達し、とくに低開発国の宇宙開発への参加の問題
が熱心に討論された【昭和 44 年版白書 3-2-2】。
 昭和 47 年 12 月には、欧州宇宙研究機構(ESRO)との間で宇宙開発協力に関する交換




諸般の協力を進めた【昭和 48 年版白書 3-2-4-2】。
 国際協力の推進については、昭和 48 年 2 月に実用衛星調査団を欧米に派遣し、海外
における通信衛星、放送衛星計画の実態等を調査した【昭和 49 年版白書 3-2-4-2】。
 昭和 48年 5月に国連宇宙空間平和利用委員会第 10回科学技術小委員会がニューヨー
クの国連本部で開催され、宇宙応用計画に関する活動の一環として教育用衛星放送シ
ステムに関する国連パネル会議の東京での開催と衛星通信に関するフェローシップ
について審議が行われた【昭和 49 年版白書 3-2-4-2】。
 宇宙開発に関する国際協力については、昭和 49 年 3 月にフランスの国立宇宙開発セ
ンター(CNES)総裁を、昭和 49 年 10 月にアメリカの航空宇宙局(NASA)長官を我が国
に招へいし、日仏間及び日米間宇宙協力の推進を図った【昭和 50 年版白書 3-2-4】。
 宇宙開発の分野においては,1969 年の「宇宙開発に関する日本国とアメリ力合衆国と
の間の協力に関する交換公文」に基づき,技術協力を進めたほか,1975 年 5 月には,  
「宇宙開発事業団の静止気象衛星,実験用中容量静止通信衛星,実験用中型放送衛星
の打上げ計画のための協力に関する日本国政府とアメリカ合衆国政府との間の交換
公文」を取り交した。【昭和 52 年版白書 2-4-2-1】
 国際関係については、人的交流の面で昭和 51 年 10 月に NASA 職員による STS(宇宙
輸送システム)説明会を東京で開催するとともに、52 年 3 月に、ローマ大学航空宇宙
研究所長 L・ブロリオ教授を、52 年 5 月にはカナダ省間宇宙委員会議長チャップマ
ン博士を招へいし、各々宇宙開発委員会委員と宇宙開発分野について意見交換を行い、
相互理解を深めた【昭和 52 年版白書 3-2-4-2】。
 米国及び欧州宇宙機関(ESA)が昭和 55 年度に予定している最初のスペースラブ飛行
実験計画に対し、東京大学宇宙航空研究所から応募していた「粒子加速装置を用いた
宇宙科学実験(SEPAC)」が正式に採用され、我が国も同実験計画に参加することとな
った【昭和 52 年版白書 3-2-4-2】。
 海洋リモートセンシング技術の開発研究及びリモートセンシング情報の収集・処理・
解析手法に関する総合研究を進めるとともに、米国の地球観測衛星(ランドサット)を







強化させるための宇宙応用計画などを推進してきた。【昭和 61 年版白書 2-4-4-1】





2 年 6 月合意に達した【平成 2 年版白書 4-3-1-1】。
 人工衛星を用いた地球観測の推進と宇宙に関する教育・普及活動を目的とした 1992
年国際宇宙年(ISY)の国際的活動に、アジア太平洋 ISY 会議の開催、ETS-V 利用汎太
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強化させるための宇宙応用計画などを推進してきた。【昭和 61 年版白書 2-4-4-1】





2 年 6 月合意に達した【平成 2 年版白書 4-3-1-1】。
 人工衛星を用いた地球観測の推進と宇宙に関する教育・普及活動を目的とした 1992
年国際宇宙年(ISY)の国際的活動に、アジア太平洋 ISY 会議の開催、ETS-V 利用汎太
198
平洋情報ネットワークの構築及び国際宇宙年宇宙機関会議(SAFISY)等により参加し
ている【平成 4 年版白書 3-3-1-1】。
 1992 年に成功裡に終了した国際宇宙年の精神を継承し、世界の宇宙機関間の交流及
び協力を促進する目的で国際宇宙機関会議(SAF)が開催されることとなり、1993 年 5
月にイタリアのローマにおいて第 1 回会議が開かれた【平成 5 年版白書 3-4-1-1】。
 1993 年（平成 5 年）9 月には、我が国の提唱で第 1 回目のアジア太平洋地域宇宙機関
会議(APRSAF)を開催している【平成 6 年版白書 3-4-1-1】。
 1994(平成 6)年 9 月に行われた ESCAP(国連アジア太平洋経済社会委員会)宇宙利用大
臣級会合においては、アジア太平洋地域における宇宙分野の協力のための「開発のた
めの宇宙利用プログラム(RESAP)」の開始が決定された【平成 7 年版白書 3-4-1-1】。
 日ロ間でも宇宙協力を推進するため、1993(平成 5)年 10 月のエリツィン・ロシア大統
領訪日に際し、宇宙協力協定を締結した【平成 7 年版白書 3-4-1-1】。
 我が国は、宇宙空間の探査及び利用に係る国際的秩序の確立、国際協力の促進等につ
いて審議を行っている国連宇宙空間平和利用委員会への参加や、米国との間で開催し
ている日米常設幹部連絡会議(SSLG:Standing Senior Liaison Group)や欧州(欧州宇宙機
関:ESA)との間で開催している日・ESA 行政官会議により、定期的に情報交換・意見
交換を行う等の二国間協力を行っている【平成 7 年版白書 3-4-1-1】。
 「開発のための宇宙利用プログラム(RESAP)」の開始の決定を受け、1995 年(平成 7
年)6 月、第 1 回政府間協議委員会が開催され、我が国もこれに参加している【平成 8
年版白書 3-3-2】。
 二国間協力について、米国との間では、1995 年(平成 7 年)7 月、日米宇宙損害協定を
締結し、日米間の宇宙協力活動に際して生じた損害賠償請求権を相互に放棄すること
を予め約束することとした【平成 8 年版白書 3-3-2】。
 「持続可能な発展のための地域宇宙応用プログラム(RESAP)」の運営のために、1997
年(平成 9 年)5 月、第 3 回政府間諮問委員会が開催され、我が国もこれに参加してい
る【平成 10 年版白書 3-3-2-1】。
 二国間協力について、1998 年(平成 10 年)4 月、第 1 回日露宇宙協力合同委員会が開









応用するかという点が重点的に取り上げられた【平成 12 年版白書 3-3-2-1】。
 カナダとの間で科学技術協力協定に基づく日加宇宙パネルが、平成 11 年 10 月に開催
されたほか、ロシアとの間においても、平成 5 年に締結された日露宇宙協力協定に基




行われた【平成 16 年版白書 3-2-2-8】。
 多国間協力について、アジア地域においては、各国の宇宙機関及び防災機関と協力し、
災害情報の提供・共有を可能にする「アジア防災・危機管理システム」構築に向けた
取組等を積極的に行っている【平成 18 年版白書 3-2-2-8】。
 我が国はアジア地域において、APRSAF を通じ、インターネットにより衛星画像等
の被災地情報を提供・共有する「センチネル・アジア」プロジェクトを 20 か国 51
機関 8 国際組織の協力の下で推進している(平成 20 年（2008 年）1 月現在【平成 20
年版白書 2-2-2-8】)。
 我が国のイニシアティブにより、APRSAF の下、地球環境変動を監視する
SAFE(Satellite Application for Environment)プロジェクト及び人材育成を目的と
して各国共同で小型衛星を開発する STAR(Satellite Technology for the Asia‐
Pacific Region)プロジェクトが平成 20 年 12 月に合意され、活動の幅が広がってい
る【平成 20 年版白書 2-2-2】。
(2) 航空科学技術
 航行衛星については、政府間海事協議機構(IMCO)、国際民間航空機関(ICAO)等にお
いて、システムのあり方等について検討が行なわれている【昭和 44 年版白書 3-2-2】。
 航空・電子等技術審議会は、航空技術審議会及び電子技術審議会を統合し、発展的に
改組し、昭和 53 年 5 月に設置された【昭和 54 年版白書 3-4-8-6】。




的な研究開発の推進について」が出された【昭和 54 年版白書 3-4-8-6】。
 社団法人日本航空宇宙工業会の革新航空機技術開発センターにおいては、革新航空機
技術開発に関する調査研究が進められている【昭和 59 年版白書 3-2-6-4】。




和 59 年版白書 3-2-6-4】。
 科学技術庁航空宇宙技術研究所では、昭和 52 年度から「ファンジェット STOL 機の
研究開発」を進めており、昭和 54 年度からは、この一環として低騒音 STOL 実験機“飛
鳥”の製作を行っている【昭和 59 年版白書 3-2-6-4】。
 航空・電子等技術審議会は、59 年度において、諮問第 2 号「長期的展望にたつ航空
技術の研究開発構想について」(昭和 59 年 9 月)、諮問第 7 号「材料設計理論に基づ
いた新材料の創製に関する総合的な研究開発の推進について」(昭和 59 年 9 月)、及
び諮問第 6 号「人間の知的機能を補完又は代替するシステムに関する情報・電子技術
の総合的な研究開発の推進について」(昭和 60 年 3 月)に対する答申を行った【昭和
60 年版白書 3-4-9-7】。
 60 年 3 月、科学技術庁長官より諮問第 8 号「省エネルギー航空技術の研究開発にお
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の総合的な研究開発の推進について」(昭和 60 年 3 月)に対する答申を行った【昭和
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発の推進について」の諮問を受けた【昭和 60 年版白書 3-4-9-7】。
 航空・電子等技術審議会は、「省エネルギー航空技術の研究開発における重点課題と
その具体的推進方策について」(諮問第 8号)に対して、省エネルギー航空技術分科会
を設置し、調査審議を進めている【昭和 61 年版白書 3-2-6-4】。
 “飛鳥”は、全機組立ての完了後約半年にわたる地上試験を経て、昭和 60 年 10 月、初
飛行に成功した【昭和 61 年版白書 3-2-6-4】。
 航空・電子等技術審議会においては、昭和 60 年 3 月に受けた「省エネルギー航空技
術の研究開発における重点課題とその具体的推進方策について」(諮問第 8 号)に対す
る答申を 61 年 8 月科学技術庁長官に提出した【昭和 62 年版白書 3-3-6-4】。
 “飛烏”は昭和 60 年 10 月初飛行に成功し、61 年度から STOL 技術、低騒音技術をは
じめとする各種新技術の実証を目指した本格的な飛行実験を行い、62 年度末に STOL
着陸に成功した【昭和 63 年版白書 3-3-6-4】。
 “飛鳥”は、62 年度末に STOL 着陸に成功する等順調に推移したため、当初の予定ど
おり 63 年度末をもって飛行実験を終了した【平成元年版白書 3-3-6-4】。
 航空・電子等技術審議会は、平成 3 年 3 月、「ファンジェット STOL 機の研究開発の
実施計画の検討等について」(諮問第 1 号)に対する最終報告を行った【平成 3 年版白
書 3-3-1-1】。
 航空・電子等技術審議会は、1993 年 1 月から「航空技術の長期的研究開発の推進方
策について」(諮問第 18号)に対する調査、審議を行っている【平成 5 年版白書 3-4-1-1】。
 航空・電子等技術審議会は「航空技術の長期的研究開発の推進方策について」(諮問
第 18号)に対する答申を 1994年（平成 6年）6月に行っている【平成 6年版白書 3-4-1-1】。





















 世界の先進諸国において、海洋開発への胎動が顕著になって来た昭和 36 年にわが国
でも海洋開発の重要性が論議され、総理府に海洋科学技術審議会が設けられ、海洋科
学技術推進の基本方策等について審議が重ねられてきた【昭和 44年版白書 3-3-4-1】。




 「開発計画について」諮問を行なった【昭和 44 年版白書 3-3-4-1】。
 海洋開発を本格的に推進するため、海洋科学技術に関する総合的試験研究、大型共用
施設の開発および運用、科学技術者の養成、情報、資料の収集整理等を行なう機関と





会が昭和 46 年 7 月 1 日に設立された【昭和 47 年版白書 3-2-4-1】。
 海洋開発審議会は、海洋開発に関する基本的・総合的な事項について総理大臣に意見
を述べる任務をもっており、現在「わが国の海洋開発推進の基本的理念および基本的
方策」について審議している【昭和 47 年版白書 3-2-4-1】。







発の推進について」の諮問を受けた【昭和 60 年版白書 3-4-9-7】。
 航空・電子等技術審議会は、「省エネルギー航空技術の研究開発における重点課題と
その具体的推進方策について」(諮問第 8号)に対して、省エネルギー航空技術分科会
を設置し、調査審議を進めている【昭和 61 年版白書 3-2-6-4】。
 “飛鳥”は、全機組立ての完了後約半年にわたる地上試験を経て、昭和 60 年 10 月、初
飛行に成功した【昭和 61 年版白書 3-2-6-4】。
 航空・電子等技術審議会においては、昭和 60 年 3 月に受けた「省エネルギー航空技
術の研究開発における重点課題とその具体的推進方策について」(諮問第 8 号)に対す
る答申を 61 年 8 月科学技術庁長官に提出した【昭和 62 年版白書 3-3-6-4】。
 “飛烏”は昭和 60 年 10 月初飛行に成功し、61 年度から STOL 技術、低騒音技術をは
じめとする各種新技術の実証を目指した本格的な飛行実験を行い、62 年度末に STOL
着陸に成功した【昭和 63 年版白書 3-3-6-4】。
 “飛鳥”は、62 年度末に STOL 着陸に成功する等順調に推移したため、当初の予定ど
おり 63 年度末をもって飛行実験を終了した【平成元年版白書 3-3-6-4】。
 航空・電子等技術審議会は、平成 3 年 3 月、「ファンジェット STOL 機の研究開発の
実施計画の検討等について」(諮問第 1 号)に対する最終報告を行った【平成 3 年版白
書 3-3-1-1】。
 航空・電子等技術審議会は、1993 年 1 月から「航空技術の長期的研究開発の推進方
策について」(諮問第 18号)に対する調査、審議を行っている【平成 5 年版白書 3-4-1-1】。
 航空・電子等技術審議会は「航空技術の長期的研究開発の推進方策について」(諮問
第 18号)に対する答申を 1994年（平成 6年）6月に行っている【平成 6年版白書 3-4-1-1】。





















 世界の先進諸国において、海洋開発への胎動が顕著になって来た昭和 36 年にわが国
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学技術推進の基本方策等について審議が重ねられてきた【昭和 44年版白書 3-3-4-1】。
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昭和 44 年度から設けられた海洋開発技術研究委託費は、前年度の約 2.5倍の増加を
示しており、海洋開発の進展に大きな役割を果すものと期待されている【昭和 46年
版白書 3-3-1】。 
 「開発計画について」諮問を行なった【昭和 44 年版白書 3-3-4-1】。
 海洋開発を本格的に推進するため、海洋科学技術に関する総合的試験研究、大型共用
施設の開発および運用、科学技術者の養成、情報、資料の収集整理等を行なう機関と





会が昭和 46 年 7 月 1 日に設立された【昭和 47 年版白書 3-2-4-1】。
 海洋開発審議会は、海洋開発に関する基本的・総合的な事項について総理大臣に意見
を述べる任務をもっており、現在「わが国の海洋開発推進の基本的理念および基本的
方策」について審議している【昭和 47 年版白書 3-2-4-1】。




べき重要施策を提示している【昭和 48 年版白書 3-2-4-3】。
 海洋科学技術の研究開発については、関係各省庁で構成する海洋科学技術開発推進連
絡会議の策定した「海洋開発のための科学技術に関する開発計画」(実行計画)に沿っ
て関係各省庁の協力により進められている【昭和 48 年版白書 3-2-4-3】。
 海洋科学技術開発推進連絡会議は、前述の海洋開発審議会の答申に即し、昭和 49 年




トを挙げている【昭和 48 年版白書 3-2-4-3】。
 1973 年から開始された第 3 次国連海洋法会議では、領海の幅員、経済水域の設定、
深海海底資源等につき審議が進められているが、その帰すうは我が国にとつて極めて
厳しいものとなることも予想され、新たな海の秩序の樹立に積極的に対応していかな
ければならない。【昭和 50 年版白書 3-2-4-3】。
 領海 12 カイリ及び漁業水域 200 カイリは国際的に容認されつつあり、我が国も昭和
52 年 7 月にこれらを施行しているが、今後更に、積極的に新たな海の秩序の樹立に
対応していく必要がある【昭和 52 年版白書 3-2-4-3】。
 海洋開発審議会は、昭和 51 年 12 月、合同部会(開発部会及び科学技術部会)報告書を
とりまとめた【昭和 52 年版白書 3-2-4-3】。
 新海洋秩序時代に対応し、我が国として海洋開発の長期的展望とそのための具体的施
策を改めて検討することの要請が増してきたため、53 年 2 月には第 2 号諮問「長期
的展望にたつ海洋開発の基本的構想及び推進方策について」が海洋開発審議会に対し
出され、現在これを審議中である【昭和 53 年版白書 3-2-4-4】。
 海洋開発審議会は、昭和 54 年 8 月、西暦 2000 年の社会・経済における海洋開発の役
割と 1990 年の海洋開発目標を示した第一次答申を提出し、昭和 55 年 1 月、第一次答
申に示された 1990 年の具体的目標を達成するための推進方策を示した第二次答申を
提出した【昭和 55 年版白書 3-2-4-4】。




 海洋開発審議会は、昭和 55 年 1 月、第二次答申「長期的展望にたつ海洋開発の推進
方策について」を取りまとめた【昭和 55 年版白書 3-4-9-5】。
 第 3 次国連海洋法会議は、1982 年 3 月～4 月の第 11 会期において、領海・経済水域
制度、深海底鉱物資源開発等について規定した海洋法条約草案を採択の運びとなった
【昭和 57 年版白書 3-2-6-4】。
 第 3 次国連海洋法会議において、我が国も 1983 年 2 月に同条約に署名署名を行って
いる【昭和 58 年版白書 3-2-6-4】。





 昭和 59 年からは内閣官房に置かれた海洋開発関係省庁連絡会議(昭和 55 年設置)にお
いて、海洋科学技術に限らず海洋開発全体に範囲を拡げた「海洋開発推進計画」を策
定している【昭和 60 年版白書 3-2-6-5】。
 平成元年 2 月 3 日、内閣総理大臣から海洋開発審議会に対し、第 3 諮問「長期的展望
にたつ海洋開発の基本的構想及び推進方策について」が行われ、現在答申のための審
議が行われている【平成元年版白書 3-3-6-5】。


















 平成 9 年 5 月には、海洋開発審議会に基本問題懇談会が置かれ、平成 10 年 6 月に「21





ンチャー」の設立、整備に向けて着手した【平成 12 年版白書 3-3-2-1】。






ステムの構築(ARGO計画)に平成 12年度から着手している【平成 14年版白書 3-2-3-2】。
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している【平成 19 年版白書 2-3-8-2】。
 平成 19 年 7 月に施行された「海洋基本法」に基づき、内閣総理大臣を本部長とする
総合海洋政策本部が設置され、海洋に関する施策を集中的かつ総合的に推進するため、
内閣官房に総合海洋政策本部事務局が設置された【平成 20 年版白書 2-2-2-8】。
 第 3 期科学技術基本計画におけるフロンティア（海洋）分野の分野別推進戦略では、
国家基幹技術「海洋地球観測探査システム」を構成する「次世代海洋探査技術」と、
「外洋上プラットフォーム技術」が戦略重点科学技術に選定されるとともに、以下の
3 領域の重要な研究開発課題が選定されている【平成 20 年版白書 2-2-2-8】。
 海洋基本法に基づき、今後 5 年間の海洋政策を示した海洋基本計画（平成 20 年 3 月
閣議決定）が策定された【平成 21 年版白書 2-2-2-8-2】。





た【昭和 48 年版白書 3-2-4-3】。
 「高圧実験水槽」は昭和 47 年度から製作に着手し、49 年度完成を目指しているが、
共用実験研究施設の一つとして、陸上において数千 m の深海の高圧状況を再現し得
る高圧実験水槽の研究開発を行った【昭和 49 年版白書 3-2-2-6】。




 海洋開発審議会は、答申の中で 6,000m 潜水可能な有人潜水調査船の建造を指摘して
いるが、現在、その中間段階として昭和 56 年度完成を目途に 2,000m 潜水調査船シ
ステムの建造を進めている【昭和 55 年版白書 3-2-4-4】。
 300m潜水作業システムの研究開発では、54 年度は高圧ヘリウムの混合ガス環境下に
おけるダイバーの医学的研究を主体とした 300m 相当圧飽和潜水シミュレーション
実験を実施した【昭和 55 年版白書 3-2-4-4】。
 北方氷海域を航行し、北方資源を輸送する船舶を開発するための氷海再現水槽の建設
を 52 年度より 4 か年計画で進めている【昭和 55 年版白書 3-2-4-4】。
 海洋開発審議会は、答申の中で、深海調査のため 6,000m まで潜水可能な有人潜水調
査船の必要性を指摘しているが、昭和 56 年度は、その中間段階として 53 年度から建
造を進めてきた 2,000m 潜水調査船「しんかい 2000」及び支援母船「なつしま」を完
成させ乗員の訓練等のための潜航を行った【昭和 57 年版白書 3-2-6-4】。
 我が国 200 海里水域の 96%が調査可能な潜水調査船「しんかい 6500」システムの建
造を昭和 62 年度に引き続き進めた【平成元年版白書 3-3-6-5】。
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 海洋科学技術センターでは、平成 3 年度に「しんかい 6500」による本格的潜航調査
を開始、また、一万メートル級無人探査機の開発等を進め、平成 4 年度からはプレー
トテクトニクスや地球環境の変遷の解明を目指す深海掘削船システムの開発研究等
を行っている【平成 4 年版白書 3-3-1-1】。
 郵政省では通信総合研究所において、海洋油汚染・海流・波浪などの計測技術及び予
測技術を確立するための高分解能 3 次元マイクロ波映像レーダの研究、船舶通信のた
めの海上衛星技術の研究開発等を行っている【平成 5 年版白書 3-4-1-1】。
 海洋科学技術センターでは、一万メートル級無人探査機「かいこう」の開発を進めて
おり、1994 年 3 月にはマリアナ海溝の試験潜航において水深 10,909m まで到達した
【平成 6 年版白書 3-4-1-1】。
 海洋科学技術センターでは、地球環境の変遷の解明をめざす深海掘削船システムの開
発研究や海底変動現象を連続的に観測する「海底地震総合観測システム」の開発・整
備等を行っている【平成 9 年版白書 3-3-2-1】。
 平成 9 年 1 月 2 日に日本海で沈没したロシア船籍のタンカ 「ーナホトカ号」の流出油
災害では、流出油が周辺環境に大きな影響を与えたが、海洋地球技術センターでは、
深海観測装置「ディープ・トウ」及び深海探索機「ドルフィン-3K」を用いたナホト
カ号の沈没部の調査を実施した【平成 9 年版白書 3-3-2-1】。
 海洋観測研究については、地球変動の解明とその正確な予測の実現に向け、地球フロ
ンティア研究システムを創設した【平成 10 年版白書 3-3-2-1】。
 海洋地球研究船「みらい」の運航開始に伴い、「みらい」利用計画を定めるとともに、
各種海洋観測研究業務の支援体制を整備した【平成 10 年版白書 3-3-2-1】。
 平成 11 年 1 月から 2 月にかけて、南太平洋諸国の要請に基づいて平成 10 年 7 月にニ
ューギニア島北岸で発生した地震調査のため深海調査研究船「かいれい」及び深海探
査機「ドルフィン-3K」による調査を実施し、津波の発生原因となる地殻変動を起こ
した範囲を特定した【平成 11 年版白書 3-3-2】。
 沖合浮体式波力装置「マイティーホエール」の実海域実験を三重県五ヶ所湾沖で平成
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 海洋基本法に基づき、今後 5 年間の海洋政策を示した海洋基本計画（平成 20 年 3 月
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た【昭和 48 年版白書 3-2-4-3】。
 「高圧実験水槽」は昭和 47 年度から製作に着手し、49 年度完成を目指しているが、
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 海洋開発審議会は、答申の中で 6,000m 潜水可能な有人潜水調査船の建造を指摘して
いるが、現在、その中間段階として昭和 56 年度完成を目途に 2,000m 潜水調査船シ
ステムの建造を進めている【昭和 55 年版白書 3-2-4-4】。
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を 52 年度より 4 か年計画で進めている【昭和 55 年版白書 3-2-4-4】。
 海洋開発審議会は、答申の中で、深海調査のため 6,000m まで潜水可能な有人潜水調
査船の必要性を指摘しているが、昭和 56 年度は、その中間段階として 53 年度から建
造を進めてきた 2,000m 潜水調査船「しんかい 2000」及び支援母船「なつしま」を完
成させ乗員の訓練等のための潜航を行った【昭和 57 年版白書 3-2-6-4】。
 我が国 200 海里水域の 96%が調査可能な潜水調査船「しんかい 6500」システムの建
造を昭和 62 年度に引き続き進めた【平成元年版白書 3-3-6-5】。
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 海洋科学技術センターでは、平成 3 年度に「しんかい 6500」による本格的潜航調査
を開始、また、一万メートル級無人探査機の開発等を進め、平成 4 年度からはプレー
トテクトニクスや地球環境の変遷の解明を目指す深海掘削船システムの開発研究等
を行っている【平成 4 年版白書 3-3-1-1】。
 郵政省では通信総合研究所において、海洋油汚染・海流・波浪などの計測技術及び予
測技術を確立するための高分解能 3 次元マイクロ波映像レーダの研究、船舶通信のた
めの海上衛星技術の研究開発等を行っている【平成 5 年版白書 3-4-1-1】。
 海洋科学技術センターでは、一万メートル級無人探査機「かいこう」の開発を進めて
おり、1994 年 3 月にはマリアナ海溝の試験潜航において水深 10,909m まで到達した
【平成 6 年版白書 3-4-1-1】。
 海洋科学技術センターでは、地球環境の変遷の解明をめざす深海掘削船システムの開
発研究や海底変動現象を連続的に観測する「海底地震総合観測システム」の開発・整
備等を行っている【平成 9 年版白書 3-3-2-1】。
 平成 9 年 1 月 2 日に日本海で沈没したロシア船籍のタンカ 「ーナホトカ号」の流出油
災害では、流出油が周辺環境に大きな影響を与えたが、海洋地球技術センターでは、
深海観測装置「ディープ・トウ」及び深海探索機「ドルフィン-3K」を用いたナホト
カ号の沈没部の調査を実施した【平成 9 年版白書 3-3-2-1】。
 海洋観測研究については、地球変動の解明とその正確な予測の実現に向け、地球フロ
ンティア研究システムを創設した【平成 10 年版白書 3-3-2-1】。
 海洋地球研究船「みらい」の運航開始に伴い、「みらい」利用計画を定めるとともに、
各種海洋観測研究業務の支援体制を整備した【平成 10 年版白書 3-3-2-1】。
 平成 11 年 1 月から 2 月にかけて、南太平洋諸国の要請に基づいて平成 10 年 7 月にニ
ューギニア島北岸で発生した地震調査のため深海調査研究船「かいれい」及び深海探
査機「ドルフィン-3K」による調査を実施し、津波の発生原因となる地殻変動を起こ
した範囲を特定した【平成 11 年版白書 3-3-2】。
 沖合浮体式波力装置「マイティーホエール」の実海域実験を三重県五ヶ所湾沖で平成

























ほか 7か所の測量を実施し縮尺 5万分の 1の海底地形図及び海底地質構造図を刊行し
た【昭和 55 年版白書 3-2-4-4】。
 2 万 5,000 分の 1 の沿岸海域地形図及び沿岸海域土地条件図の作成を進めているが、
54 年度は、伊予灘等 4 か所の海底地形、地質調査等を行い、海底地形図及び海底土
地条件図を作成した【昭和 55 年版白書 3-2-4-4】。
 我が国は、深海掘削船を用いて海洋底を掘削し、大洋底の地殻構成、大洋底成立の経
緯の解明等を行う「国際深海掘削計画(IPOD)」に参加しており、54 年度は 52、53 年





している【昭和 58 年版白書 3-2-6-4】。
 我が国が一定の管轄権を有する海域の確定の基準となる本土及び島しょにおける精
度の高い測地を行うため、昭和 61 年度からは国産測地衛星「あじさい」の観測を実
施している【昭和 62 年版白書 3-3-6-5】。
 1990 年代に入り、海洋の諸現象を全地球規模で総合的に観測・研究するためのシス
テム構築をめざした世界海洋観測システム(GOOS)計画が、国連教育科学文化機関
(UNESCO:ユネスコ)政府間海洋学委員会(IOC)によって提唱され、1992 年 6 月ブラジ
ルで開催された環境と開発に関する国連会議(UNCED:地球サミット)で採択されたア

















態の調査等を引き続き行っている【平成 19 年版白書 2-3-8-2】。
 国土交通省では、港湾空港技術研究所と共同で全国港湾海洋波浪情報網（NOWPHAS）







が図られている【平成 19 年版白書 2-3-8-2】。
 国土地理院では、沿岸海域の総合的な開発・利用・保全計画等の策定に必要な基礎資
料を提供するため、沿岸海域基礎調査等を行っている【平成 19 年版白書 2-3-8-2】。
 海上保安庁では、海洋に関する測量・観測技術及び解析技術の研究開発を実施してい
る【平成 19 年版白書 2-3-8-2】。
 平成 19 年度からは「次世代型深海巡航探査機技術の開発」、「大深度高機能無人探査
機技術の開発」を本格的に開始した【平成 20 年版白書 2-2-2-8】。
 我が国の大陸棚の限界を設定するため、総合海洋政策本部の総合調整の下、外務省、
文部科学省、経済産業省、国土交通省等が連携して海域調査等を行い、平成 20 年 6













興・再生させるため、文部科学省では平成 23 年度第 3 次補正予算（20 億円）により、
全国の大学や研究機関等からなる拠点を構築し、海洋生態系の調査研究及び新たな産
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興・再生させるため、文部科学省では平成 23 年度第 3 次補正予算（20 億円）により、
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のと期待されている【昭和 44 年版白書 3-3-3-5】。










水産大学校)と海上保安庁(水路部)との協同により昭和 42 年度から 3 か年計画で実施
されている【昭和 44 年版白書 3-3-3-2】。













についての調査研究を行った【昭和 55 年版白書 3-2-4-4】。
 未利用資源開発の分野については、南極海における母船式おきあみ漁業企業化調査、
深海未利用資源の開発調査等を実施した【昭和 55 年版白書 3-2-4-4】。
 近海漁業資源の家魚化システムの開発に関する総合研究(マリーランチング計画)を
推進し、必要な技術開発を行った【昭和 60 年版白書 3-2-6-5】。
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(6) 海水・海底資源開発
 大陸棚石油天然ガス基礎調査では、昭和 54 年度は、堆積盆地の発達が予想される伊
豆七島海域、小笠原諸島海域において水深 2,000m までの大陸棚斜面についての基礎
物理探査を実施した【昭和 55 年版白書 3-2-4-4】。










した【昭和 57 年版白書 3-2-6-4】。
 海底熱水鉱床についてはメキシコ沖の東太平洋南膨において賦存状況調査を行うと
ともに新探査技術の開発等を行った【昭和 62 年版白書 3-3-6-5】。
 深海底鉱物資源の開発について我が国は、国連海洋法条約附帯決議に基づき、昭和







 世界最深レベルの潜航能力（水深 6,500 メートル）を持つ有人潜水船「しんかい 6500」
は、深海や極限環境に生息する生物の研究調査を行う海洋・極限環境生物研究等に活
用されている【平成 19 年版白書 2-3-8-2】。
 文部科学省では、海洋研究開発機構における当該技術の研究開発を推進している。平
成 18 年度は、このうち地球深部探査船「ちきゅう」による世界最高の深海底ライザ
ー掘削技術の開発を開始した【平成 19 年版白書 2-3-8-2】。
 農林水産省では、海洋有用生物資源の合理的な利用・管理のため、海洋表層生態系の
解明を行うとともに深層生態系の構造と変動機構及び表層生態系変動との関連性の
解明に取り組んでいる【平成 19 年版白書 2-3-8-2】。
 文部科学省では、平成 20 年度より、大学等に蓄積された技術を活用し、海洋資源の
探査に必要となるセンサーなどの基盤技術の開発を推進する「海洋資源の利用促進に
向けた基盤ツール開発プログラム」を実施している【平成 20 年版白書 2-2-2-8-2】。
 海底熱水鉱床等の未利用の海洋資源の開発を推進するため、文部科学省では、平成
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良沖で実施した【昭和 55 年版白書 3-2-4-4】。
 波エネルギー利用技術実験は、IEA(国際エネルギー機関)の国際共同プロジェクトと
して米、英、加、アイルランドの参加によって実施されており、昭和 54 年度は定格
出力 125KW の発電機 8 基(うち英国 1 基)を搭載し、陸上送電実験を含む一連の実験
を実施した【昭和 55 年版白書 3-2-4-4】。
 海洋温度差発電システムの研究については、要素技術とサブシステムについて各種試
験、解析等を実施した【昭和 55 年版白書 3-2-4-4】。




等の検討を進めた【昭和 61 年版白書 3-2-6-5】。
(8) 海洋空間利用開発
 海洋開発の具体的計画として、昭和 43 年度から着手した海中居住実験計画(シートピ
ア計画)はその主体となる海中居住基地の建造を完成し、46 年 7 月から海中居住実験
計画のための基礎訓練がスタートした【昭和 47 年版白書 3-2-4-1】。
 シートピア計画(海中居住実験計画)については、47 年 8 月、海中作業基地を用いて
水深 30m における居住実験を行ない、成功を収めた【昭和 48 年版白書 3-2-4-3】。
 海洋空間利用調査研究として、沿岸域総合利用基礎調査、北部九州沿岸域総合整備計
画調査等が行われており、後者では当該沿岸域の基礎データによる自然環境条件図の
作成等を実施している【昭和 55 年版白書 3-2-4-4】。
 海洋構造物の合理的な設計のための基礎実験施設として、昭和 54 年度に大水深海洋
構造物実験水槽の整備に着手した【昭和 55 年版白書 3-2-4-4】。
 特定事業実施のため、関西国際空港、東京湾横断道路の調査等が実施されている【昭
和 55 年版白書 3-2-4-4】。
 関西国際空港は最終年度として総合的な評価を行い、東京湾横断道路は予定ルートの
ボーリング調査等を実施した【昭和 55 年版白書 3-2-4-4】。
 昭和 59 年度は、海水流動の観測手法の開発、各種の海域モデルによるシミュレーシ
ョン、消波、海水流動の促進等をはかる構造物の研究開発を行うとともに、沖合人工
島を含む海洋空間の総合的利用等について検討した【昭和 60 年版白書 3-2-6-5】。
 運輸省では平成 7 年度に、民間機関が行う超大型浮体式海洋構造物(メガフロート)の
研究開発に対する補助を行っている【平成 8 年版白書 3-3-2】。
(9) 国際協力
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備の建設に着手することとなっている【昭和 45 年白書 3-2-4-2】。
 昭和 45 年度には、新たに農林省の「増養殖漁湯開発」および「光質利用技術化」な
らびに通商産業省の「大深度遠隔操作海底石油堀削装置」がとりあげられた【昭和
46 年白書 3-2-4-2】。





 昭和 47 年度から新たに、農林省の「野菜・畑作物の生産流通技術に関する総合研究」
および建設省の「新耐震設計法の開発」、「海洋構造物の建設技術に関する研究開発」
の各プロジェクトが加えられた【昭和 48 年 3-2-4-4】。
 昭和 48 年度から新たに、農林省の「農林漁業における環境保全的技術に関する総合
研究」、通商産業省の「高温還元ガス利用による直接製鉄」、「自動車総合管制技術」、
「資源再生利用技術システム」及び建設省の「新道路交通システムの開発」、「住宅性
能総合評価システムの開発」の各プロジェクトが加えられた【昭和 49 年 3-2-4-4】。
 昭和 49 年度から新たに、農林省の「高能率施設園芸に関する総合研究」通商産業省
の「新エネルギー技術開発計画」及び建設省の「小規模住宅新施行法の開発」の各プ







ャイン計画を昭和 49年度から発足させた(工業技術院計上分初年度予算 22 億 7000万
円)。この計画は西暦 2000 年に至る長期間にわたり総合的、組織的かつ効率的に研究
開発を推進し、数 10 年後のエネルギー需要の相当部分を供給することのできる諸技





 昭和 50 年度から新たに、農林省の「肉用牛生産技術の開発に関する総合研究」及び
「農林水産廃棄物の活用による飼料等の開発に関する研究」、通商産業省の「重質油
を原料とするオレフィンの製造法」、建設省の「新地盤改良技術の開発」が加えられ




省)である【昭和 52 年 3-2-4-7】。
 昭和 51 年度から新たに農林省の「異常気象対応技術の確立に関する総合研究」、通商
産業省の「廃熱利用技術システム」、建設省の「新物流システムの開発」及び「地下
水涵養技術の開発」、自治省の「石油コンビナート等の災害防止に関する研究」が加
えられた【昭和 52 年 3-2-4-7】。
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発(建設省)、別枠研究(自治省)がある【昭和 53 年 3-2-4-8】。
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境改善技術の開発」の 11 テーマである【昭和 53 年 3-2-4-8】。
 昭和 53 年度の総合的研究開発は、昭和 52 年度(53 年白書)＋省エネルギー技術研究開
発(通商産業省)となる【昭和 54 年白書 3-2-4-8】。







住環境整備に関する総合技術の開発」の 11 テーマである【昭和 54 年白書 3-2-4-8】。




建設技術研究開発(建設省)、別枠研究(自治省)がある【昭和 55 年白書 3-2-4-8】。
 昭和 54 年度から新たに総合的研究開発に加わったテーマは、農林水産省の「転換畑
を主体とする高度畑作技術の確立に関する総合的開発研究」及び「山地傾斜地におけ
る草地畜産管理システムの確立に関する総合研究」、通商産業省の「光応用計測制御
システム」の 3 テーマである【昭和 55 年白書 3-2-4-8】。
 昭和 55 年度の総合的研究開発は、昭和 54 年度(55 年白書)と同様である。




術の開発」の 5 テーマである【昭和 56 年白書 3-2-4-8】。
 昭和 56 年度の総合的研究開発は、昭和 54 年度(55 年白書)と同様の研究＋次世代産業
基盤技術研究開発(通商産業省)となる【昭和 57 年白書 3-2-6-8】。








発が推進されている【昭和 57 年白書 3-2-6-8】











技術の開発」の 9 件である【昭和 58 年白書 3-2-6-9】。
 昭和 58 年度の総合的研究開発は、昭和 57 年度(58 年白書)と同様の研究＋産業用ロボ
ット等の導入に伴う安全衛生共同研究(労働省)となる。
 昭和 58 年度から新たに総合的研究開発に加わったテーマは、農林水産省の「長距離
移動性害虫の移動予知技術の開発」、通商産業省の「極限作業ロボット」、労働省の「産
業用ロボット等の導入に伴う安全衛生共同研究」、建設省の「エレクトロニクス利用
による建設技術高度化システムの開発」の 4 件である【昭和 59 年白書 3-2-6-10】。
 昭和 59 年度の総合的研究開発は、昭和 58 年度(59 年白書)と同様＋農林水産業バイオ
テクノロジー先端技術開発研究(農林水産省)となる。
 昭和 59 年度から新たに総合的研究開発に加わったテーマは、農林水産省の「農業生
物における遺伝子発現機構の解明」、「バイオテクノロジー先端技術シーズ培養研究」、
通商産業省「資源探査用観測システム」、「スーパーヒートポンプエネルギー集積シス
テム」の 4 件である【昭和 60 年白書 3-2-6-11】。
 昭和 60 年度の総合的研究開発は、昭和 59 年度(60 年白書)と同様である。







ムの開発」の 8 件である【昭和 61 年白書 3-2-6-11】。






 昭和 61 年度から新たに総合的研究開発に加わったテーマは、農林水産省の「根圏環
境の動態解明と制御技術の開発」(一般別枠研究)、「バイテク植物育種に関する総合
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ムの開発」の 8 件である【昭和 61 年白書 3-2-6-11】。












成・保全技術の開発」、「新木造建築技術の開発」の 7 件である【昭和 62 年白書 3-3-6-12】。
 昭和 62 年度の総合的研究開発は、昭和 61 年度(62 年白書)と同様である。





技術の開発」(建設技術研究開発)の 6 件である【昭和 63 年白書 3-3-6-12】。
 昭和 63 年度の総合的研究開発は、昭和 61 年度(62 年白書)と同様である。
















































要とされるものである【昭和 46 年白書 3-2-4-3】。
 研究分野のうち、本年度の環境科学技術の研究課題に関しては、環境庁の設置に伴い、
科学技術庁と環境庁によって所管されることになった【昭和 47 年白書 3-2-4-3】。












 昭和 51 年度においては、特に災害の防止に関する科学技術、健康の増進に関する科
学技術、海洋に関する科学技術、先導的・基礎的科学技術の分野に重点をおき、総合
研究 33課題、緊急研究 2課題、助成研究 2課題の推進を図った【昭和 52年白書 3-2-4-8】。
 昭和 52 年度においては、特に災害の防止に関する科学技術、健康の増進に関する科
学技術、資源・エネルギーに関する科学技術、先導的・基盤的科学技術の分野に重点
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要とされるものである【昭和 46 年白書 3-2-4-3】。
 研究分野のうち、本年度の環境科学技術の研究課題に関しては、環境庁の設置に伴い、
科学技術庁と環境庁によって所管されることになった【昭和 47 年白書 3-2-4-3】。












 昭和 51 年度においては、特に災害の防止に関する科学技術、健康の増進に関する科
学技術、海洋に関する科学技術、先導的・基礎的科学技術の分野に重点をおき、総合
研究 33課題、緊急研究 2課題、助成研究 2課題の推進を図った【昭和 52年白書 3-2-4-8】。
 昭和 52 年度においては、特に災害の防止に関する科学技術、健康の増進に関する科
学技術、資源・エネルギーに関する科学技術、先導的・基盤的科学技術の分野に重点
をおき、34 課題について総合研究の推進を図った。また、昭和 52 年 8 月の北海道有
218
珠山噴火及び昭和 53 年 1 月の伊豆大島近海地震に対処し、原因の究明あるいはその
対策の確立のため緊急研究 2 課題の推進を図ったほか、前年度より引き続いて助成研
究 1 課題が行われた【昭和 53 年白書 3-2-4-9】。
 昭和 53 年 6 月の宮城県沖地震に対処し、原因の究明あるいはその対策の確立のため
1978 年宮城県沖地震に関する特別研究等緊急研究 3 課題の推進を図ったほか、前年
度より引き続いて助成研究の 1 課題が行われた【昭和 54 年白書 3-2-4-9】。
 昭和 54 年 10 月の御岳山及び昭和 54 年 6 月以来の阿蘇山の火山活動に対処し、原因
の究明あるいはその対策の確立のため緊急研究として「1979 年の御岳山、阿蘇山噴
火に関する特別研究」の推進を図ったほか、助成研究の 1 課題が行われた【昭和 55
年白書 3-2-4-9】。
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 特に、科学技術庁、経済企画庁及び通商産業省の 3 省庁は、昭和 46～48 年までの 3
か年にわたり、総合研究開発調査を実施し、我が国の総合的な研究開発のあり方につ
いて調査を行った。この調査においては、ソフトサイエンスの総合的な振興、民間シ
ンクタンクの育成についても検討が行われた【昭和 51 年版白書 3-2-4-5】。
 我が国においては、昭和 46 年 4 月、科学技術会議の諮問第 5 号「1970 年代における
総合的科学技術政策の基本について」に対する答申及び 52 年 5 月諮問第 6 号「長期
的展望に立った総合的科学技術政策の基本について」に対する答申においてその推進
の必要性が強調され、ソフトサイエンスの研究開発及び利用の促進のための施策が進
められている【昭和 53 年版白書 3-2-4-7】。
 我が国においては、昭和 46 年 4 月の科学技術会議の諮問第 5 号「1970 年代における
総合的科学技術政策の基本について」に対する答申、昭和 52 年 5 月の諮問第 6 号「長
期的展望に立った総合的科学技術策の基本について」に対する答申及び昭和 59 年 11
月の諮問第 11 号「新たな情勢変化に対応し、長視的展望に立った科学技術振興の総
合的基本方策について」に対する答申においてソフトサイエンスの振興の必要性が強
調され、その推進が図られている【昭和 60 年版白書 3-2-6-10】。
 我が国においては、昭和 46 年 4 月の科学技術会議の諮問第 5 号「1970 年代における
総合的科学技術政策の基本について」に対する答申、昭和 52 年 5 月の諮問第 6 号「長
期的展望に立った総合的科学技術政策の基本について」に対する答申、昭和 59 年 11
月の諮問第 11 号「新たな情勢変化に対応し、長期的展望に立った科学技術振興の総












間社会」を初めとして 25 グループの研究発表が行われた【昭和 51 年版白書 3-2-4-5】。
 我が国を含め 13 か国からの共同出資による IIASA(国際応用システム分析研究所)が
オーストリアのウィーンに設立され、また、欧州諸国の共同出資による IIMF(国際技
術管理研究所)がイタリアのミラノに設立された【昭和 51 年版白書 3-2-4-5】。
 昭和 47 年 10 月に IIASA(国際応用システム分析研究所)がオーストリアのウィーンに






人材の養成などにも貢献している【昭和 52 年版白書 3-2-4-6】。
(2) ソフト系科学技術
 ソフト系科学技術は、科学技術と人間・社会との調和の実現や国際社会との融和に大
きな役割を果たすものと期待されており、昭和 62 年度、昭和 63 年度の 2 年間にわた
って科学技術振興調整費により「ソフト系科学技術の研究開発の現状及び今後の展開
方法についての調査」を実施し、今日のソフト系科学技術に関する研究開発及び活用
状況の実態の把握を行った【平成 2 年版白書 4-3-1-1】。
 平成 4 年度から、科学技術振興調整費により、「知的生産活動における創造性支援に
関する基盤的研究」が新たに開始されることとなっている【平成 4年版白書 3-3-1-1】。
 ソフト系科学技術の研究開発を計画的・総合的に推進するため、平成 3 年 1 月、内閣
総理大臣から科学技術会議に対して、諮問第 19号「ソフト系科学技術に関する研究
開発基本計画について」が行われ、現在、科学技術会議のソフト系科学技術部会にお




観点の重視が必須となっている【平成 5 年版白書 3-4-1-1】。
 このような時代背景に応えるものとして、平成 4 年 12 月に科学技術会議諮問第 19
号「ソフト系科学技術に関する研究開発基本計画について」に対する答申が出され、
平成 5 年 1 月にソフト系科学技術に関する基本計画として内閣総理大臣決定された
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上げられている【昭和 51 年版白書 3-2-4-5】。
 既に、テクノロジー・アセスメント導入の必要性については、昭和 46 年 4 月、科学
技術会議が諮問第 5 号「1970 年代における総合的科学技術政策の基本について」に
対する答申の中で指摘されているほか、経済企画庁における国民生活審議会の答申
「成長・発展する経済、社会のもとで健全な国民生活を確保する方策に関する答申」
(昭和 45 年 11 月)及び通商産業省における産業構造審議会の中間答申「70 年代の通商
産業政策の基本方向はいかにあるべきか」(昭和 46 年 5 月)においても指摘されてい













導入の在り方などについて検討を行い、50 年 10 月に「テクノロジー・アセスメント
導入にあたっての基本的考え方及び推進のための施策」と題する報告書がまとめられ







スメントの普及を誘導するための調査を行った【昭和 53 年版白書 3-2-4-7】。
 科学技術庁は、このようなテクノロジ ・ーアセスメントに関連した活動の一つとして、
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メントの実態調査」を行った【昭和 54 年版白書 3-2-4-7】。
 通商産業省の産業技術審議会のテクノロジ ・ーアセスメント部会においても産業技術
行政におけるテクノロジー・アセスメントの導入を促進するため、50 年 4 月「テク
ノロジー・アセスメント推進の望ましい制度及び実施方法について」の中間報告を行
った【昭和 51 年版白書 3-2-4-5】。
 通商産業省では、昭和 52 年度に LAT 航空機システム、インプレース・リーチング等
に関して、その適用性、安全性、経済性、環境への影響及び適切な対応策等について
テクノロジー・アセスメントを実施した【昭和 53 年版白書 3-2-4-7】。
 通商産業省では、昭和 53 年度に「防錆技術」、「硫黄舗装技術」に関して、その適用
性、安全性、経済性、環境への影響及び適切な対応策等についてテクノロジー・アセ
スメントを実施した【昭和 54 年版白書 3-2-4-7】。































和 51 年版白書 3-2-4-5】。
 このような活動とは別に、各国のテクノロジー・テセスメントの専門家レベルの情報
交換の促進が図られるようになってきている。すなわち、各国の専門家を構成員とす
る国際テクノロジー・アセスメント協会(ISTA)が昭和 47 年に設立され、昭和 48 年 5
月にオランダのハーグで第 1 回国際会議が、昭和 49 年 11 月には東京において第 2
回の国際会議が開催された【昭和 51 年版白書 3-2-4-5】。
 昭和 57 年 6 月には OECD 科学技術政策委員会(CSTP)「技術の社会的影響評価」に関
する専門家会合が開催されている【昭和 58 年版白書 3-2-6-8】。
 昭和 57 年 6 月フランスで開催された主要国首脳会議(ベルサイユ・サミット)に基づ
く「技術、成長および雇用に関する作業部会」においても新技術の社会的受容性に関
するプロジェクトが国際協カテーマとして取り上げられ、その専門家会合が昭和 57
年 12 月及び 58 年 7 月ロンドンで開催された【昭和 59 年版白書 3-2-6-9】。
 昭和 60 年 2 月に O ECD 科学技術政策委員会(CSTP)「技術の社会的影響評価」に関
する専門家会合が開催されている【昭和 60 年版白書 3-2-6-10】。
 昭和 57 年 6 月フランスで開催された主要先進国首脳会議(ベルサイユ・サミット)に
基づく「技術、成長および雇用に関する作業部会」においても新技術の社会的受容性
に関するプロジェクトが国際協カテーマとして取り上げられた。これに基づき、関係












【昭和 51 年版白書 3-2-4-5】。
 昭和 49 年に、国、地方公共団体及び民間との共同出資により設立された総合研究開
発機構(NIRA)は、現代社会が直面している様々な問題について、自主的な立場から
総合的な研究開発を推進しており、52 年度には、大型研究プロジェクトとして 21 世
紀へ向けての現代日本の課題を取り扱う「21 世紀への課題」をとりまとめたほか、




メントの実態調査」を行った【昭和 54 年版白書 3-2-4-7】。
 通商産業省の産業技術審議会のテクノロジ ・ーアセスメント部会においても産業技術
行政におけるテクノロジー・アセスメントの導入を促進するため、50 年 4 月「テク
ノロジー・アセスメント推進の望ましい制度及び実施方法について」の中間報告を行
った【昭和 51 年版白書 3-2-4-5】。
 通商産業省では、昭和 52 年度に LAT 航空機システム、インプレース・リーチング等
に関して、その適用性、安全性、経済性、環境への影響及び適切な対応策等について
テクノロジー・アセスメントを実施した【昭和 53 年版白書 3-2-4-7】。
 通商産業省では、昭和 53 年度に「防錆技術」、「硫黄舗装技術」に関して、その適用
性、安全性、経済性、環境への影響及び適切な対応策等についてテクノロジー・アセ
スメントを実施した【昭和 54 年版白書 3-2-4-7】。































和 51 年版白書 3-2-4-5】。
 このような活動とは別に、各国のテクノロジー・テセスメントの専門家レベルの情報
交換の促進が図られるようになってきている。すなわち、各国の専門家を構成員とす
る国際テクノロジー・アセスメント協会(ISTA)が昭和 47 年に設立され、昭和 48 年 5
月にオランダのハーグで第 1 回国際会議が、昭和 49 年 11 月には東京において第 2
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する専門家会合が開催されている【昭和 58 年版白書 3-2-6-8】。
 昭和 57 年 6 月フランスで開催された主要国首脳会議(ベルサイユ・サミット)に基づ
く「技術、成長および雇用に関する作業部会」においても新技術の社会的受容性に関
するプロジェクトが国際協カテーマとして取り上げられ、その専門家会合が昭和 57
年 12 月及び 58 年 7 月ロンドンで開催された【昭和 59 年版白書 3-2-6-9】。
 昭和 60 年 2 月に O ECD 科学技術政策委員会(CSTP)「技術の社会的影響評価」に関
する専門家会合が開催されている【昭和 60 年版白書 3-2-6-10】。
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【昭和 51 年版白書 3-2-4-5】。
 昭和 49 年に、国、地方公共団体及び民間との共同出資により設立された総合研究開
発機構(NIRA)は、現代社会が直面している様々な問題について、自主的な立場から
総合的な研究開発を推進しており、52 年度には、大型研究プロジェクトとして 21 世
紀へ向けての現代日本の課題を取り扱う「21 世紀への課題」をとりまとめたほか、





が進められている【昭和 54 年版白書 3-2-4-7】。
 総合研究開発機構(NIRA)は、55 年度においては、「地域発展のための科学技術の振興
に関する調査研究」等を実施したほか、新たに「エレクトロニクスの発展過程に関す
る分析」等に着手した【昭和 56 年版白書 3-2-4-7】。
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究開発環境のあり方に関する研究等を実施した【昭和 60 年版白書 3-2-6-10】。
 総合研究開発機構は、昭和 61 年度においては、これまでの研究蓄積を踏まえ、改め
て新しい視点から、21 世紀に向けての 1990 年代における日本の課題も解明するため
の総合プロジェクト等に着手した【昭和 62 年版白書 3-3-6-11】。














 このような基本認識の下、昭和 63 年に科学技術庁に設置された科学技術政策研究所
(NISTEP)においては、イノベーション政策の基礎となる理論を確立するための研究
や当面の政策課題のための実証的調査研究を、長期的・国際的視点に立ちつつ、体系















進委員会」を開催し、一体的に推進している。【平成 24 年版白書 2-5-2-1】
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不足が予想されたため、理工学系学生増員計画が策定され、昭和 36 年以来、40 年度の増員


















提言がなされた。平成 18 年 3 月、文部科学省は、「大学院教育振興施策要綱」を平成 18 年











の大学院研究科の設置を進めてきたが、44 年度においては 7 大学に、7 研究科を設置
することとなった【昭和 45 年白書 3-4-2】。
 科学技術者養成については、科学技術会議は、さる昭和 35 年において 10 年後を目標
とした科学技術振興方策 11を答申したが、そのなかでとくに理工学系科学技術者につ
いては、社会経済の発展に対応して昭和 35～45年間に 46万 3千人の需要数を推定し、
これに対して高等教育機関学生定員が、昭和 35 年の状態を続けるとすれば、昭和 45
年には約 17 万人の供給不足を生ずると指摘した【昭和 46 年白書 3-4-2】。
 新しい時代に対処する教育制度については、中央教育審議会が、昭和 44 年 7 月より
今後における学校教育の総合的な拡充整備のための基本的施策に関する審議を進め、










に関しても、検討が続けられる【昭和 46 年白書 3-4-2】。
 科学技術人材の養成については、昭和 41 年の科学技術会議の意見(科学技術振興の総
合的基本方策に関する意見)において、人材の量の確保とともに人材の質の向上が強
調され、教育段階別、専門分野別の検討とこれに基づいた養成計画が必要であると述
べており、この方向に沿って人材の養成が行なわれてきた【昭和 47 年白書 3-4-3】。
 しかしながら、近年、科学技術の専門化、高度化の著しい進展、多領域および境界領
域の研究開発の増大、高い創造性への要請の高まりなどがみられるので、科学技術会
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機会の増大が必要である【昭和 47 年白書 3-4-3】。
 近年、少子化や高齢化の進展に伴い生産年齢人口は減少し、若者の科学技術に対する
関心の低下の懸念などが指摘されるなど、将来的に科学技術系人材の確保は楽観視で
きない状況にある【平成 6 年白書 3-4-3-2】。
 科学技術会議では第 20 号諮問「科学技術系人材の確保に関する基本指針について」
(平成 4 年 12 月)を受け、人材の確保に係る諸問題や、その解決のための具体的な方
策について検討を行い、平成 6 年 12 月には内閣総理大臣に答申を行い、これに基づ














とされている【平成 15 年白書 3-3-1-1】。














者等の活躍促進等について提言されている【平成 17 年白書 3-1-1-6】。






活環境の創出等について重要性が指摘されている【平成 17 年白書 3-1-1-6】。





行うことが重要であるとした【平成 18 年白書 3-3-1-1】。
2）科学技術人材の需給調査等
 科学技術会議の諮問第 1 号答申および国民所得倍増計画において、計画期間内(昭和
35～45 年)に約 17 万人の科学技術者の不足を予想し、具体的な理工系学生増員計画





5,000 人の増募を行なつた。このように理工系学生定員増は、昭和 36 年以来、40 年
度の増員を含めて約 3 万人が増員され、35 年当時の定員の約 2 倍となっている【昭
和 40 年版白書 1-1-1-3】。
 科学技術庁では、昭和 47 年度、科学技術人材の養成に関して、第二次産業に従事す
る上級科学技術人材の動向、職務、評価、処遇等についての調査を実施したが、その
結果を今後の施策に反映させることとしている【昭和 48 年白書 3-4-3】。
 科学技術庁では、大学院卒業後の科学技術人材についての需要動向を把握するため、
昭和 47 年度には第二次産業を対象としてその職務、評価、処遇等について調査を行














の今後の発展に大きな不安を投げかけている。【平成 3 年版 1-3-4】
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度の増員を含めて約 3 万人が増員され、35 年当時の定員の約 2 倍となっている【昭
和 40 年版白書 1-1-1-3】。
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結果を今後の施策に反映させることとしている【昭和 48 年白書 3-4-3】。
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について格段の措置をとるべきであると述べ、同会議諮問第 3 号第 1 次答申において
もふたたびこのことが強調されている【昭和 40 年版白書 1-1-1-1】。
 昭和 39 年 9 月の臨時行政調査会の意見においても、研究公務員制度の改善の必要が
強調され、採用選考の弾力的運用、給与および諸手当の改善、勤務時間制度の弾力的
運用、研修の充実、職務発明等に対する報償制度の確立、兼職の範囲および手続の緩










 科学技術庁ではかねてから研究公務員制度の改善について検討をすすめ、昭和 40 年
1 月に現行の国家公務員上級職試験による研究職の採用方法について、問題の提起と








を行っている【昭和 49 年白書 3-4-1-2】。
 科学技術庁では、昭和 52 年度においては、国立試験研究機関の研究公務員等を対象
として、国立試験研究機関の使命、研究員及び研究技術業務に従事する職員の処遇の
現状と問題点、その改善方策を有識者に委嘱して検討し、その結果を報告書にまとめ
公表した【昭和 53 年白書 3-4-2】。
 筑波研究学園都市移転手当については、昭和 46 年の同手当新設の際、10 年以内に人
事院がその改廃について勧告を行うものとされていたが、試験研究機関等の移転の遅
延等の経緯から、勧告の期限を昭和 61 年 12 月 31 日までの 5 年間延長された。なお、
筑波研究学園都市に他の機関から異動する者等の「権衡職員」として認められる場合




 文部省では、昭和 36 年 2 月に理工系学生定員増加計画を策定した。本案は理工系学
生を昭和 36 年度から 44 年度の間に 1 万 6,000 人増募しようというものであつた。（4




かつた。すなわち、増員計画は、これを第 1 期計画と第 2 期計画とに分かち、第 1
期計画の目標数は、これを 2 万 600 人とし、昭和 36 年度を初年度として 4 ヵ年間で
完了することを目標としている。（大学、短大については昭和 36～39 年度の 4 年間、
高専については同 37～39 年度の 3 年間。）しかし、昭和 37 年度においては、私立大
学および私立短期大学では、学科増設および学生定員増の届出によつて、大学 6,760
人、短期大学 810 人、高等専門学校 730 人、計 8,300 人を増員した。その結果、理工
系学生増員第 1 期計画における昭和 37 年度分の目標数を約 5,000 人も上廻つた【昭
和 37 年版白書 2-2-2】。




 文部省では、平成 7 年 3 月から、大学及び産業界の関係者による「大学の理工系分野
における創造的人材の育成のための産学懇談会」を開催し,平成年 7 月には「創造的
人才育成のための大学教育の改善についての緊急提言」を、平成 8 年 3 月には報告書
「創造的人材育成のために」を取りまとめた【平成 8 年白書 3-4-2、平成 9 年白書
3-2-1-1】。
 文部省では、平成 6 年と 8 年に大学の理工系分野の魅力向上及び創造的人材育成に関
する報告書を取りまとめるとともに、理工系学部、大学院の新設など理工系教育の充
実を図っている【平成 12 年白書 3-2-1-1】。
 平成 17 年 9 月には、中央教育審議会から答申「新時代の大学院教育―国際的に魅力
ある大学院教育の構築に向けて―」がなされ、大学院教育の実質化（教育の課程の組
織的展開の強化）と国際的な通用性、信頼性の向上のための方策について提言がなさ
れている【平成 18 年白書 3-3-4-1】。
 文部科学省では、中央教育審議会答申「新時代の大学院教育」（平成 17 年 9 月 5 日）
の提言や「科学技術基本計画」（平成 18 年 3 月 28 日閣議決定）を踏まえ、大学院の
充実・強化に向けた 5 年間の体系的・集中的な取組計画である「大学院教育振興施策
要綱」を平成 18 年 3 月 30 日に策定した。この要綱では、①大学院教育の実質化、②
国際的な通用性、信頼性の確保、③国際競争力ある卓越した教育研究拠点の形成、の
改革の方向性を示しており、これに基づき、国際的に魅力ある大学院づくりを推進し
ている【平成 19 年白書 3-3-1-2】。
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 科学技術庁ではかねてから研究公務員制度の改善について検討をすすめ、昭和 40 年
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を行っている【昭和 49 年白書 3-4-1-2】。
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 文部省では、昭和 36 年 2 月に理工系学生定員増加計画を策定した。本案は理工系学
生を昭和 36 年度から 44 年度の間に 1 万 6,000 人増募しようというものであつた。（4




かつた。すなわち、増員計画は、これを第 1 期計画と第 2 期計画とに分かち、第 1
期計画の目標数は、これを 2 万 600 人とし、昭和 36 年度を初年度として 4 ヵ年間で
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学および私立短期大学では、学科増設および学生定員増の届出によつて、大学 6,760
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系学生増員第 1 期計画における昭和 37 年度分の目標数を約 5,000 人も上廻つた【昭
和 37 年版白書 2-2-2】。




 文部省では、平成 7 年 3 月から、大学及び産業界の関係者による「大学の理工系分野
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人才育成のための大学教育の改善についての緊急提言」を、平成 8 年 3 月には報告書
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国際的な通用性、信頼性の確保、③国際競争力ある卓越した教育研究拠点の形成、の
改革の方向性を示しており、これに基づき、国際的に魅力ある大学院づくりを推進し
ている【平成 19 年白書 3-3-1-2】。




成 23 年白書 2-3-1-2】。
 文部科学省では、「グローバル化社会の大学院教育」（平成 23 年 1 月 31 日中央教育審
議会答申）を踏まえ、大学院教育の一層の充実・強化を図る観点から、5 年間の取組
計画である「第 2次大学院教育振興施策要綱」（平成 23年 8月 5日文部科学大臣決定）













「教育課程編成上の参照基準」の策定についての考え方等を提言し、平成 22 年 7 月
に、文部科学省へ回答した【平成 24 年白書 2-4-2-2-1-1】。
2）制度改革













度 81 大学 138 研究科(国公私立大学)で実施しており、年々拡大している【平成 14 年
白書 3-3-4-1】。





ロフェッショナルスクール)制度が創設され、平成 15 年度現在、8 大学 10 専攻が設
置されている【平成 16 年白書 3-3-4-1】。
 文部科学省では、平成 17 年度から、現代社会の新たなニーズに応えられる創造性豊
かな若手研究者の養成機能の強化を図るため大学院における意欲的かつ独創的な教
育の取組を重点的に支援する事業として「「魅力ある大学院教育」イニシアティブ」
を行っている【平成 18 年白書 3-3-4-1】。
 平成 17 年度より、新たに、大学院において各研究分野や企業活動における中核的な
役割を果たす高度専門人材を育成するための質の高い長期インターンシッププログ
ラムの開発・実践を支援する「派遣型高度人材育成協同プラン」を実施している【平
成 18 年白書 3-3-4-1】。
 理工系人材の育成については、起業家精神に富んだ人材を育成することを目的とした




16 年度には新たに 84 のプログラムが認定され、これまでに 186 のプログラムが認定
されている【平成 17 年白書 3-3-4-1】。
 文部科学省では、平成 19 年度から、「大学院教育改革支援プログラム」を実施し、産
業界をはじめ社会の様々な分野で幅広く活躍する高度な人材を育成する大学院にお
ける優れた組織的・体系的な教育の取組を支援している【平成 21 年白書 2-3-1-2】。
 文部科学省では、「組織的な大学院教育改革推進プログラム」を実施し、産業界をは
じめ社会の様々な分野で幅広く活躍する高度な人材を育成する大学院における優れ
た組織的・体系的な教育の取組を支援している。平成 21 年度までに、91 大学 221 件
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し、一定の水準を確保している教育プログラムを認定する制度【平成 18 年白書 3-3-4-1】
236
る【平成 14 年白書 3-3-4-1】。
 文部科学省においては、昭和 58 年 8 月の「21 世紀への留学生政策に関する提言」な




ところである【平成 15 年白書 3-3-4-1】。
 平成 15 年にも「留学生受入れ 10 万人計画」が達成される見込みとなったことから、







 文部科学省では、日本人の海外留学を推進するため、平成 16 年度から、博士等の学
位取得を目的とする長期留学生派遣制度や海外留学のための貸与制の奨学金制度を
創設した【平成 17 年白書 3-4-1-1】。
 留学生の受入れについては、大学院レベルを中心に、引き続き、国費留学生の受入れ
の充実を図るとともに、経済的支援を必要とする成績優秀者を対象に学習奨励費を給
付するなど、私費留学生に対する支援の充実を図っている【平成 17 年白書 3-4-1-1】。
 経済産業省と文部科学省が連携し、アジア等からの優秀な留学生を日本に惹き付け、
日本企業での活躍を促進する「アジア人財資金構想」事業を平成 19 年度から開始し
た【平成 20 年白書 2-3-1-3】。
4）大学自身の取組
 各大学における教員の教育・研究指導能力の向上については、平成 17 年度現在 575
大学がファカルティ・ディベロップメント 13を実施しており、教員の教育面の業績評




教育(リフレッシュ教育)の積極的な推進が求められている【平成 9 年白書 3-2-1-1】。
 文部省では、大学の履修形態、修業年限等の制度の弾力化を図るとともに、平成 8
年度において、大学・高等専門学校等と産業界の関係者が意見交換を行う協議会(←
リフレッシュ教育フォーラム【平成 10 年白書 3-2-1-1】)の開催、大学等や企業にお
けるリフレッシュ教育の実態調査及び大学等への情報提供、国立大学におけるリフレ
13 ファカルティ・ディベロップメント：教員が授業内容・方法を改善し、向上させるための組織的な取組







し、大学等へ情報を提供している【平成 11 年白書 3-2-1-1】。
 社会人の教育費の負担軽減の観点から、教育訓練給付制度の対象に、{1}大学院等の
高等教育機関で行われるコース登録制、{2}夜間大学院、{3}昼夜開講制大学院のうち
専ら夜間において教育を行うもの、{4}通信制大学院を平成 11 年 6 月に追加したとこ
ろである【平成 12 年白書 3-2-1-1】。
(3) 大学院学生・若手研究者の支援
1）大学院学生に対する支援









ため、日本育英会の育英奨学事業などの充実に努めている【平成 15 年白書 3-3-4-1】。
 文部科学省では、大学等が行う研究プロジェクトに博士課程在学者を参画させるリサ
ーチ・アシスタント（RA）としても活用できる競争的資金の拡充等を行っている【平
成 19 年白書 3-3-1-2】。
 科学技術振興機構が行う戦略的創造研究推進事業においても、平成 20 年度から、優














る【平成 14 年白書 3-3-4-1】。
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験研究機関に受け入れるなど、人材養成に努めている【平成 4 年白書 3-3-3-2】。
 若手研究者の支援については、文部省において、昭和 60 年度から新たに日本学術振
興会の事業として特別研究員制度を創設し、創造性豊かな優れた若手研究者への支援
を行っている【平成 8 年白書 3-4-2】。
 科学技術庁においては、平成元年度には、基礎科学特別研究員制度を創設し、独創性
に富む若手研究者が自発的かつ主体的に研究できる場を理化学研究所に設け、平成 7
年度において 70 名が選定されたほか、平成 2 年度に創設された科学技術特別研究員
制度では、平成 7 年度には、創造性豊かな若手研究者を 130 名国立試験研究機関等に




成 11 年度に創設した【平成 12 年白書 3-2-1-1】。
 科学技術庁においては、独創的な発想を活かした個人研究を推進する個人研究推進制
度(さきがけ研究 21)について、大幅に拡充している【平成 12 年白書 3-2-1-1】。
 文部省においては、平成 12 年度より大学主導型の学術研究をプロジェクト的に進め
る未来開拓学術研究推進事業において積極的に若手研究者を活用するとともに、科学
研究費補助金においても若手研究者向けの制度について拡充することとしている【平
成 12 年白書 3-2-1-1】。
 農林水産省においては、平成 11 年度より新技術・新分野創出のための基礎研究推進
事業において、若手研究者支援型事業を創設し、研究を推進している【平成 12 年白
書 3-2-1-1】。
 通商産業省においては、産業技術力強化の観点から、平成 12 年度より若手研究者を
活用して研究を推進する産業技術研究助成事業を創設することとしている【平成 12
年白書 3-2-1-1】。
 郵政省においては、平成 11 年度より産学連携支援・若手研究者支援型研究開発制度
を創設し、研究を推進している【平成 12 年白書 3-2-1-1】。




 総務省においては、平成 14 年度に創設した「戦略的情報通信研究開発推進制度」に
おいて、35 歳以下の若手研究者の育成を目的とした「若手先端 IT研究者育成型研究
開発」を設けている【平成 15 年白書 3-3-1-1】。
 環境省においては、若手研究者による研究を推進するため、環境省の競争的資金にお











規定を定めること等の事項が提言されている【平成 17 年白書 3-1-1-3】。
 平成 17年 7月に学校教育法が改正され、平成 19年 4月から大学の教員組織の整備（准
教授、助教の新設など）が行われることとなった。新たに設けられる「助教」という
職は、若手研究者が自ら教育研究を行うことのできる第 1 段階の大学教員の職として
明確に位置付けられるものである【平成 18 年白書 3-3-1-1】。
 この制度改正により、大学教員を志す若手教員が柔軟な発想を生かした教育研究活動
を展開しながら、自らの資質能力を向上させていく環境がより一層整備されることが




















む産業応用を意図した研究開発への助成を行っている【平成 19 年白書 3-3-1-1】。
 環境省では、若手研究者による研究を推進するための競争的資金において特別枠を設
け、若手研究者の研究支援をしている【平成 19 年白書 3-3-1-1】。
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の充実を図っており、平成 19 年度からは、42 歳以下の研究者がこれまでの成果を踏
まえ、自らチームを率いて重点的に研究を推進することができるよう「若手研究（S）」
を新たに設置するなど、約 292 億円の研究費を計上し、若手研究者を対象とした競争
的資金の拡充に努めている【平成 20 年白書 2-3-1-1】。
 科学研究費補助金においては、柔軟な発想と挑戦する意欲を持った若手研究者の育成
の充実を図っており、平成 20 年度には、「若手研究（B）」、「若手研究（スタートア
ップ）」に新たに 30％の間接経費を措置するなど、約 343 億円を計上し、若手研究者












して、現在その在り方について検討を進めている【平成 23 年白書 2-3-1-1】。
 農業・食品産業技術総合研究機構が実施する「イノベーション創出基礎的研究推進事
業」において、若手研究者による技術シーズを開発するための研究を支援するため、
特別枠を設定している【平成 23 年白書 2-3-1-1】。
 農業生物資源研究所では、大学院博士課程の学生を対象に、研究所に勤務しながら進
学が可能なジュニアリサーチャー制度を施行し、若手研究者の自立と研究意欲向上に




着を図っており、平成 23 年度は 32 機関（支援対象となるテニュア・トラック教員は












 平成 10 年度においては、インターンシップを実施する大学等に対する財政的支援や
ガイドブックの作成配布などの予算措置を講じたところである【平成 11 年白書
3-2-1-1】。
 平成 9 年度から行われている一部地域等における試行的取組の成果等を踏まえ、各地
域におけるインターンシップへの取組が全国的に展開していくよう、モデル事業の実
施、全国連絡会議やシンポジウムの開催等を行っている【平成 11 年白書 3-2-1-1】。
 大学等と産業界との連携を強化しつつ、インターンシップに関する情報の収集・提供
体制の整備や全国の学生職業センター等における制度導入の促進のための支援事業
の実施を通じ、インターンシップの本格的な取組を促した【平成 11 年白書 3-2-1-1】。
 文部科学省では、大学における産学協働による教育プログラムの開発・実施を支援し
ている【平成 19 年白書 3-3-1-3】。
 平成 18 年度からは、「先導的 ITスペシャリスト育成推進プログラム」を実施し、世
界最高水準の IT 技術者として求められる専門的スキルを有するとともに、社会情勢
の変化等に先見性をもって柔軟に対処し、企業等において先導的役割を担う人材を大
学院において育成するための拠点形成を支援している【平成 19 年白書 3-3-1-3】。
 平成 17 年度から実施している「派遣型高度人材育成協同プラン」において、大学と
企業が一体となって、将来、各研究分野や企業活動において中核的な役割を果たす人
材を育成するための、質の高い長期インターンシッププログラムの開発・実践を引き
続き支援している【平成 19 年白書 3-3-1-3】。
 大学界と産業界が人材育成における対話と行動を行う場として、文部科学省と経済産
業省では、平成 19 年度から「産学人材育成パートナーシップ」を創設している【平









成拠点形成」を実施し、現在 5 機関において取組が進められている【平成 21 年白書
2-3-1-3】。
 平成 19 年 6 月に閣議決定された「21世紀環境立国戦略」及び「イノベーション 25」
において、重点施策として位置付けられた国際的に活躍する環境リーダーの育成を具
体化するため、環境省では、産官学が連携して行う環境人材育成方策等について検討
を行い、平成 20 年 3 月に「持続可能なアジアに向けた大学における環境人材育成ビ
ジョン」を策定・公表した【平成 20 年白書 2-3-1-3】。
 環境省においては、経済社会のグリーン化に主体的に取り組む人材（環境人材）の育
成のため、平成 20 年 3 月に策定した「持続可能なアジアに向けた大学における環境
人材育成ビジョン」に基づき、産学官民連携の環境人材育成コンソーシアムの設立に
240
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行っている【平成 19 年白書 3-3-1-3】。
 団塊の世代が順次定年に達する 2007 年を控え、中小企業を支える技術人材の育成は
我が国産業の競争力維持・強化にとって重要な課題である【平成 19 年白書 3-3-1-3】。
 このため、高専等の有する設備やノウハウ等を活用し、地元の中小企業のニーズに即




いる【平成 19 年白書 3-3-1-3】。
 大学において、社会で求められる能力を産学が協働して育成する取組を推進するため、
大学の様々な科目等において、コミュニケーション能力や実行力等の「社会人基礎力」




における実践的な教育プログラムの充実を支援した【平成 23 年白書 2-3-1-3】。
2）博士号取得者の産業界等での活躍促進














た【平成 21 年白書 2-3-1-2】。
 平成 20 年度からは「イノベーション創出若手研究人材養成」（科学技術振興調整費）
を開始し、10 機関において、若手研究者等が狭い学問分野の専門能力だけでなく、
国内外の多様な場で創造的な成果を生み出す能力を身に付ける研究人材養成システ












「次世代産業創出人材育成・雇用拠点事業」を、平成 21 年度に実施している（11 拠










推進事業」を実施しており、平成 23 年度は、30 機関において 3 か月以上の長期イン
ターンシップを行う等の取組が進められている【平成 24 年白書 2-4-2-1】。
 「文部科学省の公的研究費により雇用される若手の博士研究員の多様なキャリアパ
スの支援に関する基本方針（平成 23 年 12 月、科学技術・学術審議会人材委員会）」
を踏まえ、文部科学省の公的研究費により若手の博士研究員を雇用する場合には、キ
ャリア支援活動計画の作成や進路状況の把握等を行うよう、公募要項等へ反映を行っ




ている【平成 24 年白書 2-4-2-1】。
 科学技術振興機構では、多様なキャリアパスの開拓を情報面から支援するため、職を
求める研究者情報と産学官の研究に関する求人公募情報を掲載した研究者人材デー
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ャリア支援活動計画の作成や進路状況の把握等を行うよう、公募要項等へ反映を行っ




ている【平成 24 年白書 2-4-2-1】。
 科学技術振興機構では、多様なキャリアパスの開拓を情報面から支援するため、職を
求める研究者情報と産学官の研究に関する求人公募情報を掲載した研究者人材デー








【平成 9 年白書 3-2-1-2】。
 この要請を受けて、人事院は新たな任期制の導入に関する検討を進め、平成 9 年 3
月に国会及び内閣に対し、「研究業務に従事する一般職の職員の任期を定めた採用等



















(科学技術振興調整費)を平成 9 年度に創設した【平成 10 年白書 3-2-1-2】。
 平成 13 年度には、国の研究機関等における任期制の広範な定着を目指し、科学技術
振興調整費に「若手任期付研究員支援」プログラムを創設し、大学や国立試験研究機
関等に所属する若手の任期付研究員が任期中に自立的研究に専念できるよう支援し
ている【平成 15 年白書 3-3-1-1】。
 第 2 期科学技術基本計画においては、国の研究機関等は、任期制及び公募の適用方針
を明示した計画を作成するよう努めるものとされており、平成 13 年 12 月 25 日、総
合科学技術会議において「研究者の流動性向上に関する基本的指針」を策定し、関係
府省に対して意見具申を行ったところである【平成 14 年白書 3-3-1-1】。
2）ポストドクター等 1 万人支援計画






















 国立試験研究機関に関しては、科学技術庁において、平成 7 年度から、科学技術振興
調整費を活用した重点研究支援協力員制度を実施しており、国立試験研究機関を対象
として、研究内容や研究者のニーズに合わせて研究協力者を手当することにより的確
な研究支援体制の整備に努めている【平成 9 年白書 3-2-1-1】。
 民間事業者との契約を活用した研究支援者の確保については、労働者派遣法施行令の
一部改正が行われて、平成 8 年 12 月以降、研究開発業務についても労働者派遣事業
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15 年 7 月より、若手研究者本人の希望に基づき、出産や育児を理由とした採用の中
断や延長を可能とする運用を開始したところである【平成 16 年白書 3-3-1-1】。







う支援を行っている【平成 22 年白書 2-3-1-1】。
 また、平成 18 年度から科学技術振興調整費により、大学等の研究機関が行う研究と
出産・育児との両立に関する支援のモデルとなる取組を公募し、優れた提案を支援す
る、「女性研究者支援モデル育成」を実施しており、現在 10 大学において取組が進め





















事業の充実を図っているところである【平成 16 年白書 3-3-1-1】。





交流事業の充実を図っている【平成 18 年白書 3-3-1-1】。
 「知」をめぐる大競争時代の中、米国、欧州諸国、中国などにおいて、国際的に熾烈
な頭脳獲得競争が行われている状況にある【平成 19 年白書 3-3-1-1】。





的に活動している【平成 21 年白書 2-3-1-1】。
 日本学術振興会においても、外国人特別研究員事業や外国人招へい研究者事業等によ























成 21 年白書 2-3-1-3】。
 応募された発明のうち優れたものについては実際に生徒、学生が特許出願し、権利の
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成 21 年白書 2-3-1-3】。
 応募された発明のうち優れたものについては実際に生徒、学生が特許出願し、権利の
取得を目指すことになる【平成 21 年白書 2-3-1-3】。
248




 内閣府の「科学技術と社会に関する世論調査（平成 16 年 2 月）」によると、近年、多
くの人が科学技術に関する情報が十分に伝わってこない、また、伝わってきた場合に










ーターの養成・活躍の促進に積極的に取り組んでいる【平成 21 年白書 2-3-1-3】。
(12) 技術者の養成・確保
 技術士審議会は,技術士に関する重要事項について調査審議を行うため、技術士法に
基づき、昭和 34 年 4月に設置されたものである【昭和 57年版白書 3-4-9-6】。 





 技術士法改正法案は、昭和 58年 4月 20日国会において成立し、同年 4月 27日に公






験・登録事務は昭和 59年 4月 1日から(社)日本技術士会において実施している【昭
和 62白書 3-5-11-6】。 





 技術士制度は、昭和 32 年に制定された技術士法(昭和 58 年改正)により創設され、高
等な専門的応用能力をもって、科学技術に関して計画、設計等の業務を行う者に対し
「技術士」の資格を付与し、その業務の適正を図り、科学技術の向上と国民経済の発




について、試験を実施している【平成 13 年白書 3-3-4-2】。
 技術士審議会において、技術者の資格承認に係る国際的な動き等に関連した検討が行
われている【平成 9 年白書 3-2-1-1】。
 文部省及び通商産業省の支援により、「国際的に通用するエンジニア教育検討委員会」
(日本工学会、日本工学教育協会)において、我が国の技術者が国際的に通用する上で
必要な教育に関連した検討が行われている【平成 10 年白書 3-2-1-1】。
 科学技術庁では「技術者資格問題懇談会」において、国際化に対応する技術者資格の
在り方について検討を進めてきているとともに、技術士審議会において、国際化に対






 技術士審議会において技術士制度の改善について調査・審議が行われ、平成 12 年 2
月、{1}外国の技術者資格を有する者の認定にかかる措置、{2}試験制度の改善、{3}
継続教育の導入、{4}社会に対する責務(職業倫理)の明示を内容とする「技術士制度
の改善方策について」がまとめられた【平成 13 年白書 3-3-4-2】。
 本報告を踏まえ、平成 12 年 4 月に技術士法の一部が改正され、また、同年 12 月には、
改正技術士法の実施や、新たな技術部門として総合技術監理部門の設置のため、技術
士法施行規則の一部が改正された【平成 13 年白書 3-3-4-2】。
 これらの法令に基づき、新しい技術士制度が平成 13 年 4 月 1 日から運用されている
【平成 13 年白書 3-3-4-2】。





 平成 12 年 11 月、APEC の場における検討結果が「APEC エンジニア・マニュアル」
として公表され、我が国を含む参加 7 エコノミーにおいて APEC エンジニアの審査
登録の受付が開始された【平成 13 年白書 3-3-4-2】。
 科学技術・学術審議会技術士分科会において、20 部門から構成する技術部門につい
て、技術士制度の目的と機能、人材養成、科学技術の進展を踏まえた観点から見直し
を行っている【平成 14 年白書 3-3-4-1】。
 平成 15 年 6 月には、科学技術・学術審議会より文部科学大臣に、原子力・放射線部
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門の新設等を内容とする「技術士試験における技術部門の見直しについて(答申)」が
提出された【平成 16 年白書 3-3-4-2】。
 文部科学省では、この答申に基づき、技術士試験の技術部門及び試験科目の改正を行
った。なお、改正後の試験は、平成 16 年度の技術士試験から実施される【平成 16
年白書 3-3-4-2】。
 平成 15 年 10 月には、本プロジェクトにおける初の二国間相互承認事例として、日本
とオーストラリアとの間において技術士資格相互承認枠組みが署名された【平成 16
年白書 3-3-4-2】。
 平成 18 年 1 月に、科学技術・学術審議会技術士分科会での審議に基づき、技術的体
験を口頭試験にて重点的に問う、択一式の問題を廃止するなどを内容とする技術士第
二次試験の改正を行った【平成 18 年白書 3-3-4-2】。
 産業技術総合研究所で行われる多様な研究と先端的な研究インフラなどを活用し、研
究開発に有効な技術を身に付けた高度な専門技術者を育成するため、平成 17 年度に










力の育成方策や技術者教育の質の保証について平成 22 年 6 月に報告書を取りまとめ
た。この提言に基づき、大学における実践的な技術者教育での学生の共通的な到達目
標を示す「分野別の到達目標」に関する調査研究を行い、「求められる技術者像」に
至る到達の程度を学習成果の観点から具体化した。【平成 24 年版白書 2-4-2-2-1-3】
(13) 職業訓練、ものづくり人材の育成
1）職業訓練
 技能検定職種の拡大が行なわれ、昭和 45 年度には新規職種 10 職種が追加されるとと
もに、11 月には第 19 回国際職業訓練競技大会(技能五輪)がアジアで初めて日本にお
いて開催され、職業訓練および技能職に対する一段の認識と理解が深まるとともに、





施された【昭和 45 年白書 3-4-2】。
 昭和 44 年度においては、最近の労働経済の変化および技術革新の発展に対処して、
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技能労働者の職業能力を積極的に開発し、向上させることをねらいとした新職業訓練









なりつつある【平成 13 年白書 3-3-6-6】。
 こうした状況を踏まえて平成 11 年 3 月に制定された「ものづくり基盤技術振興基本
法」に基づき、政府は平成 12 年 9 月に「ものづくり基盤技術基本計画」を策定し、
同計画に沿って、ものづくり基盤技術の振興に関する施策の総合的かつ計画的な推進
を図っている【平成 13 年白書 3-3-6-6】。












の推進などを図った【平成 13 年白書 3-3-6-6】。
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究開発に有効な技術を身に付けた高度な専門技術者を育成するため、平成 17 年度に










力の育成方策や技術者教育の質の保証について平成 22 年 6 月に報告書を取りまとめ
た。この提言に基づき、大学における実践的な技術者教育での学生の共通的な到達目
標を示す「分野別の到達目標」に関する調査研究を行い、「求められる技術者像」に
至る到達の程度を学習成果の観点から具体化した。【平成 24 年版白書 2-4-2-2-1-3】
(13) 職業訓練、ものづくり人材の育成
1）職業訓練
 技能検定職種の拡大が行なわれ、昭和 45 年度には新規職種 10 職種が追加されるとと
もに、11 月には第 19 回国際職業訓練競技大会(技能五輪)がアジアで初めて日本にお
いて開催され、職業訓練および技能職に対する一段の認識と理解が深まるとともに、





施された【昭和 45 年白書 3-4-2】。
 昭和 44 年度においては、最近の労働経済の変化および技術革新の発展に対処して、
251
技能労働者の職業能力を積極的に開発し、向上させることをねらいとした新職業訓練









なりつつある【平成 13 年白書 3-3-6-6】。
 こうした状況を踏まえて平成 11 年 3 月に制定された「ものづくり基盤技術振興基本
法」に基づき、政府は平成 12 年 9 月に「ものづくり基盤技術基本計画」を策定し、
同計画に沿って、ものづくり基盤技術の振興に関する施策の総合的かつ計画的な推進
を図っている【平成 13 年白書 3-3-6-6】。












の推進などを図った【平成 13 年白書 3-3-6-6】。















【平成 13 年白書 3-3-6-6】。















ため、各種施策を通じ、積極的に推進している【平成 17 年白書 3-3-6-6】。
 高等教育分野においては、平成 16 年 4 月から国立大学及び国立高等専門学校が法人
化されたことにより、各大学等の裁量が拡大され、一層の個性化・活性化、教育内容












いる【平成 17 年白書 3-3-6-6】。
 フリーターや無業者の増加など、若年者の就業については依然として厳しい状況が続








野の失敗事例を収録したデータベースを提供している【平成 19 年白書 3-2-2-6-(3)】。
 高等教育分野においては、各大学においてものづくりを支える実践的教育を行うとと
もに、専門職大学院における高度専門職業人の養成を質・量共に充実させることを目
指している【平成 19 年白書 3-2-2-6-(3)】。
 初等中等教育段階においては、特に、専門高校では地域産業界との連携により、地域
の特徴に応じた専門的職業人を育成する「クラフトマン 21」事業が行われている【平














進め、その整備・充実に努めている【平成 13 年白書 3-3-4-1】。
 国立高等専門学校においては、平成 16 年 4 月に全国 55高等専門学校が一つの独立行
政法人として発足し、学校運営の弾力化や更なる教育内容の充実等を図っている【平
成 17 年白書 3-4-1-2】。
 平成 17 年 9 月に高等専門学校設置基準が改正され、各高等専門学校の創意工夫に基














【平成 13 年白書 3-3-6-6】。
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 初等中等教育段階においては、特に、専門高校では地域産業界との連携により、地域
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進め、その整備・充実に努めている【平成 13 年白書 3-3-4-1】。
 国立高等専門学校においては、平成 16 年 4 月に全国 55高等専門学校が一つの独立行
政法人として発足し、学校運営の弾力化や更なる教育内容の充実等を図っている【平
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 平成 17 年 9 月に高等専門学校設置基準が改正され、各高等専門学校の創意工夫に基














成 14 年白書 3-3-4-1】。
 理科・数学に重点を置いたカリキュラム開発等を行う「スーパーサイエンスハイスク
ール」を新たに指定するとともに、学校における実験用機器をはじめとした理科教育































に対応する諸施策を推進すべく,昭和 57 年 4 月,そのための窓口として,学術国際局に
研究協力室を新設するとともに,受託研究制度や科学研究費補助金の「試験研究」な
どの改善・充実,日本学術振興会の産学協力事業の拡充等学術研究の社会的協力連携
の促進に取り組んでいる【昭和 58 年版白書 3-2-3】。
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に対応する諸施策を推進すべく,昭和 57 年 4 月,そのための窓口として,学術国際局に
研究協力室を新設するとともに,受託研究制度や科学研究費補助金の「試験研究」な
どの改善・充実,日本学術振興会の産学協力事業の拡充等学術研究の社会的協力連携
の促進に取り組んでいる【昭和 58 年版白書 3-2-3】。








和 62 年版白書 3-1-4】。
 科学技術の振興方策の一つとして産学官連携については、その一層の充実を図ること
が求められている。このため、科学技術会議政策委員会の下で、昭和 63 年 2 月から
産学官連携懇談会が開催されており、産学官連携の意義、連携のための今後の方策等
について、議論を進めている【昭和 63 年版白書 3-1-(7)】。
 研究交流の促進において,法律上のあい路がみられる事項については,そのあい路を改
善すべく研究交流促進法が61年5月に制定され,また,諸制度の運用により対処すべき




 文部省では、平成 8 年 2 月から「産学の連携・協力の在り方に関する調査研究協力者
会議」を開催し、産学の連携・協力の一層の推進を検討するとともに、平成 8 年 7
月策定の科学技術基本計画で検討することとされた、国立大学等の教官が民間企業等
で共同研究のできる範囲の拡大などについて検討を行い、平成 9 年 3 月にそのまとめ






として実現されている【平成 13 年版白書 3-3-2-1-2】。
 産業競争力会議での議論、提言等を踏まえ、平成 12 年 4 月に「国家産業技術戦略」

















ついて集中的に検討し、この結果を中間的に取りまとめ、平成 13 年 11 月に発表した










事項や大学が今後取り組むべき事項等を検討し、平成 15 年 4 月に、「新時代の産学官





対処して産学の連携が強化される動きが目立つている【昭和 42 年版白書 6-4】。
 産業界と大学教授との共同研究の場として(財)工業開発研究所、(財)相模中央研究所
などもある【昭和 42 年版白書 6-4】。
 文部省では、大学の学術研究に対して寄せられている社会的諸要請に的確かつ積極的
に対応する諸施策を推進すべく、昭和 57 年 4 月、そのための窓口として、学術国際
局に研究協力室を新設するとともに、受託研究制度や科学研究費補助金の「試験研究」
などの改善・充実、日本学術振興会の産学協力事業の拡充等学術研究の社会的協力連
携の促進に取り組んでいる【昭和 58 年版白書 3-2-3】
 文部省では、国立大学等での受託研究及び受託研究員の受入れの推進、科学研究費補
助金(試験研究)による民間等との共同研究の促進、更には日本学術振興会における総
合研究連絡会議等産学協力事業の充実を図っている【昭和 59 年版白書 3-2-3】。文部
省では、昭和 58 年度には国立大学等に民間等から研究員を受入れ、国立大学等の研
究者と民間等の研究者が共通の研究課題について共同で研究する「民間等との共同研
究」制度を発足させた【昭和 62 年版白書 3-3-3】。
 国が行う研究開発については、公務貝制度、財産管理制度等の制約があり、民間や外
国等の国以外の者との研究交流の促進を図る上での条件が十分に整っていなかった
【昭和 63 年版白書 3-5-3】。そのあい路を改善すべく研究交流促進法が 61 年 5 月に制
定され、また、諸制度の運用により対処すべき事項については、62 年 3 月に「産学
官及び外国との研究交流の促進に関連する諸制度の運用に関する基本方針について」
が閣議決定されるなど諸々の施策が講じられ、研究交流の社会的ニーズの増大に対応
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遇税制が平成 7 年度から実施された【平成 8 年版白書 3-3-3-3-(4)】。
















を行っており、平成 12 年度までに 56 大学に設置されている( 第 3-3-15 図 )【平成
13 年版白書 3-3-2-1-2】。
 研究交流促進法について、平成 10 年 5 月には、国立大学・国立試験研究機関等の構
内に共同研究施設を建てる場合の敷地の廉価使用を可能とすべく同法の一部改正を
行い、現在までに 2 件の適用がある【平成 13 年版白書 3-3-2-1-2】。
 平成 14 年度税制改正においては、私立大学が行う受託研究で、その実施期間が 3カ
月以上のもの等については、請負業の範囲から除外し、非課税とする措置がとられる
こととなった【平成 14 年版白書 3-3-2-1-2】。
 平成 15 年度税制改正においては、国内の大学等との共同研究及びこれらに対する委
託研究について試験研究費の額の相当額を控除する措置がとられた【平成 15 年版白
書 3-3-2-1-2】。








3)講師としての派遣がある【昭和 42 年版白書 6-4】。
 以上に述べたもの以外の連携としては民間企業の科学振興事業の一環として科学技
術関係在学者に対する奨学金の提供および地元産業界の出資による教育機関の設置
などがある【昭和 42 年版白書 6-4】。
259
 昭和 62 年度においては、関係省庁の局長等で構成される研究交流促進連絡協議会を
開催するとともに、職員の兼業の許可に関する政令の一部改正等による研究公務員の
兼業許可手続の簡素化等の措置を講じた【昭和 63 年版白書 3-5-3】。





豊富な経験を有することから、新技術事業団法の一部を改正(平成 5 年 3 月成立)して、
研究者の交流の促進に関する業務等を追加することにより、研究交流を総合的に促進




の交流が推進されている【平成 6 年版白書 3-4-3-4】。
 新技術事業団(現科学技術振興事業団)では、産学官の研究者を結集した基礎的研究の
実施等について豊富な経験を有することから、研究者の交流の促進に関する業務等を
追加し(新技術事業団法の一部改正法が平成 5 年 10 月施行)、研究交流を総合的に促
進するための体制の整備を図った【平成 9 年版白書 3-2-1-2-(3)】。
 産学官の連携・交流等の促進については、任期付任用制度の実現のほか、共同研究の
推進など人的交流も促進する観点から円滑な運用が図られるよう積極的な取組が行
われている【平成 10 年版白書 3-2-1-2-(3)】。
 国立試験研究機関にあっては、民間等との共同研究を一層推進することとしているが、
その際、国立試験研究機関に関する共同研究等休職制度を活用することとしている
【平成 10 年版白書 3-2-1-2-(3)】。
 国立大学等の教員が共同研究等のために休職する場合に退職手当算定上の不利益の
解消を図るための法律案を第 140 回通常国会に提出し、平成 9 年 4 月に成立公布した
【平成 10 年版白書 3-2-1-2-(3)】。




成 10 年版白書 3-2-1-2-(3)】。
 文部省では、国立大学等の教員が、勤務時間外に営利企業において研究開発等に従事
する場合の兼業については、原則として許可することなど、平成 8 年 12 月に関係通
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3)講師としての派遣がある【昭和 42 年版白書 6-4】。
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 昭和 62 年度においては、関係省庁の局長等で構成される研究交流促進連絡協議会を
開催するとともに、職員の兼業の許可に関する政令の一部改正等による研究公務員の
兼業許可手続の簡素化等の措置を講じた【昭和 63 年版白書 3-5-3】。





豊富な経験を有することから、新技術事業団法の一部を改正(平成 5 年 3 月成立)して、
研究者の交流の促進に関する業務等を追加することにより、研究交流を総合的に促進




の交流が推進されている【平成 6 年版白書 3-4-3-4】。
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その際、国立試験研究機関に関する共同研究等休職制度を活用することとしている
【平成 10 年版白書 3-2-1-2-(3)】。
 国立大学等の教員が共同研究等のために休職する場合に退職手当算定上の不利益の
解消を図るための法律案を第 140 回通常国会に提出し、平成 9 年 4 月に成立公布した
【平成 10 年版白書 3-2-1-2-(3)】。




成 10 年版白書 3-2-1-2-(3)】。
 文部省では、国立大学等の教員が、勤務時間外に営利企業において研究開発等に従事
する場合の兼業については、原則として許可することなど、平成 8 年 12 月に関係通








の流動化の促進が図られている【平成 10 年版白書 3-2-1-2-(3)】。








究者の交流が推進されている【平成 13 年版白書 3-3-2-1-3】。
 人事院規則の一部改正等により、平成 14 年 10 月から、TLO 及び研究成果活用企業
の役員等への兼業の承認権限を人事院から所轄庁の長等に委任し、その権限を更に国
立大学の長等に再委任することとした【平成 15 年版白書 3-3-2-1-3】。
 人事院規則の一部改正等により、平成 14 年 10 月から TLO 及び研究成果活用企業の
役員等への兼業、平成 15 年 8 月から株式会社等の監査役への兼業の承認権限を人事
院から所轄庁の長等に委任し、その権限を更に国立大学の長等に再委任することとし
た【平成 16 年版白書 3-3-2-3-3】。
 さらに、前述の「構造改革特区推進のためのプログラム」を受け、人事院規則が整備
され、「構造改革特別区域法」(平成 14 年法律第 189 号)の規定により内閣総理大臣が
認定した構造改革特別区域計画に基づく場合、構造改革特別区域において、平成 15
年 4 月より TLO 及び研究成果活用企業の役員等への兼業について、平成 15 年 10 月
から株式会社等の監査役への兼業について、一定の条件の下、給与の減額を前提とし
て、勤務時間内兼業を行うことができることとなった【平成 16 年版白書 3-3-2-3-3】。
 国立大学教員については、平成 16 年 4 月 1 日の国立大学法人化に伴い、国家公務員
法の適用対象から外れることから、各法人の判断により勤務時間内の役員兼業を行う













った(昭和 56 年 3 月 18 日国会提出,5 月 26 日公布,施行)【昭和 57 年版白書 3-2-5-1-1】。




成 2 年版白書 4-3-3-6-(3)】。 現在、北海道、東北、中部、近畿、中国、四国、九州の
全国 7 地域において、それぞれの地域の工業技術院試験研究所と公設試験研究機関、
民間企業等とが共同研究を行っており、産学官の連携による地域技術の振興を積極的
に推進している【平成 2 年版白書 4-3-3-6-(3)】。











施している【平成 9 年版白書 3-2-6-2】。
 農林水産省では、平成 8 年度から、地域産業の発展に資する実用化研究(バイオテク




 通商産業省では平成 9 年度からは、地域において産学官が共同研究体制(コンソーシ
アム)を組み、国立試験研究機関、大学等が蓄積してきた技術シーズと研究能力を活
用しつつ新規産業創造のための技術開発を推進する地域コンソーシアム研究開発制







ロジェクト研究が推進されている【平成 11 年版白書 3-2-1-2-(3)】。
 文部省における産学連携研究開発事業(マッチングファンド方式による産学連携事
業)【平成 12 年版白書 3-2-1-3-(3)】。
 農林水産省における官民交流共同研究事業【平成 13 年版白書 3-3-2-1-2】。
 文部科学省におけるベンチャー・中小企業支援型共同研究推進事業【平成 13 年版白
書 3-3-2-1-2】。
 科学技術振興調整費により平成 14 年度から新たに開始した産学官共同研究の効果
的な推進（マッチングファンド）【平成 17 年 17 年版白書 3-2-3-2】。 
 農林水産省における先端技術を活用した農林水産研究高度化事業【平成 17 年 17 年版
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白書 3-2-3-2】。




産学官連携研究の推進【平成 17 年 17 年版白書 3-2-3-2】。 







成 24 年版白書 2-2-4-1-2-2-2】。
(5) 産学官連携サミット等




て議論が行われ、「第 1 回産学官連携サミット共同宣言」を採択した【平成 14 年版白
書 3-3-2-1-3】。
 地域において産学官連携が推進されていることが重要であることから、同年 10 月の
九州を皮切りに平成 14 年 3 月の関東まで全国 9 地域ブロックで、内閣府、日本学術
会議、地域経済団体の主催、文部科学省、経済産業省、各開催地域の自治体の共催で


















その後毎年改訂しており、平成 19 年 4 月には「技術戦略マップ 2007」として公表し
た。経済産業省はこの技術戦略マップを研究開発マネジメントに活用するとともに、
幅広く産学官に提供し、研究開発の企画・実施に携わる人々のコミュニケーションツ
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平成 23 年には新たに、株式会社日本政策金融公庫等や DBJ キャピタル株式会社との
連携協定を締結した【平成 24 年版白書 2-2-4-1-2-2-2】。
図 産学官連携コーディネーターによる支援先一覧（平成 20 年 7 月）（平成 21 年版白書） 
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図「大学等産学官連携自立化促進プログラム【機能強化支援型】」支援先一覧（平成 22 年 4











徳島大学に委託し、平成 18 年 3 月、「臨床研究の利益相反ポリシー策定に関するガイ
ドライン」を公表し、各大学におけるポリシー策定を促進している【平成 19 年版白
書 3-2-3-2】。
 文部科学省では、平成 19 年 3 月、「利益相反マネジメントのための事例解析集」を公
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図「大学等産学官連携自立化促進プログラム【機能強化支援型】」支援先一覧（平成 22 年 4
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っせん促進費」の制度を設けている【昭和 53 年白書 3-3-2】。
 同事業団では、新技術の開発あっせん制度により技術移転活動を行っているが、従来
主として対象としてきた国有の特許に加えて新たに企業等の所有する未利用特許な
どを対象とし、効果的な技術移転活動を行っている【昭和 55 年白書 3-3-2】。
 新技術事業団では、大学、国・公立試験研究機関等の試験研究成果の調査・収集を行
っており、これらの収集した新技術については、開発あっせん制度によって企業等へ
の技術移転を推進している【平成 2 年白書 4-3-3-7】。
 平成 12 年 4 月に施行された「産業技術力強化法」では、大学の研究者や設置者に対
する特許料等の軽減措置が講じられるなど、技術移転の支援方策の充実が図られてい
る【平成 13 年白書 3-3-2-3】。
 平成 12 年 4 月に人事院規則が整備されたことに伴い、国立大学等の教員や研究職員
の営利企業等への役員等への兼業が認められるようになっているが、研究成果活用企
業の役員等の職務に主として従事する必要がある場合には、休職することも可能であ










推進している【平成 13 年白書 3-3-2-3】。
 農林水産省においては、試験研究機関と民間事業者との橋渡しを行うコーディネータ
ーを設置し、取得した特許の民間における利用・実用化を図るための研究成果移転促
進事業を実施している【平成 13 年白書 3-3-2-3】。
 理化学研究所においては、自らの研究成果をより一層効果的に実用化に結びつけるた
め、平成 10 年 1 月に研究者の兼業許可、共同研究における優遇措置策の制度を創設



























技術が企業化される機会を逃がす場合が多い【昭和 45 年白書 3-3-2】。
 そこで、企業化が著しく困難な新技術については企業に開発費を出し、開発に伴う危
険負担を軽減する一方、企業化が円滑に進むよう仲介をする委託開発制度が設けられ、
新技術開発事業団によって運営されている【昭和 45 年白書 3-3-2】。
 新技術開発事業団の委託開発状況は、委託開発件数の増加に伴い、契約額も年々増加
している。その委託開発の状況をみると、昭和 44 年 9 月現在、開発に成功したもの




伴うリスクを負担している【昭和 53 年白書 3-3-2】。
 同事業団では、昭和 52 年度より、地方産業の振興に貢献する地方新技術の開発を推
進することとしている【昭和 53 年白書 3-3-2】。
 また委託開発の結果得られた成果が産業界において広く実施されるよう、開発成果の
普及活動を行っている【昭和 55 年白書 3-3-2】。
 新技術開発事業団は、収集した新技術を広く関係方面へ紹介し、斡旋業務の強化を図
るとともに、海外に対しては、企業から海外斡旋可能な技術を募集し、英文紹介誌に
より海外に対する技術の斡旋を行っている【昭和 53 年白書 3-3-2】。  
 政府の研究活動等において、効率的な研究開発を図るための技術移転の促進等の施策
が要請されており、科学技術会議による「技術移転の推進に関する意見」(55 年 8 月)
において各種の技術移転を実施する新技術開発事業団等に所用の整備を行う必要が
あるとの意見が出されている【昭和 55 年白書 3-4-1】。
 開発のあっせんは、同事業団があっせんしようとする新技術の所有者から工業所有権
等の実施の許諾権を受け、同事業団からあっせん先の企業に実施権を与えるものであ




っせん促進費」の制度を設けている【昭和 53 年白書 3-3-2】。
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推進している【平成 13 年白書 3-3-2-3】。
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あるとの意見が出されている【昭和 55 年白書 3-4-1】。
 開発のあっせんは、同事業団があっせんしようとする新技術の所有者から工業所有権
等の実施の許諾権を受け、同事業団からあっせん先の企業に実施権を与えるものであ




を平成 14 年度から開始している【平成 15 年白書 3-3-2-3】。
 大学・公的研究機関及び TLO 等における研究開発成果の特許化をはじめとした技術
移転活動を積極的に支援するとともに、これらの活動の基盤となる人材の育成、総合
的な技術移転相談窓口機能を集中的に担う、技術移転支援センター事業を実施してい





 また、MOT 人材 1 万人体制の実現を目指し、平成 14 年度より大学等の教育機関等延
べ 73 機関に対し、MOT 人材育成に必要なカリキュラム・教材等について、開発支援
を行うなど、MOT人材育成のための環境整備を進めている【平成 16 年白書 3-3-2-1】。
 農林水産省では、試験研究機関と民間事業者との橋渡しを行うコーディネータを設置
し、取得した特許の民間における利用・実用化を図るための「農林水産技術移転促進






校に 104 名配置（平成 18 年 3 月末現在）している【平成 18 年白書 3-3-2-1】。
(9) 知的財産の活用促進
 新技術開発事業団では、昭和 42 年に特許調査室を設け、国の保有する特許権、実用
新案権について、体系的に調査し、実用化する価値のあるものについては、実用化の
ための委託開発、新技術開発の斡旋などにつとめている【昭和 44 年版白書 1-4-3-2】。
 文部科学省においては平成 14 年度から科学技術振興調整費のプログラムの 1 つとし
て、知的財産専門人材の養成を行っている【平成 15 年版白書 3-3-6-4】。
 大学等が優れた知的財産について適切に権利を取得し活用していくことができるよ
う、文部科学省では科学技術振興機構の実施する技術移転支援センター事業により海















派遣して(平成 19 年 3 月現在 110 名)両者のマッチングを図るとともに、開放特許の
情報を、特許流通データベースを通じて広く公開している【平成 19年版白書 3-3-3-3】。




 平成 20 年度より、大学等の戦略的な知的財産活動を支援する産学官連携戦略展開事
業を開始し、大学等の研究成果の円滑な社会還元を促進している【平成 21 年版白書
2-3-3】。
 経済産業省では、従来から、承認 TLO に対する技術移転事業の立ち上げ及び大学研
究成果に係る外国特許取得の支援を実施するとともに、平成 20 年度から、組織間の
連携強化や一体化等を促進するとともに大学研究成果の戦略的な実用化・事業化を遂
行する広域 TLO に対する支援を実施している【平成 21 年版白書 2-3-3】。
 「特許流通アドバイザー派遣事業」は、平成 22 年度をもって廃止【平成 23 年版白書
2-3-3】。
(10) 技術移転機関(TLO)
 平成 10 年 8 月には大学等の研究成果の産業界への効率的な移転を図ることを目的と
した「大学等における技術に関する研究成果の民間事業者への移転の促進に関する法
律」が施行された【平成 13 年白書 3-3-2-3】。同法に基づき承認を受けた技術移転機
関(TLO)に対しては、産業基盤整備基金による助成金交付、「産業活力再生特別措置法」
に基づく特許料の軽減等の支援措置が設けられている【平成 13 年白書 3-3-2-3】。
 現在活動中の承認 TLO(17 機関)に対し、特許流通アドバイザーを派遣している【平
成 13 年白書 3-3-2-3】。
 産業技術力強化法の成立に伴い、平成 12 年 4 月から技術移転機関(TLO)が国立大学
等の施設を事務所として無償で使用することが可能となった【平成 13年白書 3-3-2-2】。
 平成 11 年 10 月に施行された「産業活力再生特別措置法」により、TLO の特許料等
は 2 分の 1 に軽減され、平成 12 年 4 月の「産業技術力強化法」の成立に伴い、TLO
が国立大学等の施設を事務所として無償で使用することが可能となった【平成 16 年
白書 3-3-2-2】。
 大学における特許等の研究成果が、平成 16 年 4 月の国立大学法人化に併せ、現在の
国又は個人帰属から原則機関帰属に転換されることに伴い、国公私立大学等において
知的財産の創出・取得・管理・活用を戦略的にマネジメントできる体制を整備するた
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的財産本部整備事業（34 件のモデル整備機関及び 9 件の「特色ある知的財産管理・
活用機能支援プログラム」支援機関を選定）を開始し、支援に努めている【平成 17
年白書 3-3-2-2】。
 国立大学法人法（平成 15 年法律第 112 号）において、国立大学法人の業務として「研
究成果の普及とその活用の促進」が位置付けられるとともに、承認 TLO へ出資する
ことが知的財産サイクルの好循環と研究成果の社会還元の一層の促進が図られるも
のとして可能になった【平成 18 年白書 3-3-2-2】。





の交付を行い、TLO の活動を支えるとともに、海外出願が TLO にとって大きな負担
になっている現状を踏まえ、平成 15 年度より同補助金を拡充し、海外出願にかかる
経費に対する補助を開始した【平成 18 年白書 3-3-2-2】。




認定 TLO の活動を支援している【平成 24 年版白書 2-2-4-1-2-2-2】。
(11) 特許の帰属
 民間において行われる基盤技術に関する試験研究を円滑化し、民間の基盤技術の向上





設けることが規定されている。【昭和 60 年版白書 3-3-3】
 研究交流の促進において、法律上のあい路がみられる事項については、そのあい路を
改善すべく研究交流促進法が 61 年 5 月に制定され、また、諸制度の運用により対処










れた【平成 13 年白書 3-3-2-2】。










た特許化支援事業を行っている【平成 13 年白書 3-3-2-3】。
 研究成果の特許化にあたっては、研究者自身の特許に対する理解が必要であり、文部
科学省では、国公私立大学教員の特許マインドの涵養を図るため、平成 11 年度から
知的所有権セミナーを開催し、平成 12 年度は 5 大学で実施したほか、各大学主催の
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れた【平成 13 年白書 3-3-2-2】。
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析評価、移転、斡旋等を実施している【昭和 56 年白書 3-4-1】。
 平成 11 年 2 月、新事業創出促進法が施行され、同法に基づく中小企業技術革新制度




な融資の特別枠の新設などを行うものである【平成 11 年白書 3-3-5】。
 これを受けて、平成 10 年度第 3 次補正予算において、科学技術庁、通商産業省、郵




するため、民間企業等に対して研究開発費の補助を行っている【平成 11 年白書 3-3-5】。




の交付に関する支出の機会の拡大を図る制度である【平成 13 年白書 3-3-2-4】。平成
12 年度は、関係 6 省(総務省、文部科学省、厚生労働省、農林水産省、経済産業省、
環境省)で合計 47 の特定補助金等を指定し、中小企業への支出目標額を約 130 億円に
定めた【平成 13 年白書 3-3-2-4】。上記各制度については、各府省による連携・協力






いる【平成 13 年白書 3-3-2-2】。
 大学等の研究成果に基づく技術独創型ベンチャーの起業促進が新規産業の創出を通
じ経済の活性化に大きく貢献することにかんがみ、プレベンチャー推進事業(新規事




のベンチャー企業の創製を促そうというものである【平成 13 年白書 3-3-2-3】。
 う文部科学省は、大学の研究成果や人的資源を活用してベンチャー企業を計画する者
による起業化までの実用化研究の支援を行う施設(インキュベーション施設)を平成






る人材などの養成を実施している【平成 16 年白書 3-3-2-1】。
 科学技術振興機構では、大学発ベンチャー創出に係る研究開発支援として、平成 11
年度より「プレベンチャー事業」、平成 15 年度より「大学発ベンチャー創出推進事業」




るための支援をしている【平成 20 年白書 2-3-2-3】。
 科学技術振興機構では、大学発ベンチャー創出に係る研究開発支援として、「独創的
シーズ展開事業（大学発ベンチャー創出推進）」を実施し、平成 21 年 1 月末までに
85 社の新規企業が設立されるに至っている【平成 21 年白書 2-3-2-3】。
 科学技術振興機構では、大学発ベンチャー創出に係る研究開発支援を、「研究成果最
適展開支援事業（A－STEP）」の中で実施しており、平成 22 年 1 月末までに 102 社の
新規企業が設立されている【平成 22 年白書 2-3-2】。また、若手研究者のベンチャー
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13 年白書 3-3-2-3】。さらに、委託開発の結果得られた開発成果については、産業界に

























析評価、移転、斡旋等を実施している【昭和 56 年白書 3-4-1】。
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な融資の特別枠の新設などを行うものである【平成 11 年白書 3-3-5】。
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するため、民間企業等に対して研究開発費の補助を行っている【平成 11 年白書 3-3-5】。




の交付に関する支出の機会の拡大を図る制度である【平成 13 年白書 3-3-2-4】。平成
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いる【平成 13 年白書 3-3-2-2】。
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じ経済の活性化に大きく貢献することにかんがみ、プレベンチャー推進事業(新規事




のベンチャー企業の創製を促そうというものである【平成 13 年白書 3-3-2-3】。
 う文部科学省は、大学の研究成果や人的資源を活用してベンチャー企業を計画する者
による起業化までの実用化研究の支援を行う施設(インキュベーション施設)を平成






る人材などの養成を実施している【平成 16 年白書 3-3-2-1】。
 科学技術振興機構では、大学発ベンチャー創出に係る研究開発支援として、平成 11
年度より「プレベンチャー事業」、平成 15 年度より「大学発ベンチャー創出推進事業」




るための支援をしている【平成 20 年白書 2-3-2-3】。
 科学技術振興機構では、大学発ベンチャー創出に係る研究開発支援として、「独創的
シーズ展開事業（大学発ベンチャー創出推進）」を実施し、平成 21 年 1 月末までに
85 社の新規企業が設立されるに至っている【平成 21 年白書 2-3-2-3】。
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る制度を設置している【平成 22 年白書 2-3-2】。
 農業・食品産業技術総合研究機構では、競争的資金においてベンチャー育成枠を設定
し、新事業や新産業の創出に重要な役割を担う研究開発ベンチャーによる研究開発を
支援している【平成 22 年白書 2-3-2】。
 農業・食品産業技術総合研究機構では、「イノベーション創出基礎的研究推進事業」
においてベンチャー育成枠を設定し、新事業や新産業の創出に重要な役割を担う研究




推進している【平成 24 年白書 2-2-4-2】。
(14) 大学における営業秘密管理指針作成のためのガイドライン
 経済産業省では、TLO に対する支援として、平成 10 年の「大学等における技術に関
する研究成果の民間事業者への移転の促進に関する法律」の施行当初より補助金の交





































研究者個人で行なう各個研究が補助金の対象となる【昭和 42 年版白書 1-3-1】。
 科学試験研究費は、研究者が同一の研究課題について共同で行なう重要な応用的研究
のうち、基礎的段階に対して交付され、昭和 41 年度 4.7 億円、昭和 42 年度 5 億円と
なっている【昭和 42 年版白書 1-3-1】。
 研究成果刊行費は、学術的価値が高く、市販性に乏しい重要な研究成果および学術資







る制度を設置している【平成 22 年白書 2-3-2】。
 農業・食品産業技術総合研究機構では、競争的資金においてベンチャー育成枠を設定
し、新事業や新産業の創出に重要な役割を担う研究開発ベンチャーによる研究開発を
支援している【平成 22 年白書 2-3-2】。
 農業・食品産業技術総合研究機構では、「イノベーション創出基礎的研究推進事業」
においてベンチャー育成枠を設定し、新事業や新産業の創出に重要な役割を担う研究




推進している【平成 24 年白書 2-2-4-2】。
(14) 大学における営業秘密管理指針作成のためのガイドライン
 経済産業省では、TLO に対する支援として、平成 10 年の「大学等における技術に関
する研究成果の民間事業者への移転の促進に関する法律」の施行当初より補助金の交





































研究者個人で行なう各個研究が補助金の対象となる【昭和 42 年版白書 1-3-1】。
 科学試験研究費は、研究者が同一の研究課題について共同で行なう重要な応用的研究
のうち、基礎的段階に対して交付され、昭和 41 年度 4.7 億円、昭和 42 年度 5 億円と
なっている【昭和 42 年版白書 1-3-1】。
 研究成果刊行費は、学術的価値が高く、市販性に乏しい重要な研究成果および学術資
料の刊行を援助するもので、昭和 41 年度 0.8 億円、昭和 42 年度 1 億円が交付された
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に沿って運用されている【昭和 49 年版白書 3-3-1】。
 科学研究費補助金とはわが国の学術の振興を目的とするものである。がん特別研究費、
科学研究費および研究成果刊行費などにあてられ、学術研究の振興に大きな役割を果
した。【昭和 58 年 3-2-3】※「大学」の項目と重複記載
 昭和 57 年度においては、「特別推進研究」の新設及び「試験研究」、「奨励研究(A)」、
「海外学術調査」の拡充が行われた。【昭和 58 年 3-2-3】※「大学」の項目と重複記
載
 昭和 60 年度においては、独創的・先端的な基礎研究を振興するための「一般研究 C」、
若手研究者の優れた研究を奨励するための「奨励研究 A」、民間研究者等との共同研
究を促進するための「試験研究」及び海外学術研究を推進するための「海外学術調査」
の充実を行った。【昭和 61 年 3-2-3】 ※大学の項目と重複記載











 科学研究費補助金の平成 12 年度予算は、1,419 億円、対前年度比 8.0％増であった。
このうち、文部科学省においては特別推進研究や特定領域研究等の大型あるいは学術
振興上の政策的要請の強い研究種目を、日本学術振興会においては基盤研究等の研究
種目を中心に審査・交付業務を行っている【平成 13 年版白書 3-3-1-1】。
 科学研究費補助金について、平成 23 年度には、複数年度にわたって自由に研究費を
使用することができる「基金化」を一部種目（基盤研究（C）、挑戦的萌芽研究、若
手研究（B））で実現するとともに、基金化した種目については全て採択率を約 30％
に向上させている（平成 23 年度予算額 2,633 億円）。また、主な研究種目全体で約 9
万 2 千件の新たな応募のうち、ピア・レビューによって約 2 万 6 千件を採択し、数年
間継続する研究課題を含めて約6万4千件を支援している【平成24年版白書2-4-1-1】。 
2）科学技術振興調整費























り、各機関が育成対象機関として選定されている【平成 13 年白書 3-3-1-1】。
 科学技術振興調整費においては、平成 13 年度から「戦略的研究拠点育成」プログラ
ムを開始し、新たな研究開発システムの構築、組織運営の改革等の独創的かつ先導的
な試みにより、他の研究機関に波及する効果の高い取組を行う研究機関を育成・支援
している【平成 17 年白書 3-3-1-1】。
3）厚生科学研究費補助金
 厚生省は、昭和 54 年度から、保健、医療、生活衛生等の各分野における研究に対し
て厚生科学研究費補助金制度を設けている。平成 7 年度の本制度の予算額は 114 億円
である【平成 8 年版白書 3-3-4】。
 厚生科学研究費補助金の平成 13 年度予算は、329 億円であり、行政政策研究分野、





る。【平成 14 年版白書 3-3-1-1】
4）地球環境研究推進費（環境庁）
 平成 2 年度から、国立試験研究機関のみならず、大学等の研究者との連携を図りつつ、
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このうち、文部科学省においては特別推進研究や特定領域研究等の大型あるいは学術
振興上の政策的要請の強い研究種目を、日本学術振興会においては基盤研究等の研究
種目を中心に審査・交付業務を行っている【平成 13 年版白書 3-3-1-1】。
 科学研究費補助金について、平成 23 年度には、複数年度にわたって自由に研究費を
使用することができる「基金化」を一部種目（基盤研究（C）、挑戦的萌芽研究、若
手研究（B））で実現するとともに、基金化した種目については全て採択率を約 30％
に向上させている（平成 23 年度予算額 2,633 億円）。また、主な研究種目全体で約 9
万 2 千件の新たな応募のうち、ピア・レビューによって約 2 万 6 千件を採択し、数年
間継続する研究課題を含めて約6万4千件を支援している【平成24年版白書2-4-1-1】。 
2）科学技術振興調整費























り、各機関が育成対象機関として選定されている【平成 13 年白書 3-3-1-1】。
 科学技術振興調整費においては、平成 13 年度から「戦略的研究拠点育成」プログラ
ムを開始し、新たな研究開発システムの構築、組織運営の改革等の独創的かつ先導的
な試みにより、他の研究機関に波及する効果の高い取組を行う研究機関を育成・支援
している【平成 17 年白書 3-3-1-1】。
3）厚生科学研究費補助金
 厚生省は、昭和 54 年度から、保健、医療、生活衛生等の各分野における研究に対し
て厚生科学研究費補助金制度を設けている。平成 7 年度の本制度の予算額は 114 億円
である【平成 8 年版白書 3-3-4】。
 厚生科学研究費補助金の平成 13 年度予算は、329 億円であり、行政政策研究分野、





る。【平成 14 年版白書 3-3-1-1】
4）地球環境研究推進費（環境庁）
 平成 2 年度から、国立試験研究機関のみならず、大学等の研究者との連携を図りつつ、
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地球環境研究を総合的に推進するため地球環境研究総合推進費を設けている。平成 7
年度の本推進費の予算額は 25 億円である【平成 8 年版白書 3-3-4】。
 環境省では、地球環境研究総合推進費により、地球環境保全に関する関係閣僚会議に
おいて策定される地球環境保全調査研究等総合推進計画に基づく、地球温暖化等地球
環境保全のための研究を推進している【平成 13 年版白書 3-3-1-1】。
(2) 科学技術基本計画以降の競争的資金制度の拡充等
1）競争的資金の総額





資金については大幅な拡充を図ることとしている【平成 9 年版白書 3-2-3】。




 第 2 期科学技術基本計画においては、優れた成果の創出・活用のための科学技術シス
テム改革を重要政策の一つとして掲げ、競争的な研究開発環境の形成に貢献する競争
的資金を引き続き拡充することとしている【平成 13 年版白書 3-3-1-1】。
 競争的な研究開発環境の形成に貢献する競争的資金については、平成 18 年度予算額







とする「食品健康影響評価技術研究」等を実施した。【平成 18 年版白書 3-3-1-1】
3）総務省
 特殊法人等への出資金を活用した新たな基礎研究推進制度として、平成 8 年度、郵政
省（実施：通信・放送機構）において、通信・放送技術を対象とした独創性・新規性
に富む未来創造型の研究開発である「創造的情報通信技術研究開発推進制度」を創設
【平成 9 年版白書 3-2-3 表より】。


















 特殊法人等への出資金を活用した新たな基礎研究推進制度として、平成 8 年度、文部
省（実施：日本学術振興会）において、21 世紀に向けて知的資産の形成を図る大学
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 特殊法人等への出資金を活用した新たな基礎研究推進制度として、平成 8 年度、文部
省（実施：日本学術振興会）において、21 世紀に向けて知的資産の形成を図る大学




いる【平成 13 年版白書 3-3-1-1】。
 ミレニアム・プロジェクトの一環として、「革新的な技術開発の提案公募」を平成 12
280
年度から開始し、平成 12 年度は約 2,100 件の応募に対し 77 件の課題を採択した【平
成 13 年版白書 3-3-1-1】。



























を実施した。【平成 14 年版白書 3-3-1-1】
 戦略的創造研究推進事業は、これまで科学技術振興事業団で実施してきた基礎的研究
事業を再編成し、平成 14 年度に新たに創設した。【平成 15 年版白書 3-3-1-1】
 総合科学技術会議では、イノベーション創出に向けて、政府が取り組むべきことを掲
げた「イノベーション創出総合戦略」を策定し、関係大臣に意見具申した【平成 18
年 6 月 14 日）。これを受け文部科学省では、優れた研究環境と極めて高い研究水準を
誇る「目に見える研究拠点」の形成を目指す「世界トップレベル研究拠点プログラム
（WPIプログラム）」等を推進した。【平成 19 年版白書 3-3-2-1】※大学の項目と重複
記載
5）厚生労働省










 特殊法人等への出資金を活用した新たな基礎研究推進制度として、平成 8 年度、農林
水産省（実施：生物系特定産業技術研究推進機構）において、生物機能の高度利用等
を促進するための基礎的研究である「新技術・新分野創出のための基礎研究推進事業」
を創設【平成 9 年版白書 3-2-3 表より】。
 「先端技術を活用した農林水産研究高度化事業」、新産業の創出でアグリビジネスの
活性化を図ることを目的とした「民間結集型アグリビジネス創出技術開発事業」を平
成 14 年度から創設し、競争的資金の充実・強化を図った。【平成 15 年版白書 3-3-1-1】
7）経済産業省
 特殊法人等への出資金を活用した新たな基礎研究推進制度として、平成 8 年度、通商
産業省（実施：新エネルギー・産業技術総合開発機構）において、新規産業創出に資
する将来の産業技術の創造に向けた独創的な研究開発である「独創的産業技術研究開












支援する「革新的実用原子力技術開発」を実施している。【平成 18 年版白書 3-3-1-1】
 石油天然ガス・金属鉱物資源機構において、石油・天然ガスの探鉱開発等に関する独
創的・革新的な技術課題を公募により研究開発する「石油・天然ガス開発・利用促進
型事業」を実施した。【平成 18 年版白書 3-3-1-1】
8）国土交通省
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18 年度においては、36 制度中 31 制度が 30 パーセントの措置が可能であり、また 3
制度が一部のプログラムで可能としており、一層の拡充が図られた。【平成 19 年版白
書 3-3-2-1-1】




 文部科学省所管の科学研究費補助金では、平成 18 年 4 月に、研究費の年度間繰越し
についての事例を多く追加し、適正な活用が図られるよう取扱いの明確化を図る通知
を研究機関等に発出するとともに、平成 18 年度から、年複数回応募の試行等の制度





制度では交付時期の早期化等の制度改正が推進された。【平成 19 年版白書 3-3-2-1-3】
 平成 18 年 12 月には、競争的資金等の研究資金の使用・配分・評価を含む更なる制度
改革の推進に向け、総合科学技術会議基本政策推進専門調査会の下に「研究資金 WG」
が設置され、検討を進めている【平成 19 年版白書 3-3-2-1-3】。
 （審査結果のフィードバック） 競争的資金に係る各制度において、審査結果が研究
者に適切にフィードバックされるよう、その詳細な開示を推進している。平成 17 年
度には 36 制度中 24 制度が実施していた、審査の結果、不採択だった場合にも審査委
283
員のコメントを連絡する取組を、平成 18年度には 36制度中 28制度が実施するなど、










である【平成 19 年版白書 3-3-2-1-3】。










費の効果的活用に向けた勉強会」を、平成 20 年 3 月以降、計 12 回開催し、研究資金
にかかわる制度改善等に向けた検討を進めている。なお、科学・技術重要施策アクシ
ョン・プランにおいては、競争的資金の使用ルール等の統一化について取りまとめる
こととされた【平成 22 年版白書 2-3-2-1】。
 平成 22 年 1 月には、総合科学技術会議基本政策専門調査会において、競争的資金の
体系的整備や弾力的な制度の構築等を内容とする基礎研究強化に向けた研究資金の
改革についての提言が行われた【平成 22 年版白書 2-3-2-1】。
 所管府省や資金配分機関においては、平成 22 年 7 月に定めた「科学・技術重要施策
アクション・プラン」に基づき、競争的資金の使用ルール等の統一化及び簡素化・合
理化について取り組んだ。【平成 23 年版白書 2-3-2-1】
 競争的資金をはじめとする公的研究費の不正使用の防止に向けた取組について、総合
科学技術会議より、共通的な指針「公的研究費の不正使用等の防止に関する取組につ
いて」（平成 18 年 8 月 31 日）が示されるとともに、文部科学省では、実施基準「研
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制度などである【昭和 40 年白書 1-1-1-4】。
 科学技術映画フイルムの輸入関税の免除については、昭和 40 年度から関税定率法等
の一部改正を行ない、学校、博物館、研究所その他これらに類する施設において使用
される教育用のフイルム(撮影済みのもの)、スライド等について関税の免除が認めら
れた。 【昭和 40 年白書 1-1-1-4】
 鉱工業技術の効率的な向上をはかるため、これに関する共同研究を推進することをね
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のものであるが、民間の助成という効果をも持っている【昭和 44 年版白書 2-3】。
 昭和 44 年度には、動力炉・核燃料開発事業団に対する出えん金の損金算入制度が新
設され、高速炉および新型転換炉に係る原型炉建設資金のうち法人が支出したものに
対して優遇措置がとられた【昭和 45 年版白書 3-3-3】。
 技術輸出所得の特別控除制度については、昭和 44 年度にこの制度の期限をさらに昭
和 46 年 3 月 31 日まで延長する措置が講じられた【昭和 45 年版白書 3-3-3】。





和 48 年版白書 3-3-3】。
 増加試験研究費の税額控除制度及び技術等海外取引に係る所得の特別控除制度は、適










を創設している【昭和 60 年版白書 3-3-3】。
 技術等海外取引に係る所得の特別控除制度、試験研究法人等に対する寄付金の損害算
入制度、開発研究用減価償却資産の耐用年数の設定などが実施されており、それぞれ
の分野で大きな貢献をなしている【昭和 60 年版白書 3-3-3】。
 増加試験研究費の税額控除制度があるが、平成 7 年 4 月に施行された「特定事業者の
事業革新の円滑化に関する臨時措置法」第 15条の認定を受けた場合、平成 5 年度以
降の試験研究費の最高額を超えた額の 10%税額控除制度との選択適用が可能となっ




認める共同試験研究促進税制(平成 7 年度創設)等が措置されている【平成 8 年版白書
3-4-8】。





期間延長等がなされた【平成 10 年版白書 3-2-4-1】。
 基盤技術研究開発促進税制は、所得税、法人税、法人住民税において 2 年間期間延長
されるとともに対象となる基盤技術開発研究用資産として、シンクロトロン発生装置
から発生したシンクロトロン放射光を実験装置まで導く輸送管等が新たに追加され、
163 設備となった【平成 10 年版白書 3-2-4-1】。
 技術等海外取引に係る所得の特別控除制度については、損金算入限度額を所得の 30%
から 25%に変更の上 2 年間の期間延長がなされた【平成 10 年版白書 3-2-4-1】。
 多極分散型国土形成促進法に基づく中核的民間施設の土地に対する特別土地保有税
の非課税措置及び中核的民間施設に対する事業所税の非課税措置等についても 2 年
間の期間延長がなされた【平成 10 年版白書 3-2-4-1】。
 科学技術振興のための税制上の措置としては、増加試験研究費の特別税額控除制度に
ついては平成 11 年度税制改正において制度を改組するとともに、適用期限を 2 年間
延長した【平成 11 年版白書 3-2-5】。
 研究交流促進法に基づき、財団法人、社団法人が国の機関との共同研究に必要な施設
を当該研究機関の敷地内に整備した場合、当該施設に係る不動産取得税について課税
の特例(課税標準を 1/2)を設ける研究交流促進税制の創設を行った【平成 11 年版白書
3-2-5】。
 平成 12 年度税制改正における主要な措置としては、平成 11 年度に創設された研究交
流促進税制に新たに固定資産税についての課税の特例(課税標準を取得後5年間は1/2、
その後 5 年間は 3/4 とする)を加える等の拡充を行った【平成 12 年版白書 3-2-5-2】。
 平成 12 年度税制改正においては、研究交流促進税制(研究交流促進法に基づき民法第
34 条法人が国の機関との共同研究に必要な施設を当該機関の敷地内に整備した場合
における、当該施設に係る税制上の特例措置)の適用範囲を、不動産取得税に加え固
定資産税にも拡大した【平成 13 年版白書 3-3-1-2】。






設を整備した場合にも拡大した【平成 13 年版白書 3-3-1-2】。
 平成 14 年度税制改正においては、バイオテクノロジー研究開発用資産に係る固定資
産税の課税標準の特例措置について平成 15 年度まで延長が図られた【平成 14 年版白
書 3-3-1-2】。
 私立大学が行う受託研究で、その実施期間が 3 カ月以上のもの等については、請負業
の範囲から除外し、非課税とする措置がとられることとなった【平成 14 年版白書
3-3-1-2】。
 平成 15 年度税制改正においては、研究開発税制を抜本的に見直し、試験研究費の総
額に係る特別税額控除制度、産学官連携の共同研究・委託研究に係る特別税額控除制
度及び開発研究用設備の特別償却制度が創設された【平成 15 年版白書 3-3-1-2】。
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和 46 年 3 月 31 日まで延長する措置が講じられた【昭和 45 年版白書 3-3-3】。





和 48 年版白書 3-3-3】。
 増加試験研究費の税額控除制度及び技術等海外取引に係る所得の特別控除制度は、適










を創設している【昭和 60 年版白書 3-3-3】。
 技術等海外取引に係る所得の特別控除制度、試験研究法人等に対する寄付金の損害算
入制度、開発研究用減価償却資産の耐用年数の設定などが実施されており、それぞれ
の分野で大きな貢献をなしている【昭和 60 年版白書 3-3-3】。
 増加試験研究費の税額控除制度があるが、平成 7 年 4 月に施行された「特定事業者の
事業革新の円滑化に関する臨時措置法」第 15条の認定を受けた場合、平成 5 年度以
降の試験研究費の最高額を超えた額の 10%税額控除制度との選択適用が可能となっ




認める共同試験研究促進税制(平成 7 年度創設)等が措置されている【平成 8 年版白書
3-4-8】。





期間延長等がなされた【平成 10 年版白書 3-2-4-1】。
 基盤技術研究開発促進税制は、所得税、法人税、法人住民税において 2 年間期間延長
されるとともに対象となる基盤技術開発研究用資産として、シンクロトロン発生装置
から発生したシンクロトロン放射光を実験装置まで導く輸送管等が新たに追加され、
163 設備となった【平成 10 年版白書 3-2-4-1】。
 技術等海外取引に係る所得の特別控除制度については、損金算入限度額を所得の 30%
から 25%に変更の上 2 年間の期間延長がなされた【平成 10 年版白書 3-2-4-1】。
 多極分散型国土形成促進法に基づく中核的民間施設の土地に対する特別土地保有税
の非課税措置及び中核的民間施設に対する事業所税の非課税措置等についても 2 年
間の期間延長がなされた【平成 10 年版白書 3-2-4-1】。
 科学技術振興のための税制上の措置としては、増加試験研究費の特別税額控除制度に
ついては平成 11 年度税制改正において制度を改組するとともに、適用期限を 2 年間
延長した【平成 11 年版白書 3-2-5】。
 研究交流促進法に基づき、財団法人、社団法人が国の機関との共同研究に必要な施設
を当該研究機関の敷地内に整備した場合、当該施設に係る不動産取得税について課税
の特例(課税標準を 1/2)を設ける研究交流促進税制の創設を行った【平成 11 年版白書
3-2-5】。
 平成 12 年度税制改正における主要な措置としては、平成 11 年度に創設された研究交
流促進税制に新たに固定資産税についての課税の特例(課税標準を取得後5年間は1/2、
その後 5 年間は 3/4 とする)を加える等の拡充を行った【平成 12 年版白書 3-2-5-2】。
 平成 12 年度税制改正においては、研究交流促進税制(研究交流促進法に基づき民法第
34 条法人が国の機関との共同研究に必要な施設を当該機関の敷地内に整備した場合
における、当該施設に係る税制上の特例措置)の適用範囲を、不動産取得税に加え固
定資産税にも拡大した【平成 13 年版白書 3-3-1-2】。






設を整備した場合にも拡大した【平成 13 年版白書 3-3-1-2】。
 平成 14 年度税制改正においては、バイオテクノロジー研究開発用資産に係る固定資
産税の課税標準の特例措置について平成 15 年度まで延長が図られた【平成 14 年版白
書 3-3-1-2】。
 私立大学が行う受託研究で、その実施期間が 3 カ月以上のもの等については、請負業
の範囲から除外し、非課税とする措置がとられることとなった【平成 14 年版白書
3-3-1-2】。
 平成 15 年度税制改正においては、研究開発税制を抜本的に見直し、試験研究費の総
額に係る特別税額控除制度、産学官連携の共同研究・委託研究に係る特別税額控除制
度及び開発研究用設備の特別償却制度が創設された【平成 15 年版白書 3-3-1-2】。





ない措置とされた【平成 15 年版白書 3-3-1-2】。
 平成 16 年度税制改正においては、バイオテクノロジー研究用資産に係る固定資産税
の課税標準の特例措置について対象設備を見直しの上、平成 17 年度まで延長が図ら
れた【平成 16 年版白書 3-3-1-2】。





成 17 年版白書 3-3-1-2】。
 平成 18 年度税制改正において、試験研究費の増加額に対して控除率を上乗せする措
置が 2 年間の特例として講じられるとともに、所得税の寄付金控除の適用下限額が 5
千円に引き下げられるなどの措置が講じられた【平成 18 年版白書 3-3-1-2】。
 試験研究費に係る税額控除については、試験研究費の総額に一定の控除率が適用され
る従来の仕組みに加え、試験研究費の増加額に対して控除率を上乗せする措置を平成
19 年度までの 2 年間の特例として講じた【平成 19 年版白書 3-2-3】。
 平成 20 年度税制改正の要綱において、試験研究費に係る税額控除については、試験
研究費の総額に一定の控除率が適用される従来の措置に加え、試験研究費の増加額に
係る税額控除又は売上高に占める試験研究費の割合が 10パーセントを超える試験研
究費に係る税額控除を選択適用できる措置が、平成 21 年度までの 2 年間の特例とし
て盛り込まれた【平成 20 年版白書 2-3-2-3】。
 平成 21 年度税制改正において、産業技術力強化法の一部改正に伴い、試験研究費に
係る特別税額控除制度について、特別試験研究費の範囲に、改正後の同法に規定する
試験研究独立行政法人と共同して行う試験研究に係る費用及び同法人に委託する試
験研究に係る費用が対象に加えられた【平成 21 年版白書 2-3-2-3】。
 民間における研究開発を促進するため、研究開発税制が設けられており、経済危機対
策（平成 21 年 4 月 10 日）において、試験研究費の総額に係る税額控除制度等につい
て、1．平成 21、22 年度において税額控除ができる限度額を、当期の法人税額の 20％
から 30％に引き上げるとともに、2．平成 21、22 年度に生じる税額控除限度超過額
について、平成 23、24 年度において税額控除の対象とすることを可能とした【平成
22 年版白書 2-3-2-3】。
 民間における研究開発を促進するため研究開発税制が設けられているが、平成 22 年
度税制改正においては、このうち試験研究費の増加額に係る税額控除（増加型）又は
平均売上金額の 10％を超える試験研究費に係る税額控除（高水準型）を選択適用で










センターを設けることが規定されている【昭和 60 年版白書 3-3-3】。
 昭和 61 年 5 月、「生物系特定産業技術研究推進機構法」が制定され、産業投資特別会
計からの出融資及び民間からの出資等を資金として、民間において行われる生物系特
定産業技術に関する試験研究に対する出融資事業等を行う生物系特定産業技術研究
推進機構を設けることが規定されている【昭和 62 年版白書 3-4-3】。
 「生物系特定産業技術研究推進機構法」に基づき、特別許可法人生物系特定産業技術
研究推進機構が昭和 61 年 10 月 1 日に設立され、昭和 61 年度事業として出資 7 件(昭
和 61 年度出資額 5 億円)、融資 34 件(昭和 61 年度融資額 13 億円)を採択した【昭和
62 年版白書 3-4-3】。




救済基金を改組)ことが規定されている【昭和 62 年版白書 3-4-3】。









出資、共同研究の斡旋等の事業を行っている【平成 16 年版白書 3-3-1-2】。
2）融資
 重機械開発促進融資制度は、製造費用 1 億円以上(ただし、金属工作機械、金属加工
機械にあっては 5,000 万円以上)であり、まだ国内で製造されたことのない重機械の
第 1 号機の製造に対して融資され、この融資を受けた場合は、税法上特別償却制度の







ない措置とされた【平成 15 年版白書 3-3-1-2】。
 平成 16 年度税制改正においては、バイオテクノロジー研究用資産に係る固定資産税
の課税標準の特例措置について対象設備を見直しの上、平成 17 年度まで延長が図ら
れた【平成 16 年版白書 3-3-1-2】。





成 17 年版白書 3-3-1-2】。
 平成 18 年度税制改正において、試験研究費の増加額に対して控除率を上乗せする措
置が 2 年間の特例として講じられるとともに、所得税の寄付金控除の適用下限額が 5
千円に引き下げられるなどの措置が講じられた【平成 18 年版白書 3-3-1-2】。
 試験研究費に係る税額控除については、試験研究費の総額に一定の控除率が適用され
る従来の仕組みに加え、試験研究費の増加額に対して控除率を上乗せする措置を平成
19 年度までの 2 年間の特例として講じた【平成 19 年版白書 3-2-3】。
 平成 20 年度税制改正の要綱において、試験研究費に係る税額控除については、試験
研究費の総額に一定の控除率が適用される従来の措置に加え、試験研究費の増加額に
係る税額控除又は売上高に占める試験研究費の割合が 10 パーセントを超える試験研
究費に係る税額控除を選択適用できる措置が、平成 21 年度までの 2 年間の特例とし
て盛り込まれた【平成 20 年版白書 2-3-2-3】。
 平成 21 年度税制改正において、産業技術力強化法の一部改正に伴い、試験研究費に
係る特別税額控除制度について、特別試験研究費の範囲に、改正後の同法に規定する
試験研究独立行政法人と共同して行う試験研究に係る費用及び同法人に委託する試
験研究に係る費用が対象に加えられた【平成 21 年版白書 2-3-2-3】。
 民間における研究開発を促進するため、研究開発税制が設けられており、経済危機対
策（平成 21 年 4 月 10 日）において、試験研究費の総額に係る税額控除制度等につい
て、1．平成 21、22 年度において税額控除ができる限度額を、当期の法人税額の 20％
から 30％に引き上げるとともに、2．平成 21、22 年度に生じる税額控除限度超過額
について、平成 23、24 年度において税額控除の対象とすることを可能とした【平成
22 年版白書 2-3-2-3】。
 民間における研究開発を促進するため研究開発税制が設けられているが、平成 22 年
度税制改正においては、このうち試験研究費の増加額に係る税額控除（増加型）又は
平均売上金額の 10％を超える試験研究費に係る税額控除（高水準型）を選択適用で










センターを設けることが規定されている【昭和 60 年版白書 3-3-3】。
 昭和 61 年 5 月、「生物系特定産業技術研究推進機構法」が制定され、産業投資特別会
計からの出融資及び民間からの出資等を資金として、民間において行われる生物系特
定産業技術に関する試験研究に対する出融資事業等を行う生物系特定産業技術研究
推進機構を設けることが規定されている【昭和 62 年版白書 3-4-3】。
 「生物系特定産業技術研究推進機構法」に基づき、特別許可法人生物系特定産業技術
研究推進機構が昭和 61 年 10 月 1 日に設立され、昭和 61 年度事業として出資 7 件(昭
和 61 年度出資額 5 億円)、融資 34 件(昭和 61 年度融資額 13 億円)を採択した【昭和
62 年版白書 3-4-3】。




救済基金を改組)ことが規定されている【昭和 62 年版白書 3-4-3】。









出資、共同研究の斡旋等の事業を行っている【平成 16 年版白書 3-3-1-2】。
2）融資
 重機械開発促進融資制度は、製造費用 1 億円以上(ただし、金属工作機械、金属加工
機械にあっては 5,000 万円以上)であり、まだ国内で製造されたことのない重機械の
第 1 号機の製造に対して融資され、この融資を受けた場合は、税法上特別償却制度の






対しては、関係省庁および科学技術庁が斡旋を行なっている【昭和 42 年版白書 1-3-1】。
 中小企業に対しては、中小企業金融公庫の融資制度がある【昭和 42 年版白書 1-3-1】。
 新技術の企業化等に対する助成策としては、日本開発銀行の国産技術振興資金制度が








費」の制度を設けている【昭和 53 年版白書 3-3-2】。
 中小企業金融公庫等において、新事業・技術振興貸付制度を設け、中小企業の技術力







新技術の企業化等の促進を図っている【平成 3 年版白書 3-3-3-7】。
 平成 7 年度には事業革新法の承認計画に基づく技術開発及び大学との連携による技
術開発に対し、低利優遇措置を創設するとともに、1,150 億円の内数を融資枠として
確保した【平成 8 年版白書 3-4-8】。
 中小企業金融公庫等において、新事業育成貸付制度を活用し、中小企業の技術力向上
及び新技術の企業化等の促進を図っている【平成 8 年版白書 3-4-8】。
 日本開発銀行の新技術開発融資制度により、平成 8 年度には事業革新法の承認計画に
基づく技術開発及び大学との連携による技術開発に対し、低利優遇措置を創設すると
ともに、1,030 億円の内数を融資枠として確保した【平成 9 年版白書 3-2-4-1】。
 企業の行う新技術にかかる技術開発資金に対して日本開発銀行及び北海道東北開発
公庫(平成 11 年 10 月、両機関は統合され、日本政策投資銀行)が新技術開発融資制度
により低利かつ円滑な資金の融資を行っている【平成 12 年版白書 3-2-5-2】。
 第 3 期科学技術基本計画で位置付けられた政策重点分野等における新技術の開発に
対して日本政策投資銀行が新技術開発融資制度により低利かつ円滑な資金の融資を






を行っている【昭和 54 年版白書 3-3-3】。
 昭和 55 年、中小企業に対する新技術企業化保険制度が創設され、中小企業が新技術
の企業化に要する資金を金融機関から借入れ、当該債務について信用保証協会が保証
した場合に、その保証につき、中小企業信用保険公庫が、当該信用保証協会と保険契
約を締結できるようになった【昭和 56 年版白書 3-3-3】。








成 11 年版白書 3-2-5】。





であり、これを受けて、平成 10 年度第 3 次補正予算において、科学技術庁、通商産










方策調査委託費などがある【昭和 40 年白書 1-1-1-4】。
 昭和 36 年 7 月に、企業における新技術の開発にともなう危険負担の軽減と新技術の
所有者と企業家との円滑な仲介をはかることを主なねらいとして設立された新技術
開発事業団は、新技術の委託開発、開発した新技術の普及、新技術の開発のあつせん





対しては、関係省庁および科学技術庁が斡旋を行なっている【昭和 42 年版白書 1-3-1】。
 中小企業に対しては、中小企業金融公庫の融資制度がある【昭和 42 年版白書 1-3-1】。
 新技術の企業化等に対する助成策としては、日本開発銀行の国産技術振興資金制度が








費」の制度を設けている【昭和 53 年版白書 3-3-2】。
 中小企業金融公庫等において、新事業・技術振興貸付制度を設け、中小企業の技術力







新技術の企業化等の促進を図っている【平成 3 年版白書 3-3-3-7】。
 平成 7 年度には事業革新法の承認計画に基づく技術開発及び大学との連携による技
術開発に対し、低利優遇措置を創設するとともに、1,150 億円の内数を融資枠として
確保した【平成 8 年版白書 3-4-8】。
 中小企業金融公庫等において、新事業育成貸付制度を活用し、中小企業の技術力向上
及び新技術の企業化等の促進を図っている【平成 8 年版白書 3-4-8】。
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を行っている【昭和 54 年版白書 3-3-3】。
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成 11 年版白書 3-2-5】。





であり、これを受けて、平成 10 年度第 3 次補正予算において、科学技術庁、通商産










方策調査委託費などがある【昭和 40 年白書 1-1-1-4】。
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を通じ研究開発費の助成に使われる【平成 8 年版白書 3-4-8】。
 先端技術型研究開発助成金は、将来的にニュービジネスの創出に結びつくような通
信・放送技術に関連する先進的な研究開発を行うベンチャー企業等に通信・放送機構
を通じ研究開発費の助成を行っている【平成 10 年版白書 3-2-4-1】。
 高齢者・障害者向け通信・放送サービス充実研究開発助成金は、高齢者・障害者向け
の通信・放送サービスの開発に必要な技術の研究開発を行う民間企業等に対し、通



















ながる研究開発を促進する助成を行っている【平成 13 年版白書 3-3-1-2】。




新事業創出研究開発事業を実施している【平成 13 年版白書 3-3-1-2】。
 民間結集型アグリビジネス創出技術開発事業は、アグリビジネスの活性化を図るため、
研究成果の実用化を担う民間企業等が、大学、独立行政法人のポテンシャルを活用し
て取り組む研究開発を支援している【平成 15 年版白書 3-3-1-2】。
 産業基盤強化技術開発事業は、我が国食品産業の技術基盤を強化するため、国が技術
課題を提示した上で、企業等から具体的な課題を公募し、外部専門家・有識者による
評価によりテーマを選定し、補助を行っている【平成 15 年版白書 3-3-1-2】。
 生物系産業創出のための異分野融合研究支援事業は、産学官における研究開発能力を
結集し、異分野の研究者が共同して行う融合研究を提案公募方式で実施するとともに、








開発を推進している【平成 19 年版白書 3-2-3】。
 民間実用化研究促進事業は、農林水産業、飲食料品産業、醸造業等の向上に資する画
期的な生物系特定産業技術の開発を促進するため、委託事業により民間における実用
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業技術水準の向上に大きく貢献している【昭和 39 年版白書 5-5】。
 通商産業省からは、鉱工業技術試験研究費補助金、重要鉱工業技術試験研究委託費、
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ン等の化学製品製造技術など昭和 30 年以降約 300 件の新製品技術が生み出され、産
業技術水準の向上に大きく貢献している【昭和 39 年版白書 5-5】。
 通商産業省からは、鉱工業技術試験研究費補助金、重要鉱工業技術試験研究委託費、
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を支出している【昭和 40 年白書 1-1-1-4】。
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 産業技術については、通商産業省の鉱工業技術試験研究費補助金がある【昭和 42 年
版白書 1-3-1】。









【昭和 44 年版白書 2-3-1-1】。
 中小企業技術改善費補助金は、中小企業の技術開発、技術力向上等の観点から、中小
企業の行う技術改善のための費用に対する補助に使われる【平成 8 年版白書 3-4-8】。
 エネルギー関係技術実用化開発費補助金は、民間のエネルギー使用合理化、新発電、
石油代替エネルギー関係技術の実用化を促進するため、実用化開発費用の補助に使わ














































業を実施した【平成 23 年版白書 2-3-2-3】。
7）国土交通省関連（旧運輸省、旧建設省）
 運輸省から支出している科学技術試験研究費補助金および建設省から支出している
建設技術研究補助金などがある【昭和 40 年白書 1-1-1-4】。
(4) その他
 技術導入の審査を通じて優れた外国技術導入をはかっている。昭和 39 年度の技術導
入は 1,041 件(うち甲種 500 件、乙種 541 件)で、昭和 38 年度の 1,137 件(うち甲種 564
件、乙種 573 件)より件数では僅かながら減少したが、金額にして 39 年度は 559 億円
(うち甲種 500 億円、乙種 59 億円)であり、昭和 38 年度が 487 億円(うち甲種 446 億円、
乙種 41 億円)であつたので、約 70 億円の増加となつている【昭和 40 年白書 1-1-1-4】。
 外国技術の導入は、1950 年(昭和 25 年)に制定された「外資に関する法律(外資法、甲
種技術援助契約)」によって活発に行われた 14。「外資法」制定当時の国際経済取り引







の比重が高く,有力なメーカーである T 社,M 社,F 社はそれぞれ米国又は西ドイツのメーカーと包括契約を
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タラジオを含め AM ラジオ,FM ラジオについて技術援助契約を結んだ。テレビについても当初外国の 3
社(後に 1 社を加え 4 社)の特許に関し,技術援助契約が必要であり,1952 年(昭和 27 年)4 社,1953 年 32 社が
技術導入を行った。なお,1953 年頃のロイヤリティは 4.7%であったが,1959 年(昭和 34 年)には 2.85%にな
った。
4) トランジスタに関する研究は,ベル研究所の発表後日本においても徐々に行われており,1953 年頃には
量産試作の段階にまでなったが,トランジスタに関する基本的特許は WE 社が有していたため,S 社をはじ
め各社は WE 社から技術導入を行い,更に RCA 社,GE 社からも技術導入を行った。
5) 鉄鋼業は,その生産の回復が急がれ数多くの技術導入がなされたが,大きな影響を与えた技術はストリ
ップミルと LD 転炉である。 鋼塊から長い帯状の鋼板を作るストリップミルは,戦前にも導入されていた











7) 合成繊維は,デュポン社がナイロンを開発し急速に進歩したが,T 社は戦時中独自にナイロン 6(デュポン
社はナイロン 66 が中心)の製造技術を開発した。この技術は,デュポン社の技術と異なるものであったが,
編・織,染色加工等の技術に関する特許をデュポン社が有しているため,T 社は 1951 年(昭和 26 年)に技術導
入を行った。ポリエステル繊維は,ICI 社が世界的に特許権を持ち,1953 年にデュポン社,1955 年に ICI 社が
製造を開始したが,1957 年(昭和 32 年)に T 社と E 社が技術導入を行った。










技術,高速自動車道路に関する技術も 1951 年(昭和 26 年)から数多く導入された。また,プレストレスト・コ




の整備についても検討に着手する【平成 11 年版白書 3-2-5】。






技術の融合」、「知識の融合」活動に関する普及活動の一環として、平成 19 年 11 月、
経済協力開発機構（OECD）と共催で「インテレクチャル・カフェ国際シンポジウム」
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 ドキュメンテーション活動は、現在まだ十分な体制にはないが、昭和 32 年、日本科
学技術情報センターが設立され、その事業を専門的に行いうるようになったことは科
学技術情報交流において、画期的なことである。【昭和 33 年版 2-8-1】
 増大する科学技術情報に対処するため、科学技術会議は、諮問第 4 号に対して昭和




整機能の調整のもとに整備運営される【昭和 45 年白書 3-4-3】。
 この答申を受けて、科学技術庁では答申の柱となっている「科学技術情報の全国的流
通機構(NIST)」を整備し、運営していくための具体的な施策をたてるために専門家に
よる検討委員会を設置し、昭和 45 年度、46 年度の 2 か年にわたって調査検討を行な
うことにしている【昭和 46 年白書 3-4-3】。
 科学技術庁は、昭和 44 年 10 月の第 4 号答申を受けて、「科学技術情報の全国的流通
機構(NIST)」の具体化のために、専門家による検討会を設置し、昭和 45 年、昭和 46












た。【昭和 61 年版 2-2-2-1】
 科学技術庁は、答申「科学技術情報の全国的流通システム(NIST)」の具体化を図るた
め、昭和 48 年 2 月、科学技術情報懇談会を開催し、関係 16 省庁の協力の下に調査審
議を行い、「科学技術情報の全国流通体制の整備に関する報告」(昭和 49 年 8 月、科
学技術情報懇談会)を取りまとめた【平成元年白書 3-5-2-1】。
 NIST におけるドクメンテーション及び情報処理技術の標準化のために、科学技術情
報流通技術基準(SIST)の作成が昭和 48 年度から行われている【昭和 59 年版白書
3-4-3-1】。
 科学技術庁は、昭和 50 年代から開始したオンライン情報サービス等に対応し、昭和
53 年 5 月より科学技術情報活動推進懇談会を開催し、今後の NIST の整備についてそ
の意見を聴し、「科学技術情報活動の目標と施策について」(昭和 53 年 12 月、科学技




方のもとに、フレームワークが構成された【昭和 54 年版白書 3-4-3-1】。
 科学技術庁、科学技術情報活動推進懇談会にて取りまとめられた報告「科学技術情報
活動推進の目標と施策について」において、当面の重要課題として 7 項目が挙げられ
た【昭和 54 年版白書 3-4-3-1】。
 昭和 58 年 10 月より科学技術会議政策委員会科学技術情報小委員会を開催して、当面
の科学技術情報政策のあり方を検討し、昭和 59 年 8 月に、報告「科学技術情報の流
通に関して当面する課題への対応について」を取りまとめた【昭和 63 年版白書
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域展開等が指摘されている。これらを受けて、政府が平成 4 年 4 月に改正した科学技
術政策大綱では、科学技術情報の生産及び国内外での流通の拡大並びに科学技術情報
ネットワークの地域展開を図ることが定められている【平成 4 年版白書 3-3-3-5】。
 「高度情報通信社会推進に向けた基本方針」(平成 7 年 2 月策定、平成 10 年 11 月更
新)を推進するための当面の具体的目標について「高度情報通信社会推進に向けた基
本方針～アクション・プラン～」の策定を行っており、研究分野の情報化についても、
検討を進めている【平成 11 年版白書 3-2-2-2】。
 研究分野の情報化を推進するための方策の検討については、科学技術会議情報科学技
術部会の下に置かれている科学技術情報流通体制分科会(平成 10 年 3 月発足)におい
て、基盤的なデータベースの整備、情報流通に係る基礎的・基盤的な研究開発機能の
強化等当面の具体的方策について検討し、平成 10 年 11 月に報告書「科学技術情報の
円滑な流通のために」を取りまとめた【平成 11 年版白書 3-2-2-2】。
 文部省は、中核的な研究機関の創設、人材の養成、研究費の充実等を提言した「情報
学研究の推進方策について」の建議(平成 11 年 11 月 学術審議会)を踏まえ、平成 12
年度には学術情報センターを母体とし、情報学研究を総合的に進めていくことを目指
した国立情報学研究所を創設する。【平成 12 年版 3-3-2-1】









関係省庁連携の基に検討が進められているところである【平成 5 年版白書 3-4-3-5】。
 平成 5 年 7 月、科学技術会議政策委員会の下に「研究情報ネットワーク懇談会」が発
足し、産学官の関係者の参画を得て、我が国の研究情報ネットワークのあり方等につ
いて検討が行われ、平成 5 年 10 月に取りまとめられた中間報告書においては、我が
国の研究情報ネットワークの整備とその利用が極めて不十分であり、米国に比べて 5
～10 年の遅れがあるとの認識が示され、早急な対応が強く要請された【平成 6 年版
白書 3-4-3-6】。
 関係省庁、機関の努力により、平成 5 年度の補正予算及び平成 6 年度予算において、
全国の大学、国立試験研究機関等に LAN(機関内ネットワーク)、コンピュータ等の研




情報基盤整備への取り組みが近年強化されつつある【平成 7 年版白書 3-4-3-6】。
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 平成 6 年 8 月には内閣に高度情報通信社会推進本部(本部長:内閣総理大臣、全閣僚が
本部員)が設置された。同推進本部では、高度情報通信社会の実現に向けて、公共分
野の情報化を推進する際の課題と対応等を取りまとめ「高度情報通信社会推進に向け
た基本方針」(平成 7 年 2 月)を策定した。同基本方針では、公共分野の各分野ごとに
実施指針を策定し、それに沿って情報化を推進すべきことが盛り込まれており、研究
分野についても平成 7 年 8 月研究情報基盤関係省庁連絡会議において「研究開発活動
の情報化実施指針」が取りまとめられた。その後、そのフォローアップを実施し、研




 通商産業省においては、平成 7 年度に創設された研究情報基盤整備研究開発制度
(RING-Program)により研究情報ネットワーク利用基盤技術及び研究資源を活用した




【平成 10 年版白書 3-2-2-2】。
 研究分野の情報化を推進するための方策の検討については、科学技術会議政策委員会
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る。このネットワークに参加している機関は、平成 9 年 3 月現在で、大学 364(国立















 平成 10 年度からは、本ネットワーク等大容量ネットワークを活用した研究開発を推
進する制度「計算科学技術活用型特定研究開発」を設け、高度なネットワーク利用を





ためのテストベッドとして活用することとしている【平成 11 年版白書 3-2-2-2】。
 国立情報学研究所においては、大学・大学共同利用機関等を相互に接続する学術情報
ネットワーク( SINET* )を構築・運営しており、平成 13 年 1 月末現在で 753 機関が







分野の共同研究の推進等を図ることとしている【平成 13 年版白書 3-3-6-5】。
 ネットワークの整備については、独立行政法人科学技術振興機構が運用していた、府
省の枠を超えて研究機関間を結ぶ省際研究情報ネットワーク(IMnet)は平成 15 年 10
月末に SINET への統合が完了した【平成 16 年版白書 3-3-6-5】。
 農林水産省では、農林水産関連の研究機関を相互に接続する農林水産省研究ネットワ
ーク( MAFFIN* )を構築・運営しており、平成 13 年 1 月末現在で 105 機関が接続して
いる【平成 13 年版白書 3-3-6-5】。
 国立情報学研究所は、先端的学術研究機関を最速 10Gbps(ギガビット毎秒)の回線で
接続する世界最速の研究ネットワーク「スーパーSINET」の運用を平成 14 年 1 月に開
始した【平成 14 年版白書 3-3-6-5】。
 農林水産省においては、平成 14 年 12 月に「つくば WAN」と「農林研究団地 WAN」
との接続拠点としての機能等を有する情報通信共同利用館(通称｢電農館｣)を整備し






























化に成功した【昭和 45 年白書 3-4-3】。
 特許庁では、特許情報量の増加、技術の専門化、境界領域の拡大に対処するため、日
本および世界主要国の特許情報に適切な加工を加え、要求に応じて迅速、的確に提供
することを目的として、昭和 46 年 6 月、財団法人「日本特許情報センター」を設立




和 48 年白書 3-4-4】。
 科学技術振興調整費により「ネットワーク共用による化合物情報等の利用高度化に関
する研究」(昭和 56～61 年度)及び「日英科学技術文献の速報に関する研究」(昭和 57
～60 年度)が実施されている 15【昭和 59 年版白書 3-4-3-1】。
 昭和 58 年度からは、科学技術振興調整費により「科学技術情報の国際的流通のあり
方に関する調査研究」が 2 か年計画で開始されているが、これは今後の科学技術情報
流通の国際的流通のあり方に関する総合的政策を検討していくうえでの基礎資料を
得るものである【昭和 59 年版白書 3-4-3-1】。







り、これにより、諸外国との科学技術文献の交流促進が期待されるものである【昭和 59 年白書 3-4-3-1】
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の活用方向に関する調査」が実施された 16【昭和 61 年版白書 3-4-3-1】。
 科学技術興調整費により「化学物質設計等支援のための知識ベースミステムに関する

















の発想を支援するため、平成 3 年度からは、平成 2 年度のフィージビリティスタディ
を踏まえ、「創造的研究開発支援のための自己組織型情報ベースシステムの構築に関
する研究」が実施されている【平成 3 年版白書 3-3-3-5】。
 日本科学技術情報センター(JICST)においては、世界 50 数カ国より科学技術全分野に
関する資料を収集し、科学技術文献データベースを構築(年間 70 万件)し、JICSTオン



















情報資源(コンテンツ)の充実のための施策のあり方について検討を行い、平成 7 年 6
月に「研究情報資源の今後のあり方について」を取りまとめた。同報告書にて、当面
国として取り組むべき施策展開の方向について指摘した【平成 8 年版白書 3-4-6】。
 日本科学技術情報センター(JICST)18において、平成 7 年度より新たに、優秀なアシス
タントとしての高度な知的機能を有するデータベース(高機能基盤データベース)の
開発に着手した【平成 8 年版白書 3-4-6】。
 農林水産省では、農学全般、動・植物学、林学、水産学、食品関係などの分野に関す
る文献情報の我が国における入力センターとして、国際機関及び世界各国と協力して





 科学技術振興事業団においては、平成 9 年度からは、インターネットから JOISへの
アクセスを可能にし、より多くの人に使いやすいシステムとした【平成 10 年版白書
3-2-2-2】。
 平成 6 年度から「物質関連データ(生体影響、食品成分、表面分析)のデータベース化
に関する調査研究」、「地球観測データのデータベース化に関する研究」が実施され、
平成 9 年 3 月をもって第 I 期が終了し、現在第Ⅱ期に入っている。また、平成 7 年度
から実施された「省際ネットワークを利用した医療研究支援アプリケーションの調査
研究」が、平成 10 年 3 月をもって終了した。平成 8 年度からは「広域高速ネットワ
ークを利用した生活工学アプリケーションの調査研究」、平成 9 年度から「生物系研
究資材のデータベース化及びネットワークシステム構築のための基盤的研究開発」が




成 12 年版白書 3-2-2-1】。




ることとなる【平成 12 年版白書 3-2-2-1】。
 特許庁ではインターネット上での特許広報等の検索・抽出を可能にする特許電子図書
館(IPDL)の整備・運用を行っている【平成 13 年版白書 3-3-6-5】。
 独立行政法人科学技術振興機構においては、国立試験研究機関等に蓄積されている知
的ストックをデータベース化しネットワーク上で広く流通させる研究情報データベ
ース化事業を実施している【平成 16 年版白書 3-3-6-5】。
 科学技術振興機構では、学協会などの論文誌などをオンラインで投稿・編集・出版す
るための共同利用システム（J-STAGE）を構築し、運用を行っている【平成 17 年版白
18  平成 9 年版では、「高機能基盤データベース」の事業主体は科学技術振興事業段（JST）となっている。
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の活用方向に関する調査」が実施された 16【昭和 61 年版白書 3-4-3-1】。
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提供している【平成 19 年版白書 3-3-3-5】。
 JDream2 では、19 年 9 月から、特許情報と文献情報を同時に検索できるサービスを
開始している【平成 20 年版白書 2-3-3-5】。
 科学技術振興機構では、平成 21 年 3 月から、国内外の科学技術文献、特許、研究者
等に関する基本情報のデータベースを整備し、各情報を関連付けて提供するサービス






 文部省では、学術情報センター(平成 12 年 4 月 1 日より国立情報学研究所)が、全国
の国公私立大学等の協力を得て、大学図書館が所蔵している学術図書・雑誌の目録所
在情報データベースを作成・提供している【平成 2 年版白書 4-3-3-5】。
 農林水産省においても、農林水産省の試験研究機関などで所蔵している図書資料類の
所在情報データベース(NCAT)を作成・提供している【平成 8 年版白書 3-4-6】。
 農林水産省においても、農林水産省の試験研究機関などで所蔵している図書資料類の
所在情報データベース(農林水産省試験研究機関総合目録)を作成・提供している【平












MEDLARS の検索実験を 44 年度、45 年度の 2 か年間で行なう計画が、日本科学技術
情報センターと慶応大学との共同で進められている。原子力関係では、国際原子力機
関の INIS 計画が昭和 45 年 1 月 1 日から 2 か年の予定で初期計画の実施にはいり、わ
が国も積極的に参加する姿勢を示している【昭和 45 年白書 3-4-3】。
 我が国の科学技術の発展に伴い、海外からの我が国の科学技術情報に対する需要が急
速に高まってきている。このような要望に応え、積極的に我が国の科学技術情報の国

























り、平成 5 年 6 月にはパリで、平成 6 年 7 月には米国(ボストン)において、日本の科
学技術情報に関する説明会を開催した【平成 7 年版白書 3-4-3-6】。
 JICST は、平成 2 年度から、我が国の科学技術情報の海外での普及を促進する事業を
行っており、平成 7 年 6 月にはヘルシンキで、平成 7 年 11 月には米国(アーリントン)
において、日本の科学技術情報に関するセミナーを開催した【平成 8 年版白書 3-4-6】。
 国際的には、平成 6 年 7 月のナポリサミットでの提案を受け、 平成 7 年 2 月にはブ
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平成 7 年 6 月のハリファックスサミットにおいても、その積極的な推進を図ることに
ついて経済宣言の中で指摘され、平成 8 年 5 月の南アフリカにおける「情報社会と開
発」の場では、開発途上国を含めて推進することとなった。また、APEC 諸国間にお
ける研究開発情報の流通の促進をめざして、平成 8 年 3 月、「APEC 研究開発情報化
シンポジウム」が東京で開催され、APEC 地域における高速研究情報ネットワーク構
想(APAN)等について意見交換された【平成 9 年版白書 3-2-2-2】。
 科学技術振興事業団における米国との協力については平成 8 年 5 月、米国の商務省と
協力し、科学技術日本文献機械翻訳センターを米国に開設し、日英機械翻訳システム





観光省国際科学技術課の 3 者を中心に行っている【平成 10 年版白書 3-2-2-2】。
 国際的には、米国の CIC 計画、欧州の ESPRIT 計画等、国際的競争力を念頭におい
た情報科学技術分野の開発が進められている。我が国においても、平成 9 年 7 月、内
閣総理大臣より科学技術会議に対し、諮問第 25 号「未来を拓く情報科学技術の戦略
的な推進方策の在り方について」が諮られ、平成 11 年 2 月、情報科学技術部会にお
いて円滑な情報流通促進策等を取りまとめた答申案が出された【平成 11 年版白書
3-2-2-2】。
 平成 8 年度からは「広域高速ネットワークを利用した生活工学アプリケーションの調
査研究」、平成 9 年度から「生物系研究資材のデータベース化及びネットワークシス
テム構築のための基盤的研究開発」、平成 10 年度から「大容量情報の超高速伝送・処
理の実現」が実施されている【平成 11 年版白書 3-2-2-2】。
 科学技術振興事業団は、米国のケミカル・アブストラクツ・サービス(CAS)、ドイツ
の FIZ-カールスルーエとの間で昭和 62 年に構築した国際科学技術情報ネットワーク


































ている【平成 14 年版白書 3-3-6-4】。
 科学技術分野のみならず広く我が国全体の知的財産戦略に関しても政府全体での推
進が図られている。知的財産戦略会議(議長：内閣総理大臣)においては、平成 14 年 7
月 3 日に「知的財産戦略大綱」を策定し、第 155 回国会では「知的財産基本法」が成
立した【平成 15 年版白書 3-3-6-4】。
 平成 15 年 3 月 1 日は、「知的財産基本法」に基づいて「知的財産戦略本部」(本部長：
内閣総理大臣、副本部長：内閣官房長官・科学技術政策担当大臣・文部科学大臣・経
済産業大臣)が設置され、「知的財産の創造、保護及び活用に関する推進計画」の策定
のための検討を進めている【平成 15 年版白書 3-3-6-4】。




た【平成 17 年版白書 3-3-6】。
308
インフラ構想)実現のためのパイロットプロジェクトの実施について認識が一致した。
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た【平成 17 年版白書 3-3-6】。
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 平成 16 年 11 月には「日本ブランド・ワーキンググループ」が設置され、新しい時代
にふさわしい日本ブランドを構築するための諸方策の検討が行われている【平成 17
年版白書 3-3-6】。
 平成 17 年 6 月には知的財産戦略本部（本部長：内閣総理大臣）において「知的財産
推進計画 2005」が決定された。同計画の重要政策課題については二つの専門調査会
において検討が行われており、「知的創造サイクルに関する重点課題の推進方策」(平
成 18 年 2 月、知的創造サイクル専門調査会)、「デジタルコンテンツの振興戦略」(平
成 18年 2月、コンテンツ専門調査会)等が取りまとめられた【平成 18年版白書 3-3-6-4】。




を公表した【平成 19 年版白書 3-3-3-3】。
 経済産業省では、平成 17 年 12 月、経済産業大臣を本部長とする「特許審査迅速化・
効率化推進本部」を設置し、平成 18 年 1 月には、同本部において、特許審査件数の
拡大、企業における出願・審査請求構造の改革等、官民挙げた取組やそれらの実施に
当たっての中小企業等への配慮に関する行動計画を策定し、各般にわたる取組を推進
している【平成 19 年版白書 3-3-3-3】。
 （経済産業省では）平成 19 年 1 月には、国際的な制度調和・審査協力体制の進展等、
状況の変化を踏まえ、従前からの施策を深化・発展させる形で、「イノベーション促
進のための特許審査改革加速プラン 2007」を特許審査迅速化・効率化推進本部にお
いて策定した【平成 19 年版白書 3-3-3-3】。
 農林水産省では、平成 18 年 2 月に農林水産省知的財産戦略本部を設置し、平成 19
年 3 月に農林水産省の「知的財産」に関する総合的な戦略として、「農林水産省知的
財産戦略」を策定した【平成 19 年版白書 3-3-3-3】。
 日本学術会議においては、「知的財産推進計画 2009」(知的財産戦略本部、平成 21 年
6 月)を踏まえ、大学や研究機関における創造活動をより一層活性化させるための知
的財産権制度の在り方について検討し、報告「科学者コミュニティから見た今後の知





進のための知的財産戦略（2009 年）」を平成 21 年 6 月に決定し、関係大臣に意見具
申した【平成 22 年版白書 2-3-3】。
(2) 知的財産活用に関する基本指針等
 平成 13 年 12 月 25 日、総合科学技術会議において「研究機関等における知的財産権
等研究成果の取扱いについて(意見)」を策定し、関係府省に対して意見具申を行った













る知的財産の在り方を検討し、平成 14 年 11 月に報告書を取りまとめた【平成 15 年
版白書 3-3-6-4】。





動に関する注意事項を示し、注意喚起を促している【平成 15 年版白書 3-3-6-4】。②
 農林水産省は、平成 13 年 6 月から試験研究独立行政法人等と「研究成果・研究材料
等の管理の在り方に関する検討連絡会」を設けて検討し、これを踏まえ、平成 14 年
度に各研究機関において研究成果物の取扱いのルールを明確化する規定を策定した
【平成 15 年版白書 3-3-6-4】。

















りまとめられた。【平成 19 年版白書 3-3-3-3】
 平成 19 年度に、科学技術・学術審議会技術・研究基盤部会産学官連携推進委員会に
おいて今後の産学官連携についての基本的な考え方等に関して検討が行われ、平成
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19 年 8 月に「イノベーションの創出に向けた産学官連携の戦略的な展開に向けて(審
議のまとめ）」として一定の取りまとめがなされた【平成 20 年版白書 2-3-3-3】。
 総合科学技術会議では、「先端医療分野における適切な知的財産保護のあり方につい
て直ちに検討を開始し早急に結論を得る」等の各種提言を盛り込んだ「知的財産戦略」
を平成 20 年 5 月に決定し、関係大臣に意見具申した【平成 21 年版白書 2-3-3】。
 文部科学省と経済産業省は、「知的財産推進計画 2011」（平成 23 年 6 月 3 日知的財産
戦略本部）に基づき、大学の知的財産本部・TLO の在るべき姿を検討し、産学連携
活動の効果や効率性を適切に評価する指標を策定し、試行的に評価調査を行っている
【平成 24 年版白書 2-2-4-1-2-2-2】。
(3) 特許法等の法令改正
 特許法および実用新案法の改正については、意匠法および商標法とともに、昭和 25
年以来、同 31 年まで工業所有権制度改正審議会によって審議されてきた【昭和 33
年版白書 2-4-4-3】。
 特許制度はその関係法律が全面的に改正され、昭和 35 年 4 月から施行され、権利者
の利益保護を厚くし、勤務発明に関する雇主側の法定実施権の範囲を拡大し、また、
無効、権利範囲確認等の手続が改正された【昭和 37 年版白書 2-4-1】。
 昭和 46 年 1 月には特許法、実用新案法等の一部を改正する法律が施行され、早期公






 工業所有権審議会制度改正部会において検討を進めてきたが、昭和 49 年 1 月 28 日、
制度改正部会が中間報告を取りまとめ、審議会に報告を行い、同審議会は 9 月 17 日、
物質特許制度及び多項制の採用に関する答申を通商産業大臣に提出し、昭和 50 年 2
月 17 日、特許法等の一部を改正する法律案が国会に提出された【昭和 50 年版白書
3-4-4】。
 特許法等の一部を改正する法律案は、昭和 50 年 5 月 29 日国会を通過し、昭和 51 年
1 月 1 日から施行されている【昭和 51 年版白書 3-4-4】。
 特許協力条約については、昭和 59 年 2 月の同盟総会において国際出願制度の利用促
進の観点から条約及び規則が改正され、これに伴い昭和 60 年に特許法等が改正され
ることとなった【昭和 60 年版白書 3-4-6-2】。
 工業所有権制度のハーモナイゼーションを図るために、昭和 62 年には欧米なみの多
項制制度の導入等を内容とした特許法等の改正を行い、昭和 63 年 1 月より施行して
いる【昭和 63 年版白書 3-5-7-2】。
 科学技術分野のみならず広く我が国全体の知的財産戦略に関しても政府全体での推
進が図られている。知的財産戦略会議(議長：内閣総理大臣)においては、平成 14 年 7
月 3 日に「知的財産戦略大綱」を策定し、第 155 回国会では「知的財産基本法」が成
立した【平成 15 年版白書 3-3-6-4】。（再掲）
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(4) 知的財産権制度の充実のための国内における取組
 通産省において、昭和 31 年 8 月、「特許行政促進措置要綱」を決定し、職員の増加、
研修の拡充、事務処理方式の改善、審査審判資料の整備および職務環境の改善により、
審査および審判の促進をはかっている【昭和 33 年版白書 2-4-4-1】。
 昭和 46 年 6 月、特許情報の流通改善を目的とする財団法人日本特許情報センターが
発足した【昭和 47 年版白書 3-4-6】。
 分類表の改正は、分類を社会の変化に応じて実態に則したものとするため、5 年に一
度改正されることが予定されているおり、加盟国で構成する専門家委員会の多数決で


















ンターは解散した。) 【昭和 61 年版白書 3-4-7-3】。
 特許庁では、ペーパーレス計画による特許情報の提供(61 年 10 月からは万国工業所
有権資料館及び大阪通産局特許室において、オンラインによる総合資料データベース
の提供を開始)を推進している【昭和 62 年版白書 3-5-8-3】。
 特許庁では、国際特許分類(IPC)第 4 版の採用(60 年 1 月)及び第 5 版採用に向けての
検討をしている【昭和 62 年版白書 3-5-8-3】。
 特許手続上の微生物の寄託の国際的承認に関するブダペスト条約については、昭和
62 年 3 月には特許微生物寄託センターの建物が完成し、同年 10 月から微生物の寄託
範囲を拡大するなど制度の円滑な利用に努めている【昭和 63 年版白書 3-5-7-2】。
 平成 12 年度には、ビジネス方法関連発明並びに遺伝子関連発明に関し、特許の審査
基準全体の見直しを行い、コンピュータ・ソフトウエア関連発明の審査基準の中でビ
ジネス方法関連発明に関する記述の明確化を行った【平成 14 年版白書 3-3-6-4】。
 平成 14 年度にはタンパク質立体構造関連発明の特許性に関し、日米欧で比較研究を
行い、この比較研究をもとに審査事例集を作成・公表する等、先端技術分野における
特許の判断基準の明確化を行っている【平成 15 年版白書 3-3-6-4】。
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 重要性の高い出願について、申請から 1 か月以内に一次審査を行うスーパー早期審査
制度を創設し、平成 20 年 10 月 1 日から試行を行っている【平成 21 年版白書 2-3-3】。
 2010 年（平成 22 年）1 月には日米欧間で、特許協力条約（PCT）に基づく国際出願
における見解書や国際予備審査報告の肯定的結果を基礎とする特許審査ハイウェイ
（PCT‐PPH）も開始した【平成 22 年版白書 2-3-3】。









【昭和 33 年版白書 2-4-1】。
 わが国においても、明治 18 年に現行特許法の先駆として専売特許条例が公布され、
同 32 年には工業所有権に関する保護同盟条約に加盟しており、以来今日までこの制
度は幾多の変遷を重ねてきたが、わが国科学技術水準の向上および産業の発展等に大
きな役割を果してきたのである【昭和 33 年版白書 2-4-1】。















として、42 年 2 月以来、パリ-同盟加盟国間で特許協力条約の作成準備が進められて
いる【昭和 45 年版白書 3-4-5】。
 国際面では、多数国出願手続の煩雑さと重複審査の無駄を省くために、昭和 45 年 6










の批准に備えて、特許庁では国内体制の整備に努めている【昭和 49 年版白書 3-4-4】。
 国際的な統一化に向って進んでいる特許協力条約(PCT)及び国際特許分類(IPC)協定
が締結されており、国際特許分類(IPC)協定は、昭和 51 年 5 月 21 日、国会での承認
を終え枇准され、更に特許協力条約(PCT)についても、工業所有権審議会制度改正部
会に PCT 小委員会を設け、必要な国内体制の整備について審議を行っているところ
である【昭和 51 年版白書 3-4-4】。
 国際特許分類(IPC)に関するストラスブール協定は、1971 年に採択されたものであり、
1975 年 10 月に発効しているが、我が国は、昭和 51 年 8 月に批准書の寄託を済ませ
ており、昭和 62 年 8 月 18 日から効力を生ずることとなっている【昭和 52 年版白書
3-4-4】。
 特許協力条約(PCT)は、1970 年 6 月に締結され、我が国も署名を行い、同条約発効は
1978 年 1 月 24 日と予定されており、我が国においても批准に備え、資料整備、制度
改正の検討等を進めている【昭和 52 年版白書 3-4-4】。
 2 国間の問題としては、中華人民共和国との間における商標権の相互保護を図ること
が従来から強く要請されていたが、昭和 52 年 9 月、日中間の商標保護に関する協定
が調印され、同年 11 月国会の承認を得て、53 年 1 月発効のための通告書簡の交換が
行われ、同年 3 月 1 日に発効した【昭和 53 年版白書 3-4-4】。
 国際特許分類(IPC)に関するストラスプール協定は、我が国でも批准書の寄託を済ま
せ、52 年 8 月 18 日から効力を生じており、国内審査体制も 53 年 10 月より IPC に合
わせて再編成された【昭和 54 年版白書 3-4-5】。
 特許協力条約(PCT)は、1978 年 1 月に発効しており、我が国も昭和 53 年 7 月に批准
書の寄託を済ませ、53 年 4 月に国内法の改正が国会で可決され、政省令の整備も 53
年 7 月に完了し、53 年 10 月より実際の効力を生じている【昭和 54 年版白書 3-4-5】。
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年 7 月に完了し、53 年 10 月より実際の効力を生じている【昭和 54 年版白書 3-4-5】。




定である【昭和 54 年版白書 3-4-5】。
 特許協力条約(PCT)は、53 年 10 月より実際の効力を生じ、54 年 8 月には PCT に基づ
き、我が国を指定国として外国で国際出願された発明の内容を公表する「公表特許公
報」の第 1 号が発行され順調なスタートをした【昭和 55 年版白書 3-4-6】。
 国際特許分類(IPC)に関するストラスブール協定は、52 年 8 月 18 日から効力を生じて
いるが、国内審査体制も 53 年 10 月より IPC に合わせて再編成し、55 年 1 月から特
許分類の IPC 一本化が行われた【昭和 55 年版白書 3-4-6】。
 開発途上国に対する技術移転問題の一環として、パリ条約を基礎とする現在の国際特
許制度を再検討すべきことが従来から国連、UNCTAD（国際連合貿易開発会議）等
の場において問題提起されていたが、インドの提案を受け、1975 年 2 月以来、政府
専門家会合、政府間準備委員会等が開催されてきており、1980 年 2 月には、条約改




る【昭和 56 年版白書 3-4-6-3】。
 1974 年インドが 77 グループ(開発途上国グループ)を代表して WIPO にパリ条約の改
正を検討することを提案したのを受けて、1980 年 2 月に第 1 回外交会議が開催され
たが、主として改正条約採択のための議決方法についての調整が行われたのみであっ
たため、1981 年 9 月、第 2 回外交会議が開催され、主として新 5 条 A(特許発明の不
実施に対する制裁措置等)について審議が行われ、米国、カナダ、オーストラリア等
を除く市場経済国の大多数の国と開発途上国、社会主義国の間で一応の合意が得られ
た【昭和 57 年版白書 3-4-6-1】。
 特許手続上の微生物の寄託の国際的承認に関するブダペスト条約は、1977 年 4 月に
採択され、我が国が、1980 年 5 月に第 5 番目の加入書寄託国となったことにより、





 IPC 協定（ストラスブール協定）は、1975 年 10 月に発効したが、我が国に関しては、
1977 年 8 月に効力を生じ、1980 年 1 月からは特許分類が IPC に一本化された【昭和
57 年版白書 3-4-6-6】。
 パリ条約の改正は、1982 年 10～11 月に第 3 回外交会議が開催され、主として第 10
条の 4新設問題(原産地名称と商標の抵触)及びこれに関連する第 6条の 3改正問題(国
名の保護)について審議が行われた結果、「正式国名」について国の紋章、旗章などの
保護を規定する現行パリ条約第 6 条の 3 において、これを追加的に規定して保護すべ
きとする 77 グループ(開発途上国)案が、メイン委員会上全員一致で採択され、起草








めているところである【昭和 59 年版白書 3-4-6-3】。




換等を内容とする覚書が結ばれた【昭和 59 年版白書 3-4-6-3】。
 特許協力条約については、昭和 59 年 2 月の同盟総会において国際出願制度の利用促
進の観点から条約及び規則が改正され、これに伴い昭和 60 年に特許法等が改正され
ることとなった【昭和 60 年版白書 3-4-6-2】。（再掲）
 日・米・欧の先進国三極特許庁間で昭和 58 年 10 月、第 1 回三極首脳会合(ワシント




 特許庁では、特許摩擦の解消に向けて、昭和 59 年 2 月米国企業特許部門首脳との会




て昭和 60 年度においては昭和 61 年 3 月 24 日から 27 日まで東京で工業所有権制度に
関する国際シンポジウムが開催され、世界知的所有権機関(WIPO)及び 12 か国から 28
人が参加した【昭和 61 年版白書 3-4-7-2】。
 日・米・欧の先進国三極特許庁間で、昭和 60 年 10 月第 3 回三極首脳会合(東京)が開
催され、さらに、数回にわたり専門家会合も開かれた【昭和 61 年版白書 3-4-7-2】。
 近年、工業所有権を巡る国際的摩擦が多発しており、特許庁では、これら特許摩擦の
解消に向けて、昭和 60 年 11 月、米国商工会議所(ACCJ)との会合を開催し、我が国
工業所有権制度についての理解の深化に努めた【昭和 61 年版白書 3-4-7-2】。
 昭和 61 年度においては、発明保護条項ハーモナイゼーション専門家委員会(61 年 5
月及び 62 年 3 月)、パリ条約改正に関する諮問委員会(62 年 1 月)等が開催された【昭
和 62 年版白書 3-5-8-2】。
 特許庁では JICA(国際協力事業団)の協力を得て、中国に対して特許情報検索システ
ム開発事業に関するプロジェクト方式技術協力を昭和 61年 11月から 4年間の予定で
開始した【昭和 62 年版白書 3-5-8-2】。
 WIPO の開発途上国に対する技術援助施策に協力し、研修生の受入れ及び専門家の派
遣のみならず、59 年からは WIPOを通じて開発途上国から要請のあったテーマについ
て、技術水準サーチを行っている【昭和 62 年版白書 3-5-8-2】。
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て昭和 60 年度においては昭和 61 年 3 月 24 日から 27 日まで東京で工業所有権制度に
関する国際シンポジウムが開催され、世界知的所有権機関(WIPO)及び 12 か国から 28
人が参加した【昭和 61 年版白書 3-4-7-2】。
 日・米・欧の先進国三極特許庁間で、昭和 60 年 10 月第 3 回三極首脳会合(東京)が開
催され、さらに、数回にわたり専門家会合も開かれた【昭和 61 年版白書 3-4-7-2】。
 近年、工業所有権を巡る国際的摩擦が多発しており、特許庁では、これら特許摩擦の
解消に向けて、昭和 60 年 11 月、米国商工会議所(ACCJ)との会合を開催し、我が国
工業所有権制度についての理解の深化に努めた【昭和 61 年版白書 3-4-7-2】。
 昭和 61 年度においては、発明保護条項ハーモナイゼーション専門家委員会(61 年 5
月及び 62 年 3 月)、パリ条約改正に関する諮問委員会(62 年 1 月)等が開催された【昭
和 62 年版白書 3-5-8-2】。
 特許庁では JICA(国際協力事業団)の協力を得て、中国に対して特許情報検索システ
ム開発事業に関するプロジェクト方式技術協力を昭和 61年 11月から 4年間の予定で
開始した【昭和 62 年版白書 3-5-8-2】。
 WIPO の開発途上国に対する技術援助施策に協力し、研修生の受入れ及び専門家の派
遣のみならず、59 年からは WIPOを通じて開発途上国から要請のあったテーマについ
て、技術水準サーチを行っている【昭和 62 年版白書 3-5-8-2】。
 昭和 61 年 9 月のガット閣僚会議において、ガット新ラウンド(ウルグアイ・ラウンド)
の中で知的所有権の貿易関連的側面について問題点の検討を行い、必要に応じて国際
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 発明保護法条項ハーモナイゼーション専門家委員会(62 年 11 月)、パリ条約改正に関
する諮問会合(62 年 5 月及び 9 月)等が開催された【昭和 63 年版白書 3-5-7-2】。
 昭和 62 年度には、WIPO に我が国の拠出金によるトラストファンドを創設し、途上





























 昭和 14 年となり、国際間に大規模な戦争の危機が生ずるような形勢となるにおよん
で軍需品を重点的に増産するために急速に多数の規格を必要とするようになり、戦争
規格としての臨時日本標準規格(臨 JES)が生まれた。また、航空機の生産のためには
別に日本航空規格の制定が開始された【昭和 33 年版白書 2-5-2】。





準化法が成立した【昭和 33 年版白書 2-5-2】。
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本工業規格(JIS)の制定が始められた【昭和 33 年版白書 2-5-2】。






が 12,054 件という見通しにたって規格制定を進めた。しかし、まだその 4 割程度し
か制定されていない【同】。
 昭和 44 年度からは、通商産業省工業技術院が標準化推進計画に取り組んでいる。例
えば、居室関係のパネル、設備ユニット、集合住宅用付帯設備など各種の住宅資材の
標準化作業を行なつている【昭和 48 年版白書 1-2-1-2（食住などの生活の高度化）】。
 昭和 49 年度には、当年度を初年度とする工業標準化推進長期計画 19が策定され、次

















「情報技術の標準化の推進に関する建議」が昭和 61 年 3 月日本工業標準調査会から
通商産業大臣あてなされた。【昭和 61 年版白書 3-4-8-1】。
 昭和 61 年 8 月には、工業標準化推進部門別長期計画が策定され、「国際化への対応」
及び「新技術と情報化への対応」という二つの基本的方向に沿って標準化行政を推進
することとした【昭和 62 年版白書 3-5-9-1】。
19 工業技術院では、工業標準化推進長期計画を昭和 30 年に初めて策定した後、概ね 5 年ごとに策定してき
た。昭和 49 年策定の長期計画は第 4 次にあたる。その後、第 5 次（昭和 56 年）、第 6 次（昭和 60 年）、第
7 次（平成 3 年）、第 8 次（平成 8 年）と策定されてきた（沢井（2011）383-387 頁）。
321
 平成元年版から平成 12 年版まで、白書に標準化の記載なし 20。
 平成 18 年 11 月に経済産業省が策定した「国際標準化戦略目標」では、我が国の「国
際標準化力」を経済力、科学技術水準に見合ったものとするため、我が国発の提案件
数を 2015 年（平成 27 年）までに倍増させることを定めた【平成 20 年版白書 1-3-4-5】。
 内閣官房知的財産戦略本部は、平成 18 年 6 月に、「国際標準総合戦略」を策定した。
【平成 20 年版白書 1-3-4-5】。
 平成 22 年度は、「知的財産推進計画 2010」に基づき、我が国が優れた技術を持つ特
定戦略分野の競争力強化に向け、官民一体となって、国際標準化戦略を策定した【平
成 23 年版白書 3-3-4】。








いった取組を推進している【平成 24 年版白書 2-2-4-2-4】。
(2) JISマーク
 日本工業規格表示制度(JISマーク表示制度)が 632 品目制定され、その許可工場が延
5,580 工場となった。これらの表示許可工場は社内において標準化を進め、近代的生
産管理技術を高めるように努めており、統計的品質管理を進めた効果が著しく向上し
ている【昭和 33 年版白書 2-5-2】。
 日本工業規格の制定と併せて、必要なものについては積極的に品目指定を行い、JIS
マーク表示制度による技術の普及を図った【昭和 49 白書 3-4-5】。
 指定の意義が薄れたものについては積極的に品目指定の取消しを行うとともに、表示
許可工場に対する検査体制を強化した【昭和 51 年版白書 3-4-5-2】。
 〔この間白書に記載がないため、脚注にて補足〕21
 市場アクセス改善のためのアクションプログラムの主旨に鑑み、取引の単純公正化等
の観点に照らしつつ、3 年間で現行 JIS マーク表示対象品目の 1 割程度を削減するこ
とを目途に見直しを図った【昭和 62 年版白書 3-4-8-1】。
 （平成元年版から平成 12 年版まで、白書に標準化の記載なし 22）
20 平成 9 年 3 月に工業標準化法改正がなされた。改正内容は、以下の通り。1)民間からの工業標準案の提
案後の手続きの簡素化・迅速化と、既存の JIS 規格が 21 世紀の産業活動を支えるに足る技術内容を確保下
物であるか否かを徹底的に検証すること、2)JIS マーク表示のための工場認定業務を民間機関にも開放する
こと、3)認定試験事業者制度の整備である。（沢井（2011）371 頁）
21 昭和 55 年の工業標準化法改正により、1)外国工場への JIS マーク表示制度の適用、２）国内 JIS 工場に
対する公示検査精度の導入がなされた（沢井（2011）370 頁）（再掲）。
22 平成 9 年 3 月に工業標準化法改正がなされた。改正内容は、以下の通り。1)民間からの工業標準案の提
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 （平成 13 年版以降の白書では、JISマークについての記載なし 23）
(3) 国際標準化
 わが国は昭和 2 年に国際的な標準化を行う万国規格統一調査会(いわゆる ISO)に参加
したが、第 2 次世界大戦中その活動はとまり、戦後にいたって再びはじめられた国際
標準化機構(いわゆる ISO)には昭和 27年に加入し、国際電気標準会議(いわゆる IEC)
には昭和 28 年に戦前に引きつづき再加入した【昭和 33 年版白書 2-5-2】。




図った【昭和 55 年版白書 3-4-7-3】。
 「太平洋地域標準会議(PASC)」、日ソ標準化協力会議、日中標準化交流会議、試験機
関の国家認定プログラムに関する国際会議（ILAC）等への参加を行い、国際標準化の
一層の推進を図った【昭和 56 年版白書 3-4-7-3、昭和 57 年版白書 3-4-7-3】。
 平成元年版から平成 12 年版まで、白書に標準化の記載なし。
 ITU における標準化活動を市場ニーズや技術革新に即応できるものとするため、その
活動体制、作業方法等の改善を図る提案を、アジア・太平洋電気通信標準化機関
(ASTAP)を通じて同地域諸国とも協力しつつ WTSA-2000 (ITU 電気通信標準化部門
の総会)に対して行った【平成 13 年版白書 3-3-6-4】。
 将来的な国際標準への提案を前提として「次世代の住宅情報化に必要な技術の研究開
発」や「トータルデジタルネットワーク構築技術の研究開発」等の研究開発も推進し
ている【平成 14 年版白書 3-3-6-4】。








 ITU 1 においては、ユビキタスネット社会の実現に不可欠な基盤技術であるＮＧＮ2
やホームネットワーク、IPTV3 等の標準化に貢献するとともに、アジア・太平洋電気
通信標準化機関（ASTAP4）を通じてアジア諸国との標準化活動の連携を強化し、Ｉ
ＴＵに対する国際標準の共同提案を推進している【平成 21 年版白書 2-3-3-4】。
こと、3)認定試験事業者制度の整備である。（沢井（2011）371 頁）




 （平成元年版から平成 12 年版まで、白書に標準化の記載なし。）
 新規産業支援型国際標準開発事業では、国際標準の獲得が我が国産業の競争力の強化
に重要である分野において、国際標準創成のための研究開発を行っている。平成 12
年度現在、32 テーマにつき実施した【平成 13 年版白書 3-3-6-4】。
 国際標準創成国際共同開発助成事業では、国際標準創成のための研究を諸外国と実施
する国際共同チームに対して助成した。平成12年度は3チームに対して助成した【同】。










ことが必要である【平成 20 年版白書 1-3-4-5】。
 情報通信審議会の答申「我が国の国際競争力を強化するための ICT 研究開発・標準
化戦略」（平成 20 年 6 月）を受けて、我が国の ICT 分野の国際標準化に係る取組を
総括する拠点として「ICT 標準化・知財センター」が７月に設立された。当該センタ
ーにおいては、標準化動向などの分析や、標準化人材の育成計画の検討等が行われて
いる【平成 21 年版白書 2-3-3-4】。
 総務省では、研究成果が国際標準に反映されるなど将来的に国際競争力の強化に資す
ることを条件とした公募研究として国際競争力強化型研究開発を実施し、平成 20 年








発を柱とした規格開発を 45 テーマ（平成 20 年度現在）実施しており、新エネルギー・
産業技術総合開発機構においても、研究開発成果を確実に国際標準につなげるための
フォローアップ研究事業を実施している【平成 21 年版白書 2-3-3-4】。




究開発に着手した【平成 22 年版白書 2-3-3-4】。
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発を柱とした規格開発を 45 テーマ（平成 20 年度現在）実施しており、新エネルギー・
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究開発に着手した【平成 22 年版白書 2-3-3-4】。
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おける規格策定に積極的に参画した【平成 23 年版白書 3-3-4】。













っている【昭和 33 年版白書 2-5-4】。
 昭和 28 年 3 月の次官会議においては、標準化事業の推進と物品調達の合理化とを目
的として各省の物品調達の場合、日本工業規格を使用することと、日本工業規格表示
商品の優先採用について申合せを行うと同時に、地方公共団体公共企業体に対しても
協力を求めた【昭和 33 年版白書 2-5-4】。
 標準化に関する人材育成についての記載が登場し、広く大学（学部、大学院）及び企
業の教育現場においての活用を目的とした「標準化」の教材の開発、標準作成専門家









的標準化が行われるようになった【昭和 33 年版白書 2-5-2】。
 現在規格の定められた品種は農産品 54 種、林産品 29 種、畜産品 8 種、水産品 23 種





和 33 年版白書 2-5-2】。












について作業を進めた。【昭和 63 年版白書 3-5-8-2】。
※平成元年版以降、農林水産業の標準化に関する記載はなし
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申（昭和 59 年 11 月）、第 4 次全国総合開発計画（昭和 62 年 6 月閣議決定）において地域に
おける科学技術振興が位置づけられたことである。平成 7 年度には、「地域における科学技
術活動の活性化に関する基本指針」（平成 7 年 12 月内閣総理大臣決定）が策定され、さらに
















が増大しており、科学技術会議第 11 号答申(昭和 59 年 11 月)、第 4 次全国総合開発
計画(昭和 62年 6月、閣議決定)等においても、地域の研究開発機能の強化が地域活
性化の戦略的課題として位置付けられている【平成 2 年版白書 4-3-3-6】。
 第 4 次全国総合開発計画(昭和 62 年 6 月、閣議決定)、科学技術政策大綱(平成 4 年 4
月、閣議決定)等において、地域の研究開発機能の強化が地域活性化の戦略的課題と
して位置づけられ、また、同大綱において重点施策として位置づけられている施策に
ついての基本指針の策定を図るため、平成 6 年 6 月には科学技術会議への諮問第 22
号「地域における科学技術活動の活性化に関する基本指針について」が行われたとこ
ろである【平成 7 年版白書 3-4-3-7】。
 平成 6 年 6 月に科学技術会議への諮問第 22 号「地域における科学技術活動の活性化
に関する基本指針について」が行われ、平成 7 年 11 月には同会議から内閣総理大臣
への答申が行われ、平成 7 年 12 月に指針が策定されたところである【平成 8 年版白
書 3-5】。
 平成 7 年 11 月には、21 世紀に向けて我が国が科学技術創造立国をめざす上での国や
地域等の責務を定めた「科学技術基本法」が制定され、これを受け、平成 8 年 7 月に
327
地域における科学技術の振興方策を含む「科学技術基本計画」が閣議決定されたとこ
ろである【平成 9 年版白書 3-2-6】。





う予定である【平成 13 年版白書 3-3-3】。








有する「研究機能・産業集積高度化地域」14 地域の計 23 地域を「地域イノベーショ
ン戦略推進地域」として 3 省が共同で選定した【平成 24 年版白書 2-2-4-2-3】。
(2) 研究制度等
1）総務省（旧郵政省）
 郵政省は、平成 9 年度より、通信、放送分野における研究開発成果である基礎的な要
素技術を組み合わせ、より高度な機能を持つ電気通信システムとして実現するため、
自治体等が整備・提供する研究フィールドで研究開発を行う「研究成果展開事業」(マ
ルチメディア・パイロットタウン構想)を展開している【平成 11 年版白書 3-2-7-1】24。
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ルチメディア・パイロットタウン構想)を展開している【平成 11 年版白書 3-2-7-1】24。






















集により、研究を積極的に推進している【平成 5 年版白書 3-4-3-6】。
 科学技術庁、海洋科学技術センターでは、1988 年度から、地域における海洋科学技
術の振興や普及及び海域の利用の促進を図るため都道府県等と共同で研究開発を実
施する地域共同研究開発事業を展開している【平成 5 年版白書 3-4-3-6】。
 （生活・地域流動研究について）平成 7 年度からは同制度を更に発展させ、地域社会
や生活者ニーズに密接に関連した研究開発を推進するため、国・自治体等の研究ポテ
ンシャルをいかし、生活の質の向上及び地域の発展に資する目的指向な研究開発を総
合的に推進する生活・社会基盤研究制度を実施している【平成 9 年版白書 3-2-6-2】。




支援する地域研究開発促進拠点支援事業 25を実施している【平成 9 年版白書 3-2-6-2】。
 科学技術庁では、平成 8 年度から粒子線高度がん治療促進研究施設、先端科学技術セ
ンター、地震調査観測施設等の地方公共団体が行う科学技術関係施設の整備を支援す
る生活・地域科学技術研究施設整備事業を開始している【平成 9 年版白書 3-2-6-2】。
 科学技術庁では、平成 9 年度から、国として推進すべき重点研究領域に沿うとともに、
地域独自の研究領域において、国と地域の共同により、科学技術セクターのポテンシ
ャルを人的・組織的に結合させることによるネットワーク型地域 COE の形成を推進
する地域結集型共同研究事業を実施している【平成 10 年版白書 3-2-6-1】。
 （地域研究開発促進拠点支援事業の）実施等により研究ネットワークが整備された地
域を対象に、大学等の研究成果を実用化に向けて育成することを目的とした地域研究







業(研究成果育成型)を実施している【平成 13 年版白書 3-3-3-1】。）
25 RSP 事業と通称される。これは、「Regional Science Promotion Program」の略である。
329
 平成 13 年度より科学技術振興調整費を活用して当該地域の特性を生かし、かつ、科
学技術の複数の分野に係る境界的又は融合的な研究開発を行う必要のある領域を対
象とした研究開発を「地域の特性を生かした先導的な研究開発」として「先導的研究




成 14 年版白書 3-3-3-1】。
 科学技術振興機構の「地域イノベーション創出総合支援事業」において、全国に展開





 平成 21 年度は、地域の特色を活かした産学官共同研究を推進するための研究設備を
整備し、これまでの研究成果の中堅・中小企業や社会への展開等を加速することによ
り、科学・技術を活用した地域活性化を実現するための｢地域産学官共同研究拠点整
備事業｣を行い、構想支援地域として 28 地域、基盤形成支援地域として 12 地域を採















活性化に貢献しており、これまで、40 都道府県で 47 の国立大学に設置している【平
成 9 年版白書 3-2-6-2】。
 （共同研究センターの整備は、）地域産業との連携、活性化に貢献しており、これま
で、44 都道府県で 56 の国立大学に設置している。また、平成 11 年度現在、地域の
産業振興の核となるような独創的な研究開発を推進するため、34 大学にベンチャー
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ジー研究開発促進を実施している【平成 5 年版白書 3-4-3-6】。
 農林水産省において、1992 年度からは、地域研究ニーズに対応した研究課題につい
て、農林水産省の地域農業試験場、公設試験研究機関、民間企業等を結集し、地域技
術結集共同研究を実施している【平成 5 年版白書 3-4-3-6】。




 農林水産省においては、平成 14 年度からは、地域のイニシアティブの下で、現場に
密着した農林水産分野の試験研究の迅速な推進を図るため、提案公募型の先端技術を

















究開発を推進している【平成 22 年版白書 2-3-2】。
4）経済産業省（旧通商産業省）








 平成 7 年度に創設された地域産学官共同研究事業を実施している【平成 8 年版白書
3-5-2】。
 平成 7 年度に創設された中小企業地域産学官共同研究事業を実施している。また、地
域内の中小企業に共通した特定の技術課題を効果的に解決するため、公設試験研究機
関による共同研究等を実施している【平成 9 年版白書 3-2-6-2】。






ている【平成 15 年版白書 3-3-3-[2]】。
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機関の研究者を招へい（平成 18 年度 14 名）するとともに、必要に応じて中小企業技
術者と連携し、共同研究事業の中で地域中小企業が抱える技術課題の解決と産業技術
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密着した農林水産分野の試験研究の迅速な推進を図るため、提案公募型の先端技術を

















究開発を推進している【平成 22 年版白書 2-3-2】。
4）経済産業省（旧通商産業省）








 平成 7 年度に創設された地域産学官共同研究事業を実施している【平成 8 年版白書
3-5-2】。
 平成 7 年度に創設された中小企業地域産学官共同研究事業を実施している。また、地
域内の中小企業に共通した特定の技術課題を効果的に解決するため、公設試験研究機
関による共同研究等を実施している【平成 9 年版白書 3-2-6-2】。






ている【平成 15 年版白書 3-3-3-[2]】。
 産業技術総合研究所において、地域中小企業のニーズ等を把握している公設試験研究
機関の研究者を招へい（平成 18 年度 14 名）するとともに、必要に応じて中小企業技
術者と連携し、共同研究事業の中で地域中小企業が抱える技術課題の解決と産業技術















 環境庁では、平成 5 年度から、地域におけるニーズが高く、地域環境の特性に応じた
検討が必要な研究課題について、国立試験研究機関と公設試験研究機関との共同研究







デル事業を実施した【平成 21 年版白書 2-3-2】。
(3) 研究施設の整備
 科学技術庁では、平成 8 年度から、地方公共団体が行う科学技術関係施設(粒子線高
度がん治療促進研究施設、先端科学技術センター、地震調査観測施設)の整備を支援
する生活・地域科学技術研究施設整備事業を実施している【平成 10年版白書 3-2-6-1】。






措置を講じている【平成 19 年版白書 2-3-2-4】27。
 農林水産省では、次の事業を実施し、県等の試験研究に対する支援を行った。都道府
県の試験研究機関が国の試験研究の一環として実施する委託事業。品種改良試験、重












とめた【平成 23 年版白書 2-3-2-4-1】。
(5) 地域間の連携や各種交流



































向上を図ることを目的として、昭和 29 年に設置されている。本会議の組織は 6 連合
部会、8 地方会議、公設試験研究機関連絡会議からなり、公設試験研究機関間、国立
試験研究機関、公設試験研究機関間の研究協力、研究調整、研究交流、情報交流等を
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28 平成 16 年版白書において、産業技術連携推進会議と名称変更した。
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新しい地域開発である【平成 5 年版白書 3-4-3-6】。

















支援するものである【平成 5 年版白書 3-4-3-6】。
4）民活法(民間事業者の能力の活用による特定施設の整備の促進に関する臨時措置
法))




























成に必要な方策について検討を行い、平成 13 年 6 月より、全国 30 地域において、知
的クラスター形成のための実現可能性調査(FS 調査)を実施し、各地域(30 地域)から
提出された事業計画をもとに 10 地域程度を選定し、平成 14 年度より「知的クラスタ
ー創成事業」を展開する予定である【平成 14 年版白書 3-3-3-3】。
 文部科学省では、平成 14 年 4 月に 12 事業実施地域(10 クラスター)を選定し、平成




共同研究の実施等の事業を行っている【平成 15 年版白書 3-3-3-[1]】。
 文部科学省では、平成 14 年度から「知的クラスター創成事業」を実施しており、平
成 18 年度は、全国 18 地域において事業を実施した【平成 19 年版白書 3-3-2-4】。
 経済産業省の産業クラスター計画との連携強化、地域科学技術人材の育成支援等を行
うとともに、平成 16 年度開始地域に対する中間評価を実施し、中間評価の結果を踏
まえた事業計画の見直しや予算配分をしている【平成 19 年版白書 3-3-2-4】。
 全国 18 地域のうち、11 地域においては、平成 18 年度末で事業を終了するが、これ
までの「知的クラスター創成事業」の成果を踏まえ、地域の自立化を促進しつつ、「選
択と集中」の視点に立ち、世界レベルのクラスター形成を強力に推進する「知的クラ
スター創成事業（第Ⅱ期）」を平成 19 年度から実施することとしている【平成 19 年
版白書 3-3-2-4】。




新しい地域開発である【平成 5 年版白書 3-4-3-6】。
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 経済産業省の産業クラスター計画との連携強化、地域科学技術人材の育成支援等を行
うとともに、平成 16 年度開始地域に対する中間評価を実施し、中間評価の結果を踏
まえた事業計画の見直しや予算配分をしている【平成 19 年版白書 3-3-2-4】。
 全国 18 地域のうち、11 地域においては、平成 18 年度末で事業を終了するが、これ
までの「知的クラスター創成事業」の成果を踏まえ、地域の自立化を促進しつつ、「選
択と集中」の視点に立ち、世界レベルのクラスター形成を強力に推進する「知的クラ
スター創成事業（第Ⅱ期）」を平成 19 年度から実施することとしている【平成 19 年
版白書 3-3-2-4】。




たに採択した【平成 20 年版白書 2-3-2-4】。
 平成 19 年度からは、これまでの「知的クラスター創成事業（第Ⅰ期）」の成果を踏ま
え、地域の自立化を促進しつつ、世界レベルのクラスター形成を強力に推進する「知
的クラスター創成事業（第Ⅱ期）」を開始し、平成 21 年度には全 9 地域で実施してい
る【平成 22 年版白書 2-3-2】。
 平成 21 年度から、国際的に強みや特徴のある研究ポテンシャルや技術シーズを活か
し、グローバル展開を図ることにより、国際競争力を持った中規模のクラスター形成
を推進する「知的クラスター創成事業（グローバル拠点育成型）」を開始し、平成 21
年度には 4 地域を新たに採択した【平成 22 年版白書 2-3-2】。
 平成 22 年度は、クラスター形成に関して、地域と大学等との組織的な連携を強化し、
一層の地域の自立化を促進するため、新たに「地域イノベーションクラスタープログ










国 19 地域を指定し、平成 14 年 9 月より事業を実施している【平成 15 年版白書
3-3-3-[1]】。
 平成 17 年度より、事業終了地域のうち、特に優れた成果を上げた 5 地域について「発
展型」（モデル事業）として事業を展開している【平成 18 年版白書 3-3-3-1】。
 産学官連携基盤の整備状況に応じて「一般型」と「発展型」の 2 つの類型で事業を実
施しており、「一般型」の事業終了地域のうち、特に優れた成果を上げた地域につい
て「発展型」（成果重視事業）として展開している。平成 18 年度までに延べ 59 地域
で実施している【平成 19 年版白書 3-3-2-4】。
 平成 22 年度は、クラスター形成に関して、地域と大学等との組織的な連携を強化し、
一層の地域の自立化を促進するため、新たに「地域イノベーションクラスタープログ














整備を三位一体として推進しているところである【平成 14 年版白書 3-3-3-3】。
 経済産業省においては、平成 13 年度補正予算及び平成 14 年度当初予算では、地域に
おける実用化技術開発支援を中心に、産業クラスター計画に関連する施策が抜本的に
強化されており、約 840 億円の予算が確保されている。特に平成 13 年度補正予算に












 当初の計画では、第 1 期「産業クラスターの立ち上げ期」（～平成 17 年度）、第 2 期
「産業クラスターの成長期」（平成 18 年度～平成 22 年度）を経て、平成 23 年度以降
に産業クラスターの自律的発展を目指す第 3 期「産業クラスターの自律的発展期」を
定めていた。しかし、これまでの新事業創出等の実績や自立化を加速させる観点から、












 文部科学省、経済産業省は、平成 16 年 9 月には、各地域における両省の事業の成果
を集約した全国規模の成果発表会と、クラスター政策の推進方策について討論する全
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たに採択した【平成 20 年版白書 2-3-2-4】。
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的クラスター創成事業（第Ⅱ期）」を開始し、平成 21 年度には全 9 地域で実施してい
る【平成 22 年版白書 2-3-2】。
 平成 21 年度から、国際的に強みや特徴のある研究ポテンシャルや技術シーズを活か
し、グローバル展開を図ることにより、国際競争力を持った中規模のクラスター形成
を推進する「知的クラスター創成事業（グローバル拠点育成型）」を開始し、平成 21
年度には 4 地域を新たに採択した【平成 22 年版白書 2-3-2】。
 平成 22 年度は、クラスター形成に関して、地域と大学等との組織的な連携を強化し、
一層の地域の自立化を促進するため、新たに「地域イノベーションクラスタープログ










国 19 地域を指定し、平成 14 年 9 月より事業を実施している【平成 15 年版白書
3-3-3-[1]】。
 平成 17 年度より、事業終了地域のうち、特に優れた成果を上げた 5 地域について「発
展型」（モデル事業）として事業を展開している【平成 18 年版白書 3-3-3-1】。
 産学官連携基盤の整備状況に応じて「一般型」と「発展型」の 2 つの類型で事業を実
施しており、「一般型」の事業終了地域のうち、特に優れた成果を上げた地域につい
て「発展型」（成果重視事業）として展開している。平成 18 年度までに延べ 59 地域
で実施している【平成 19 年版白書 3-3-2-4】。
 平成 22 年度は、クラスター形成に関して、地域と大学等との組織的な連携を強化し、
一層の地域の自立化を促進するため、新たに「地域イノベーションクラスタープログ














整備を三位一体として推進しているところである【平成 14 年版白書 3-3-3-3】。
 経済産業省においては、平成 13 年度補正予算及び平成 14 年度当初予算では、地域に
おける実用化技術開発支援を中心に、産業クラスター計画に関連する施策が抜本的に
強化されており、約 840 億円の予算が確保されている。特に平成 13 年度補正予算に












 当初の計画では、第 1 期「産業クラスターの立ち上げ期」（～平成 17 年度）、第 2 期
「産業クラスターの成長期」（平成 18 年度～平成 22 年度）を経て、平成 23 年度以降
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成 16 年 10 月設置の「地域科学技術に係る関係府省連絡会議」及び「地域科学技術に
係る地域ブロック協議会」を通じて、関係府省と密接な連携を図ってきている【平成
17 年版白書 3-3-3-1】。




成 18 年版白書 3-3-3-1】。
 平成 19 年度は、クラスター政策の推進方策を議論するシンポジウムと全国のクラス
ターの成果の展示を行う「クラスタージャパン 2007」を東京で開催するとともに、
地域が目指すクラスター形成のための戦略等について議論する「地域クラスターセミ
ナー」を 3 地域で開催した【平成 20 年版白書 2-3-2-4】。



























 平成 18 年度末現在、本都市の進出機関数は約 250 に達し、多様な研究活動等が展開
されている【平成 19 年版白書 3-3-2-4】。
 平成 21 年末現在の立地施設数は 110 を超え、多様な研究活動等が展開されている【平
成 22 年版白書 2-3-2】。
2）その他








【昭和 40 年版白書 1-1-1-1】。












て推進することになり,昭和 38 年 9 月に研究・学園都市の建設地は筑波地区とし,そ
の計画規模はおおむね 4,000 ヘクタールを予定する,また,用地の取得造成は日本住





 昭和 39 年 4 月には用地取得の方針を示す茨城県案に基づいて検討がすすめられ,5 月
に用地取得について政府の基本方針が決定された。そして,用地取得の見通しとレイ
アウト案の固まった 7 月から,関係機関で諸経費の概算が行なわれ,10 月には研究・学
園都市建設全体計画案がまとめられた【昭和 40 年版白書 1-1-1-1】。
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国クラスターフォーラムを開催した。また、総合科学技術会議の「連携施策群」や平
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 こうして昭和 39 年 12 月に,新都市の建設は昭和 40 年より着手,おおむね 10 ヵ年で完
成し,新都市の建設にあたっては,十分な都市施設を整備するとともに,移転機関等の
施設設備の充実をはかることが閣議了解された【昭和 40 年版白書 1-1-1-1】。
 また,首都圏整備委員会委員長を本部長とする研究・学園都市建設推進本部の設置が
閣議決定され,昭和 40 年 2 月に発足した。近く日本住宅公団による用地買収も開始さ
れることになり,研究・学園都市の建設は漸くその実現の緒についた【昭和 40 年版白
書 1-1-1-1】。
 研究学園都市の建設は、昭和 38 年 9 月の閣議で茨城県筑波地区と決定され、総理府
の研究学園都市建設推進本部によってその推進が図られてきた【昭和 47 年版白書
3-4-2】。
 昭和 45年 5 月、「筑波研究学園都市建設法」が制定公布された【昭和 47年版白書 3-4-2】。
 昭和 46 年 2 月、研究学園都市建設推進本部において建設計画の大綱および公共公益
事業等の整備計画の概要が決定され、これに従って事業が進められつつある【昭和
47 年版白書 3-4-2】。










びに国立教育会館分館の建設に着手した【昭和 48 年版白書 3-4-2】。
 筑波研究学園都市に建設する研究及び教育機関等については、昭和 48 年 4 月の閣議
決定によって、国立試験研究機関、国立大学等 43 の機関の移転計画が決っており、
移転建設が進められている【昭和 49 年版白書 3-4-3】。
 昭和 46 年度から建設を開始した筑波大学は昭和 48 年度に設置され、昭和 49 年度か
ら一部入学を開始する予定である。【昭和 49 年版白書 3-4-3】
 筑波研究学園都市に建設すべき国立試験研究機関、国立大学等 43 の機関については、
これまで、おおむね、昭和 50 年度末までを目途に移転新設を行うこととされていた
が、昭和 48 年末の石油危機以来の社会諸情勢の変化にかんがみ、昭和 50年 3月の閣
議においておおむね昭和 54 年度を目途とすることに改めることとされた【昭和 50
年版白書 3-4-3】。
 研究教育機関などの移転建設については、昭和 43 年度に国立防災科学技術センター
(科学技術庁)の大型耐震実験施設に着手して以来、53 年度末までに 43 機関の全てが
着手し、うち 24 機関が既に一部又は全部の業務を開始している【昭和 54 年版白書
3-4-4】。
341
 昭和 44 年 12 月に無機材質研究所(科学技術庁)の高圧力特殊実験棟が完成、一
部業務開始し(47 年 3 月に最初の移転機関として移転した。)
 昭和 45 年度に国立防災科学技術センター(科学技術庁) 
 昭和 46 年度に高エネルギー物理学研究所(文部省)及び建築研究所(建設省
 昭和 47 年度に宇宙開発事業団筑波宇宙センター及び日本電信電話公社筑波電
気通信建設技術開発センター
 昭和 48 年度に国立公害研究所(環境庁)、土木研究所(建設省)及び筑波大学(文部
省)
 昭和 49 年度に国立教育会館分館(文部省)、熱帯農業研究センター(農林水産省)、
高層気象台(運輸省)及び気象測器工場(運輸省) 
 昭和 50 年度に金属材料技術研究所筑波支所(科学技術庁)、農林水産技術会議筑
波事務所及び果樹試験場(農林水産省)
 昭和 51 年度に国立科学博物館筑波実験植物園(文部省)、農業土木試験場、食品
総合研究所、植物ウイルス研究所、林業試験場(農林水産省) 
 昭和 52 年度に研究交流センター(科学技術庁)、農蚕園芸局果樹花き課筑波分室
(農林水産省)
 ・昭和 53 年度に国立予防衛生研究所筑波医学用霊長類センター(厚生省)、農業
技術研究所、家畜衛生試験場(農林水産省)の各機関がそれぞれ業務を開始して
いる【昭和 54 年版白書 3-4-4】。
 研究機関等連絡協議会は、同研究学園都市に所在する民間研究機関も含めた 56 機関
の長から構成され、図書・研究情報相互利用、電算機利用、研究者相互交流、環境安
全、普及広報、国際交流、筑波移転手当、施設管理の専門事項別に専門委員会を設け
討議を続け、その結果を基に研究交流の推進に努力している【昭和 61 年版白書 3-4-5】。
 茨城県、日本開発銀行及び民間有志企業が関係省庁の支援を得て、同研究学園都市に
集積された研究資源を活用し、研究交流や共同研究の基盤整備を図る機能をもつ「つ
くば研究支援センター(仮称)」設立の計画を推進している【昭和 62 年版白書 3-5-5】。
 茨城県、日本開発銀行及び民間有志企業が関係省庁の支援を得て、同研究学園都市に
集積された研究資源を活用し、産学官の研究交流や共同研究の基盤整備を図る機能を
もつ、つくば研究支援センターが昭和 63年 2月に設立され、平成元年 7 月の竣工を
経て事業を開始する予定である【平成元年版白書 3-5-5】。
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り組むこととしている【平成 24 年版白書 2-2-4-2-2】。
 筑波研究学園都市は、先端ナノテクノロジー研究設備・人材が集積していることから、
文部科学省及び経済産業省の支援の下、筑波大学、物質・材料研究機構、産業技術総
合研究所、及び社団法人日本経済団体連合会の 4 機関（以下、「中核 4 機関」という）
を中核として、世界的なナノテクノロジー研究拠点を形成することを目指し、平成
21 年（2009 年）6 月に産学官集中連携拠点「つくばイノベーションアリーナ」（TIA）
を発足した【平成 24 年版白書 4-1-3-2-a】。
 平成 23 年（2011 年）2 月には、今後 5 年間で TIA が目指す具体像を明確にするとと
もに、具体的なアクションプランを示す「TIA 中期計画」を中核 4 機関の長等で構成
される「TIA 運営最高会議」において決定した。同時に、民間企業の TIA への参画
を促進することを目的に、中核 4 機関、一般社団法人ナノテクノロジービジネス協議
会、TIA を活用した研究開発プロジェクトの実施者などで構成される「TIA 推進協議





急整備 5 ヵ年計画」（昭和 37 年版白書に記載）である。
科学技術会議は、諮問第 16 号「科学技術振興基盤の整備に関する基本指針について」へ




平成 16 年版白書では国立大学が平成 16 年 4 月から国立大学法人化するのに合わせ、法人
化後の施設整備、管理運営のあり方について有識者による検討を行い、平成 15 年 7 月に「知
の拠点-国立大学施設の充実について」が取りまとめられた経緯が述べられている。また平













63 年 1 月に科学技術会議に対して、諮問第 16号「科学技術振興基盤の整備に関する
基本指針について」を行った【昭和 63 年版白書 3-1-5】。




ぞれ所要の対策を推進している【平成 2 年版白書 3-4-3-3】。
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ペースを確保できるよう、平成 6 年度に大学(学部・大学院)の校舎、平成 7 年度は引
き続き大学附置研究所・附属研究施設について施設基準面積の改定を行い、おおむね
20%増の改定を行っている【平成 8 年版白書 3-4-3】。
 研究設備については、平成 7 年度は、国立大学等における研究環境の充実・高度化に
必要な「研究基盤重点設備費」や、新しい研究分野の開拓・発展をもたらすような研
究に必要な「先導的研究設備費」について増額を行っている【平成 8 年版白書 3-4-3】。
 平成 8 年度は大学(一般教養・共通教育)の校舎及び高等専門学校の校舎等を対象とし
た改定を行い、引き続き平成 9 年度は留学生対応の大学(学部・大学院)校舎及び研究







研究交流促進法の一部を改正する法律が平成 10 年 8 月に施行された【平成 11 年版白
書 3-2-2-1】。
 文部科学省では、世界水準の教育研究成果の確保を目指し、平成 13 年 4 月 18 日に「国
立大学等施設緊急整備 5か年計画」を策定し、本 5 か年計画に基づき施設の重点的・
計画的整備に努めることとしている【平成 14 年版白書 3-3-6-1】。
 国立大学が平成 16 年 4 月から法人化することを踏まえ、法人化後の施設整備、管理
運営のあり方について有識者による検討を行い、平成 15 年 7 月に「知の拠点-国立大
学施設の充実について」を取りまとめたところである【平成 16 年版白書 3-3-6-1】。
 国立大学等の研究設備については、科学技術・学術審議会の下に設置された学術研究
設備作業部会において、「国公私立大学を通じて学術研究設備の充実を図る」ための
検討が行われ、平成 17 年 6 月に報告書が取りまとめられた。これを受けて、国とし
ては、国立大学法人等における中・長期的な視野の下で計画された研究基盤としての
設備や、特色ある研究の推進に必要な設備の整備への取組に対して、より効果的な支
援の充実を図っている【平成 18 年版白書 3-3-6-1】。
 文部科学省では、第 3 期科学技術基本計画を受け、平成 18 年度～平成 22 年度の 5
年間で緊急に整備すべき施設を盛り込んだ「第 2次国立大学等施設緊急整備 5か年計






 文部科学省では、平成 20 年 12 月以降、次期 5 か年間（平成 23～27 年度）の施設整
備計画の策定に向け、外部有識者より構成される「今後の国立大学法人等施設の整備








 文部科学省は、第 4 期基本計画を踏まえ「第 3次国立大学法人等施設整備 5か年計画」
（平成 23年 8月 26日文部科学大臣決定）を策定した。第 3 次国立大学法人等施設整
備 5 か年計画では、各国立大学法人が目指す将来のビジョンを踏まえ、それぞれの個
性や特色が最大限発揮されるよう、戦略的な施設整備を推進することとしている【平





た財政支援を行っている【平成 24 年版白書 2-4-3】。









その充実を図ってきている【平成 9 年版白書 3-2-2-1】。














ペースを確保できるよう、平成 6 年度に大学(学部・大学院)の校舎、平成 7 年度は引
き続き大学附置研究所・附属研究施設について施設基準面積の改定を行い、おおむね
20%増の改定を行っている【平成 8 年版白書 3-4-3】。
 研究設備については、平成 7 年度は、国立大学等における研究環境の充実・高度化に
必要な「研究基盤重点設備費」や、新しい研究分野の開拓・発展をもたらすような研
究に必要な「先導的研究設備費」について増額を行っている【平成 8 年版白書 3-4-3】。
 平成 8 年度は大学(一般教養・共通教育)の校舎及び高等専門学校の校舎等を対象とし
た改定を行い、引き続き平成 9 年度は留学生対応の大学(学部・大学院)校舎及び研究







研究交流促進法の一部を改正する法律が平成 10 年 8 月に施行された【平成 11 年版白
書 3-2-2-1】。
 文部科学省では、世界水準の教育研究成果の確保を目指し、平成 13 年 4 月 18 日に「国
立大学等施設緊急整備 5か年計画」を策定し、本 5 か年計画に基づき施設の重点的・
計画的整備に努めることとしている【平成 14 年版白書 3-3-6-1】。
 国立大学が平成 16 年 4 月から法人化することを踏まえ、法人化後の施設整備、管理
運営のあり方について有識者による検討を行い、平成 15 年 7 月に「知の拠点-国立大
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設備作業部会において、「国公私立大学を通じて学術研究設備の充実を図る」ための
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 文部科学省では、第 3 期科学技術基本計画を受け、平成 18 年度～平成 22 年度の 5
年間で緊急に整備すべき施設を盛り込んだ「第 2次国立大学等施設緊急整備 5か年計






 文部科学省では、平成 20 年 12 月以降、次期 5 か年間（平成 23～27 年度）の施設整
備計画の策定に向け、外部有識者より構成される「今後の国立大学法人等施設の整備








 文部科学省は、第 4 期基本計画を踏まえ「第 3次国立大学法人等施設整備 5か年計画」
（平成 23年 8月 26日文部科学大臣決定）を策定した。第 3 次国立大学法人等施設整
備 5 か年計画では、各国立大学法人が目指す将来のビジョンを踏まえ、それぞれの個
性や特色が最大限発揮されるよう、戦略的な施設整備を推進することとしている【平





た財政支援を行っている【平成 24 年版白書 2-4-3】。









その充実を図ってきている【平成 9 年版白書 3-2-2-1】。










た【平成 2 年版白書 3-4-3-3】。
 文部省高エネルギー物理学研究所においては、世界に先駆けて未踏領域の研究を進め
るため、トリスタン入射蓄積リングを用いた大強度放射光実験設備による研究を開始











ーが一部開業している【平成 3 年版白書 3-3-3-3】。
 大型放射光施設(SPring-8)は、国内外の研究者に広く開かれた施設として、最大限活




【平成 6 年版白書 3-4-3-3】。
 「特定放射光施設の共用の促進に関する法律」第 11条に基づき、平成 6年 10月には、
財団法人「高輝度光科学研究センター」を放射光利用研究促進機構に指定し、共用の




汎用的技術の研究開発施設等の整備を推進している【平成 8 年版白書 3-4-3】。
 文部省においては、大型光学赤外線望遠鏡(国立天文台)、大型水チェレンコフ宇宙素
粒子観測装置(東京大学宇宙線研究所)、Bファクトリー計画(高エネルギー物理学研究














果的な利用・運営の在り方について」(諮問第 20 号)を受け,SPring-8 の利用促進,施設
利用の高度化,施設の適切な管理運営等について本施設の効果的な利用・運営に向け
た施策を推進している【平成 13 年白書 3-3-2-1-2】。
 平成 12 年度においては,国内外のあらゆる利用者,すべての研究分野に対して,公平な
利用機会を提供することを基本として,放射光利用研究促進機構が利用研究課題の募
集・選定を行った。平成 12 年 1 月から平成 13 年 1 月までに実施される利用研究課題





研究開発基盤として期待されているもので、2010 年度（平成 22 年度）の完成を目指
して計画が進められている【平成 18 年版白書 3-3-6-1】。












 平成 19 年度より開始した「先端研究施設共用イノベーション創出事業」において、
インターネットを通じた総合窓口として「共用ナビ」（研究施設共用総合ナビゲーシ
ョンサイト）を開設し、利用者の拡大を図るため利用者に対するサポート体制の充実
に努めている【平成 20 年版白書 2-3-3-1】。
 平成 20 年 6 月に成立した「研究開発システムの改革の推進等による研究開発能力の
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た施策を推進している【平成 13 年白書 3-3-2-1-2】。
 平成 12 年度においては,国内外のあらゆる利用者,すべての研究分野に対して,公平な
利用機会を提供することを基本として,放射光利用研究促進機構が利用研究課題の募
集・選定を行った。平成 12 年 1 月から平成 13 年 1 月までに実施される利用研究課題





研究開発基盤として期待されているもので、2010 年度（平成 22 年度）の完成を目指
して計画が進められている【平成 18 年版白書 3-3-6-1】。












 平成 19 年度より開始した「先端研究施設共用イノベーション創出事業」において、
インターネットを通じた総合窓口として「共用ナビ」（研究施設共用総合ナビゲーシ
ョンサイト）を開設し、利用者の拡大を図るため利用者に対するサポート体制の充実
に努めている【平成 20 年版白書 2-3-3-1】。
 平成 20 年 6 月に成立した「研究開発システムの改革の推進等による研究開発能力の







る【平成 21 年版白書 2-3-3-1】。
 平成21年7月に共用法の一部を改正する法律が施行され、大強度陽子加速器施設（J‐
PARC）の中性子線施設についても、新たに特定先端大型研究施設として位置付けられ










優先度を整理した「ロードマップ」を策定した【平成 23 年版白書 2-3-3-1】。
 「大型低温重力波望遠鏡計画」や「B ファクトリー加速器の高度化による新しい物理
法則の探求」をはじめとする研究計画は、平成 22 年度より実施されている「最先端
研究基盤事業」に採択され、支援が開始されている【平成 23 年版白書 2-3-3-1】。
 文部科学省は、平成 23 年度においては、東日本大震災によって被害を受けた施設に
ついて、その復旧に必要な経費を補正予算等において計上し、支援を行っている【平







昭和 61 年 3 月に閣議で決定された科学技術政策大綱において、科学技術情報の流通の促
進と並んで機材、遺伝子資源等の開発保存供給等の科学技術振興基盤の整備を図ることがう



















っている【昭和 61 年版白書 3-4-4】。
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優先度を整理した「ロードマップ」を策定した【平成 23 年版白書 2-3-3-1】。
 「大型低温重力波望遠鏡計画」や「B ファクトリー加速器の高度化による新しい物理
法則の探求」をはじめとする研究計画は、平成 22 年度より実施されている「最先端
研究基盤事業」に採択され、支援が開始されている【平成 23 年版白書 2-3-3-1】。
 文部科学省は、平成 23 年度においては、東日本大震災によって被害を受けた施設に
ついて、その復旧に必要な経費を補正予算等において計上し、支援を行っている【平







昭和 61 年 3 月に閣議で決定された科学技術政策大綱において、科学技術情報の流通の促
進と並んで機材、遺伝子資源等の開発保存供給等の科学技術振興基盤の整備を図ることがう



















っている【昭和 61 年版白書 3-4-4】。











ぞれ所要の対策を推進している【平成 2 年版白書 3-4-3-3】。
 産学官の連携の下、知的基盤の整備に資する研究開発を一体的かつ体系的に実施する
ため、科学技術振興調整費を活用して、知的基盤整備推進制度を平成 9 年度より開始
する予定としている【平成 9 年版白書 3-2-2-3】。
 知的基盤(生物遺伝資源（バイオリソース）等の研究用材料、各種計量標準、計測・
分析・試験評価方法やそのための先端的なツール、各種データベース)の整備を体系
的に推進する必要があり、第 2 期科学技術基本計画において、平成 22 年（2010 年）
までに世界最高の水準を目指して整備を促進することとされており、これを受け、科
学技術・学術審議会では、関係省庁の協力を得て平成 22 年までの知的基盤整備の具
体的方策を示した「知的基盤整備計画」を定め、平成 13 年 8 月に文部科学大臣に答
申し、平成 14 年度以降毎年度、知的基盤整備の進ちょく状況についてフォローアッ
プを行っている【平成 18 年版白書 3-3-6-3】。
 第 3 期科学技術基本計画において、量的観点のみならず質的観点を指標とした整備を
行うよう「知的基盤整備計画」を見直し、平成 22 年（2010 年）年に世界最高水準を
目指して重点整備することや、知的基盤の各領域について、中核的なセンターの体制









 国土交通省においては、平成 19 年 5 月に制定された「地理空間情報活用推進基本法」
に基づき、地理空間情報の位置を定めるための基準となる「基盤地図情報」の整備に
着手した【平成 20 年版白書 2-3-3-2】。
 国土交通省においては、「地理空間情報活用推進基本法」に基づく「地理空間情報活
用推進基本計画」(平成 20 年 4 月閣議決定)の主要施策である「基盤地図情報」(2)を




の収集保存提供事業を行っている【昭和 61 年版白書 3-4-4】。






備を行っている【平成 9 年版白書 3-2-2-3】。
 文部省は、平成 8 年度に東京大学総合研究博物館、平成 9 年度に京都大学総合博物館
を設置した。【平成 10 年版白書 3-2-2-3】





め、平成 13 年 8 月に文部科学大臣に答申し、その後、当該計画については、総合科
学技術会議システム改革専門調査会に報告した【平成 14 年版白書 3-3-6-3】。







【平成 17 年版白書 3-3-6】。
 平成 15 年度に世界最先端の研究者ニーズに応えられる世界初のオンリーワン／ナン
バーワンの技術・機器開発を推進するための検討を行い、平成 16 年度より先端計測
分析技術・機器開発プロジェクトを開始した【平成 17 年版白書 3-3-6】。
 文部科学省では、ライフサイエンス分野の研究を支えるため、「統合データベースプ




化を進めている【平成 23 年版白書 2-3-3】。
3）厚生労働省
 厚生省においては、対がん 10 カ年総合戦略の一環としてがん研究に必要なヒト及び
動物由来の培養細胞・遺伝子の収集・保存・提供を行うリサーチ・リソースバンク事








を通じ研究者等に対する供給を行っている【平成 9 年版白書 3-2-2-3】。
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【平成 17 年版白書 3-3-6】。
 平成 15 年度に世界最先端の研究者ニーズに応えられる世界初のオンリーワン／ナン
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化を進めている【平成 23 年版白書 2-3-3】。
3）厚生労働省
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いる【平成 15 年版白書 3-3-6-3】。




















の研究成果である DNA 及び DNA 情報を収集、蓄積、提供する DNA バンク事業を開












の研究を行っている【昭和 61 年版白書 3-4-4】。
 通商産業省においては、工業技術院生命工学工業技術研究所特許微生物寄託センター
において特許に係る微生物の寄託、分譲等の業務を行っているほか、動植物細胞の保




保存技術の研究を行っている【平成 9 年版白書 3-2-2-3】。
 特許庁では、特許や商標などの「知的財産」に関して企業特許戦略を評価する「管理
評価指標」や、保有する特許の経済的価値を評価する「特許評価指標」を提示し、平
成 11 年 4 月に公表するなど、新たな指標の作成に向けた取組が進みつつある【平成
11 年版白書 3-4-2】。
 通商産業省は、計量標準の整備について、平成 10 年 3 月開所の「計量標準センター」
も活用しつつ、国家計量標準種類の大幅拡充を図るとともに、物理標準、標準物質等
の開発・設定に関する 19 テーマの研究を実施(平成 11 年度 2 テーマが終了)し、平成
12 年度までに計量法 JCSS 制度に基づく計量標準供給につなげる予定(一部供給済み)
である【平成 12 年版白書 3-2-2-3】。
 通商産業省は、「国際計量標準センター(仮称)」、「標準物質センター(仮称)」を建設
し、計量標準整備基盤を強化しており、試験評価基盤の整備については、「工業標準
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 経済産業省は、生物資源情報基盤について、欧米並の規模で微生物を保存、提供する
ための「生物資源保存供給施設(BRC)」及び遺伝子発現情報の解析等を行うための「生
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 経済産業省は、遺伝子発現情報の解析等を行うための「生物遺伝資源開発施設」を平




 経済産業省は、地質情報については、平成 14 年度に新たに 12 種類の地質図幅を作成






196 種類、標準物質 196 種類の標準が整備されている【平成 17 年版白書 3-3-6】。




協力の枠組みを構築した【平成 17 年版白書 3-3-6】。
 人間生活・福祉関連基盤の整備については、人間特性を考慮した製品等の開発を支援
するための 3 次元データの整備に向け、高度化を行うとともに、福祉用具の機能や性
能に関する評価手法の開発等を行っている【平成 17 年版白書 3-3-6】。
 経済産業省、産業技術総合研究所では、平成 18 年度、WebGIS 技術を取り入れ、既
出版の各種の地質図類を統合した「統合地質図データベース(GeoMapDB)」を試験公開
した【平成 19 年版白書 3-3-3-2】。
 産業技術総合研究所では、地質情報について、平成 19 年度、研究情報公開データベ
ース（RIO-DB）として有機化合物のスペクトルや分散型熱物性など 70 種類あまりの
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算額は大綱的指針の策定に従い、拡充されてきている【平成 13 年版白書 3-3-1-1】。
(2) 第 2期科学技術基本計画期間中




する大綱的指針を改定することとしている【平成 13 年版白書 3-3-1-1】。








れている【平成 13 年版白書 1-2-4-1】。
 第 2 期科学技術基本計画においては、優れた成果を生み出す科学技術システムを実現
するための柱のひとつとして、評価システムの改革が挙げられている。本基本計画に




制の整備を図ることに重点を置いて改定されている【平成 14 年版白書 3-3-1-1】。
 評価にかかわる動きとして、「独立行政法人通則法」(平成 11 年法律第 103 号)に基づ
く独立行政法人研究機関の評価が実施されている。また、「行政機関が行う政策の評
価に関する法律」(平成 13年法律第 86号)に基づく政策評価が平成 14 年 4 月から実
施されることとなっており、研究開発については、先導的な取組が行われてきたこと
から、多額の費用を要することが見込まれる個々の研究開発課題について事前評価が




及び関係省庁による分析活用を開始した【平成 15 年版白書 3-3-1-1】。
 国立大学法人等については、「国立大学法人法」（平成 15 年法律第 112 号）に基づき、
業務の実績に関する評価が実施される（教育研究の状況については大学評価・学位授




な課題が明らかになったことを受け、平成 17年 3月 29日に新たな指針が内閣総理大
臣決定された【平成 18 年版白書 3-3-1-1】。
 各府省は同大綱的指針に沿って評価方法等に関する具体的な指針を定めることとな
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20 年 10 月 31 日に行った【平成 21 年版白書 2-3-2-5】。
 内閣府においては、平成 22 年 1 月「国の研究開発評価に関する大綱的指針」（平成
20 年 10 月 31 日内閣総理大臣決定）のフォローアップとして、各府省等による研究








の確保や評価支援体制の強化、の 6 つの観点を重視し、平成 21 年 2 月 17 日に改定を
行った【平成 21 年版白書 2-3-2-5】。
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織形態を活用する取組が開始されている【平成 13 年版白書 3-3-1-1】。
 文部科学省では、平成 10 年 10 月の大学審議会答申「21 世紀の大学像と今後の改革
方策について」において、学長のリーダーシップの下に適時適切な意思決定を行い実
行できる組織運営システムの確立が提言されたのを受け、制度改正をはじめとしてそ
の具体化に取り組んでいるところである【平成 13 年版白書 3-3-1-1】。
 文部科学省では、平成 10 年度から科学技術振興調整費を活用して、複数の研究機関
が人材面、資金面、設備面で融合した研究グループを形成し、そこに国内外の優秀な
研究者を結集させ、研究総括責任者の統一的なマネジメントにより、学際的な研究を
遂行する「開放的融合研究推進制度」を実施している【平成 13 年版白書 3-3-1-1】。
 文部科学省では、科学技術振興調整費を活用して、年度途中に緊急に対応を必要とす
るような事態に機動的に対処するための「緊急研究」を「先導的研究等の推進」の中
に設定している【平成 14 年版白書 3-3-1-1】。
 平成 10 年度から、国立大学等の教官が企業等外部から委託された研究等を行う場合
において、研究の進展や研究計画の変更に伴う費目の変更に柔軟に対応するため、従
来 3 つに分かれていた費目を統合した新たな費目((目)産学連携等研究費)を創設し
た【平成 14 年版白書 3-3-1-1】。
 研究集会における研究成果の発表に関連し、特許法第 30 条において、「特許庁長官が
指定する学術団体が開催する研究集会において文書をもって発表する」場合を新規性
の喪失の例外と定められているが、特許庁においては、大学等における研究活動につ





ている諸問題を解決するため、以下の 7 項目について、全 66の改革事項を提言し、
各提言について、担当する省庁、検討・結論の期限や実施時期を定めた工程表を作成
し、平成 18 年 12 月 25 日関係大臣に意見具申した【平成 19 年版白書 3-3-2-6】。
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いる諸問題を解決するため、以下の 7 項目における全 66 の改革事項について取りま
とめている。平成 19 年度は、それぞれの項目についてフォローアップを開始した【平











































いる諸問題を解決するため、以下の 7 項目における全 66 の改革事項について取りま
とめている。平成 19 年度は、それぞれの項目についてフォローアップを開始した【平




















































動を進めている【昭和 45 年版白書 2-3-11】。
 1972 年の第 27 回国連総会で設立決議が行われた国連大学は 1973 年 12 月第 28 回国
連総会において大学本部の日本設置が決定された【昭和 49 年版白書 2-4-1-1】。
 1976 年 12 月の第 31 回国連総会は、1979 年に開発のための科学技術会議を開催する
ことを決定した。これは、1970 年代に国連が主催してきた環境、人口、食糧、人間
居住、水などの諸会議の総括となるものである【昭和 52 年版白書 2-4-1-1】。
2）UNCTAD(国連貿易開発会議) 
 国連については、1972 年 4 月に UNCTAD(国連貿易開発会議)が開かれ、開発途上国
に対する技術移転を円滑に進めるため、活発な討議が行なわれた【昭和 48 年版白書
3-4-5】。
 1974 年 7 月には、第 3 回 UNCTAD 技術移転政府間グループ会合が開催され、特許制
度、技術移転に関する行動基準等について検討が行われた(なお、1974 年 8 月、第 14
回 UNCTAD 貿易開発理事会において、同政府間グループの技術移転委員会への改組
が決定された。) 【昭和 50 年版白書 2-4-1-1】。
 南北問題を貿易及び開発の面からグローバルに検討するための国連貿易開発会議


















和 63 年版白書 2-4-3-1】。
4）UNEP(国連環境計画) 
 1972 年 6 月には、ストックホルムで第 1 回国連人間環境会議が開かれ、人間環境の
保全・向上を図るため、科学技術の利用を含む広い視野から討議が行なわれた結果、
人間環境宣言および 107 にのぼる勧告が採択され、環境基金の設置勧告が決議された
【昭和 48 年版白書 3-4-5】。
 国連環境計画(UNEP)は、人間環境の保全と向上を目的としており、1976 年 3 月～4
月にナイロビ(ケニヤ)において第 4 回国連環境計画管理理事会が開催され、UNEP 機
構問題、国連人間居住会議、国連砂漠防止会議、環境と開発、環境基金問題などにつ








 近年の地球環境問題に関する世界的な関心の高まりを背景に、1992 年 6 月、ブラジ
ルのリオ・デ・ジャネイロにおいて、約 180 カ国が参加し、環境と開発に関する国連




国以上の国が署名するなど多くの成果が得られた【平成 5 年版白書 3-4-4-2】。
 地球温暖化については、1995 年(平成 7 年)12 月に気候変動に関する政府間パネル
(IPCC)が第 2 次評価報告書を発表するとともに、1996 年(平成 8 年)7 月に気候変動に
関する国際連合枠組条約第 2回締約国会議がジュネーブで開催され、同報告書を評価
する等の閣僚宣言を採択した【平成 9 年版白書 3-2-5-1】。

















動を進めている【昭和 45 年版白書 2-3-11】。
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 南北問題を貿易及び開発の面からグローバルに検討するための国連貿易開発会議
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 1998 年(平成 10 年)11 月には、「気候変動に関する国際連合枠組条約第 4 回締約国会
議(COP4)」がブエノス・アイレスで開催され、条約の履行を強化し、京都議定書の
早期発効への条件整備を行うことにより、政治的機運を維持するために、今後の具体
的取組を規定した「ブエノス・アイレス行動計画(Buenos Aires Plan of Action)」
が採択された【平成 11 年版白書 3-2-6-1】。





り込まれた【平成 15 年版白書 3-4-1-1】。
6）UNESCO（国連教育科学文化機関） 
 UNESCO では、「人間と生物圏」事業計画(MAB)、国際水文学 10 年計画(IHD)、政府
間海洋学委員会(IOC)による事業等政府間共同調査研究事業を推進しており、わが国
は積極的に協力している。IAEA とは日仏、日豪両原子力協定の発効に伴い、それぞ







国際協力の促進に幅広い活動を行っており、1973 年 11 月にパリでその第 8 回総会が
開催された【昭和 49 白書 2-4-1-1】。
 国際連合教育科学文化機関(ユネスコ:UNESCO)は、科学技術政策の分野では、各国が
適切な政策により科学技術を発展させることができるよう、各地域ごとに「科学技術
を開発に適用させるための大臣会議」を開催している【昭和 61 年版白書 2-4-4-2】。















（つくば市）が設立された【平成 18 年版白書 3-4-1-1】。
 政府間海洋学委員会（IOC）では、地球規模の気候変動に関する海洋観測、津波警戒
システム構築等を実施している【平成 18 年版白書 3-4-1-1】。また、科学技術倫理の
問題に重点を置いており、2005 年（平成 17 年）10 月の第 33 回ユネスコ総会で「生
命倫理と人権に関する世界宣言」が採択された【平成 18 年版白書 3-4-1-1】。
7）IAEA（国際原子力機関） 
 国際原子力機関(IAEA)は、形式的には国連の専門機関ではないが、国連総会、安全
保障理事会、経済社会理事会と関係を持ち、1957 年 11 月に国連と連携協定を締結し
ている【昭和 52 年版白書 2-4-1-1】。
 国連主催の第 4 回原子力平和利用国際会議は、国際原子力機関(IAEA)の協力のもと
に 1971 年 9 月ジュネーブで開催され、論文発表、意見交換、原子力に関する展示会









は IAEA の設立当初より加盟している。【昭和 41 年版白書 4-1-1】
 我が国は、1978 年 8 月、アジア、太平洋、極東地域の IAEA 加盟国間の原子力科学
技術に関する研究、開発及び訓練の推進、協力を目的とした「原子力科学技術に関す
る研究、開発及び訓練のための地域協力協定(RCA)」に加盟し、開発途上国に対し積
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 国際労働機関の技術協力活動に対しては、わが国は 1966 年末までに 10 名専門家を派
遣しており、その任地と指導分野も、インド(手工業)、タイ(うるし)、エチオピア(小
規模工業)などと多岐にわたっている。また ILO 研修生の受入れも行なっている【昭






種の活動を行なっている【昭和 41 年版白書 4-1-1】。
 わが国は WMO の技術援助計画の一環である国際セミナーなどの招請国となりこれ
らの会議やセミナーをわが国においても開催するなど、WMO の活動に参加協力して
いる【昭和 41 年版白書 4-1-1】。
 世界気象機関は、1967 年 4 月第 5 回世界気象会議を開催し、世界気象監視計画(WWW)
の実施に関する検討を行なった【昭和 42 年版白書 5-1-1】。
12）その他
 ECAFE（アジア極東経済委員会）において、アジア、オセアニア地域におけるエレク
トロニクス産業振興方策について検討するため、1971 年 12 月 1 日～7 日アジア・エ
レクトロニクス会議の第 6 回会合がマニラにおいて開催された【昭和 47 年版白書
3-4-5】。
 アジア太平洋協議会(ASPAC)第 2回閣僚会議の決定に基づき 1968年 4月科学技術サー
ビス登録機関が暫定的にキャンベラに設置されたが、1971 年従来のオーストラリア
による運営から ASPAC 各国の共同事業に移管された【昭和 47 年版白書 3-4-5】。ま
た科学技術庁および通商産業省は、開発途上国の研究開発ニーズの把握のため、アジ
ア経済研究所に委託してアジア各国に調査団を派遣した【昭和 47 年版白書 3-4-5】。
 海底平和利用委員会は、1967 年の第 22 回国連総会での「深海海底利用の国際的取り
決めを求めるマルタ提案」の採択、決議によって設置された【昭和 49 白書 2-4-1-1】。
369
 アジア極東経済委員会(ECAFE)は、近年における活動分野並びに加盟諸国の広域化に
対処するため、1974 年 9 月、名称をアジア・太平洋経済社会委員会(ESCAP)に変更し
た【昭和 50 年版白書 2-4-1-1】。
 世界的に早急に解決すべき課題であるエネルギー問題に関しては、脱石油化を目指し、
とりわけ非産油開発途上国の将来における総合的エネルギー需要の充足に資するた
め、1981 年 8 月には、ケニヤ国ナイロビで「新・再生可能エネルギー国連会議」が
開催された。その結果、特に開発途上国の将来における総合的エネルギー需要の充足
に資するため、新再生可能エネルギー開発利用の促進を図るための「ナイロビ行動計
画」が取りまとめられた【昭和 56 年版白書 2-4-1-1】。
 自然災害による被害を未然に軽減することを目的として 1990 年より開始された「国
際防災の 10年(IDNDR)」においては、1994 年(平成 6 年)5 月に国連主催による「国際
防災の 10 年」世界会議(国連防災世界会議)が横浜で開催され、将来に向かっての行
動計画である「横浜戦略」が策定された【平成 8 年版白書 3-6-2】。
 国連アジア太平洋経済社会委員会(ESCAP)では、1994 年(平成 6 年)9 月に宇宙利用大
臣級会合において開始が決定された「持続可能な発展のための地域宇宙利用プログラ
ム(RESAP)」の運営のために 1996 年(平成 8 年)6 月に第 2 回政府間会合諮問委員会が
開催され、我が国もこれに参加している【平成 9 年版白書 3-2-5-1】。
 自然災害については、「国際防災の 10 年」世界会議で採択された「横浜戦略」の趣旨
を踏まえ、アジア地域の災害協力の推進を図ることを目的に 1995 年(平成 7 年)12 月
神戸にてアジア防災政策会議を開催するとともに、1996 年(平成 8 年)10 月東京にて、
アジア防災専門家会議を開催し、アジア地域における防災センター機能を有するシス
テムの創設等についての意見交換を行った【平成 9 年版白書 3-2-5-1】。
 1997 年(平成 9 年)のアジア防災協力推進会合において、同システムの事務局であるア
ジア防災センターの日本設置が決定され、1998 年(平成 10 年)7 月に神戸にてセンタ
ーが開所された【平成 11 年版白書 3-2-6-1】。
(2) 経済協力開発機構（OECD）
1）OECD 本体
 経済協力開発機構(OECD)はマーシャルプランの受け入れ機関として 1948 年に発足し
た欧州経済協力機構(OEEC)を継承して 1961 年 9 月に設立されたものであり、経済成
長の促進、低開発国の援助、自由貿易の拡大の三つの大きな目標を掲げて活動を行な





 わが国は昭和 39年 4月に OECDに加盟して以来、科学技術の分野においては主として
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ジア防災センターの日本設置が決定され、1998 年(平成 10 年)7 月に神戸にてセンタ
ーが開所された【平成 11 年版白書 3-2-6-1】。
(2) 経済協力開発機構（OECD）
1）OECD 本体
 経済協力開発機構(OECD)はマーシャルプランの受け入れ機関として 1948 年に発足し
た欧州経済協力機構(OEEC)を継承して 1961 年 9 月に設立されたものであり、経済成
長の促進、低開発国の援助、自由貿易の拡大の三つの大きな目標を掲げて活動を行な





 わが国は昭和 39 年 4月に OECDに加盟して以来、科学技術の分野においては主として








【昭和 41 年版白書 4-1-2】。
 科学技術政策委員会(CSTP)では,情報,電算機,通信関係の技術の発展に伴う社会,経済,
文化等に及ぼす影響を総合的に検討するために,1976 年 10 月に新たに情報・電算機・




州原子力機関に 1965 年 2 月に準加盟を実現した【昭和 40 年版白書 1-3-2】。
 OECDNEA(OECD 原子力機関)は、従来の ENEA(欧州原子力機関)を、その加盟国の拡大
に伴い 1972 年 5 月に改組して設けられたものである【昭和 48 年版白書 3-4-5】。
 わが国は、従来、ENEA へ準加盟国として協力を進めてきたが、新たに OECDNEA
の正式加盟国となり、その活動全般にわたり積極的な協力を進めることとした【昭和
48 年版白書 3-4-5】。
 近年、ENEA が加盟国の範囲を OECD なみに拡大し、活動分野も核燃料、環境安全
問題等の政策面にまで拡大したのを機に、我が国は実用段階に達した原子力平和利用
推進に有意義であるとし、昭和 47 年 4 月正式加盟国となった【昭和 49 年版白書
2-4-1-2】。
 ENEA は、その名称を OECD-NEA と改めた【昭和 49 年版白書 2-4-1-2】。以後、我が
国は OECD 原子力機関との合同会議、研究プロジェクト等への事業活動に参加して




監視制度等に参加している【昭和 59 年版白書 2-4-3-3】。
3）IEA 
 IEA は、石油消費国間で協調して、エネルギーに関する共同戦略を作り、エネルギー
の安定供給を図ることを目的として、1974 年 11 月に設立された【昭和 51 年版白書
2-4-1-2】。
 1977 年 10 月第 2 回目の IEA 閣僚理事会が開催され、石油輸入削減目標の設定、目標
達成のためのエネルギー政策 12 原則の策定、エネルギー研究開発にかかる新実施協
定の締結及び共同コミュニケの採択を行い、エネルギー研究開発の重要性について各
国が共通の認識を深めた【昭和 52 年版白書 2-4-1-2】。
 第 3 回会合では、石油火力発電所の新設禁止などを盛り込んだ「石炭利用拡大に関す
る IEA 宣言」の採択が行われ、第 4 回会合では、IEA 参加国の 1 日当たりの石油輸
371
入量を、1980 年は 2,310 万バーレル、を上限とすること、1985 年は 2,460 万バーレル
を目標とすること(各々バンカー油を除く)に合意するとともに、石油輸入状況を監視
する制度を設けることに合意した【昭和 55 年版白書 2-4-1-2】。
4）主要国首脳会議（サミット）等
 昭和 57 年 6 月、フランス・ベルサイユにおいて開催された第 8 回主要先進国首脳会
議(ベルサイユ・サミット)では、ミッテラン仏大統領の提唱の下に、科学技術を巡る








された【昭和 61 年版白書 2-4-3】。我が国からは、竹内科学技術庁長官が出席した【昭
和 61 年版白書 2-4-3】。
 2003 年（平成 15 年）６月のエビアンサミットを契機に開催された地球環境サミット
については、2004 年４月に第２回会合、2005 年 2 月には第 3 回会合が開催され、2006
年（平成 18 年）から 10 年間の目標を定めた実施計画を採択した【平成 17 年版白書
3-4-1-1】。
 北海道洞爺湖サミットに先立ち、2008 年（平成 20 年）6 月に第 1 回 G8科学技術大臣
会合が沖縄で開催された。G8 の科学技術担当大臣が初めて一堂に会して、科学技術
を活用して人類社会にいかに貢献していくかについて議論を行った。日本からは内閣
府の科学技術担当大臣が出席した【平成 21 年版白書 2-3-4-3】。
(3) アジアにおける協力





におかれている【昭和 42 年版白書 5-1-3】。
 コロンボ計画は南アジアおよび東南アジア諸国の経済開発を促進し、この地域の生活
水準を向上せしめることを目的とする共同計画であり、1950 年 11 月セイロンのコロ
ンボで開催された英連邦外相会議の決議に基づいて協議委員会の設立をみたことに
始まっている。わが国は 1954 年のオタワ会議で正式にこれに加盟した【昭和 42 年版
白書 5-1-3】。
 アジア科学協力連合(ASCA)は、アジア地域内の各国が定期的に会合し、科学技術協
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 アジア科学協力連合(ASCA)は、アジア地域内の各国が定期的に会合し、科学技術協
力について意見を交換し、域内の開発を図ることを目的としており、1972 年 3 月に
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フィリピンで開催された設立第 1 回会議において正式に発足をみた【昭和 48 年版白
書 3-4-5】。第 2 回会議は、1973 年 3 月に東京で開催され、各国の研究機関の提けい
を促進することが合意されるなど科学技術協力の具体化に向って第 1 歩が踏み出さ
れた【昭和 48 年版白書 3-4-5】。
 アジア科学協力連合(ASCA)は 1970 年 11 月、フィリッピン政府の招請のもとにマニ
ラで開催された「アジア科学大臣連合設立準備会議」においてその設立が合意され、
第 1 回会議がマニラで開催されて以来、1981 年 2 月のメダンでの会議まで 8 回の全
体会議が開催されている【昭和 56 年版白書 2-4-1-3】。
 アジア太平洋地域の経済協力のための政府間公式協議体として、1989 年に発足した
アジア太平洋経済協力(APEC)は、開かれた地域協力を掲げ、貿易投資促進、人材育成、
統計整備等の経済分野で協力を進めてきた。近年では、1993 年 11 月の第 5 回閣僚会
議(米・シアトル)に合わせて非公式首脳会合を開催するなど、一層の機能強化が図ら
れ、活発な活動を展開している【平成 6 年版白書 3-4-4-2】。
 太平洋経済協力会議(PECC)は、アジア太平洋地域における経済的繁栄、安定を確保し
ていくための協力促進を目的とした国際組織であり、官・財・学の三者構成を特徴と
する。1980 年 9 月オーストラリア・キャンベラの第 1 回 PECC 総会以来、貿易政策、
エネルギー問題、技術移転、資本移動などの分野における協力について検討されてき
た【平成 6 年版白書 3-4-4-2】。





が採択された。アクション・プログラムは APEC 行動指針に盛り込まれ、1995 年(平
成 7年)11月のAPEC大阪会合において最終的に承認された【平成 8年版白書 3-6-2】。
 アジア欧州会合(ASEM)は、北米一欧州、アジア―北米の関係に比して、従来相対的に
希薄であったアジアと欧州の関係を強化することを目的として、アジアと欧州が率直
な対話を行う場として設けられたものである。1996 年(平成 8 年)3 月には、第 1 回首





術センター(ISTC)」を設立する協定に署名した【平成 5 年版白書 3-4-4-2】。
(5) 北米・南米との協力
1）米国
 昭和 40 年 1 月の佐藤総理大臣とジョンソン大統領の共同声明によって日米間の医学
373
分野における協力計画が推進されることになり、本年 10 月に第 1 回の日米医学協力
委員会が開かれることになった。【昭和 40 年版白書 1-3-3】
 科学技術に関する日米協力としては、1)科学協力に関する日米委員会 2)天然資源の
開発利用に関する日米会議 3)日米医学協力委員会 によるものがある【昭和 42 年版
白書 5-2-2】。
 科学協力に関する日米委員会 31は、1961 年 6 月、池田総理訪米の際、ケネディ大統
領との共同声明によりその設立が合意されたものであり、委員会の目的は、平和目的
のために日米間の科学上の協力関係をいつそう円滑ならしめるための方針を検討し、
その結果を両国政府に報告ないし勧告することにある【昭和 42 年版白書 5-2-2-1】。
 1978 年 5 月の日米首脳会談における両首脳の合意に基づき核融合、石炭転換などの
エネルギー研究開発に関する日米科学技術協力が促進されることとなった【昭和 54
年版白書 2-4-2-1】。この両国首脳の合意を具体化するため、1978 年 9 月及び 11 月、
本件協力に関する日米作業部会が開催された【昭和 54 年版白書 2-4-2-1】。
 1979 年 5 月、「エネルギー及びこれに関連する分野における研究開発のための協力に
関する日本国政府とアメリカ合衆国政府との間の協定」が締結され、日米両国は同協
定に基づき、21 世紀の世界の繁栄に資するため、新エネルギー研究開発等の協力を
実施することとなった【昭和 55 年版白書 2-4-2-1】。同協定において当初の重点分野
として掲げられている核融合及び石炭転換の 2 分野のうち、核融合については「ダブ




法」等について協力が行われている。また、その他の分野においては、1981 年 9 月
に「光合成による太陽エネルギー転換」の実施取極が締結され、高エネルギー物理学、
地熱エネルギーとともに協力活動が行われており、1982 年 5 月には「太陽エネルギ




を通じ、科学技術全般にわたって広範な協力が進められてきたが、1979 年 5 月に「エ
ネルギー及びこれに関連する分野における研究開発のための協力に関する日本国政
府とアメリカ合衆国政府との間の協定(日米エネルギー研究開発協力協定)」が締結さ
れ、また、1980 年 5 月に「科学技術における研究開発のための協力に関する日本国
政府とアメリカ合衆国政府との間の協定(日米非エネルギー研究開発協力協定)」が締





31 日米科学委員会と表記されることもある。昭和 33 年 12 月発効、10 年間有効で、原子炉および濃縮ウラ
ン等の受入れを実施【昭和 42 年版白書 5-2-5】。
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 アジア欧州会合(ASEM)は、北米一欧州、アジア―北米の関係に比して、従来相対的に
希薄であったアジアと欧州の関係を強化することを目的として、アジアと欧州が率直
な対話を行う場として設けられたものである。1996 年(平成 8 年)3 月には、第 1 回首





術センター(ISTC)」を設立する協定に署名した【平成 5 年版白書 3-4-4-2】。
(5) 北米・南米との協力
1）米国
 昭和 40 年 1 月の佐藤総理大臣とジョンソン大統領の共同声明によって日米間の医学
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分野における協力計画が推進されることになり、本年 10 月に第 1 回の日米医学協力
委員会が開かれることになった。【昭和 40 年版白書 1-3-3】
 科学技術に関する日米協力としては、1)科学協力に関する日米委員会 2)天然資源の
開発利用に関する日米会議 3)日米医学協力委員会 によるものがある【昭和 42 年版
白書 5-2-2】。
 科学協力に関する日米委員会 31は、1961 年 6 月、池田総理訪米の際、ケネディ大統
領との共同声明によりその設立が合意されたものであり、委員会の目的は、平和目的
のために日米間の科学上の協力関係をいつそう円滑ならしめるための方針を検討し、
その結果を両国政府に報告ないし勧告することにある【昭和 42 年版白書 5-2-2-1】。
 1978 年 5 月の日米首脳会談における両首脳の合意に基づき核融合、石炭転換などの
エネルギー研究開発に関する日米科学技術協力が促進されることとなった【昭和 54
年版白書 2-4-2-1】。この両国首脳の合意を具体化するため、1978 年 9 月及び 11 月、
本件協力に関する日米作業部会が開催された【昭和 54 年版白書 2-4-2-1】。
 1979 年 5 月、「エネルギー及びこれに関連する分野における研究開発のための協力に
関する日本国政府とアメリカ合衆国政府との間の協定」が締結され、日米両国は同協
定に基づき、21 世紀の世界の繁栄に資するため、新エネルギー研究開発等の協力を
実施することとなった【昭和 55 年版白書 2-4-2-1】。同協定において当初の重点分野
として掲げられている核融合及び石炭転換の 2 分野のうち、核融合については「ダブ




法」等について協力が行われている。また、その他の分野においては、1981 年 9 月
に「光合成による太陽エネルギー転換」の実施取極が締結され、高エネルギー物理学、
地熱エネルギーとともに協力活動が行われており、1982 年 5 月には「太陽エネルギ




を通じ、科学技術全般にわたって広範な協力が進められてきたが、1979 年 5 月に「エ
ネルギー及びこれに関連する分野における研究開発のための協力に関する日本国政
府とアメリカ合衆国政府との間の協定(日米エネルギー研究開発協力協定)」が締結さ
れ、また、1980 年 5 月に「科学技術における研究開発のための協力に関する日本国
政府とアメリカ合衆国政府との間の協定(日米非エネルギー研究開発協力協定)」が締





31 日米科学委員会と表記されることもある。昭和 33 年 12 月発効、10 年間有効で、原子炉および濃縮ウラ
ン等の受入れを実施【昭和 42 年版白書 5-2-5】。
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行われている【昭和 57 年版白書 2-4-2-1】。また、本協定に基づいて設置された合同





を中心に行われてきたが、1988 年 6 月新たな「科学技術における研究開発のための
協力に関する日本国政府とアメリカ合衆国政府との間の協定」(日米科学技術協力協
定)が締結され、新しい枠組の下で協力が推進されることとなり、1988 年 9 月、第 1
回合同実務級委員会がワシントンで、1988 年 10 月、第 1 回合同高級委員会が東京で、
1989 年 1 月第 1 回合同高級諮問協議会が東京でそれぞれ開催された【平成元年版白
書 2-3-4-1】。
 日米エネルギー等研究開発協力協定が、主に日米科学技術協力協定との整合を図ると
の観点から 1990 年 2 月に改定された【平成 2 年版白書 4-3-4-1】。
 1993年 6月に有効期間の満了を迎えた日米科学技術協力協定の延長問題については、
本協定の枠組みが両国の科学技術協力の推進へ貢献したことを満足の意をもって評
価し、協定をさらに 5 年間延長することとなった【平成 5 年版白書 3-4-4-1】。 
 日米エネルギー等研究開発協力協定(1979 年 5 月締結、1990 年 2 月改定)の下では、
核融合、高エネルギー物理などの分野での協力が行われている【平成 7 年版白書
3-4-4-1】。1995 年 2 月には本協定を更に 5 年間延長することとした【平成 7 年版白書
3-4-4-1】。

















る【平成 10 年版白書 3-2-5-1】。




 日米科学技術協力協定(1993 年(平成 5 年)6 月に延長)に関しては、有効期間を 1999 年
(平成 11 年)5 月まで延長した上で、日米間で改正のための協議を行っている【平成
11 年版白書 3-2-6】。
 日米科学技術協力協定は、1999 年(平成 11 年)7 月に、知的所有権の取扱いを定めた
附属書等が改正され、5 年間延長された【平成 12 年版白書 3-2-6-1】。
 日米エネルギー等研究開発協力協定(1979 年(昭和 54 年)5 月締結、1990 年(平成 2 年)2
月改定)の下では、核融合、高エネルギー物理などの分野での協力が行われている【平
成 11 年版白書 3-2-6】。1995 年(平成 7 年)2 月には本協定を更に 5 年間延長すること
とした【平成 11 年版白書 3-2-6】。
 米国とは、日米原子力会議のほか原子炉安全性に関する専門家会議、セラミック系燃
料専門家会議、高速炉物理専門家会議、宇宙開発関係者の往来などを通じて活発な協
力活動が行なわれた【昭和 46 年版白書 3-4-4】。
 1972 年 12 月、原子炉安全審査に関する日米専門家会議が開催され、意見の交換が行
なわれた【昭和 48 年版白書 3-4-5】。









 1975 年 4 月、日米科学技術協力審査委員会第 1 回会合が東京で開催され、以上述べ
た日米両国間の各分野の協力についての背景、現行プログラムの評価及び将来の日米
協力の在り方についての意見交換が行やれた【昭和 50 年版白書 2-4-2-2】。
 エネルギーの研究開発に関する日米協力は、1974 年 7 月に発効した「エネルギーの
研究開発の分野における協力のための日本国政府とアメリカ合衆国政府との間の協







んだ「日米原子力協定」に基づく共同決定を必要とした【昭和 53 年版白書 2-4-2-1】。




 1977 年 4 月にカーター大統領の発表した核不拡散強化の政策により、米国では 1978
年 3 月に、原子力資材等の輸出に際し、核不拡散の観点から規制を強化すること等を
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行われている【昭和 57 年版白書 2-4-2-1】。また、本協定に基づいて設置された合同
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 1975 年 4 月、日米科学技術協力審査委員会第 1 回会合が東京で開催され、以上述べ
た日米両国間の各分野の協力についての背景、現行プログラムの評価及び将来の日米
協力の在り方についての意見交換が行やれた【昭和 50 年版白書 2-4-2-2】。
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研究開発の分野における協力のための日本国政府とアメリカ合衆国政府との間の協







んだ「日米原子力協定」に基づく共同決定を必要とした【昭和 53 年版白書 2-4-2-1】。












等の日米再処理問題については、1981 年 5 月の日米首脳会談において、早急かつ恒
久的に解決するために、すみやかに協議を開始することで意見の一致を見た。その後、
昭和 57 年 6 月中川科学技術庁長官が米国を訪問し、米国政府要人と会談を行った結
果、日米双方は再処理問題について包括同意方式により、解決を図るため、直ちに、
話し合いに入り早急な決着を図ることで意見が一致し、これを受けて、昭和 57 年 8
月に政府間協議が開始され、昭和 62 年 1 月には、両国代表国間において、包括事前
同意方式の導入を含む新原子力協力協定に関し、実質合意に達した【昭和 62 年版白
書 2-4-4-1】。
 昭和 57 年 8 月に政府間協議が開始され、昭和 62 年 11 月には、包括事前同意方式の
導入を含む新原子力協力協定に関し、署名が行われ、昭和 63 年 7 月には同協定が発










を我が国で開催した【昭和 49 年版白書 2-4-2-2】。また、1973 年 3 月、我が国の実用
衛星計画調査団が米国を訪問し、我が国において実用衛星を開発する場合の技術協力
の可能性等について調査した【昭和 49 年版白書 2-4-2-2】。
 宇宙開発の分野においては、1969 年の「宇宙開発に関する日本国とアメリ力合衆国
との間の協力に関する交換公文」に基づき、技術協力を進めたほか、1975 年 5 月に
は、「宇宙開発事業団の静止気象衛星、実験用中容量静止通信衛星、実験用中型放送
衛星の打上げ計画のための協力に関する日本国政府とアメリカ合衆国政府との間の
交換公文」を取り交した【昭和 51 年版白書 2-4-2-1】。
 宇宙開発の分野においては、1969 年の「宇宙開発に関する日本国とアメリカ合衆国
との間の協力に関する交換公文」に基づき、技術協力を進めたほか、1975 年 5 月の
「宇宙開発事業団の静止気象衛星、実験用中容量静止通信衛星、実験用中型放送衛星
の打上げ計画のための協力に関する日本国政府とアメリカ合衆国政府との間の交換
公文」に基づき、1977 年 7 月にアメリカ合衆国の協力を得て静止気象衛星(ひまわり)
を打ち上げた【昭和 52 年版白書 2-4-2-1】。
 1979 年 3 月にワシントンで日米専門家会議が開催されるなど宇宙開発分野における
日米共同研究の可能性の検討が進められている【昭和 54 年版白書 2-4-2-1】。
 1978 年 9 月から宇宙開発委員会及び米国航空宇宙局(NASA)の間で宇宙分野における
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共同プロジェクトの可能性を検討する合同調査計画が進められ、1979 年 6 月に日米
専門家会議から 17 の共同作業を行うべきこと等が勧告された【昭和 55 年版白書
2-4-2-1】。両国はこれらの共同作業につき調査検討を推進することとしている【昭和
55 年版白書 2-4-2-1】。
 1979 年 7 月の宇宙開発委員会及び米国航空宇宙局(NASA)の間の合意に基づき、宇宙
分野における 17 の共同プロジェクトを推進している【昭和 56 年版白書 2-4-2-1】。
 1980 年 11 月には、これらのプロジェクトの進捗状況のレビューを行うため、宇宙開




 米国が国際協力の下に推進することを決定した有人宇宙基地計画に関し、1984 年 3
月、ベッグス NASA 長官が来日し、同計画への我が国の参加を要請した【昭和 59 年
版白書 2-4-4-1】。
 1995 年(平成 7 年)7 月には、日米宇宙協力の円滑な推進のための損害賠償請求権の相
互放棄について規定した日米宇宙損害協定(クロス・ウェーバー協定)が発効した【平
成 9 年版白書 3-2-5-1】。





が出され、これに基づいて第 1 回の日米会議が同年の 5 月に東京で開催されたことに
より始まったものである【昭和 42 年版白書 5-2-2-1】。
 天然資源の開発利用に関する日米協力計画(UJNR)は、行政的ニーズの観点から協力を
進めるものであり、 19 の技術専門部会と 1 つの委員会を中心に研究協力が実施され
ている【昭和 48 年版白書 2-5-2-2】。
 1974 年 10 月、ワシントンで第 6 回 UJNR 事務担当官会議が開催され、新エネルギー
部会のエネルギーの研究開発に関する日米協力(1974 年 7 月、締結)への移管、建築防
火専門部会の新設、第 2 次 5 カ年報告書作成等について審議が行われた【昭和 49 年
版白書 2-4-2-2】。
 1975 年 11 月、ワシントンで第 8 回 UJNR 本会議が開催され、新エネルギー専門部会
の「エネルギーの研究開発の分野における協力のための日本国政府とアメリカ合衆国
政府との間(UJNR)専門部会の組織の協定」下への移管、防火専門部会の新設が決定
され、第 2 次 5 か年報告書が承認された【昭和 51 年版白書 2-4-2-1】。
 1980 年 5 月にはワシントンで第 8 回 UJNR 事務担当官会議が開催され、各分野にお
ける協力状況がレビューされたほか、1975～1979 年の活動状況をまとめた「UJNR
第 3 次 5 ヵ年報告書」が実質的に作成された【昭和 56 年版白書 2-4-2-1】。
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「宇宙開発事業団の静止気象衛星、実験用中容量静止通信衛星、実験用中型放送衛星
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共同プロジェクトの可能性を検討する合同調査計画が進められ、1979 年 6 月に日米
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が出され、これに基づいて第 1 回の日米会議が同年の 5 月に東京で開催されたことに
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第 3 次 5 ヵ年報告書」が実質的に作成された【昭和 56 年版白書 2-4-2-1】。






 UJNR のもと、平成 8 年 9 月に沿岸環境科学技術専門部会(CERT)の設置が承認され、
平成 10 年 3 月に第 1 回共同部会会合が湘南国際村において開催され、沿岸環境科学
技術について意見交換が行われた【平成 10 年版白書 3-2-5-1】。
 公害に関する日米閣僚会議は、両国の環境担当閣僚が環境問題の解決のための協力に
ついて協議を行うものであり、1970 年に発足した【昭和 49 年版白書 2-4-2-2】。
 環境保護分野における日米協力を更に進めるため、1975 年 8 月に「日米環境保護協
力協定」が締結された【昭和 51 年版白書 2-4-2-1】。
 協定に基づく第 1 回合同企画調整委員会は、1976 年 2 月にワシントンにおいて開催
され、今後の協力の進め方などについて検討された【昭和 51 年版白書 2-4-2-1】。
 環境保護分野における日米協力を更に進めるため、1975 年 8 月に締結された「環境
の保護の分野における協力に関する日本国政府とアメリカ合衆国政府との間の協定」
に基づく合同企画調整委員会の第 4 回会合が、1979 年 11 月に東京で開催された【昭
和 55 年版白書 2-4-2-1】。同委員会では同協定の有効期間の 5 年間延長及び食品化学
プロジェクトの新規設置について基本的な合意がなされたほか、下水処理技術、光化
学大気汚染、有害物質の識別と規制などの 13 の既存プロジェクトのレビュー等を行
った【昭和 55 年版白書 2-4-2-1】。
 日米環境保護協力協定に基づく協力としては、閣僚級による合同企画調整委員会が、
日米交互に開催されている【平成元年版白書 2-3-4-1】。
 1985 年 5 月には第 9 回会合が開催され、地球環境問題に対する国際的取組の枠組み
について議論するとともに、「地球的規模の大気環境の保全」プロジェクトの設置等
についての合意がなされた【平成元年版白書 2-3-4-1】。
 昭和 44 年 7 月の第 7 回の日米貿易経済合同委員会において新たに、「運輸研究に関す
る日米委員会」32が設置され、超高速鉄道、自動車の安全、交通公害防止、大都市交
通などの分野で情報交換、共同研究を進めることとなった【昭和 45 年版白書 3-4-4】。
 日米運輸専門家会議は、1969 年設置されて以来両国に共通した運輸問題について双
方の専門家が情報交換又は共同研究促進という形で協力し、問題解決へのアプローチ
を行っている【昭和 49 年版白書 2-4-2-2】。
2）カナダ
 カナダとの協力では、昭和 44 年、日加原子力協定 33に基づく第 1回日加原子力会議
が開催され、動力炉開発計画、重水、燃料加工、安全性規則、保障措置等の諸問題に
ついて意見の交換を行なっている【昭和 46 年版白書 2-3-2-(2)】。





された【昭和 47 年版白書 3-4-5】。
32 日米運輸問題共同専門家会合と表記されることもある。
33 昭和 35 年 6 月発効、10 年間有効。ウラン精鉱等の受入れ。
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 1972 年 3 月カナダの A・ギレスピー科学技術大臣を団長とする科学技術調査団が来
日し、これを契機として「日加科学技術協議」が設置された。第 1 回協議は 1973 年
11 月オタワで、第 2 回協議は 1975 年 5 月東京で開催されている【昭和 52 年版白書
2-4-2-1】。
 我が国にとって天然ウランの主要供給国であるカナダは、1974 年 12 月及び 1976 年
12 月に核不拡散強化を目的とするウラン輸出政策を発表し、その具体化のため我が
国を含む関係諸国と原子力協力協定の改訂交渉を続けたが、我が国とは 1 年余りの交
渉を経て、1978 年 8 月に改正議定書の署名が行われた【昭和 56 年版白書 2-4-2-1】。
この議定書はその後国会審議などを経て 1980 年 9 月に発効した【昭和 56 年版白書
2-4-2-1】。
 1986 年 5 月に「日加科学技術協力協定」が締結され、同年 10 月には第 1 回「日加科
学技術協力合同委員会」が開催された【昭和 62 年版白書 2-4-4-1】。
 1989 年 4 月には、宇宙分野における協力について意見交換、情報交換を行う場とし
て日加宇宙パネルが設置された【平成 6 年版白書 3-4-4-1】。
 1991 年 5 月に日加両首相の合意にもとづいて発足した「日加フォーラム 2000」の報
告書が 1992 年 12 月に提出されたが、その中で北太平洋における環境問題に対して両
国が協力を進めるべきであるとの勧告がなされた【平成 6 年版白書 3-4-4-1】。
 1994 年 3 月には、バンクーバーにおいて、本分野での日加の有識者が出席してシン
ポジウムが開催されたほか、1995 年 2 月には、日加科学技術協力協定の下に、「北太
平洋における地球科学及び環境パネル」が設置され、両国の間で意見交換、情報交換
を行うこととしている【平成 7 年版白書 3-4-4-1】。
 日加科学技術協力協定の下で、1996 年(平成 8 年)2 月に第 1 回「北太平洋における地
球科学及び環境パネル」が東京にて開催された【平成 9 年版白書 3-2-5-1】。1996 年(平
成 8 年)2 月には東京にて日加特別会合が開催され、合同委員会の活動を補完した【平
成 9 年版白書 3-2-5-1】。同年 3 月にはバンクーバーにて第 1 回日加環境政策協議が開
催された【平成 9 年版白書 3-2-5-1】。




 1999 年(平成 11 年)9 月にクレティエン首相をはじめ、連邦政府の閣僚、州・準州の
首相、大学関係者、財界人等が「チーム・カナダ」として来日した際に行われた日加
首脳会談の成果のひとつとして、北極科学及び宇宙に関する日加間の協力を一層促進
することが発表された【平成 12 年版白書 3-2-6-1】。
3）ブラジル
 1985 年 6 月に発効した「日伯科学技術協力協定」に基づく第一回日伯科学技術協力
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について提案を行った【平成 23 年版白書 2-3-4-2】。
 同年 10 月に開催された EAS（東アジアサミット）では、内閣総理大臣より、科学技
術分野における長期的な目標として同構想が提案され、幾つかの参加国から、賛同す
る意見があった【平成 23 年版白書 2-3-4-2】。
2）中国





協定締結のための交渉が行われた【昭和 55 年版白書 2-4-2-2】。
 中国との協力については、民間サイドにおいて既に活発な協力が行われているが、政
府レベルの科学技術協力を促進するため、1979 年 6 月の科学技術会議調査団の中国
派遣等を踏まえ、1980 年 5 月に協力の枠組を定める「日中科学技術協力協定」が締
結された【昭和 56 年版白書 2-4-2-2】。同協定締結後の最初の動きとして、初の中国
政府派遣の科学技術管理視察団(団長:童大林中国国家科学技術委員会副主任)が、1980
年 7 月来日し、我が国の研究機関等を視察した【昭和 56 年版白書 2-4-2-2】。
 中国との協力については、1980 年 5 月に締結された「日中科学技術協力協定」に基
づき、1981 年 6 月、第 1 回日中科学技術協力委員会が北京において開催された【昭
和 57 年版白書 2-4-2-3】。これにあわせ、「ニオブを含む鉄鉱石の精錬に関する研究」
の実施取極が締結され、共同研究が開始されたのをはじめとして、協力が活発化して
きている【昭和 57 年版白書 2-4-2-3】。
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 1973 年から農業技術関係の技術交流が開始されたのに続き、国際協力事業団を通じ
て 1978 年から鉄道関係の、1979 年から経営管理、医療等の分野における技術協力が
行われている。さらに、文部省の実施する中国政府派遣研究員の受入れが行われてい
るほか、東京大学と中国科学技術大学(合肥)との間で工学分野における研究協力が行
われている【昭和 60 年版白書 2-4-4-3】。
 このほか、日本学術振興会は、1979 年から中国科学院、1981 年から中華人民共和国
教育部(中華人民共和国国家教育委員会)のそれぞれとの間の覚書に基づく学術分野
における研究者交流が行われている【昭和 60 年版白書 2-4-4-3】。





の受入れが行われている【昭和 58 年版白書 2-4-3-3】。
 1983 年 6 月に開催された第 3 回日中閣僚会議を機に、両国間の原子力の平和利用に
関する協力を促進、発展させるべく協定交渉が開始され、6 回の協定交渉の後 1985
年7月31日に協定が署名され、1986年7月10日に発効した【昭和62年版白書2-4-4-3】。
 2003 年 11 月に中国において「産学官連携」をテーマに文部科学省と中国科学技術部
との間で科学技術行政担当官による政府対話を実施した【平成 16年版白書 3-4-1-2】。
 日本、中国、韓国の 3 か国の間では、2004 年(平成 16 年)3 月に東京で第 2 回日中韓
科学技術協力局長級会議を開催し、各国の科学技術政策を紹介するとともに、アジア
の中核としての 3 国の役割について議論した【平成 16 年版白書 3-4-1-2】。
 中国・韓国との間では、従来からの二国間協力に加えて、2004 年（平成 16 年）11
月の日中韓首脳会議で承認された「日中韓三国間協力に関する行動戦略」での合意に
基づき、第 1 回日中韓科学技術協力担当大臣会合が 2007 年（平成 19 年）年 1 月にソ
ウルにおいて開催された（我が国からは伊吹文部科学大臣が出席）【平成 19 年版白書
3-3-4-2】。




したほか、第 12 回日中科学技術協力委員会（次官級）を 2008 年（平成 20 年）2 月
に東京で開催した【平成 20 年版白書 2-3-4-2】。
 2009 年（平成 21 年）5 月、第 2 回日韓中科学技術協力担当大臣会合を東京において
開催し、文部科学大臣が議長を務めた【平成 23 年版白書 2-3-4-2】。同会合の議論を
受けて、地球規模課題や北東アジア地域で重要な課題を解決するべく、3か国の「共
同研究協力プログラム（JRCP）」の創設や「若手研究者のワークショップ」の開催等
が合意された【平成 23 年版白書 2-3-4-2】。
 なお、同日に行われた日中科学技術協力担当大臣会合で、地震防災分野における科学
技術協力の強化に関する覚書を締結した（2011 年（平成 23 年）1 月より、「戦略的国
際科学技術協力推進事業」の地震防災分野で公募開始）【平成 23 年版白書 2-3-4-2】。
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同研究協力プログラム（JRCP）」の創設や「若手研究者のワークショップ」の開催等
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 日中韓 3 か国のグリーンテクノロジーの分野における研究状況の共有やネットワー
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クの構築を目的とした「日中韓グリーンテクノロジーフォーラム」が 2012 年（平成





 アジア諸国とは密接な協力が進められているが、韓国とは 1970 年に行なわれた第 2
回日韓科学大臣会議において科学技術情報、原子力平和利用、海洋開発、粘土鉱物資
源などの分野における協力に関する 7 項目の合意事項を内容とする共同声明が採択
された【昭和 46 年版白書 3-4-4】。
 昭和 43 年 9 月、ソウルで開催された鍋島・金両長官の第 1 回日韓科学技術大臣会談
以来、5 回の大臣会談と 9 回の実務者会議が開催された【昭和 56 年版白書 2-4-2-2】。
 現在、同会談を通じ、資源・エネルギー、農林水産、原子力安全、科学技術情報、理
工学的分野、環境、防災科学分野などの各分野での協力を行うとともに、両国の各機
関間の協力などを行っている【昭和 56 年版白書 2-4-2-2】。
 1984 年 9 月に全斗煥大統領が訪日した際に、中曽根総理との共同声明の中で科学技
術協力協定の締結交渉を開始することが合意され、これに基づいて同年 12 月に第 1
回締結交渉が東京で開催された【昭和 60 年版白書 2-4-4-3】。
 1984 年 9 月に全斗煥大統領が訪日した際に、中曽根総理との共同声明の中で科学技
術協力協定の締結交渉を開始することが合意され、これを受け、1985 年 12 月に「日
韓科学技術協力協定」が締結され、それに基づき 1986 年 8 月第 1 回日韓科学技術協
力委員会が開催された【昭和 62 年版白書 2-4-4-3】。また、1986 年 12 月に開催された
日韓定期閣僚会議においても科学技術が取り上げられた【昭和 62年版白書 2-4-4-3】。
 原子力の分野においては、昭和 60 年 8 月に日本原子力研究所と韓国エネルギー研究
所との間に原子力安全性研究分野に関する実施取決が締結され、協力が実施された
【昭和 63 年版白書 2-4-4-3】。





 韓国とは日韓科学技術担当局長会合を 2008 年（平成 20 年）1 月にソウルで開催し、
ライフサイエンス分野における協力について合意した【平成 20 年版白書 2-3-4-2】。









なわれている。人工降雨については、昭和 39 年 12 月にわが国からフィリピンに調査
団を派遣し、昭和 40 年 10～11 月には同国科学者が実験施設などの視察のため来日し








 インドネシアとの協力については、1981 年 1 月に「日本・インドネシア科学技術協




 1983 年 4 月より、日本原子力研究所とインドネシア原子力庁の間で放射線加工処理
の分野における二国間の研究協力が実施されることとなった【昭和 59 年版白書
2-4-4-3】。
 中曽根内閣総理大臣は、昭和 58 年 4 月 30 日から 5 月 10 日にかけて、アセアン 5 カ
国(インドネシア、マレイシア、フィリピン、シンガボール、タイ)及びブルネイ (昭




和 59 年版白書 2-4-2-1】。
 ASEAN 科学技術委員会(COST)議長からの要請に基づき、2001 年(平成 13 年)5 月プノ
ンペンにて、ASEAN 加盟国に、日本、中国、韓国の 3 カ国を加えた ASEAN＋3 の初
会合が開催された【平成 14 年版白書 3-4-1-2】。
 シンガポールとの間では、科学技術協力協定相当の内容を含む日シンガポール新時代
経済連携協定(JSEPA)が 2002 年(平成 14 年)1 月に署名され、同年 11 月に発効した【平




成 16 年版白書 3-4-1-2】。
 2006 年（平成 18 年）8 月に日ベトナム科学技術協力協定を締結し、第 1 回日・ベト
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成 16 年版白書 3-4-1-2】。
 2006 年（平成 18 年）8 月に日ベトナム科学技術協力協定を締結し、第 1 回日・ベト
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 インドネシアとの間では、2006 年（平成 18 年）12 月に我が国主導の下、アジアの防
災科学技術専門家が一堂に会してアジア防災科学技術フォーラムをジャカルタで開
催した【平成 19 年版白書 3-3-4-2】。
5）インド
 1985 年 8 月に締結された科学技術協力協定に基づく第 1 回合同委員会が 1986 年 9 月
デリーで開催され、協力可能な分野として災害の予防、予知等が確認された【昭和
58 年版白書 2-4-3-1】。
 第 7 回日印科学技術協力合同委員会（平成 17 年 11 月）を受けて、2006 年（平成 18
年）に文部科学省、外務省の共催により東京で開催した科学技術分野の行政官、研究
者等による日印科学技術イニシアティブ会合の成果として、2007年度（平成 19年度）
より ICT分野において日印共同研究への支援を開始した【平成 20年版白書 2-3-4-2】。
6）オーストラリア
 日豪科学技術交流では、昭和 35 年より科学技術者の交流および科学技術情報の交換
を行なっている【昭和 41 年版白書 4-1-3】。
 科学技術者の交流については、連邦科学技術研究庁(CSIRO)との間で行なわれており、
現在、毎年日本側へ1名、オーストラリア側へ2名の研究者の交流が行なわれており、
この他、科学技術関係者の交流も行なわれている【昭和 41 年版白書 4-1-3】。科学技
術情報の交換については、CSIRO と日本科学技術情報センターとの間で必要な情報
の交換を行なっている【昭和 41 年版白書 4-1-3】。
 オーストラリアとの協力では、1972 年 2 月、日豪原子力協定が締結され、天然ウラ
ンの対日供給等が行なわれることとなった【昭和 48 年版白書 3-4-5】。
 1978 年 6 月にオーストラリアで開催された第 5 回日豪閣僚委員会で「エネルギー研
究開発等にかかわる協力協議機構」の設置が決定され、第 1 回協議が同年 8 月、東京
で開催され、両国の状況の説明等がなされた【昭和 53 年版白書 2-4-2-1】。
 科学技術分野における研究開発協力を一層促進するため、1980 年 11 月に協力の枠組
を定める「日豪科学技術研究開発協力協定」が締結された【昭和 56年版白書 2-4-2-1】。
 原子力分野においては、我が国にとって天然ウランの主要供給国であるオーストラリ
アは、1977 年 5 月及び 8 月に新保障措置政策を発表し、その具体化のため我が国を
含む関係諸国と原子力協力協定の改正・締結交渉を続けてきたが、我が国とは 3 年余
りの交渉を経て、1982 年 3 月に新協定の署名が行われた【昭和 57 年版白書 2-4-2-1】。
この新協定では、再処理、第三国移転について長期的・包括的事前同意方式が取り入
れられている【昭和 57 年版白書 2-4-2-1】。
 1982 年 3 月に新協定の署名が行われ、同協定は同年 8月発効した【昭和 58 年版白書
2-4-3-1】。
 原子力分野においては、我が国にとって天然ウランの主要供給国であるオーストラリ
アは、1977 年 5 月に新保障措置政策を発表し、その具体化のため我が国を含む関係
諸国と原子力協力協定の改正・締結交渉を続けてきたが、我が国とは 3 年余りの交渉
を経て、1982 年 3 月に新協定の署名が行われ、同協定は同年 8月発効した【昭和 58
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年版白書 2-4-3-1】。この新協定では、再処理、第三国移転について長期的・包括的事
前同意方式が取り入れられている【昭和 58 年版白書 2-4-3-1】。
 オーストラリアとの間では、日豪科学技術研究開発協力協定に基づき、2001 年(平成
13 年)6 月に第 10 回日豪科学技術協力合同委員会が開催され、両国の科学技術政策、
協力活動等について情報交換が行われた【平成 14 年版白書 3-4-1-2】。
7）ニュージーランド
 2009 年（平成 21 年）10 月にニュージーランドとの科学技術協力協定が締結されると
ともに、オーストラリア、イスラエル、南アフリカ、ブラジル等との間でも科学技術
協力協定等に基づいた情報交換、研究者の交流、共同研究の実施等の協力が進められ





宙センター(CNES)による受信、ESRO の衛星 TD-1 のデータの郵政省電波研究所によ
る受信等、相互の協力を行なった【昭和 48 年版白書 2-5-2-2】。
 我が国と欧州宇宙研究機構(ESRO)は、1972 年に双方間で書簡の交換を行い、これに
基づき、宇宙科学技術及び宇宙計画に関する情報の交換、専門家の交換及び双方間に
関心のある一般的問題等の協議を行うこととなった【昭和 49 年版白書 2-4-2-2】。
 1973 年 10 月、東京で第 1 回行政官会議が開催され、協力可能と考えられる分野につ
いて共同研究等を図ることとした【昭和 49 年版白書 2-4-2-2】。
 我が国と欧州宇宙機関(ESA、1974 年に欧州宇宙研究機構(ESRO)と欧州ロケット開発
機構(ELDO)の合併により設立された。)は、1972 年の交換公文に基づき、1975 年 7
月に第 2 回行政官会議を東京で開催した【昭和 51 年版白書 2-4-2-1】。
 1982 年及び 1984 年に開催された、日・ECハイレベル協議において、EC 側より科学
技術協力の実施について提案があり、核融合等のテーマについての協力の進め方が合
意された【昭和 61 年版白書 2-4-5-1】。
 1985 年 11 月に東京で開催された、日・EC閣僚会議においては、竹内大臣の出席のも
とに科学技術協力についても協議が行われた【昭和 61 年版白書 2-4-5-1】。核融合等
の分野について更に協力を進めていくことが合意された他、若手研究者の交流等につ
いても検討を進めていくこととされた【昭和 61 年版白書 2-4-5-1】。
 1986 年 12 月にブラッセルで開催された、日・EC 委閣僚会議においては、三ツ林科
学技術庁長官の出席のもとに科学技術協力についても協議が行われ、若手研究者の交
流等について検討を進めていくこととされた他、核融合協力協定については早期締結
について基本的に合意がなされ、1989 年 2 月同協定が締結された【平成元年版白書
2-3-4-1】。
 日・EU 間では、従来、日・EC 閣僚会議及び日・EU ハイレベル協議においても科学
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 インドネシアとの間では、2006 年（平成 18 年）12 月に我が国主導の下、アジアの防
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催した【平成 19 年版白書 3-3-4-2】。
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技術協力が取り上げられてきており、1994 年 6 月、両者の科学技術協力を促進する
ことを目的として日・EC 科学技術フォーラムを開催した【平成 6 年版白書 3-4-4-1】。
 2009 年（平成 21 年）11 月、EC との間で日 EC科学技術協力協定の署名が行われた【平
成 22 年版白書 2-3-4-2】。
 EU との間では、2009 年（平成 21 年）11 月に署名され、2011 年（平成 23 年）3 月
に発効した科学技術協力協定に基づき、同年 6 月に第 1 回の日 EU科学技術協力合同
委員会を開催し、同委員会において希少元素代替材料分野での共同研究支援を決定し
た【平成 24 年版白書 2-3-3-2】。
 また、2011 年（平成 23 年）1 月より、我が国は、FP7 における国際協力プロジェク










 昭和 45 年 6 月開催された第 2 回日英原子力会議において、高速増殖炉の分野におけ
る情報交換の継続強化および新型転換炉の開発に関する協力の継続について合意が
なされ、また、日本原子力研究所および動力炉・核燃料開発事業団と英国原子力公社
との間における新日英高速炉協定が調印された【昭和 46 年版白書 3-4-4】。
 イギリスとの間においては、これまで、3 回の日英科学技術協力会合を開催していた
が、1994 年 6 月両国の科学技術協力を一層強化するため、日英科学技術協力協定が
締結された【平成 6 年版白書 3-4-4-1】。
 1995 年(平成 7 年)12 月には東京で第 1 回日英科学技術合同委員会が開催され、両国
の科学技術政策等幅広い意見交換が行われた【平成 8 年版白書 3-6-1】。
 2003 年(平成 15 年)7 月にブレア首相が来日して小泉首相との間で行われた日英首脳
会談において、両首脳間で科学技術、環境、情報通信技術の分野における協力を強化
することで意見が一致し、共同声明が出された【平成 16 年版白書 3-4-1-3】。
3）フランス
 フランスとの協力については、昭和 40 年 7 月の日仏両国政府交換書簡にもとづき、
高速炉に関する情報交換および技術協力を行なうための取極めが、動力炉・核燃料開
発事業団とフランス原子力庁との間で調印されたほか、日本原子力研究所においても、
フランス原子力庁との間の放射線化学における協力取極めを昭和 43 年 5 月より、さ
らに 3 年間延長するなど、日仏間の原子力協力は近年活発に進められている【昭和
34 昭和 33 年 12 月発効、10 年間有効
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45 年版白書 2-3-2-(2)】。
 昭和 40 年の政府間の交換書簡に沿い、日仏間原子力協力が進められてきたが、昭和







具体化のための検討が行われている【昭和 49 年版白書 2-4-2-2】。
 日仏文化協定に基づく日仏文化混合委員会の下に 1972 年には科学小委員会が設けら
れ、日仏間の科学技術協力について検討が行われている【昭和 49 年版白書 2-4-2-2】。
 1974 年 7 月、日仏科学技術協力協定が締結され、引き続いて、第 1 回日仏科学技術
混合委員会が開催された【昭和 50 年版白書 2-4-2-2】。同協定の下で、基礎科学、生
物学医学(ライフサイエンス)、海洋科学技術等の分野で協力活動が進められている
【昭和 50 年版白書 2-4-2-2】。
 日独高速増殖炉協カプロジェクトに 1978 年 6 月、フランスが参加することになった
【昭和 54 年版白書 2-4-2-1】。
 バイオテクノロジー分野では、1984 年 1 月、理化学研究所とパスツール研究所との
間で、長期機関間協力取極が締結され協力が進められている【昭和 59 年版白書
2-4-4-1】。
 平成 3 年 6 月、新日仏科学技術協力協定が締結されたが、これは、両国における最近
の科学技術の発展がもたらした新たな機会を捉らえ、両国間の科学技術協力を一層進
展させるため、昭和 49 年に締結された旧協定を改正したものである【平成 3 年版白
書 3-3-4-1】。
 この新協定のもとで、閣僚レベルによるハイレベル代表者会合、有識者による合同諮
問委員会、実務者による合同委員会が開催されている【平成 5 年版白書 3-4-4-1】。こ
のうち 1993 年 6 月の第 1 回合同委員会では、本協定下での協カテーマが合意される
とともに、両国の科学技術政策等について意見交換がおこなわれた【平成 5 年版白書
3-4-4-1】。
 1996 年(平成 8 年)11 月のシラク大統領来日の際、両国間の協力強化に係る共同イニ
シアティブを文書にまとめた「21世紀に向けての日仏協力 20の措置」に両国首脳間
で署名した【平成 9 年版白書 3-2-5-1】。
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 EU との間では、2009 年（平成 21 年）11 月に署名され、2011 年（平成 23 年）3 月
に発効した科学技術協力協定に基づき、同年 6 月に第 1 回の日 EU 科学技術協力合同
委員会を開催し、同委員会において希少元素代替材料分野での共同研究支援を決定し
た【平成 24 年版白書 2-3-3-2】。
 また、2011 年（平成 23 年）1 月より、我が国は、FP7 における国際協力プロジェク










 昭和 45 年 6 月開催された第 2 回日英原子力会議において、高速増殖炉の分野におけ
る情報交換の継続強化および新型転換炉の開発に関する協力の継続について合意が
なされ、また、日本原子力研究所および動力炉・核燃料開発事業団と英国原子力公社
との間における新日英高速炉協定が調印された【昭和 46 年版白書 3-4-4】。
 イギリスとの間においては、これまで、3 回の日英科学技術協力会合を開催していた
が、1994 年 6 月両国の科学技術協力を一層強化するため、日英科学技術協力協定が
締結された【平成 6 年版白書 3-4-4-1】。
 1995 年(平成 7 年)12 月には東京で第 1 回日英科学技術合同委員会が開催され、両国
の科学技術政策等幅広い意見交換が行われた【平成 8 年版白書 3-6-1】。
 2003 年(平成 15 年)7 月にブレア首相が来日して小泉首相との間で行われた日英首脳
会談において、両首脳間で科学技術、環境、情報通信技術の分野における協力を強化
することで意見が一致し、共同声明が出された【平成 16 年版白書 3-4-1-3】。
3）フランス
 フランスとの協力については、昭和 40 年 7 月の日仏両国政府交換書簡にもとづき、
高速炉に関する情報交換および技術協力を行なうための取極めが、動力炉・核燃料開
発事業団とフランス原子力庁との間で調印されたほか、日本原子力研究所においても、
フランス原子力庁との間の放射線化学における協力取極めを昭和 43 年 5 月より、さ
らに 3 年間延長するなど、日仏間の原子力協力は近年活発に進められている【昭和
34 昭和 33 年 12 月発効、10 年間有効
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45 年版白書 2-3-2-(2)】。
 昭和 40 年の政府間の交換書簡に沿い、日仏間原子力協力が進められてきたが、昭和







具体化のための検討が行われている【昭和 49 年版白書 2-4-2-2】。
 日仏文化協定に基づく日仏文化混合委員会の下に 1972 年には科学小委員会が設けら
れ、日仏間の科学技術協力について検討が行われている【昭和 49 年版白書 2-4-2-2】。
 1974 年 7 月、日仏科学技術協力協定が締結され、引き続いて、第 1 回日仏科学技術
混合委員会が開催された【昭和 50 年版白書 2-4-2-2】。同協定の下で、基礎科学、生
物学医学(ライフサイエンス)、海洋科学技術等の分野で協力活動が進められている
【昭和 50 年版白書 2-4-2-2】。
 日独高速増殖炉協カプロジェクトに 1978 年 6 月、フランスが参加することになった
【昭和 54 年版白書 2-4-2-1】。
 バイオテクノロジー分野では、1984 年 1 月、理化学研究所とパスツール研究所との
間で、長期機関間協力取極が締結され協力が進められている【昭和 59 年版白書
2-4-4-1】。
 平成 3 年 6 月、新日仏科学技術協力協定が締結されたが、これは、両国における最近
の科学技術の発展がもたらした新たな機会を捉らえ、両国間の科学技術協力を一層進
展させるため、昭和 49 年に締結された旧協定を改正したものである【平成 3 年版白
書 3-3-4-1】。
 この新協定のもとで、閣僚レベルによるハイレベル代表者会合、有識者による合同諮
問委員会、実務者による合同委員会が開催されている【平成 5 年版白書 3-4-4-1】。こ
のうち 1993 年 6 月の第 1 回合同委員会では、本協定下での協カテーマが合意される
とともに、両国の科学技術政策等について意見交換がおこなわれた【平成 5 年版白書
3-4-4-1】。
 1996 年(平成 8 年)11 月のシラク大統領来日の際、両国間の協力強化に係る共同イニ
シアティブを文書にまとめた「21世紀に向けての日仏協力 20の措置」に両国首脳間
で署名した【平成 9 年版白書 3-2-5-1】。








声明に基づく協力が行なわれているが、この一環として 1970 年 6 月わが国で日独宇
宙専門家会議が開かれた。また、同年 5 月には、ドイツ連邦議員団が来日し、科学技






きており、更に具体的に協力関係を推進するため、1974 年 10 月、日独科学技術協力
協定が締結された【昭和 50 年版白書 2-4-2-2】。協力分野は、海洋科学技術、新エネ
ルギー、原子炉安全、生物学医学科学技術、原子力船、環境保護技術等で、専門部会
方式により実施されることになっている【昭和 50 年版白書 2-4-2-2】。
 1977 年 4 月に第 3 回、1978 年 9 月に第 4 回の科学技術合同委員会が東京及びボンで
それぞれ開催され、海洋科学技術、原子力の安全性研究、高温ガス炉、生物学・医学、
環境保護技術、新エネルギー技術、情報ドキュメンテーションなどの分野で協力活動
が進められている【昭和 53 年版白書 2-4-2-1】。




和 60 年版白書 2-4-4-1】。
 日独高速増殖炉協カプロジェクトに 1978 年 6 月、フランスが参加することになった
【昭和 54 年版白書 2-4-2-1】。
 昭和 49 年 10 月に旧西ドイツとの間で締結された日独科学技術協力協定に基づいて、
原子力エネルギー、ライフサイエンス、海洋科学技術等の分野で協力が行われてきた
が、平成 2 年 10 月の東西ドイツの統合により、同協定が統一ドイツ全領域に適用さ
れることとなったことが確認され、今後は統一ドイツ全体との協力の進展が期待され
る【平成 3 年版白書 3-3-4-1】。
 日独両首脳の合意により 1994 年(平成 6 年)12 月には、ハイテクと環境技術分野にお
ける両国の産業界、学界の協力強化を目的に「ハイテク及び環境技術に関する日独協
力評議会」が発足し、1995 年(平成 7 年)7 月には第 2 回会合が開催され、当該分野に
おける今後の協力の可能性について検討している【平成 8 年版白書 3-6-1】。
 1996 年(平成 8 年)11 月に東京で行われた日独首脳会談においては、「評議会」の中間
報告書のほか、日独環境保護協力協定の締結に向けて交渉を開始することについても
歓迎された【平成 9 年版白書 3-2-5-1】。
 環境分野での新しい協力も枠組みとして、1997 年(平成 9 年)8 月には、日独環境保護
協力協定が締結された【平成 10 年版白書 3-2-5-1】。





 両国との科学技術協力をより一層促進するため、1996 年(平成 8 年)11 月に日蘭科学
技術協力協定に署名した【平成 9 年版白書 3-2-5-1】。
 1997年(平成 9年)6月に締結した日蘭科学技術協力協定に基づき、1998年(平成 10年)9
月ハーグにおいて第 1 回合同委員会を開催した【平成 11 年版白書 3-2-6】。
6）北欧





 日フィンランド科学技術協力会合を 1996 年(平成 8 年)1 月に、日スイス科学技術協力
会合を 1996 年(平成 8 年)5 月に開催し、それぞれの国との間の具体的科学技術協力に
ついて検討を行った【平成 9 年版白書 3-2-5-1】。
 フィンランドとの間では、両国の科学技術協力をより一層推進するため、1997 年(平
成 9 年)9月に日・フィンランド科学技術協定が締結された【平成 10年版白書 3-2-5-1】。
 フィンランドとの間では、1998 年(平成 10 年)9 月にヘルシンキにおいて第 1 回合同
委員会を開催した【平成 11 年版白書 3-2-6】。
 スウェーデンとの間では、両国の科学技術協力をより一層推進するため、1999 年(平
成 11 年)1 月に日スウェーデン科学技術協力協定が締結された【平成 11 年版白書
3-2-6】。
 日・スウェーデン科学技術協力協定に基づいて 2000 年(平成 12 年)10 月にストックホ
ルムで第 1 回合同委員会が開催され、両国の科学技術政策、日スウェーデンセミナー
等今後の協力方策について意見交換を行った【平成 13 年版白書 3-4-1-3】。
 ノルウェーとの間では、2003 年(平成 15 年)5 月に日ノルウェー科学技術協力協定が、
南アフリカ共和国との間で 2003 年(平成 15 年)8 月に日・南ア科学技術協力協定がそ
れぞれ新たに締結されるなど、我が国は、世界 40 か国との間で科学技術協力協定な
どの国際約束に基づき、二国間における幅広い科学技術協力を実施するとともに、多
国間の科学技術・学術協力を推進している【平成 16 年版白書 3-4-1-3】。
 2004 年５月、日・南ア科学技術協力協定に基づき、日・南ア科学フォーラム及び第
１回科学技術合同委員会が開催された【平成 17 年版白書 3-4-1-3】。
7）中欧・南欧
 イタリアとは文化協定に基いて、科学技術交流が行なわれているほか、昭和 45 年 4
月宇宙開発について調査団が来日し、わが国関係者と会談した【昭和 46 年版白書
3-4-4】。
 イタリアとは、1988 年 10 月 7 日に「日伊科学技術協力協定」が締結された【平成元
年版白書 2-3-4-1】。
 協定に基づく第 1 回合同委員会が 1989 年 3 月に開催され、新材料、バイオテクノロ
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声明に基づく協力が行なわれているが、この一環として 1970 年 6 月わが国で日独宇
宙専門家会議が開かれた。また、同年 5 月には、ドイツ連邦議員団が来日し、科学技






きており、更に具体的に協力関係を推進するため、1974 年 10 月、日独科学技術協力
協定が締結された【昭和 50 年版白書 2-4-2-2】。協力分野は、海洋科学技術、新エネ
ルギー、原子炉安全、生物学医学科学技術、原子力船、環境保護技術等で、専門部会
方式により実施されることになっている【昭和 50 年版白書 2-4-2-2】。
 1977 年 4 月に第 3 回、1978 年 9 月に第 4 回の科学技術合同委員会が東京及びボンで
それぞれ開催され、海洋科学技術、原子力の安全性研究、高温ガス炉、生物学・医学、
環境保護技術、新エネルギー技術、情報ドキュメンテーションなどの分野で協力活動
が進められている【昭和 53 年版白書 2-4-2-1】。




和 60 年版白書 2-4-4-1】。
 日独高速増殖炉協カプロジェクトに 1978 年 6 月、フランスが参加することになった
【昭和 54 年版白書 2-4-2-1】。
 昭和 49 年 10 月に旧西ドイツとの間で締結された日独科学技術協力協定に基づいて、
原子力エネルギー、ライフサイエンス、海洋科学技術等の分野で協力が行われてきた
が、平成 2 年 10 月の東西ドイツの統合により、同協定が統一ドイツ全領域に適用さ
れることとなったことが確認され、今後は統一ドイツ全体との協力の進展が期待され
る【平成 3 年版白書 3-3-4-1】。
 日独両首脳の合意により 1994 年(平成 6 年)12 月には、ハイテクと環境技術分野にお
ける両国の産業界、学界の協力強化を目的に「ハイテク及び環境技術に関する日独協
力評議会」が発足し、1995 年(平成 7 年)7 月には第 2 回会合が開催され、当該分野に
おける今後の協力の可能性について検討している【平成 8 年版白書 3-6-1】。
 1996 年(平成 8 年)11 月に東京で行われた日独首脳会談においては、「評議会」の中間
報告書のほか、日独環境保護協力協定の締結に向けて交渉を開始することについても
歓迎された【平成 9 年版白書 3-2-5-1】。
 環境分野での新しい協力も枠組みとして、1997 年(平成 9 年)8 月には、日独環境保護
協力協定が締結された【平成 10 年版白書 3-2-5-1】。





 両国との科学技術協力をより一層促進するため、1996 年(平成 8 年)11 月に日蘭科学
技術協力協定に署名した【平成 9 年版白書 3-2-5-1】。
 1997年(平成 9年)6月に締結した日蘭科学技術協力協定に基づき、1998年(平成 10年)9
月ハーグにおいて第 1 回合同委員会を開催した【平成 11 年版白書 3-2-6】。
6）北欧





 日フィンランド科学技術協力会合を 1996 年(平成 8 年)1 月に、日スイス科学技術協力
会合を 1996 年(平成 8 年)5 月に開催し、それぞれの国との間の具体的科学技術協力に
ついて検討を行った【平成 9 年版白書 3-2-5-1】。
 フィンランドとの間では、両国の科学技術協力をより一層推進するため、1997 年(平
成 9 年)9月に日・フィンランド科学技術協定が締結された【平成 10年版白書 3-2-5-1】。
 フィンランドとの間では、1998 年(平成 10 年)9 月にヘルシンキにおいて第 1 回合同
委員会を開催した【平成 11 年版白書 3-2-6】。
 スウェーデンとの間では、両国の科学技術協力をより一層推進するため、1999 年(平
成 11 年)1 月に日スウェーデン科学技術協力協定が締結された【平成 11 年版白書
3-2-6】。
 日・スウェーデン科学技術協力協定に基づいて 2000 年(平成 12 年)10 月にストックホ
ルムで第 1 回合同委員会が開催され、両国の科学技術政策、日スウェーデンセミナー
等今後の協力方策について意見交換を行った【平成 13 年版白書 3-4-1-3】。
 ノルウェーとの間では、2003 年(平成 15 年)5 月に日ノルウェー科学技術協力協定が、
南アフリカ共和国との間で 2003 年(平成 15 年)8 月に日・南ア科学技術協力協定がそ
れぞれ新たに締結されるなど、我が国は、世界 40 か国との間で科学技術協力協定な
どの国際約束に基づき、二国間における幅広い科学技術協力を実施するとともに、多
国間の科学技術・学術協力を推進している【平成 16 年版白書 3-4-1-3】。
 2004 年５月、日・南ア科学技術協力協定に基づき、日・南ア科学フォーラム及び第
１回科学技術合同委員会が開催された【平成 17 年版白書 3-4-1-3】。
7）中欧・南欧
 イタリアとは文化協定に基いて、科学技術交流が行なわれているほか、昭和 45 年 4
月宇宙開発について調査団が来日し、わが国関係者と会談した【昭和 46 年版白書
3-4-4】。
 イタリアとは、1988 年 10 月 7 日に「日伊科学技術協力協定」が締結された【平成元
年版白書 2-3-4-1】。
 協定に基づく第 1 回合同委員会が 1989 年 3 月に開催され、新材料、バイオテクノロ
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ジー等 13 分野について協力を行うことが合意された【平成元年版白書 2-3-4-1】。
 1985 年 12 月に開催された第 3 回日・伊経済関係事務レベル協議により科学技術協力
が取り上げられ協力が推進されていたが、両国間の科学技術協力をより一層推進させ
るため、1988 年 10 月に日伊科学技術協力協定を締結し、これに基づきこれまで 2 回
の合同委員会が開催されており、新材料、人工知能、バイオテクノロジー等の分野に
おいて協力が行われている【平成 2 年版白書 4-3-4-1】。
 スイスからは昭和 41 年度に電子工学関係 4 名の教授からなる視察団が来日した【昭





者の交流が行なわれている【昭和 41 年版白書 4-1-3】。
 1973 年 10 月には、ソ連との間で、日ソ科学技術協力協定が締結された【昭和 49 年
版白書 2-4-2-2】。
 1973 年 10 月に締結された「日ソ科学技術協力協定」に基づいて、第 1 回日ソ科学技
術協力委員会の開催のための検討が行われている。また、「我が国研究機関とソ連科
学アカデミー研究機関との学者研究者の交換に関する交換公文」に基づいた研究者な
どの交流も行っている【昭和 51 年版白書 2-4-2-1】。
 1973 年 10 月に締結された「日ソ科学技術協力協定」に基づいて、第 1 回日ソ科学技
術協力委員会が 1978 年 1 月に東京で開催された【昭和 53 年版白書 2-4-2-1】。
 「日・ソ文化交流取極に基づく研究者交換取極」に基づいた研究者の交流も行ってい
る【昭和 56 年版白書 2-4-2-1】。
 「日・ソ文化交流取極」に基づき研究者の交流を行っている【昭和 57年版白書 2-4-2-2】。
 1987 年 12 月に発効した「学者・教員及び研究員の交換に関する日ソ間の交換公文」
等に基づき研究者の交流を行っている【昭和 63 年版白書 2-4-4-2】。
 原子力の分野については、1987 年 12 月に開催された日ソ科学技術協力委員会第 4 回
会議において、プラズマ物理及び核融合の分野等で協力することが合意された【昭和
63 年版白書 2-4-4-2】。
 原子力の分野については、1987 年 12 月に開催された日ソ科学技術協力委員会第 4 回
会議において、プラズマ物理及び核融合の分野等で協力することが合意されており、
1988年 12月に 4大トマカク装置の 1つであるT-15が運転を開始したことを受けて、
今後、情報交換等の研究協力を進めるための準備作業が進められた【平成元年版白書
2-3-4-2】。
 平成 3 年末にソ連邦は解体したが、ロシアはソ連邦と継続性を有する同一の国家であ
ることから、日ソ科学技術協力協定等はロシアとの間で引き続き有効である【平成 4
年版白書 3-3-4-1】。




協力を開始することが合意された【平成 5 年版白書 3-3-4-1】。
 1993 年(平成 5 年)10 月、エリツィン・ロシア大統領訪日に際し、日ロ宇宙協力協定
が締結された【平成 9 年版白書 3-2-5-2】。
 1993 年(平成 5 年)10 月、エリツィン・ロシア大統領訪日に際し、日ロ宇宙協力協定
が締結され 1998 年(平成 10 年)4 月には第 1 回日ロ宇宙協力合同委員会が開催された
【平成 11 年版白書 3-2-6】。
 1973 年(昭和 48 年)10 月に締結された日ソ科学技術協力協定に基づき、これまで 7 回
の日ソ科学技術協力委員会と 5 回の日露科学技術協力委員会が開催されており、地球
科学、農林業などの分野で情報交換、専門官の派遣、セミナーの開催等の協力が行わ
れてきたが、2000 年(平成 12 年)9 月、旧協定にかわって、新しく日露科学技術協力
協定が締結された【平成 13 年版白書 3-4-1-5】。また、2000 年(平成 12 年)12 月には、
同協定に基づく、最初の科学技術協力委員会がモスクワで開催され、日露双方の協力
に関する積極的な意見交換が行われた【平成 13 年版白書 3-4-1-5】。
2）東欧
 チェコスロバキアも昭和 41 年 3 月に 9 名からなる科学技術調査団が来日した。ブル
ガリアについても、建築技術関係の調査団が昭和 40 年 10 月に、また化学、電子工学
関係の調査団が昭和 41 年 9 月に来日した。このほかにもユーゴスラヴイアから交流
希望の申し出があった【昭和 41 年版白書 4-1-3】。
 近年、東欧諸国からの我が国に対する科学技術協力の要請は強く、1975 年 4 月には
ルーマニアとの間で科学技術の分野における協力に関する取極めが結ばれたほか、チ
ェコスロバキア、ポーランド、ブルガリア等から科学技術協力協定の締結申し出があ
り、現在、協力方式等について検討が行われている【昭和 50 年版白書 2-4-2】。
 近年、東欧諸国からの我が国に対する科学技術協力の要請は強く、1979 年度にはハ
ンガリーと科学技術協力取極を締結し、その結果、東欧 7 か国のうち科学技術協力取
極ないし協定を締結した国は 6 か国となった【昭和 55 年版白書 2-4-2-2】。
 近年、東欧諸国からの我が国に対する科学技術協力の要請は強く、ルーマニアとの間
で、1975 年 4 月に科学技術協力取極を締結したのを始めとして、1977 年 11 月ドイツ
民主共和国、1978 年 8 月ブルガリア、1978 年 11 月チェッコスロヴァキア及びポーラ
ンド、1979 年 5 月ハンガリーとの間で、それぞれ同様な取極ないし協定を締結して
おり、それぞれ、科学者、研究者等の交流、情報の交換等を中心に徐々に活発な協力
を進めてきている【昭和 56 年版白書 2-4-2-1】。
 1978 年 11 月ポーランド、1981 年 5 月ユーゴスラヴイア(発効は、1982 年 2 月)との




【平成 6 年版白書 3-4-4-1】。
 1994 年 9 月にハンガリーと第 2 回日・ハ科学技術協力政府間協議が開催され、日・
ハ科学技術協力取極の下での協カテーマ及び両国の科学技術政策について意見交換
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ジー等 13 分野について協力を行うことが合意された【平成元年版白書 2-3-4-1】。
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を行った【平成 6 年版白書 3-4-4-1】。
 2010 年（平成 22 年）2 月にはハンガリーとの科学技術協力協議会を開催した【平成
22 年版白書 2-3-4-2】。
 1994 年 9 月にポーランドと日・ポ科学技術協力政府間協議準備会合が開催され、今
後の日ポ間科学技術協力の進め方について議論を行った【平成 6 年版白書 3-4-4-1】。
 2011 年（平成 23 年）1 月にはポーランドとの科学技術協力協議、同年 2 月にオラン
ダと科学技術協力合同委員会を開催した【平成 23 年版白書 2-3-4-2】。
 1998 年(平成 10 年)1 月にチェッコ、ルーマニア及びブルガリアとそれぞれ第 1 回科
学技術協力政府間協議が開催され、科学技術協力取極の下での協力テーマ及び両国の
科学技術政策について意見交換を行った【平成 10 年版白書 3-2-5-2】。
 2011 年（平成 23 年）には、ウクライナとの間で科学技術協力合同委員会を開催した
【平成 24 年版白書 2-3-3-2】。
(9) 中東・アフリカとの協力
 1994 年(平成 6 年)12 月に締結された日イスラエル科学技術協力協定に基づき、1998
年(平成 10 年)6 月に東京にて第 2 回協力委員会を開催し、協力を進めている【平成
11 年版白書 3-2-6】。
 2008 年（平成 20 年）10 月に開催した日本アフリカ科学技術大臣会合において、科学
技術はアフリカの抱える諸問題を解決するために重要であるとの認識を共有し、科学
技術分野における相互理解の促進及び科学技術協力の拡大などを図ることとなった
【平成 21 年版白書 2-3-4-2】。
 2010 年（平成 22 年）6 月にエジプトとの科学技術協力協定が締結されるとともに、
オーストラリア、イスラエル、南アフリカ、ブラジル等との間でも科学技術協力協定
等に基づいた情報交換、研究者の交流、共同研究の実施等の協力が進められている。
【平成 23 年版白書 4-2-5-4】
(10) 様々な国際共同研究・調査等
 国際インド洋調査(International Indian Ocean Expedition: IIOE)は国際学術連合会議
(ICSU)海洋学特別委員会(SCO R)の 1958年 9月の第 1回会議において提案された。【昭
和 40 年版白書 1-3-1-5】
 1960 年(昭和 35 年)、国際測地学地球物理学連合(IUGG)および国際地球観測委員会
(CIG)の会議において国際協力事業の一つとして国際地球内部開発計画(Upper 




 国際学術連合会議(ICSU)の国際地球観測委員会(CIC)は、1960 年 8 月の会合において
国際協力のもとに地球物理学全般にわたって世界的な観測を太陽活動極小期にあた
る 1964 年(昭和 39 年)1 月から 1965 年 12 月にかけて行なうことを決議し、IGY 参加
の各国に協力を要請した。この観測計画が太陽黒点極小期国際観測年、略称
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IQSY(International Year of the Quiet Sun: IQSY)である。【昭和 40年版白書 1-3-1-2】
 人類の福祉の生物学的基礎の研究を目標とする国際生物学事業計画(Internationa1
BiologicaI Program: IBP)の構想は 1959 年以来国際生物学連合(IUBS)を中心に練られ
ていたが、1964 年(昭和 39 年)7 月第 1 回の IBP 総会が開かれ事業の内容が審議され
IUBS に加盟する諸国の協力のもとに今後 8 年間の予定で協力研究を発足させること
についての同意が成立した。そして IBP 執行機関(S CIBP: Special Committee for IBP)
が正式に組織された。【昭和 40 年版白書 1-3-1-3】
 国際地球観測年の一環として昭和 31 年以来 6 回にわたり毎年継続実施されていた南
極観測事業は昭和 37 年の第 6 次観測をもって一応打切られたが、日本は南極地域の
平和利用を定めた南極条約の 12 の原加盟国の一つであり、昭和 37 年 2 月衆議院科学
技術振興対策特別委員会は観測の再開、恒久実施について決議し、さらに日本学術会
議は同年 5 月南極地域観測の再開について政府に勧告を行なった。【昭和 40 年版白書
1-3-1-4】
 国際学術連合会議(ICSU)は、天文学、生物学のほか 14 分野の国際学会が連合した会
議体であり、その任務は、1)自然科学の分野における国際学術諸連合の調整、活動の
促進、および 2)加盟国内諸団体の調整機関の中心として活動することにある。わが
国は、日本学術会議が、これに加入している【昭和 42 年版白書 5-2-1-1】。












めている【昭和 42 年版白書 5-2-1-2】。
 UNESCO の提唱による国際水文学 10年計画(IHD)について、わが国では、1967 年に
は資源調査会水資源部会などによりこれら各分野にわたる総括的 IHD 国内計画が作
成されている。【昭和 42 年版白書 5-2-1-2】




業がある。【昭和 42 年版白書 5-2-1-2】
 宇宙空間の探査および平和利用に関する国際協力は、先に述べた国連の宇宙空間平和
利用委員会を通じて進められているものと、政府間の了解に基づく共同プロジェクト
として進められているものとがある【昭和 42 年版白書 5-2-5】。
 宇宙空間平和利用委員会には、科学技術小委員会、航行サービス衛星ワーキング・グ
392
を行った【平成 6 年版白書 3-4-4-1】。
 2010 年（平成 22 年）2 月にはハンガリーとの科学技術協力協議会を開催した【平成
22 年版白書 2-3-4-2】。
 1994 年 9 月にポーランドと日・ポ科学技術協力政府間協議準備会合が開催され、今
後の日ポ間科学技術協力の進め方について議論を行った【平成 6 年版白書 3-4-4-1】。
 2011 年（平成 23 年）1 月にはポーランドとの科学技術協力協議、同年 2 月にオラン
ダと科学技術協力合同委員会を開催した【平成 23 年版白書 2-3-4-2】。
 1998 年(平成 10 年)1 月にチェッコ、ルーマニア及びブルガリアとそれぞれ第 1 回科
学技術協力政府間協議が開催され、科学技術協力取極の下での協力テーマ及び両国の
科学技術政策について意見交換を行った【平成 10 年版白書 3-2-5-2】。
 2011 年（平成 23 年）には、ウクライナとの間で科学技術協力合同委員会を開催した
【平成 24 年版白書 2-3-3-2】。
(9) 中東・アフリカとの協力
 1994 年(平成 6 年)12 月に締結された日イスラエル科学技術協力協定に基づき、1998
年(平成 10 年)6 月に東京にて第 2 回協力委員会を開催し、協力を進めている【平成
11 年版白書 3-2-6】。
 2008 年（平成 20 年）10 月に開催した日本アフリカ科学技術大臣会合において、科学
技術はアフリカの抱える諸問題を解決するために重要であるとの認識を共有し、科学
技術分野における相互理解の促進及び科学技術協力の拡大などを図ることとなった
【平成 21 年版白書 2-3-4-2】。
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【平成 23 年版白書 4-2-5-4】
(10) 様々な国際共同研究・調査等
 国際インド洋調査(International Indian Ocean Expedition: IIOE)は国際学術連合会議
(ICSU)海洋学特別委員会(SCO R)の 1958年 9月の第 1回会議において提案された。【昭
和 40 年版白書 1-3-1-5】
 1960 年(昭和 35 年)、国際測地学地球物理学連合(IUGG)および国際地球観測委員会
(CIG)の会議において国際協力事業の一つとして国際地球内部開発計画(Upper 




 国際学術連合会議(ICSU)の国際地球観測委員会(CIC)は、1960 年 8 月の会合において
国際協力のもとに地球物理学全般にわたって世界的な観測を太陽活動極小期にあた
る 1964 年(昭和 39 年)1 月から 1965 年 12 月にかけて行なうことを決議し、IGY 参加
の各国に協力を要請した。この観測計画が太陽黒点極小期国際観測年、略称
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IQSY(International Year of the Quiet Sun: IQSY)である。【昭和 40年版白書 1-3-1-2】
 人類の福祉の生物学的基礎の研究を目標とする国際生物学事業計画(Internationa1
BiologicaI Program: IBP)の構想は 1959 年以来国際生物学連合(IUBS)を中心に練られ
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IUBS に加盟する諸国の協力のもとに今後 8 年間の予定で協力研究を発足させること
についての同意が成立した。そして IBP 執行機関(S CIBP: Special Committee for IBP)
が正式に組織された。【昭和 40 年版白書 1-3-1-3】
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議は同年 5 月南極地域観測の再開について政府に勧告を行なった。【昭和 40 年版白書
1-3-1-4】
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議体であり、その任務は、1)自然科学の分野における国際学術諸連合の調整、活動の
促進、および 2)加盟国内諸団体の調整機関の中心として活動することにある。わが
国は、日本学術会議が、これに加入している【昭和 42 年版白書 5-2-1-1】。












めている【昭和 42 年版白書 5-2-1-2】。
 UNESCO の提唱による国際水文学 10年計画(IHD)について、わが国では、1967 年に
は資源調査会水資源部会などによりこれら各分野にわたる総括的 IHD 国内計画が作
成されている。【昭和 42 年版白書 5-2-1-2】




業がある。【昭和 42 年版白書 5-2-1-2】
 宇宙空間の探査および平和利用に関する国際協力は、先に述べた国連の宇宙空間平和
利用委員会を通じて進められているものと、政府間の了解に基づく共同プロジェクト
として進められているものとがある【昭和 42 年版白書 5-2-5】。
 宇宙空間平和利用委員会には、科学技術小委員会、航行サービス衛星ワーキング・グ
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ループおよび法律小委員会が設置されている【昭和 42 年版白書 5-2-5】。科学技術小
委員会においては、情報交換、国際諸計画の促進、国際ロケット発射施設の設置、教
育訓練、その他の科学技術上の諸問題について、WHO、ITU、UNESCO、COSPAR
等の国連専門機関の協力を得て検討を行なっている【昭和 42 年版白書 5-2-5】。
 国際学術連合会議の主な活動には、国際共同研究があるが、そのうち地球内部開発計
画(UMP:昭和 37 年 1 月～45 年 12 月)に完了し、現在は南極地域観測(昭和 32 年～現
在)、国際生物学事業計画(BP:昭和 40 年 1 月～49 年 6 月)、地球大気開発計画(GARP:







国際観視計画(MONSEE)等がある【昭和 50 年版白書 2-4-1】。また、1976 年から 1978
年まで国際的な太陽、地球系空間観測事業の一環として、国際磁気圏観測計画(IMS)
の推進を決定し、目下計画の調整を行っている【昭和 50 年版白書 2-4-1】。
 我が国が参加している国際協力事業としては、南極地域観測、モンスーン実験計画
(MONEX)、国際磁気圏観測計画(IMS)などがある【昭和 54 年版白書 2-4-1-3】。
 IOC は、加盟国の共同活動を通じ、海洋の性質及び資源に関する知識を増すための科
学調査を促進する活動を行っている【昭和 54 年版白書 2-4-1-1】。




年 2 月東京で開催され、具体的な調査・研究分野等が決定された【昭和 54 年版白書
2-4-1-1】。
 国際核燃料サイクル評価(INFCE)は、カーター米大統領の呼び掛け、及び 1977 年 5
月の先進 7 か国首脳会議での合意に基づき、核不拡散と原子力平和利用の両立のため
の方途の探究を目指し、1977 年 10 月に開始された。現在、各作業部会においてとり
まとめの段階に入っており、我が国は、英国と共に再処理・プルトニウム利用に関す
る第 4 作業部会の共同議長国を務めるなど、INFCE に積極的に貢献している【昭和
54 年版白書 2-4-1-3】。
 核不拡散と原子力平和利用の両立のための方途の探究を目指して1977年10月に開始
された国際核燃料サイクル評価(INFCE)は、1980 年 2 月の最終総会で、その 2 年半に




 我が国が参加している ICSU の国際協力事業としては、中層大気国際協同観測計画



















おり、平成 9 年度には、4 課題を実施した【平成 10 年版白書 3-2-5-3】。
 科学技術振興事業団が諸外国の研究機関等と実施する国際共同研究事業(ICORP)や、
日本学術振興会とアジア諸国の間で行っている拠点大学交流などを通じ、多様な国際
共同研究を実施している【平成 14 年版白書 3-4-2-1】。
 独立行政法人日本学術振興会は先端研究グローバルネットワーク事業や拠点大学交
流事業などを通じ、欧米諸国やアジア諸国との多国間の国際共同研究を推進している














発を支援する STAR（アジア太平洋地域のための衛星技術）プロジェクトが 2008 年（平
成 20 年）12 月に合意され、活動の幅が広がっている【平成 21 年版白書 2-3-4-2】。
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発を支援する STAR（アジア太平洋地域のための衛星技術）プロジェクトが 2008 年（平
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【平成 21 年版白書 2-3-4-1】。
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トワークの形成や若手研究者の育成を図っている【平成 21 年版白書 2-3-4-1】。
 平成 17 年度からは、「大学国際戦略本部強化事業」を実施しており、採択大学等にお
いて、「国際戦略本部」といった全学横断的な組織体制を整備することを通じ、国際
活動の戦略的推進の基盤を整備している【平成 21 年版白書 2-3-4-1】。
 アジア諸国との科学技術力強化を図るため、「東アジア・サイエンス＆イノベーショ
ン・エリア構想」の構築に向けた取組を進めている【平成 24 年版白書 2-3-3-1】。同
構想は、東アジア地域において、科学技術分野における研究交流を加速することによ
り、研究開発力を強化するとともに、環境、防災、感染症等、東アジア諸国が共通し
て抱える課題の解決を目指すものである【平成 24 年版白書 2-3-3-1】。
 文部科学省は科学技術振興機構と協力して、同構想実現に向けた具体的施策として、
東アジアにおいて多国間の共同研究を行う「e－ASIA 共同研究プログラム」の立ち
上げに向けた準備を進めている【平成 24 年版白書 2-3-3-1】。
 2011 年（平成 23 年）には、「e－ASIA共同研究フォーラム」を 2 回開催し、共同研究












を行っている【平成 9 年版白書 3-2-5-1】。
 1996 年(平成 8 年)8 月、原子力委員会核融合会議において、原型炉段階への核融合技
術の涵養等が図られること等を条件として、ITER を我が国の核融合研究開発計画上
の「実験炉」として位置づけて開発することが適当とされた【平成 9年版白書 3-2-5-1】。
 また、1996 年(平成 8 年)12 月に原子力委員会の下に ITER計画懇談会が設置され、今
後の ITER 計画の進め方に関し、社会的、経済的側面をも考慮した幅広い観点からの
検討を行うこととしている【平成 9 年版白書 3-2-5-1】。
 日本、EU 及びロシアの 3 極は、1998 年(平成 10 年)7 月まで EDA協定を延長するため
の取極への署名を行ったが、米国は、議会において ITER/EDA 経費について上院(承
認)と下院(否認)とで賛否がわかれ、1998 年(平成 10 年)7 月までに調整が図れなかっ
たため、署名を行わなかった【平成 11 年版白書 3-2-6-1】。
 これを踏まえ、1998 年(平成 10 年)10 月下旬、今後の ITER への対応を検討するため
に 4 極間の協議が行われ(於:横浜)、日本、EU 及びロシアの ITER 関係者の間で、3
極でも EDA を継続する意向を有することを確認した【平成 11 年版白書 3-2-6-1】。
 2000 年度(平成 12 年度)は、3 極により ITER の工学設計活動が更に進められた。4 月
からは、ITER の建設に関する国際協定のための非公式政府間協議(EX)が 3 極により
開始され、12 月には、最終報告書が取りまとめられ、終了した【平成 13 年版白書
3-4-1-2】。




府間協議に対応している【平成 15 年版白書 3-4-1-5】。
 我が国としては、総合科学技術会議の結論をもとに、国際協力によって ITER 計画を
推進することを基本方針とし、国内誘致を視野に入れ、協議のために青森県上北郡六
ヶ所村を国内候補地として提示して政府間協議に臨む旨閣議了解をしており、この方
針の下に、ITER の日本誘致に取り組んでいる【平成 17 年版白書 3-4-1-4】。
 ITER（イーター）計画を補完・支援する先進的核融合研究開発プロジェクトとして、
核融合エネルギーの実現に向けた「幅広いアプローチ」を、日欧協力により我が国で
実施している。幅広いアプローチ協定は 2007 年（平成 19 年）6 月、ITER（イーター）




1994 年(平成 6 年)12 月に同機関の理事会においてその建設計画が正式に決定された
【平成 9 年版白書 3-2-5-1】。
 我が国においては、文部省を中心に検討され、LHC 計画は、学術的な意義に加え新
しい産業創出につながるものであるとして、平成 7 年度第 1 次補正予算に「世界最高
水準の加速器(CERN/LHC)建設」として 50億円が計上された【平成 9年版白書 3-2-5-1】
 欧州合同原子核研究機関（CERN）の巨大な円形加速器を用いて、宇宙創成時（ビッ
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【平成 21 年版白書 2-3-4-1】。
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府間協議に対応している【平成 15 年版白書 3-4-1-5】。
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1994 年(平成 6 年)12 月に同機関の理事会においてその建設計画が正式に決定された
【平成 9 年版白書 3-2-5-1】。
 我が国においては、文部省を中心に検討され、LHC 計画は、学術的な意義に加え新
しい産業創出につながるものであるとして、平成 7 年度第 1 次補正予算に「世界最高













全体の利益に供するとの意向の下に、昭和 62 年 6 月のベネチア・サミットにおいて
提唱したもので、我が国のイニシアティブについて国際的に高い評価を得ているプロ




り実施している【平成 3 年版白書 3-3-4-2】。
 1992 年 1 月に HFSP 関係国等の政府代表者により、1992 年 4 月から事業が本格段階
として継続することについて合意が得られた【平成 6 年版白書 3-4-4-2】。
 平成元年 10 月には、仏国ストラスブールに実施主体として国際ヒューマン・フロン
ティア・サイエンス・プログラム推進機構が設置された【平成 2 年版白書 4-3-4-2】。
 1994 年(平成 6 年)に、2 人のノーベル賞受賞者も含む 6 人の第一級の科学者からなる
外部評価委員会が行った科学的評価を踏まえHFSPO の評議員会が外部コンサルティ
ング企業による委託評価も含めた総合評価を行い、1996 年(平成 8 年)4 月に運営支援
国に報告した【平成 10 年版白書 3-2-5-1】。
 2004 年度までに研究グラントを受賞した者の中から、11 人の研究者がノーベル賞を
受賞しているなど、内外から高く評価されており、我が国は本プログラムの創設以来、
積極的な支援を行ってきている【平成 17 年版白書 3-4-1-4】。
 2011 年（平成 22 年）度までに本プログラムの研究助成を受けた者の中から、18 名の
ノーベル賞受賞者が輩出されるなど、本プログラムは高く評価されているものである











月に我が国が受諾、1992 年(平成 4 年)1 月に米国が受諾し日米間において本協定が発
効した【平成 9 年版白書 3-2-5-1】。




 2000 年(平成 12 年)10 月には、若田光一宇宙飛行士が日本人として初めて国際宇宙ス
テーションの組立ミッションに参加し、同年 11 月からは第 1 次搭乗員による長期滞
在が開始された【平成 13 年版白書 3-4-1-2】。
 さらに、2001 年(平成 13 年)2 月には最初の実験棟が取り付けられた【平成 13 年版白
書 3-4-1-2】。
 当初、日本、米国、欧州、カナダ 4 極の国際協力により開始されたが、1998 年(平成
10年)1月に、ロシアの参加に係る新しい宇宙基地協力協定の署名が 5極で行われた。
我が国では、同年 4 月に国会において承認され、2001 年(平成 13 年)3 月に同協定が
発効した【平成 15 年版白書 3-4-1-5】。




打ち上げられないこととなった【平成 18 年版白書 3-4-1-1】。
 我が国は、日本実験棟「きぼう」及び宇宙ステーション補給機「こうのとり」（HTV）






目的とする国際共同研究計画である【平成 9 年版白書 3-2-5-1】。
 1975 年 (昭和 50 年 )に米国の提唱により開始された国際深海掘削計画(IPOD: 
International Phase of Ocean Drilling)を受け継ぎ、1985 年(昭和 60 年)に新たな
計画として掘削船ジョイデスレゾリューション号を用いた現在の国際深海掘削計画
(ODP: Ocean Drilling Program)を開始した【平成 9 年版白書 3-2-5-1】。現在、日本
の他、米、英、仏、独、加・豪・韓・台連合、欧州科学財団が参加している【平成 9
年版白書 3-2-5-1】。
 我が国は、1975 年(昭和 50 年)に IPOD が開始されて以来、文部省が予算措置(1994 年
(平成 6 年)から、295 万ドル(約 3 億円/年))し、東京大学海洋研究所を実施機関として、
現在まで継続して正規参加国として活動している【平成 9 年版白書 3-2-5-1】。
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の他、米、英、仏、独、加・豪・韓・台連合、欧州科学財団が参加している【平成 9
年版白書 3-2-5-1】。
 我が国は、1975 年(昭和 50 年)に IPOD が開始されて以来、文部省が予算措置(1994 年
(平成 6 年)から、295 万ドル(約 3 億円/年))し、東京大学海洋研究所を実施機関として、
現在まで継続して正規参加国として活動している【平成 9 年版白書 3-2-5-1】。
 1999 年(平成 11 年)から地球深部探査船の基本設計を開始し、翌々年から建造に着手
400
した【平成 14 年版白書 3-4-1-5】。その後、2002 年(平成 14 年)1 月に岡山県玉野市で、
同掘削船を「ちきゅう」と命名して進水式が行われた【平成 15 年版白書 3-4-1-5】。
 2003 年(平成 15 年)4 月 22 日には、本計画を主導する文部科学省と全米科学財団(NSF)
の間で覚書が締結され、同年 10 月より開始された【平成 16 年版白書 3-4-1-4】。
 統合国際深海掘削計画（IODP）は日米を主導国とし、世界 21 か国が参加する国際プ
ロジェクトで、2003 年（平成 15 年）から開始された【平成 21 年版白書 2-3-4-1】。
 2005 年（平成 17 年）7 月に完成した「ちきゅう」は、2007 年（平成 19 年）より、
熊野灘（なだ）における東南海・南海地震の発生メカニズム解明を目的とした研究航
海を実施している【平成 20 年版白書 2-3-4-5】。
(16) 深海地球ドリリング計画 
 深海地球ドリリング計画は、深海底から 7,000 メートルを超え、マントルに到達する
大深度までの掘削能力を有する地球深部探査船を開発し、日本のほか現在 21 カ国が
参加している現行の ODP(国際深海掘削計画)において使用されているタイプの掘削
船との共同運用により、地球深部を探査するものである【平成 11 年版白書 3-2-6-1】。
 地球深部探査船の開発については、主要要素技術の詳細解析、全体システムの検討等
を経て、1998 年(平成 10 年)から特殊試料採取システムの開発および掘削孔利用シス
テムの開発といった海底掘削システム試験機の製作に着手している【平成 11 年版白
書 3-2-6-1】。
 また、1998 年(平成 10 年)に航空・電子等技術審議会地球科学技術部会の「深海地球
ドリリング計画評価委員会」において、「本計画を推進することは適当であると認め
る。その際、効果的な研究体制を整備することが特に重要である。」旨の評価がなさ
れた【平成 11 年版白書 3-2-6-1】。
(17) ヒトゲノム解析
 ヒトゲノム解析研究における国際的な研究者の集まりとして、研究者間の協力の推進、
データ、生物材料の交換及び関連技術の普及促進を目的に HUGO (Human Genome 
Organization)が 1989 年(平成元年)に設立されており、国際的な研究者間の連携が図




ゲノムデータベース(GDB)に対する日米欧による国際的な支援が 1992 年(平成 4 年)
に合意されている【平成 9 年版白書 3-2-5-1】。
 科学技術庁においては、その GDB の国際共同開発に参画し、資金を拠出するととも
に、1994 年(平成 6 年)には、日本科学技術情報センター(現科学技術振興事業団)に






化に貢献してきている【昭和 42 年版白書 5-3-1】。
 具体的な成果として東南アジア漁業開発センターの創設、アジア開発銀行、農業開発
基金の設置が推進されている【昭和 42 年版白書 5-3-1】。
 訓練指導に関する技術協力は、わが国が 1954 年 10 月に「コロンボ計画」に加盟した
ことにより開始され、そののち「中近東・アフリカ技術協力計画」および「中南米技
術協力計画」などを相次いで計画実施している【昭和 42 年版白書 5-3-2】。
 開発途上国に対する科学技術協力としては、アジア・エレクトロニクス会議において
第 5 回会議の決議に従ってアジア・オセアニア地域内のエレクトロニクス産業振興方
策などについてわが国が中心となり検討が行なわれている【昭和 46 年版白書 3-4-4】。









の基礎調査またはフィージビリティ調査を行っている【昭和 48 年版白書 2-5-2-1】。
 農林省が 1968 年に日韓農業技術交流を開始するとともに、1970 年に設置した熱帯農
業研究センターにおいて、熱帯及び亜熱帯地域における農林畜産業に関する研究の一
環として、これら地域における研究協力を実施している【昭和 51 年版白書 2-4-2-2】。
 1973 年度からは、通商産業省工業技術院が傘下の試験研究機関を活用して、開発途
上国に対する鉱工業技術分野での研究協力を中心とした国際産業技術研究事業を開
始している【昭和 51 年版白書 2-4-2-2】。




 科学技術の分野においては、1971 年 2 月に開発への科学技術適用のための世界行動
計画が策定され、1972 年 8 月にはアジア地域についての開発への科学技術適用のた




 昭和 61 年度からは、科学技術庁において原子力研究交流制度により韓国、中国、イ
ンドネシア、マしーシア、タイ等の国々と研究者の交流を実施している【昭和 63 年
版白書 2-4-4-3】。
 文部省においては、昭和 51 年度より日本学術振興会を通じて、開発途上国との間で
学術交流を開始し、昭和 53 年度から拠点大学方式による交流等の開発途上国学術協
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策などについてわが国が中心となり検討が行なわれている【昭和 46 年版白書 3-4-4】。









の基礎調査またはフィージビリティ調査を行っている【昭和 48 年版白書 2-5-2-1】。
 農林省が 1968 年に日韓農業技術交流を開始するとともに、1970 年に設置した熱帯農
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 科学技術の分野においては、1971 年 2 月に開発への科学技術適用のための世界行動
計画が策定され、1972 年 8 月にはアジア地域についての開発への科学技術適用のた




 昭和 61 年度からは、科学技術庁において原子力研究交流制度により韓国、中国、イ
ンドネシア、マしーシア、タイ等の国々と研究者の交流を実施している【昭和 63 年
版白書 2-4-4-3】。
 文部省においては、昭和 51 年度より日本学術振興会を通じて、開発途上国との間で
学術交流を開始し、昭和 53 年度から拠点大学方式による交流等の開発途上国学術協
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いる【昭和 56 年版白書 2-4-2-2】













究交流促進事業を 1989 年 10 月から開始している【平成 2 年版白書 4-3-4-3】。
 平成 3 年度からは科学技術協力協定等に関連し提起された政策的に重要な協力分野
における国際研究交流を効果的に推進するために、研究者が直接意見交換を行う国際





力に着手したところである【平成 5 年版白書 3-4-4-3】。
 従来から行っている研究者交流を一層促進するため、農林水産省熱帯農業研究センタ






合的に行う国際研究交流促進事業を 1989 年 10 月から開始している【平成 5 年版白書
3-4-4-3】。
 1995 年度(平成 7 年度)から地球環境研究総合推進費により、国際交流研究制度を創設













り、各機関が育成対象機関として選定されている【平成 9 年版白書 3-2-5-3】。




成 7 年度から行っている【平成 9 年版白書 3-2-5-3】。
 国際研究交流を一層促進するため、科学技術振興事業団において、国内の若手研究者
の長期在外研究を支援する若手研究者長期在外研究制度、研究交流に資する科学技術




る国際交流研究制度等を運用している【平成 11 年版白書 3-2-6】。
 文部科学省においては、我が国の若手研究者を海外の大学等の研究機関に派遣し、研
究に専念させる事業を実施している(若手外国人研究者海外派遣事業：科学技術振興
事業団、海外特別研究員事業：日本学術振興会)【平成 14 年版白書 3-4-2-2】。
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外国人研究者の受入れの促進・活躍の拡大を図っている【平成 19 年版白書 3-3-4-6】。
 海外特別研究員事業並びに、平成 19 年度から新たに開始した若手研究者インターナ
ショナル・トレーニング・プログラム（ITP）により、我が国の若手研究者を海外に
派遣し、海外の優れた研究機関での研究機会や海外研究者との交流機会の拡充に努め



















する相互協力方式によったものである【昭和 41 年版白書 4-2-1】。
 政府ベースの指導技術者の派遣は、主としてコロンボ計画、中近東アフリカ技術援助
計画、中南米技術援助計画、アジア生産性向上事業などによるものであり、コロンボ
計画によるものが優位を占めている【昭和 41 年版白書 4-2-1】。
 開発途上国の開発計画における政府ベースの協力としては、通産省の海外開発計画委
託費制度、外務省の投資前基礎調査委託費制度、メコン河総合開発調査委託費制度が
ある【昭和 41 年版白書 4-2-2】。これらはいずれも、相手国の開発計画作成のための
基礎調査を行なうものであり、前者は主として鉱工業部門の開発計画、後者はそれ以






















和 41 年版白書 4-2-1】。
 留学生の受入れにあたっては、物質的な面だけでなく精神的な面についても十分な配
慮が払われなければならないが、これにあたる機関として財団法人日本国際協会が設
置され、政府は全額補助を行なっている【昭和 42 年版白書 5-3-2】。
 また教育面では研修生,留学生の受入れの面で,研修機関の整備,研修指導者の資質の
向上,研修生の待遇改善さらに帰国後も継続して指導援助を行なうなどの問題につい
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おり,現在,JOIS の端末は約 2,000 台,年間利用件数は約 37 万であり,利用件数は増加す









クツサービス(CAS),西独の FIZ-カールスルーエ,JICST の間で昭和 61 年 6 月に締結さ





最近は年間 10 ないし 15 会議に達している。そのうち日本学術会議が主催もしくは援
助している会議は年間 2 会議程度にすぎない【昭和 40 年版白書 1-3-4-2】。
 政府では 1963 年度から国際原子力機関(IAEA)関係担当の科学アタッシェを新たにウ
ィーンに派遣するなど関係在外機関の充実と国際協力に関する国内体制の整備に努
め、各種調査連絡、情報収集などにあたっている【昭和 40 年版白書 1-3-4】。




 1966 年度にわが国で開催された主要な国際会議としては、第 11 回太平洋学術会議が
あり、さらに 1967 年度には、アジア・エレクトロニクス会議などが開催された【昭
和 42 年版白書 5-2-3】。
 1974 年 2 月に東京で開催された東南アジア基礎科学地域協力専門家会議では、ユネ
スコの下で基礎科学協力を促進させるため、域内大学及び研究機関間の連携強化、ネ
ットワークの構成等について検討を進めることとなった【昭和 50 年版白書 2-4-1】。
 （米国と）科学技術情報部門については、1976 年 5 月及び 1978 年 3 月に実施機関会
407
議及び情報サービス機関会議が開催された【昭和 53 年版白書 2-4-2-1】。
 アジア科学協力連合(ASCA)においては、昭和 55 年より我が国の科学技術情報を
ASCA 諸国に提供する ASCA 科学技術情報協力事業を実施している【平成 3 年版白書
3-3-4-1】。
 1993 年 11 月、1994 年 3 月の日韓首脳会談の結果を受け、二国間経済分野における協
力関係等について包括的に議論を行う、日韓新経済パートナーシップ第 1 回協議が
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イフサイエンスと人間に関する懇談会」（昭和 60 年 7 月）である。
第 2 期科学技術基本計画の科学技術システム改革において、「科学技術に関する倫理と社
会的責任」が大項目として位置づけられた。ここでは、生命倫理等、研究者・技術者の倫理
















人間の尊厳にもかかわるものだけに、慎重な配慮が望まれる【昭和 48 年版白書 1-4-1】。






 1995 年 2 月、最初の遺伝子治療が了承された【平成 7 年版白書 3-4-1-1】。
 我が国においては、平成 9 年 3 月に科学技術会議政策委員会が、当面の措置として、
ヒトのクローン個体の作製のための研究については研究費の配分を差し控えること
が適切である旨決定し、これを受けて関係省庁が資金配分を停止する措置をとってい
る【平成 9 年版白書 3-3-2-1】。
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るとした【平成 9 年版白書 3-3-2-1】。
 平成 9 年 10 月、科学技術会議に生命倫理委員会(森亘委員長)が設置され、同委員会
に設置されたクローン小委員会において具体的な方策についての検討を開始したと
ころである【平成 9 年版白書 3-3-2-1】。
 平成10年11月にどのような細胞にでも分化できる胚性幹細胞が人においても確立さ
れたこと等を受けて、平成 10 年 12 月に生命倫理委員会にヒト胚研究小委員会が設置
され、人胚性幹細胞の研究を始めとする人胚を対象とする研究に関する倫理問題の検
討が開始された【平成 11 年版白書 3-3-2】。
 平成 10 年 7 月、大学等において、ヒトのクローン個体の作成を目的にする研究また
はそのおそれのある研究、具体的にはヒト体細胞(受精卵、胚も含む)由来核の除核卵
細胞への核移植を禁止し、これを文部省の指針により示すことを内容とする報告を取





 平成 12 年 3 月に報告書「ヒト胚性幹細胞を中心としたヒト胚研究についての基本的
考え方」をとりまとめ、これを受け、同月生命倫理委員会においてヒト胚を生命の萌
芽として尊重し、厳格な規制枠組の下に ES 細胞の樹立が行われるべきとの方針を示
した【平成 12 年版白書 3-3-2-1】。
 政府は法律案を作成し、国会に提出、平成 12 年 11 月に「ヒトに関するクローン技術
等の規制に関する法律」が成立(平成 12 年法律第 146 号)、同年 12 月に公布された【平
成 13 年版白書 3-2-2-1】。
 文部科学省では「ヒト ES細胞の樹立及び使用に関する指針(案)」を策定し、平成 13
年 2 月にパブリック・コメントに付し、さらに、総合科学技術会議の意見を聴くこと




提案」を取りまとめた【平成 13 年版白書 3-2-2-1】。
 ヒトゲノム研究については、生命倫理委員会の下にヒトゲノム研究小委員会が設置さ
れ、意見公募を経た上で、平成 12 年 6 月に「ヒトゲノム研究に関する基本原則」を
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討が開始された【平成 11 年版白書 3-3-2】。
 平成 10 年 7 月、大学等において、ヒトのクローン個体の作成を目的にする研究また
はそのおそれのある研究、具体的にはヒト体細胞(受精卵、胚も含む)由来核の除核卵
細胞への核移植を禁止し、これを文部省の指針により示すことを内容とする報告を取





 平成 12 年 3 月に報告書「ヒト胚性幹細胞を中心としたヒト胚研究についての基本的
考え方」をとりまとめ、これを受け、同月生命倫理委員会においてヒト胚を生命の萌
芽として尊重し、厳格な規制枠組の下に ES 細胞の樹立が行われるべきとの方針を示
した【平成 12 年版白書 3-3-2-1】。
 政府は法律案を作成し、国会に提出、平成 12 年 11 月に「ヒトに関するクローン技術
等の規制に関する法律」が成立(平成 12 年法律第 146 号)、同年 12 月に公布された【平
成 13 年版白書 3-2-2-1】。
 文部科学省では「ヒト ES細胞の樹立及び使用に関する指針(案)」を策定し、平成 13
年 2 月にパブリック・コメントに付し、さらに、総合科学技術会議の意見を聴くこと




提案」を取りまとめた【平成 13 年版白書 3-2-2-1】。
 ヒトゲノム研究については、生命倫理委員会の下にヒトゲノム研究小委員会が設置さ
れ、意見公募を経た上で、平成 12 年 6 月に「ヒトゲノム研究に関する基本原則」を
取りまとめた【平成 13 年版白書 3-2-2-1】。
 文部科学省(科学技術庁、文部省)、厚生労働省(厚生省)、経済産業省(通商産業省)の関
410
係 3省共同で、平成 12年 12月に「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針(案)」
を策定し、意見公募を経て平成 13 年 3 月末に指針を策定・告示した(平成 13 年文部
科学省、厚生労働省、経済産業省告示第 1 号) 【平成 13 年版白書 3-2-2-1】。
 第 1 回の総合科学技術会議において生命倫理専門調査会が設置され、調査・検討が開
始されている【平成 12 年版白書 3-2-2-1】。
 クローン技術規制法附則 2 条に定める「ヒト受精胚の人の生命の萌芽としての取扱い
の在り方」については、総合科学技術会議生命倫理専門調査会で調査・検討が進めら
れている【平成 14 年版白書 3-2-2-1】。
 遺伝子治療の確立を目的とする臨床研究については、平成 14 年 3 月、文部科学省及
び厚生労働省は新たに両省共同で「遺伝子治療臨床研究に関する指針」(平成 14 年文
部科学省・厚生労働省告示第 1 号)を策定した【平成 14 年版白書 3-2-2-1】。
 バイオテクノロジー(BT)戦略会議において平成 14 年に取りまとめられた BT 戦略大
綱では、「BT に関する倫理的・法的・社会的課題について検討を進める」とされた
【平成 16 年版白書 1-2-3-2】。





ことから、文部科学省及び厚生労働省が共同で、平成 14 年 6 月に「疫学研究に関す
る倫理指針」(平成 14 年文部科学省・厚生労働省告示第 2 号)を策定した【平成 16 年
版白書 3-2-2-1】。
 日本学術会議の生命科学と生命倫理：21 世紀の指針特別委員会では、生命倫理に関
する諸問題についての検討の結果を平成 17 年 8 月『新たな生命倫理価値体系構築の
ための社会システム「いのち」の尊厳と「こころ」の尊重を基軸として』に取りまと
めた【平成 18 年版白書 3-2-2-1】。




 ヒト ES 細胞研究については、平成 20 年 11 月の総合科学技術会議生命倫理専門調査
会における指針の見直しの必要性に関する意見を踏まえ、文部科学省において手続等
の緩和に向けた検討を進め、平成 21 年 8 月、これまでの指針を改正し、新たに「ヒ
ト ES細胞の樹立及び分配に関する指針」（平成 21 年文部科学省告示第 156 号）及び
「ヒト ES細胞の使用に関する指針」（平成 21 年文部科学省告示第 157 号）を制定し




5 月、「特定胚の取扱いに関する指針」（平成 21 年文部科学省告示第 83 号）など関係
指針の整備を行った【平成 22 年版白書 2-2-2-1】。
 ヒト ES 細胞研究については、科学技術・学術審議会生命倫理・安全部会において平
411
成 21 年 2 月に取りまとめたヒト ES 細胞等からの生殖細胞の作成を容認すべきとの
基本的考え方に基づき、ヒト ES 細胞等から生殖細胞の作成を行う場合の要件や手続
等について検討を進め、「ヒト ES 細胞の樹立及び分配に関する指針」（文部科学省告
示第 86 号）及び「ヒト ES 細胞の使用に関する指針」（文部科学省告示第 87 号）を
改正するとともに、「ヒト iPS細胞又はヒト組織幹細胞からの生殖細胞の作成を行う
研究に関する指針」（文部科学省告示第 88 号、平成 22 年 5 月 20 日策定）を新たに制
定した【平成 23 年版白書 2-2-2-1】。
 総合科学技術会議が取りまとめた「ヒト胚の取扱いに関する基本的考え方」を受け、
文部科学省と厚生労働省が合同で配偶子の提供を受ける場合の要件や手続等につい
て検討を進め、平成 21 年 4 月に「ヒト ES細胞等からの生殖細胞の作成・利用につい
て」を取りまとめ、平成 22 年 12 月に「ヒト受精胚の作成を行う生殖補助医療研究に
関する倫理指針」（平成 22 年文部科学省・厚生労働省告示第 2 号、平成 23 年 4 月 1
日施行）を新たに制定した【平成 23 年版白書 2-2-2-1】。
(2) 研究者倫理、研究活動の不正行為への対応
 科学技術会議政策委員会の下に開催されていた「21 世紀の社会と科学技術を考える









討を行い、平成 17 年 7 月に科学者個人が高い倫理性を持つべき事や研究機関、学会
などにより倫理綱領等の整備等を提言した報告「科学におけるミスコンダクトの現状
と対策」を取りまとめるとともに、同報告を受け、具体的な科学者の行動規範を策定
するため検討委員会を設置し、平成 17 年 12 月から議論を進めた。一方で、平成 18
年 2 月に文部科学省の科学技術・学術審議会においても「研究活動の不正行為に関す
る特別委員会」が設置され、競争的資金等を活用した研究活動における不正行為への
対応について調査検討が行われた【平成 18 年版白書 3-3-5-3】。
 平成 18 年 2 月に総合科学技術会議が決定した「研究上の不正に関する適切な対応に
ついて」を受けて、平成 18 年 11 月には「競争的資金の適正な執行に関する指針（競
争的資金に関する関係府省連絡会申し合わせ）」を改正し、捏造、盗用などの研究上
の不正行為が明らかになった場合の措置について定めた。その後、関係府省において
ガイドラインの整備、公募要領への反映等が進められた【平成 18 年版白書 3-3-5-3】。
 文部科学省では、科学技術・学術審議会の下に「研究活動の不正行為に関する特別委
員会」を設置し、特に競争的資金を活用した研究活動における不正行為への対応につ
いて検討を進め、平成 18 年 8 月に、文部科学省、資金配分機関及び大学等研究機関
が構築すべきシステムやルールに関するガイドラインを取りまとめた【平成 18 年版
410
係 3省共同で、平成 12年 12月に「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針(案)」
を策定し、意見公募を経て平成 13 年 3 月末に指針を策定・告示した(平成 13 年文部
科学省、厚生労働省、経済産業省告示第 1 号) 【平成 13 年版白書 3-2-2-1】。
 第 1 回の総合科学技術会議において生命倫理専門調査会が設置され、調査・検討が開
始されている【平成 12 年版白書 3-2-2-1】。
 クローン技術規制法附則 2 条に定める「ヒト受精胚の人の生命の萌芽としての取扱い
の在り方」については、総合科学技術会議生命倫理専門調査会で調査・検討が進めら
れている【平成 14 年版白書 3-2-2-1】。
 遺伝子治療の確立を目的とする臨床研究については、平成 14 年 3 月、文部科学省及
び厚生労働省は新たに両省共同で「遺伝子治療臨床研究に関する指針」(平成 14 年文
部科学省・厚生労働省告示第 1 号)を策定した【平成 14 年版白書 3-2-2-1】。
 バイオテクノロジー(BT)戦略会議において平成 14 年に取りまとめられた BT 戦略大
綱では、「BT に関する倫理的・法的・社会的課題について検討を進める」とされた
【平成 16 年版白書 1-2-3-2】。





ことから、文部科学省及び厚生労働省が共同で、平成 14 年 6 月に「疫学研究に関す
る倫理指針」(平成 14 年文部科学省・厚生労働省告示第 2 号)を策定した【平成 16 年
版白書 3-2-2-1】。
 日本学術会議の生命科学と生命倫理：21 世紀の指針特別委員会では、生命倫理に関
する諸問題についての検討の結果を平成 17 年 8 月『新たな生命倫理価値体系構築の
ための社会システム「いのち」の尊厳と「こころ」の尊重を基軸として』に取りまと
めた【平成 18 年版白書 3-2-2-1】。




 ヒト ES 細胞研究については、平成 20 年 11 月の総合科学技術会議生命倫理専門調査
会における指針の見直しの必要性に関する意見を踏まえ、文部科学省において手続等
の緩和に向けた検討を進め、平成 21 年 8 月、これまでの指針を改正し、新たに「ヒ
ト ES細胞の樹立及び分配に関する指針」（平成 21 年文部科学省告示第 156 号）及び
「ヒト ES細胞の使用に関する指針」（平成 21 年文部科学省告示第 157 号）を制定し




5 月、「特定胚の取扱いに関する指針」（平成 21 年文部科学省告示第 83 号）など関係
指針の整備を行った【平成 22 年版白書 2-2-2-1】。
 ヒト ES 細胞研究については、科学技術・学術審議会生命倫理・安全部会において平
411
成 21 年 2 月に取りまとめたヒト ES 細胞等からの生殖細胞の作成を容認すべきとの
基本的考え方に基づき、ヒト ES 細胞等から生殖細胞の作成を行う場合の要件や手続
等について検討を進め、「ヒト ES 細胞の樹立及び分配に関する指針」（文部科学省告
示第 86 号）及び「ヒト ES 細胞の使用に関する指針」（文部科学省告示第 87 号）を
改正するとともに、「ヒト iPS細胞又はヒト組織幹細胞からの生殖細胞の作成を行う
研究に関する指針」（文部科学省告示第 88 号、平成 22 年 5 月 20 日策定）を新たに制
定した【平成 23 年版白書 2-2-2-1】。
 総合科学技術会議が取りまとめた「ヒト胚の取扱いに関する基本的考え方」を受け、
文部科学省と厚生労働省が合同で配偶子の提供を受ける場合の要件や手続等につい
て検討を進め、平成 21 年 4 月に「ヒト ES細胞等からの生殖細胞の作成・利用につい
て」を取りまとめ、平成 22 年 12 月に「ヒト受精胚の作成を行う生殖補助医療研究に
関する倫理指針」（平成 22 年文部科学省・厚生労働省告示第 2 号、平成 23 年 4 月 1
日施行）を新たに制定した【平成 23 年版白書 2-2-2-1】。
(2) 研究者倫理、研究活動の不正行為への対応
 科学技術会議政策委員会の下に開催されていた「21 世紀の社会と科学技術を考える









討を行い、平成 17 年 7 月に科学者個人が高い倫理性を持つべき事や研究機関、学会
などにより倫理綱領等の整備等を提言した報告「科学におけるミスコンダクトの現状
と対策」を取りまとめるとともに、同報告を受け、具体的な科学者の行動規範を策定
するため検討委員会を設置し、平成 17 年 12 月から議論を進めた。一方で、平成 18
年 2 月に文部科学省の科学技術・学術審議会においても「研究活動の不正行為に関す
る特別委員会」が設置され、競争的資金等を活用した研究活動における不正行為への
対応について調査検討が行われた【平成 18 年版白書 3-3-5-3】。
 平成 18 年 2 月に総合科学技術会議が決定した「研究上の不正に関する適切な対応に
ついて」を受けて、平成 18 年 11 月には「競争的資金の適正な執行に関する指針（競
争的資金に関する関係府省連絡会申し合わせ）」を改正し、捏造、盗用などの研究上
の不正行為が明らかになった場合の措置について定めた。その後、関係府省において
ガイドラインの整備、公募要領への反映等が進められた【平成 18 年版白書 3-3-5-3】。
 文部科学省では、科学技術・学術審議会の下に「研究活動の不正行為に関する特別委
員会」を設置し、特に競争的資金を活用した研究活動における不正行為への対応につ






省自らも同年 11 月に告発受付窓口を設置した【平成 18 年版白書 3-3-5-3】。
 農林水産省においても、研究活動の不正行為への対応についてのガイドラインを取り
まとめ、関係機関に不正行為への対応に関する取組を要請するとともに、告発受付窓
口の設置を行った。【平成 18 年版白書 3-3-5-3】
 日本学術会議は、平成 18 年 10 月に、声明「科学者の行動規範について」を策定し、
科学者の遵守すべき事項を示すとともに、大学等研究機関及び学協会に対し、本声明
を参照としながら自らの行動規範を策定し、それが科学者の行動に反映されるよう周
知することを要請した。そのほか、平成 19 年 1 月に、食品の影響を取り扱うテレビ
番組において、実験データの捏（ねつ）造などの科学の倫理に反する行為が行われた
ことに対し、日本学術会議会長談話を公表した【平成 19 年版白書 2-4-1-1】・
 平成 20 年 4 月には、日本学術会議の総意に基づく対外的誓約として、声明「日本学






じて、職業倫理の徹底を図ることとした【平成 12 年版白書 1-3-3-2】。
































 平成 7 年度から理科教育の一層の充実を図るため、新たに小・中・高等学校の理科教
育担当教員の観察・実験等に関する指導力の向上等を図るための講習会を開催すると
ともに地方において教員研修の中核となる教育センターに対して、新しい理科教育設












省自らも同年 11 月に告発受付窓口を設置した【平成 18 年版白書 3-3-5-3】。
 農林水産省においても、研究活動の不正行為への対応についてのガイドラインを取り
まとめ、関係機関に不正行為への対応に関する取組を要請するとともに、告発受付窓
口の設置を行った。【平成 18 年版白書 3-3-5-3】
 日本学術会議は、平成 18 年 10 月に、声明「科学者の行動規範について」を策定し、
科学者の遵守すべき事項を示すとともに、大学等研究機関及び学協会に対し、本声明
を参照としながら自らの行動規範を策定し、それが科学者の行動に反映されるよう周
知することを要請した。そのほか、平成 19 年 1 月に、食品の影響を取り扱うテレビ
番組において、実験データの捏（ねつ）造などの科学の倫理に反する行為が行われた
ことに対し、日本学術会議会長談話を公表した【平成 19 年版白書 2-4-1-1】・
 平成 20 年 4 月には、日本学術会議の総意に基づく対外的誓約として、声明「日本学






じて、職業倫理の徹底を図ることとした【平成 12 年版白書 1-3-3-2】。
































 平成 7 年度から理科教育の一層の充実を図るため、新たに小・中・高等学校の理科教
育担当教員の観察・実験等に関する指導力の向上等を図るための講習会を開催すると
ともに地方において教員研修の中核となる教育センターに対して、新しい理科教育設










の推進を図った【平成 8 年版白書 3-4-9】。
 青少年の科学的素養を育成するため、実物標本を用いた展示に重点を置いた新しい参
加体験型・探求型展示施設である「たんけん館(仮称)」の整備を平成 5 年度から 7 年





の展示、ハンズオン活動を振興している【平成 12 年版白書 3-2-8-2】。
 科学技術庁では、児童生徒を対象に科学技術白書(科学技術の振興に関する年次報告)
の内容をもとに科学技術に対する興味を持つきっかけを与えることを目的として、平
成 12 年 2 月に「子ども科学技術白書」を発行し、都道府県教育委員会、都道府県立
図書館、科学館及び総合博物館等へ配布した。本書は平成 11 年度以降毎年度発行さ
れる予定である【平成 12 年版白書 3-2-8-3】。











【平成 16 年版白書 3-3-5-1】。
 小・中学校において観察・実験を重視し、児童生徒の知的好奇心や探究心を高める取
組を行う「科学技術・理科教育推進モデル事業(理科大好きスクール)」等の取組を推
進している【平成 16 年版白書 3-3-5-1】。
 平成 15 年度からは、将来のスペシャリストの育成等を図るため、先端的な技術・技
能を取り入れた教育等を行っている学校を指定する「目指せスペシャリスト」を新た
に実施している【平成 16 年版白書 3-3-5-1】。
 学校を核として地域の科学館やボランティア等の教育資源を総合的に組み合わせ、観
察・実験等の体験的・問題解決的な学習の機会を充実する「理数大好きモデル地域事













験しているものはわずかである【昭和 33 年版白書 2-7-3-2】。
 大学等における科学技術に関する公開講座の拡充を図るとともに、青少年や一般社会
人を対象として最新の研究動向等を普及啓蒙するために開催するシンポジウムや学
術講演会の開催の助成を行った【平成 8 年版白書 3-4-9】。
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展示する事業を実施した【平成 16 年版白書 3-3-5-1】。
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れた【昭和 40 年版白書 1-1-1-4】。
 地方科学技術振興会議、原子力セミナー等を開催した【昭和 42 年版白書 1-4-5】。
 「サイエンスクラブ指導者セミナー」、「原子力教育セミナー」等の各種セミナーの開
催などを行った【昭和 52 年版白書 3-4-6-1】。
 主婦、作家、漫画家等の参加により科学技術を茶の間の主婦などに理解し得るように
する方策について意見を聴取するための“茶の間で語る科学技術”懇談会を開催した




術の継承活動を展開している【平成 8 年版白書 3-4-9】。
 通商産業省においては、平成 9 年 8 月に産・学・官の初めての連携事業として開催さ




している【平成 12 年版白書 3-2-8-2】。
 通商産業省においては、平成 5 年度より、21 世紀を担う若い世代に化学技術を承継
417
する活動として、大学化学実験等の「夢化学 21」キャンペーン事業を支援した【平
成 12 年版白書 3-2-8-2】。
 平成 11 年度の科学技術週間は、科学技術関係機関等の協力により、全国各地の研究
施設、科学館等で「施設の一般公開」、「科学技術実験教室」、「講演会」など約 700




通、そのうち小学生の部約 5,300 通、中学生・高校生の部約 3,900 通、一般の部約 500
通であった。平成 12 年 4 月の科学技術週間に内閣総理大臣より優秀作品の表彰が行





る「JST 科学技術講話」を実施している【平成 12 年版白書 3-2-8-2】。
 国立科学博物館においては、青少年の科学への興味を育てる参加体験型展示を整備し、
平成 11 年 4 月に「たんけん広場発見の森」と「たんけん広場身近な森」を開設した
【平成 12 年版白書 3-2-8-2】。
 農林水産省では、平成 17 年度から筑波農林研究団地において小・中学生を対象に先
端農林研究体験事業を行っている【平成 18 年版白書 3-3-5-1】。









成 20 年版白書 2-4-3】。





海、地質標本館、JIS パビリオン等を備えている【平成 20 年版白書 2-4-3】。
2）放送等
 普及啓発映画「未来は始まっている」のテレビ放映を行なった【昭和 48 年版白書
3-4-7】。
416
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成 20 年版白書 2-4-3】。
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 明日への科学」等テレビ・ラジオ番組の放送【昭和 49 年版白書 3-4-6-2】。
 昭和 49 年度には、科学技術に関する広報誌(「あなたの科学技術」等)の作成及び配
布【昭和 50 年版白書 3-4-6】。
 科学技術映画(「酵素」、「見る」等 8 本)の製作及び貸出し【昭和 50 年版白書 3-4-6】。
 科学技術庁では、総理府に協力してテレビ、ラジオ番組の企画、放映、新聞、週刊誌
等への広告掲載、世論調査等を実施している【昭和 57 年版白書 3-4-8-1】。
 国際的ロボット競技会「ロボフェスタ」に向けて小型ロボット競技会等の準備を進め
ているとともに、科学技術に関する話題や興味深い科学実験の番組等を作成し、国民











作成及び提供を行った【平成 8 年版白書 3-4-9】。
 学芸員等の専門的職員の資質の向上及び地方公共団体の行う先端科学技術体験セン







であろう【平成 16 年版白書 1-3-1-3】。
 「科学コミュニケーター研修プログラム」などを通じ、各地域において科学技術の理
解増進活動に取り組む人材の育成を行っている【平成 20 年版白書 2-4-3】。











和 42 年版白書 1-4-5】。
 昭和 56 年度からは、科学技術振興の強化に資するため科学技術に関して優れた振興
上の業績をあげた者を対象とする科学技術振興功績者表彰(同年度 60 名)及び原子力
の安全確保のため尽力して優れた成果をあげた個人又は団体を対象とする原子力安
全功労者表彰(同年度 17件)の 2 種の表彰制度を新設した【昭和 57 年版白書 3-4-8-2】。


















設置して森林科学についての展示を行っている【平成 8 年版白書 3-4-9】。
 バイオテクノロジーの定着化を図る上で不可欠な国民の理解の醸成のため、農林水産
省では、農林水産・食品分野のバイオテクノロジーについての解説パンフレットを作
成するとともに、平成 7 年度からバイオテクノロジーPA 対策事業を開始し、名古屋
における一般市民を対象としたフォーラム、つくば及び地域の農業試験場における体
験研修等を実施した【平成 8 年版白書 3-4-9】。
 バイオテクノロジーの定着を図る上で不可欠な国民の理解の醸成のため、農林水産省
では、農林水産・食品分野のバイオテクノロジー及び遺伝子組換え農作物についての
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